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ま え が き 

 

近年、仕事の未来を形成していく潮流の１つとして、人工知能（AI）の職場導入による影

響等に関する国際的な関心が高まっている。生成 AI を含め、安心・安全で信頼性の高い AI

技術は、労働生産性の向上、労働条件や労働安全衛生の改善、障害者も含めた人々の雇用機

会の創出、人手不足の緩和等に寄与することが期待されている。我が国においても、少子高

齢化社会の下で持続的な経済成長を実現するために、労働生産性と賃金の持続的な向上とと

もに、労働者の働き方などの改善に向けた不断の取組が必要であり、AI の職場導入がもたら

す恩恵を最大化していく視点が重要である。 

 

同時に、AI の職場導入がもたらす恩恵を適切に得るためには、技術開発と労働者の権利保

護が調和され、不平等や差別の拡大、労働者のメンタルヘルスやプライバシーへの悪影響、

労働者に対するデジタル監視の悪用などのリスクが最小限に抑えられる必要があり、労使が

協働しながら、人間を中心とした AI の職場導入に取り組んでいくことが肝要である。 

 

今後、AI の職場導入が進んでいけば、労働者が従事している様々な作業（タスク）や、職

業に求められるスキルなどに変化を生じさせることで、労働者の学び・学び直し、求職・転

職活動への支援等に対するニーズを高める可能性がある。安心・安全で信頼性の高い AI の

職場導入がもたらす恩恵の最大化と同時に、その反作用的な影響として雇用、タスク、スキ

ルに生じる可能性のある変化に適切に対応していくため、労働政策においても新たな対応が

必要となっていく蓋然性が高い。 

 

本報告書は、こうした問題意識の下、厚生労働省の職業安定局雇用政策課からの研究要請

を基に、AI の職場導入の影響等を把握するための労働者 Web アンケート調査を実施し、そ

の結果を取りまとめたものである。国際的な関心が高いテーマであるため、経済協力開発機

構（OECD）の知見を得ながら、国際比較分析を可能とする調査項目を盛り込みつつ、生成

AI などに関する JILPT 独自の調査項目を盛り込むことで、日本の実態把握に取り組んだ。 

 

本調査の結果が、今後の政策形成に資すれば幸いである。併せて、調査にご協力いただい

た、多くの回答者に深く感謝を申し上げたい。 
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第１章 調査の概要 

 

第１節 調査の目的 

近年、仕事の未来を形成していく潮流の１つとして、人工知能（AI）の職場導入による影響

等に関して国際的な関心が高まっている。2024 年の秋にイタリアで開催された G7 労働雇

用大臣会合では、仕事の世界においても、安全・安心で信頼できる AI が開発・利用されるよ

うに G7 アクションプランが合意され、今後、その推進に取り組んでいくこととされた。 

AI は、IoT（モノのインターネット化）やロボット技術と組み合わせながら、医療用画像診

断や農業・漁業用カメラ（土壌監視・水やり、餌巻き、収穫補助等）、品質管理・検査、検品、

仕分けや倉庫作業の自動化、危険行動やトラブル等の異常検知、顔認証・防犯、チャット自動

応答・アシスタント、翻訳、検索補助、スマートスピーカー、音声認識・入力、需要・来店予

測、災害・伝染病等の発生予測、習熟度に応じた教育カリキュラムの作成、テストの自動採点、

無人レジ、施設内混雑予測・把握、配送量予測・適正配車、自動運転やアシスト機能など、多

様な用途で職場において活用されるようになってきている。 

さらに、高度な対話型生成 AI が登場し、米国 OpenAI 社が 2022 年 11 月にリリースした

「ChatGPT（Generative Pre-trained Transformer）」（人工知能チャットボット）は、

インターネットからの膨大なデータを基に事前にトレーニングされ、まるで人と会話してい

るかのような自然なテキストを、瞬時に生成する応答精度の良さが人気を集め、公開わずか 2

ヶ月で 1 億人のユーザーを獲得した。 

我が国でも、その実用性の良さに注目した企業・自治体があり、例えばパナソニックホール

ディングス株式会社は 2023 年４月、AI アシスタントサービス「Connect GPT」をベース

に全社版の環境を構築し（PX-GPT）、国内全社員 9 万人向けに展開することを発表した1。

AGC 株式会社も、（データが二次利用されない）社内向け対話型 AI「Chat AGC」を構築

し、2023 年 6 月より本格運用を開始。全社横断的な取り組みとして「生成 AI 活用探索プロ

ジェクト」を立ち上げ、活用ノウハウを共有することで、業務効率の向上と創造的な活動に一

層注力できる環境構築を目指す考えを明らかにした2。また、東京都も８月に「文章生成 AI 利

活用ガイドライン」を策定し、全局約 5 万人が利用出来る環境を整備するとともに3、実際に

活用した事例を公開・水平展開して4、業務効率の改善等に役立てている。 

上記例のように、生成 AI を含め、安心・安全で信頼性の高い AI を活用した技術は、労働

生産性の向上、労働条件や労働安全衛生の改善、障害者も含めた人々の雇用機会の創出、人手

不足の緩和等に寄与することが期待される。我が国においても、少子高齢者社会の下、持続的

 
1 https:／／news.panasonic.com／jp／press／jn230414-1 
2 https:／／www.agc.com／news／detail／1203953_2148.html 
3 https:／／www.metro.tokyo.lg.jp／tosei／hodohappyo／press／2023／08／23／14.html 
4 https:／／www.metro.tokyo.lg.jp／tosei／hodohappyo／press／2024／01／30／22.html 

https://news.panasonic.com/jp/press/jn230414-1
https://www.agc.com/news/detail/1203953_2148.html
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2023/08/23/14.html
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2024/01/30/22.html
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な経済成長を実現するために、労働生産性と賃金の持続的な向上とともに、労働者の働き方な

どの改善に向けた不断の取組が必要であり、AI の職場導入がもたらす恩恵を最大化していく

視点が重要である。 

他方、AI の職場導入が進んでいけば、労働者が従事している様々な作業（タスク）や、職

業に求められるスキルなどに変化を生じさせることで、労働者の学び・学び直し、求職・転職

活動への支援等に対するニーズを高める可能性がある。安心・安全で信頼性の高い AI の職場

導入がもたらす恩恵の最大化と同時に、その反作用的な影響として雇用、タスク、スキルに生

じる可能性のある変化に適切に対応していくため、労働政策においても新たな対応が必要と

なっていく蓋然性が高い。 

そのため、当機構では、厚生労働省職業安定局雇用政策課からの研究要請を基に、経済協力

開発機構（OECD）が加盟 7 ヶ国（オーストリア、カナダ、フランス、ドイツ、アイルラン

ド、英国、米国）の金融・保険業、及び製造業の企業で働く労働者 5,334 人を対象に行った

AI 等に関するアンケート調査5（2022 年１月中旬～２月中旬実施）に倣い、労働者 Web ア

ンケート調査6を実施した7。 

当機構の調査の実施に当たっては、OECD 先行調査と同一の内容の設問を中核に据えるこ

とで国際比較分析を可能にしつつ、生成 AI などに関する JILPT 独自の設問を盛り込むこと

で、様々な観点から日本の実態把握に取り組んだ。なお、当機構による調査の実施に当たって

設置された研究会のメンバーであり、OECD 事務局に所属する戸田卓宏氏によって、国際比

較分析やマイクロデータを活用した独自の分析を盛り込んだ報告書が、同事務局より公表さ

れる予定であることから、本報告書では国内の状況について得られた知見を整理している。 

 
5 Lane, M., M. Williams and S. Broecke (2023) "The impact of AI on the workplace: Main findings 

from the OECD AI surveys of employers and workers", OECD Social, Employment and Migration 
Working Papers No.288. 
6 併行して事例研究（労使双方へのヒアリング調査）も行われ、OECD 加盟 8 か国（日本、フランス、アイルラ

ンド、英国、米国、ドイツ、カナダ、オーストリア）における、金融部門（データ分析や不正検出等）及び製造業

（生産プロセスやメンテナンス作業等）の約 100 のケーススタディを基に｢OECD Social, Employment and 

Migration Working Papers No.289｣（2023）が取り纏められた。この共同研究の呼び掛けに応じる形で、金

融業については 2021 年 8～11 月、製造業については 2021 年 10 月～2022 年 8 月に、国内 9 社の実態を明ら

かにしたのが岩月・天瀬・荻野らである。主な聴き取り事項は AI 技術の機能やタスク、スキル、雇用、賃金、労

働環境の各変化、労使の対応、政府の政策や規制の影響等であり、その詳細については、資料シリーズ No.253

「金融業における AI 技術の活用が職場に与える影響―OECD 共同研究」（2022）、資料シリーズ No.262「製

造業における AI 技術の活用が職場に与える影響―OECD 共同研究」（2023）、労働政策研究報告書 No.228「職

場における AI 技術の活用と従業員への影響―OECD との国際比較研究に基づく日本の位置づけ」（2024）を参

照されたい。 
7 なお、企業アンケート調査（郵送）については、2020 年３～４月に「新しいデジタル技術導入と労使コミュニ

ケーションに関する調査」が行われ、全国 30 人以上の事業所 3,670 社の回答を基に調査シリーズ No.210「新

しいデジタル技術導入と労使コミュニケーションに関する研究」（2021）が取り纏められている。本調査結果を踏

まえつつ、厚生労働省「技術革新（AI 等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会」で検討が

行われ、「新技術導入を通じた生産性向上、企業・経済の発展と労働者への成果の配分を実現するとともに、労使

関係の不安定化を防ぐためには、企業の実情に応じた形での集団的・個別的な労使コミュニケーションの活性化が

重要」などと提起する報告書が取り纏められ、新技術導入を巡る労使コミュニケーションの取組事例集とともに公

表された（2021 年 6 月）。なお、当機構ではその後、2023 年 2～5 月にも同様のフォローアップ調査を行って

いる（調査シリーズ No.242）。 
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第２節 調査の方法 

１．調査対象（標本） 

調査対象（標本）は、Web 調査会社の登録モニターである（図表 1-2-1-1）。スクリーニン

グ調査を通じ、『令和２年国勢調査』（就業状態等基本集計第 8-1-1 表）の職業大分類（11 区

分）×就業形態（正社員8・非正社員9の２区分）×性別（２区分）×年齢（1510～24 歳、25

～34 歳、35～49 歳、50～64 歳、65 歳以上の 5 区分）×地域ブロック（OECD 類型に基 

 

図表 1-2-1-1 層化割付による回収目標 

 
8 雇用者のうち正規の職員・従業員＋役員。 
9 労働者派遣事業所の派遣社員＋パート・アルバイト・その他。 
10 なお、OECD 先行調査は 16 歳以上が対象だが、国勢調査の公開データから入手出来なかったこと、また、あ

くまで就業者全体（自営業含む）データで試算する限り、15 歳就業者は極めて僅少であり、約 2.2 万人で考えれ

ば数人分に過ぎないことから 15 歳も含めて考えることとした。 

（人）

総計22,000人 職業大分類 性別 年齢 北海道 東北 北関東・甲信 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 職業大分類 性別 年齢 北海道 東北 北関東・甲信 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄

15～24歳 15～24歳

25～34歳 1 3 1 1 1 25～34歳

35～49歳 4 6 6 24 4 10 12 5 2 9 35～49歳

50～64歳 8 14 14 58 9 21 28 10 5 19 50～64歳

65歳以上 7 11 11 41 7 15 21 9 4 15 65歳以上

15～24歳 15～24歳

25～34歳 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 5 1 2 2 1 2 35～49歳

50～64歳 1 2 2 9 1 3 5 2 1 3 50～64歳

65歳以上 1 2 2 9 1 3 4 2 1 3 65歳以上

15～24歳 3 4 6 33 3 10 11 4 2 7 15～24歳 1 2 2 16 1 4 8 2 1 3

25～34歳 12 19 29 165 14 52 61 19 9 35 25～34歳 1 1 2 11 1 3 5 1 1 3

35～49歳 24 36 50 274 24 82 103 33 16 66 35～49歳 1 1 2 12 1 3 5 1 2

50～64歳 21 33 42 184 21 59 77 28 14 52 50～64歳 1 2 3 14 1 4 7 2 1 4

65歳以上 4 7 7 29 4 10 15 6 3 11 65歳以上 2 3 4 16 2 6 9 3 1 5

15～24歳 6 8 10 47 6 18 24 9 4 17 15～24歳 1 1 2 11 1 3 6 2 1 3

25～34歳 15 25 27 134 16 44 62 24 11 47 25～34歳 2 4 5 20 3 9 12 4 2 9

35～49歳 23 40 39 146 26 52 76 34 19 72 35～49歳 8 10 18 62 8 31 39 14 6 27

50～64歳 16 30 28 91 18 38 53 26 15 53 50～64歳 7 11 16 57 8 25 36 13 6 23

65歳以上 1 2 2 9 1 3 5 3 1 5 65歳以上 2 4 5 19 3 8 11 5 2 8

15～24歳 3 5 5 20 2 8 8 3 2 6 15～24歳 1 1 1 7 1 3 1 2

25～34歳 11 18 20 100 10 32 37 13 6 25 25～34歳 1 1 1 10 1 2 4 1 1 3

35～49歳 26 45 51 242 26 80 97 35 16 63 35～49歳 2 2 2 13 1 2 5 1 1 3

50～64歳 26 46 52 242 27 81 105 36 16 60 50～64歳 2 5 5 20 2 7 10 4 2 7

65歳以上 4 6 6 27 4 9 13 5 2 8 65歳以上 3 4 6 25 3 10 13 4 2 7

15～24歳 6 9 9 39 6 18 18 7 3 15 15～24歳 2 2 2 12 1 3 6 2 1 4

25～34歳 13 24 25 149 15 47 61 19 10 40 25～34歳 6 9 9 43 5 15 22 8 4 18

35～49歳 25 52 50 243 34 81 110 41 21 79 35～49歳 19 28 33 147 17 57 78 26 12 53

50～64歳 17 35 36 152 25 55 76 30 15 53 50～64歳 16 23 30 147 15 51 73 22 10 43

65歳以上 4 8 10 32 6 14 16 7 4 12 65歳以上 3 4 6 26 3 9 12 5 2 8

15～24歳 2 3 3 20 2 7 10 3 1 5 15～24歳 3 4 5 30 3 10 15 5 1 8

25～34歳 7 12 13 84 8 27 39 12 5 23 25～34歳 1 2 2 11 1 3 5 2 1 4

35～49歳 18 29 32 176 19 58 85 27 13 53 35～49歳 1 2 2 9 1 3 4 1 1 3

50～64歳 15 23 23 135 15 43 68 20 10 39 50～64歳 1 2 2 8 1 3 4 2 1 4

65歳以上 4 6 7 28 4 10 14 5 2 9 65歳以上 1 2 3 10 2 5 5 2 1 4

15～24歳 2 4 4 23 2 7 11 3 1 6 15～24歳 5 6 8 46 4 14 24 7 2 12

25～34歳 4 7 7 50 5 14 21 6 3 13 25～34歳 4 7 8 25 4 11 14 6 3 11

35～49歳 6 11 10 48 7 15 23 8 4 17 35～49歳 11 17 20 67 10 32 37 15 7 27

50～64歳 4 8 7 29 5 11 15 6 3 12 50～64歳 12 18 21 70 10 34 40 14 7 28

65歳以上 2 3 3 11 2 4 5 3 1 4 65歳以上 3 4 5 18 3 9 9 5 2 8

15～24歳 2 3 3 10 1 4 6 2 1 4 15～24歳 4 5 6 38 4 13 21 6 2 12

25～34歳 5 8 8 28 4 11 16 6 3 13 25～34歳 1 2 2 11 1 3 5 1 1 4

35～49歳 9 14 15 54 8 20 29 11 6 25 35～49歳 1 2 2 10 1 3 5 1 1 3

50～64歳 5 8 8 31 5 11 16 6 3 13 50～64歳 2 2 3 12 1 4 7 2 1 4

65歳以上 2 2 2 10 1 3 5 2 1 3 65歳以上 4 4 6 28 3 9 15 4 2 7

15～24歳 3 6 6 22 3 10 12 4 2 9 15～24歳 5 6 9 51 4 18 29 8 3 15

25～34歳 5 12 10 35 7 14 18 8 4 17 25～34歳 5 8 9 31 5 15 18 7 3 14

35～49歳 10 21 16 42 13 20 26 15 8 29 35～49歳 15 22 28 95 14 47 58 21 10 37

50～64歳 10 18 15 38 11 20 25 14 8 28 50～64歳 17 26 29 101 15 46 63 22 11 43

65歳以上 2 3 3 8 2 4 5 3 2 6 65歳以上 9 13 18 59 10 28 36 15 7 29

15～24歳 3 4 2 9 1 4 4 3 1 6 15～24歳 1

25～34歳 6 7 5 20 3 8 10 6 2 12 25～34歳 1

35～49歳 10 11 9 35 5 14 17 9 4 18 35～49歳 2 1 1 1

50～64歳 6 8 6 25 4 9 13 5 3 12 50～64歳 1 1 1 6 1 2 3 1 1 2

65歳以上 1 2 2 9 1 3 4 1 1 3 65歳以上 2 3 3 15 2 6 9 3 1 5

15～24歳 1 1 2 1 1 1 1 15～24歳

25～34歳 1 1 1 3 1 1 1 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 3 1 1 1 1 35～49歳 1

50～64歳 1 1 50～64歳 1

65歳以上 65歳以上 1

15～24歳 1 1 1 1 1 1 1 1 15～24歳 1 1

25～34歳 2 2 2 2 1 2 1 1 1 3 25～34歳 1 1 1 1

35～49歳 4 4 4 4 2 3 3 2 2 6 35～49歳 1 1 1 1 1 1 1

50～64歳 3 3 3 3 1 2 2 2 1 5 50～64歳 1 1 1 1 1 1 1 1 2

65歳以上 1 2 1 1 1 1 1 1 1 2 65歳以上 2 3 3 3 2 3 2 2 1 3

15～24歳 1 15～24歳 1

25～34歳 1 1 1 25～34歳 1 1 1 1 1

35～49歳 1 1 1 1 1 35～49歳 2 1 2 1 2 1 1 1 2

50～64歳 1 1 1 1 50～64歳 2 2 2 1 1 2 1 1 1 2

65歳以上 1 1 65歳以上 1 2 2 1 1 2 1 1 1 2

15～24歳 4 14 19 24 10 37 22 14 5 16 15～24歳 1 2 3 5 1 6 4 2 1 3

25～34歳 9 28 41 61 23 76 53 30 12 35 25～34歳 1 3 6 8 2 11 7 4 1 5

35～49歳 19 54 81 136 44 139 110 54 23 67 35～49歳 2 5 8 13 3 13 10 4 1 6

50～64歳 14 37 54 102 29 92 74 33 14 44 50～64歳 3 6 10 16 4 14 13 5 2 8

65歳以上 3 6 8 22 5 13 14 6 3 8 65歳以上 3 4 9 19 5 16 14 5 2 7

15～24歳 1 5 6 8 4 12 6 4 1 5 15～24歳 1 2 3 5 1 6 4 2 1 4

25～34歳 2 8 8 14 6 15 9 5 2 7 25～34歳 2 5 7 11 4 12 10 5 2 7

35～49歳 3 14 14 19 11 20 15 8 4 11 35～49歳 6 13 22 39 9 34 32 12 5 17

50～64歳 2 13 10 12 9 13 10 6 3 9 50～64歳 8 17 23 45 10 33 35 11 5 21

65歳以上 1 2 2 3 1 3 2 1 1 2 65歳以上 4 6 8 17 4 13 12 5 3 10

15～24歳 1 1 1 4 1 2 2 1 1 2 15～24歳 1

25～34歳 3 6 5 16 3 8 9 4 2 7 25～34歳 1 1

35～49歳 11 20 20 56 11 30 32 15 7 26 35～49歳 1 1 1 4 2 2 1 1

50～64歳 15 25 22 66 13 32 37 17 8 32 50～64歳 2 3 4 10 2 5 6 2 1 5

65歳以上 4 7 5 15 3 6 8 4 2 9 65歳以上 5 7 7 23 4 12 14 6 2 10

15～24歳 1 15～24歳

25～34歳 1 1 25～34歳

35～49歳 1 1 2 1 1 1 1 35～49歳 1 1 1

50～64歳 1 2 1 1 1 50～64歳 1 1 1

65歳以上 65歳以上

15～24歳 2 5 4 11 3 7 7 4 2 7 15～24歳 1 1 1 1

25～34歳 5 11 9 28 6 14 14 8 3 15 25～34歳 1 1 1 1

35～49歳 12 27 22 64 16 31 32 19 9 33 35～49歳 1 1 1 2 1 1 2

50～64歳 12 23 16 51 12 24 25 13 7 27 50～64歳 1 2 1 3 1 1 2 1 1 3

65歳以上 5 10 7 20 4 8 8 5 3 10 65歳以上 2 3 2 5 1 3 3 2 1 4

15～24歳 1 15～24歳

25～34歳 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 1 1 35～49歳

50～64歳 1 50～64歳

65歳以上 65歳以上

15～24歳 1 2 2 7 1 4 4 2 1 3 15～24歳 2 2 3 17 1 5 9 2 1 4

25～34歳 3 6 6 20 4 10 11 5 2 9 25～34歳 2 3 3 13 1 4 7 2 1 4

35～49歳 7 15 16 49 9 26 28 12 6 22 35～49歳 3 5 5 22 2 7 12 3 2 7

50～64歳 6 13 13 40 8 22 24 10 5 17 50～64歳 4 7 8 27 4 12 16 6 3 11

65歳以上 1 2 3 8 1 4 4 2 1 3 65歳以上 6 9 13 46 7 23 25 9 4 14

15～24歳 1 1 2 1 2 1 1 1 15～24歳 1 1 2 7 1 3 4 1 1 2

25～34歳 1 1 4 1 2 2 1 1 25～34歳 2 3 4 12 2 6 7 3 1 5

35～49歳 1 3 3 7 2 4 4 2 1 3 35～49歳 9 12 15 52 7 27 29 10 5 18

50～64歳 1 3 3 7 3 5 4 2 1 4 50～64歳 15 20 22 67 11 36 40 13 7 28

65歳以上 1 1 1 3 1 2 2 1 1 2 65歳以上 11 12 15 55 10 27 30 10 5 21

建設・採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者 男

女

男

女

生産工程従事者 男

女

輸送・機械運転従事者 男

女

保安職業従事者 男

女

農林漁業従事者 男

女

販売従事者 男

女

サービス職業従事者 男

女

非正社員計

7,013人

管理的職業従事者 男

女

専門的・技術的職業従事者 男

女

事務従事者 男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

輸送・機械運転従事者

建設・採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者

正社員計

14,987人

管理的職業従事者

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業従事者

生産工程従事者
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づく 10 区分11）＝計 2,200 セル区分の層化割付要件を満たす12、雇用者（公務員含む）2.2

万人13分（目標）の本調査回答を収集した。 

 

２．実査期間 

実査期間は、2024 年 5 月 27 日～6 月 27 日となった。前半は、Web 調査会社自身が保

有するモニター母集団を対象に回収を行い、後半（6 月の中旬以降）は、（回答者の重複が無

いことが確認出来た）提携パネルのモニター母集団にも拡大配信しながら、層化割付による回

収目標の充足を目指した。 

総じて、配信対象者数は 83 万 7,247 人、配信総数は 354 万 8,677 回であり、スクリー

ニング調査の回答者数は 17 万 1,529 人、本調査の回答者数（調査会社の QC 基準適合前の

単純回収数）は 2 万 3,230 人となった。 

 

３．回収状況 

Web 調査の登録モニターの性質上、回収し切れなかった年齢階級（15～24 歳、65 歳以上

中心に全体の 3.0％程度）があり、その対応については隣接する年齢階級での回収を許容し、

それでも回収し切れない一部職種（特に、男性・正社員・生産工程従事者、男性・正社員・農

林漁業作業者、女性・正社員・運搬・清掃・包装等従事者、男性・非正社員・専門的・技術的

職業従事者、男性・非正社員・販売従事者、男性及び女性・非正社員・農林漁業作業者等）に

関しては、地域ブロックを横断する回収を許容した。また、正社員・男性の農林漁業作業者に

ついては、最終的に１人の不足分を非正社員・男性の農林漁業作業者で回収した。 

最終的に、本調査の回答者に調査会社の QC 基準を適合し、納品可能となったサンプル群

（23,167 人分）のうち、各セルの層化割付数以上の余剰分について回答時間の長短両端に該

当するサンプル群に着目しながら、調査会社によるランダムサンプリング処理を行うことで、

当初予定した総計 2.2 万人とした。結果として、最終ローデータ 2.2 万人の回答時間分布は、

図表 1-2-3-1 の通りとなった（最頻値５分、中央値 8 分）14。なお、実際の回収状況、及び、

層化割付による回収目標対比の最終過不足数は、図表 1-2-3-2 の通りである。 

 
11 北海道、東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）、北関東・甲信（茨城県、栃木県、群馬県、

山梨県、長野県）、南関東（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、北陸（新潟県、富山県、石川県、福井県）、東

海（静岡県、岐阜県、愛知県、三重県）、近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、中国（鳥

取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、九州・沖縄（福岡県、佐賀

県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）。 
12 OECD 先行調査は、性別×年齢×教育（大卒以上／未満）×企業の従業員規模の層化割付要件で行われた

（https://www.oecd.org/FUTURE-OF-WORK/REPORTS-AND-DATA/AI_LABOUR_MARKET_TEC 

HNICAL%20REPORT.PDF）が、本調査では職種毎に AI の効果・影響等を把握するため、教育に代えて職業

大分類や就業形態・状況を採用し、また、企業の従業員規模に代えて居住地域ブロックを採用した。 
13 2.2 万人に設定したのは、OECD 先行調査が、製造業及び金融部門の雇用者 5,334 人の回答を集計しており、

本調査でも同産業分野群では、同様の規模感で回答を得たいと考えたためである。 
14 途中で中断・保存した場合、日を跨いで回答を再開可能なシステムだが、回答時間は開始と終了の２時点しか

記録されない。平均値はそうした外れ値の影響を受けやすくなるため、敢えて示さない。 

https://www.oecd.org/FUTURE-OF-WORK/REPORTS-AND-DATA/AI_LABOUR_MARKET_TEC
https://www.oecd.org/FUTURE-OF-WORK/REPORTS-AND-DATA/AI_LABOUR_MARKET_TEC
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図表 1-2-3-1 回答時間の分布 

 

 

図表 1-2-3-2 実際の回収状況及び層化割付による回収目標対比の最終過不足数  

943 

2,090 

2,571 
2,504 

2,197 

1,936 

1,437 

1,188 

957 

762 

630 
526 

409 
308 

254 219 199 164 131 119 91 94 77 67 58 80 51 55 
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1,301 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000（人）

（人）

回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足 回収 過不足

15～24歳 15～24歳

25～34歳 1 3 1 1 1 25～34歳

35～49歳 4 6 6 24 4 10 12 5 2 9 35～49歳

50～64歳 8 14 14 58 9 21 28 10 5 19 50～64歳

65歳以上 7 11 11 41 7 15 21 9 4 15 65歳以上

15～24歳 15～24歳

25～34歳 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 5 1 2 2 1 2 35～49歳

50～64歳 1 2 4 2 16 7 1 6 3 6 1 2 1 5 2 50～64歳

65歳以上 1 2 -2 2 -7 2 1 -3 2 -2 2 1 1 -2 65歳以上

15～24歳 3 4 6 33 3 10 11 3 -1 2 7 15～24歳 -1 1 -1 2 3 -13 -1 1 -3 2 -6 -2 -1 1 -2

25～34歳 12 19 29 165 14 52 61 20 1 9 35 25～34歳 3 2 5 4 4 2 8 -3 2 1 2 -1 8 3 2 1 -1 1 -2

35～49歳 24 36 50 274 24 82 103 33 16 66 35～49歳 1 1 2 19 7 3 2 8 5 7 2 5 4 6 4

50～64歳 21 33 42 184 21 60 1 76 -1 28 14 52 50～64歳 1 2 3 14 1 4 7 2 1 4

65歳以上 4 7 7 29 4 10 15 6 3 11 65歳以上 2 3 4 16 2 6 9 3 1 5

15～24歳 6 8 10 47 6 18 24 9 4 17 15～24歳 -1 1 1 -1 7 -4 1 1 -2 5 -1 2 -1 3

25～34歳 15 25 27 134 16 44 62 24 11 47 25～34歳 3 1 4 6 1 32 12 3 11 2 13 1 4 3 1 9

35～49歳 23 40 39 146 26 52 76 34 19 72 35～49歳 8 10 18 54 -8 8 31 39 14 6 27

50～64歳 16 30 28 91 18 38 53 26 15 53 50～64歳 7 11 16 47 -10 8 25 36 13 6 23

65歳以上 1 2 2 9 1 3 5 3 1 5 65歳以上 2 4 5 29 10 3 8 11 5 2 8

15～24歳 3 5 5 20 2 8 8 3 2 6 15～24歳 -1 1 -1 7 1 -3 -1 3 1

25～34歳 11 18 20 100 10 32 37 13 6 25 25～34歳 2 1 1 2 1 10 1 2 7 3 1 1 3

35～49歳 26 45 51 242 26 80 97 35 16 63 35～49歳 2 2 2 13 1 2 5 1 1 3

50～64歳 26 46 52 242 27 81 105 36 16 60 50～64歳 2 5 5 20 2 7 10 4 2 7

65歳以上 4 6 6 27 4 9 13 5 2 8 65歳以上 3 4 6 25 3 10 13 4 2 7

15～24歳 6 9 9 39 6 18 18 7 3 15 15～24歳 2 2 2 12 1 3 6 2 1 4

25～34歳 13 24 25 149 15 47 61 19 10 40 25～34歳 6 9 9 43 5 15 22 8 4 18

35～49歳 25 52 50 243 34 81 110 41 21 79 35～49歳 19 28 33 147 17 57 78 26 12 53

50～64歳 17 36 1 38 2 152 26 1 57 2 76 30 15 53 50～64歳 16 23 30 147 15 51 73 22 10 43

65歳以上 4 7 -1 8 -2 32 5 -1 12 -2 16 7 4 12 65歳以上 3 4 6 26 3 9 12 5 2 8

15～24歳 2 3 3 13 -7 5 3 4 -3 10 1 -2 1 3 -2 15～24歳 -3 4 -5 10 -20 -3 4 -6 7 -8 2 -3 1 2 -6

25～34歳 7 12 13 87 3 8 30 3 39 14 2 5 26 3 25～34歳 4 3 5 3 5 3 18 7 4 3 7 4 9 4 3 1 3 2 8 4

35～49歳 18 29 32 176 19 58 85 27 13 53 35～49歳 2 1 5 3 5 3 9 4 3 4 1 7 3 4 3 2 1 5 2

50～64歳 15 23 23 135 15 43 68 20 10 39 50～64歳 1 2 2 8 1 3 4 2 1 4

65歳以上 4 6 7 28 4 10 14 5 2 9 65歳以上 1 2 3 10 2 5 5 2 1 4

15～24歳 2 4 4 23 2 7 11 3 1 6 15～24歳 5 6 8 28 -18 3 -1 9 -5 21 -3 7 2 9 -3

25～34歳 4 7 7 50 5 14 21 6 3 13 25～34歳 4 7 8 43 18 5 1 16 5 17 3 6 3 14 3

35～49歳 6 11 10 48 7 15 23 8 4 17 35～49歳 11 17 20 67 10 32 37 15 7 27

50～64歳 6 2 9 1 9 2 34 5 7 2 14 3 17 2 7 1 3 13 1 50～64歳 12 18 21 70 10 34 40 14 7 28

65歳以上 -2 2 -1 1 -2 6 -5 -2 1 -3 3 -2 2 -1 1 3 -1 65歳以上 3 4 5 18 3 9 9 5 2 8

15～24歳 2 3 1 -2 10 1 4 4 -2 2 1 4 15～24歳 3 -1 3 -2 5 -1 15 -23 1 -3 4 -9 6 -15 -6 1 -1 3 -9

25～34歳 5 8 10 2 28 4 11 18 2 6 3 13 25～34歳 4 3 5 3 5 3 26 15 4 3 7 4 15 10 4 3 1 10 6

35～49歳 9 14 15 54 8 20 29 11 6 25 35～49歳 1 2 2 19 9 1 7 4 10 5 2 1 1 4 1

50～64歳 5 8 8 31 5 11 16 6 3 13 50～64歳 2 2 3 12 1 4 7 2 1 4

65歳以上 2 2 2 10 1 3 5 2 1 3 65歳以上 4 4 6 28 3 9 15 4 2 7

15～24歳 3 6 6 22 3 10 12 4 2 9 15～24歳 5 6 9 51 4 18 29 8 3 15

25～34歳 5 12 10 35 7 14 18 8 4 17 25～34歳 5 8 9 31 5 15 18 7 3 14

35～49歳 10 21 16 42 13 20 26 15 8 29 35～49歳 15 22 28 95 14 47 58 21 10 37

50～64歳 10 20 2 17 2 43 5 11 21 1 25 16 2 9 1 32 4 50～64歳 17 26 29 101 15 46 63 22 11 43

65歳以上 2 1 -2 1 -2 3 -5 2 3 -1 5 1 -2 1 -1 2 -4 65歳以上 9 13 18 59 10 28 36 15 7 29

15～24歳 -3 3 -1 2 1 -8 1 2 -2 3 -1 1 -2 -1 2 -4 15～24歳 1

25～34歳 9 3 8 1 5 28 8 3 10 2 11 1 8 2 3 1 16 4 25～34歳 1

35～49歳 10 11 8 -1 36 1 5 14 17 9 4 18 35～49歳 2 1 1 1

50～64歳 6 8 6 25 5 1 10 1 13 5 3 12 50～64歳 1 1 1 6 1 2 3 1 1 2

65歳以上 1 2 2 9 -1 2 -1 4 1 1 3 65歳以上 2 3 3 15 2 6 9 3 1 5

15～24歳 1 -1 1 -1 -1 1 -1 1 15～24歳

25～34歳 1 2 1 1 4 1 2 1 1 2 1 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 1 -2 3 2 1 1 1 35～49歳 1

50～64歳 1 1 50～64歳 1

65歳以上 65歳以上 1

15～24歳 -1 -1 1 1 1 -1 -1 -1 15～24歳 -1 -1

25～34歳 1 -1 3 1 3 1 1 -1 1 3 1 5 4 4 3 1 5 2 25～34歳 1 -1 3 2 -1

35～49歳 6 2 3 -1 2 -2 5 1 5 3 2 -1 2 -1 3 1 5 3 1 -5 35～49歳 1 1 1 1 1 1 3 2

50～64歳 3 2 -1 2 -1 4 1 4 3 3 1 2 3 1 -1 2 -3 50～64歳 2 1 2 1 1 3 2 3 2 1 2 1 1 3 1

65歳以上 1 1 -1 1 1 -1 1 -1 -1 1 -2 65歳以上 1 -1 3 3 1 -2 -2 3 1 -1 2 -1 3

15～24歳 -1 15～24歳 -1

25～34歳 1 2 1 1 25～34歳 2 1 2 1 1 -1 1

35～49歳 2 1 1 2 1 -1 4 3 35～49歳 1 -1 2 1 2 1 2 1 1 2 1 1 -1

50～64歳 1 1 -1 -1 50～64歳 4 2 1 -1 2 3 2 1 5 3 4 3 2 1 4 3 1 -1

65歳以上 -1 -1 65歳以上 -1 -2 -2 -1 -1 1 -1 1 -1 -1 -2

15～24歳 2 -2 9 -5 14 -5 14 -10 2 -8 24 -13 10 -12 7 -7 2 -3 10 -6 15～24歳 1 -2 3 3 -2 -1 5 -1 1 -3 -2 -1 -3

25～34歳 11 2 33 5 49 8 72 11 31 8 89 13 54 1 37 7 15 3 35 25～34歳 3 2 5 2 6 10 2 4 2 12 1 11 4 4 3 2 5

35～49歳 19 54 81 140 4 48 4 140 1 111 1 55 1 23 69 2 35～49歳 2 5 8 13 3 13 10 4 1 6

50～64歳 14 37 54 107 5 33 4 92 74 33 14 44 50～64歳 3 6 10 16 4 14 13 5 2 8

65歳以上 3 6 8 17 -5 1 -4 13 14 6 3 8 65歳以上 3 4 9 19 5 16 14 5 2 7

15～24歳 1 4 -1 6 8 4 12 6 4 -1 5 15～24歳 1 2 3 4 -1 1 6 1 -3 1 -1 1 3 -1

25～34歳 2 9 1 8 14 6 15 9 5 3 1 7 25～34歳 2 5 7 12 1 4 12 13 3 5 3 1 8 1

35～49歳 3 15 1 14 19 11 20 14 -1 8 4 11 35～49歳 6 13 22 39 9 34 32 12 5 17

50～64歳 2 14 1 12 2 15 3 9 16 3 12 2 7 1 4 1 11 2 50～64歳 8 20 3 23 45 10 33 35 11 8 3 22 1

65歳以上 1 1 -1 -2 -3 1 -3 -2 -1 -1 -2 65歳以上 4 3 -3 8 17 4 13 12 5 -3 9 -1

15～24歳 1 1 1 4 1 2 2 1 -1 2 15～24歳 1

25～34歳 3 6 5 16 3 8 9 4 3 1 7 25～34歳 1 1

35～49歳 11 20 20 56 11 30 32 15 7 26 35～49歳 1 1 1 4 2 2 1 1

50～64歳 15 25 24 2 69 3 13 32 37 17 9 1 37 5 50～64歳 2 3 4 10 2 5 6 2 1 5

65歳以上 4 7 3 -2 12 -3 3 6 8 4 1 -1 4 -5 65歳以上 5 7 7 23 4 12 14 6 2 10

15～24歳 1 15～24歳

25～34歳 1 1 25～34歳

35～49歳 1 1 2 1 1 1 1 35～49歳 1 1 1

50～64歳 1 2 1 1 1 50～64歳 1 1 1

65歳以上 65歳以上

15～24歳 2 5 4 11 -3 2 -5 4 -3 3 -1 -2 4 -3 15～24歳 1 1 1 1

25～34歳 5 11 9 28 9 3 19 5 17 3 9 1 5 2 18 3 25～34歳 2 1 -1 1 1

35～49歳 12 27 22 65 1 17 1 28 -3 33 1 19 9 33 35～49歳 1 1 1 2 1 1 2

50～64歳 12 23 16 52 1 12 26 2 25 13 7 27 50～64歳 1 2 1 3 1 1 2 1 1 3

65歳以上 5 10 7 19 -1 4 6 -2 8 5 3 10 65歳以上 2 3 2 5 1 3 3 2 1 4

15～24歳 1 15～24歳

25～34歳 1 25～34歳

35～49歳 1 1 1 1 1 35～49歳

50～64歳 1 50～64歳

65歳以上 65歳以上

15～24歳 1 2 1 -1 7 1 4 4 1 -1 1 1 -2 15～24歳 1 -1 4 2 1 -2 3 -14 3 2 2 -3 7 -2 1 -1 -1 1 -3

25～34歳 3 6 7 1 20 4 10 11 6 1 2 11 2 25～34歳 5 3 3 4 1 21 8 -1 7 3 9 2 5 3 4 3 5 1

35～49歳 7 15 16 49 9 26 28 12 6 22 35～49歳 3 5 5 22 2 7 12 3 2 7

50～64歳 6 15 2 14 1 40 9 1 23 1 25 1 10 5 17 50～64歳 4 7 8 27 4 12 16 6 3 11

65歳以上 1 -2 2 -1 8 -1 3 -1 3 -1 2 1 3 65歳以上 6 9 13 46 7 23 25 9 4 14

15～24歳 -1 1 2 1 2 1 -1 -1 15～24歳 1 1 2 7 1 3 4 1 1 2

25～34歳 2 1 1 4 1 2 2 2 1 2 1 25～34歳 2 3 4 12 2 6 7 3 1 5

35～49歳 1 3 3 7 4 2 4 4 2 3 2 3 35～49歳 9 12 15 53 1 7 27 34 5 11 1 5 22 4

50～64歳 2 1 3 4 1 10 3 2 -1 6 1 4 5 3 2 1 4 50～64歳 15 23 3 23 1 78 11 16 5 40 4 49 9 16 3 10 3 25 -3

65歳以上 1 -1 -1 -3 -1 1 -1 -2 -1 -1 -2 65歳以上 11 9 -3 14 -1 43 -12 5 -5 23 -4 16 -14 7 -3 2 -3 19 -2

近畿 中国 四国 九州・沖縄北海道 東北 北関東・甲信 南関東 北陸 東海四国 九州・沖縄
職業大分類 性別 年齢

北関東・甲信 南関東 北陸 東海 近畿 中国北海道
年齢性別職業大分類総計22,000人

東北

運搬・清掃・包装等従事者 男 運搬・清掃・包装等従事者 男

女 女

建設・採掘従事者 男 建設・採掘従事者 男

女 女

輸送・機械運転従事者 男 輸送・機械運転従事者 男

女 女

生産工程従事者 男 生産工程従事者 男

女 女

農林漁業従事者 男 農林漁業従事者 男

女 女

保安職業従事者 男 保安職業従事者 男

女 女

サービス職業従事者 男 サービス職業従事者 男

女 女

販売従事者 男 販売従事者 男

女 女

専門的・技術的職業従事者 男

女 女

事務従事者 男 事務従事者 男

女 女

正社員計

14,986人

管理的職業従事者 男 非正社員計

7,013人

管理的職業従事者 男

女 女

専門的・技術的職業従事者 男
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なお、最終的な回収状況（調査結果）を、『令和２年国勢調査』（就業状態等基本集計第 8-

1-1 表）の性別、就業形態、職業大分類、年齢、地域ブロックの各分布と比較すると、図表 1-

2-3-3 の通りになる。 

すなわち、性別、就業形態、職業大分類、居住地域ブロックの偏りはほぼみられないが、年

齢階級については「15～24 歳」や「65 歳以上」の若年・高齢層がやや少なく、その分、「25

～34 歳」など中年層がやや多くなっている点に留意する必要がある。 

 

図表 1-2-3-3 国勢調査分布と回収結果の比較15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．調査項目 

（1）人工知能（Artificial Intelligence）の定義 

人工知能（Artificial Intelligence）については多様な定義があり得るが、本調査では

OECD の AI 定義16を踏まえた先行調査の表記を原則的に踏襲し、その後、新たに登場した生

成 AI についても加筆する形で、図表 1-2-4-1 の通りとした。 

なお、本調査における各質問項目への回答に当たっては、こうした定義を随時振返り参照出

来るように画面設計した。さらに、回答者が定義規定を読み飛ばして質問項目に進んでしまう

ことを未然に防ぐため、質問項目に進む前に「上記の定義や記載を理解した」というチェック

ボックスを設けた。 

  

 
15 ％表示は n 数から算出し、小数点以下第 2 位を四捨五入している。結果として、「-」は該当 n 数が無いこと、

また、0.0 や▲0.0 は僅少な差があることを示している。 
16 特定の目標に対して出力 (予測、推奨、決定) を生成することで環境に影響を与えることができる機械ベース

のシステム（A machine-based system that is capable of influencing the environment by producing 

an output (predictions, recommendations or decisions) for a given set of objectives.）。 

(％） (㌽）

性別 国勢調査 調査結果 差 年齢階級 国勢調査 調査結果 差

男性 53.9 53.9 0.0 15歳～24歳 8.1 6.2 ▲ 1.8

女性 46.1 46.1 0.0 25歳～34歳 16.7 18.1 1.4

35歳～49歳 34.0 34.5 0.5

就業形態 国勢調査 調査結果 差 50歳～64歳 30.2 30.9 0.7

正社員 68.1 68.1 0.0 65歳以上 11.0 10.2 ▲ 0.8

非正社員 31.9 31.9 0.0

居住地域ブロック 国勢調査 調査結果 差

職業大分類 国勢調査 調査結果 差 北海道 4.1 4.1 0.0

管理的職業従事者 2.2 2.2 ▲ 0.0 東北 7.0 7.1 0.1

専門的・技術的職業従事者 18.6 18.6 0.0 北関東・甲信 7.9 7.9 ▲ 0.0

事務従事者 22.8 22.9 0.1 南関東 29.0 29.0 ▲ 0.0

販売従事者 12.5 12.5 0.0 北陸 4.5 4.5 0.0

サービス職業従事者 11.8 11.8 0.0 東海 12.7 12.7 ▲ 0.0

保安職業従事者 2.2 2.2 0.0 近畿 15.1 15.1 ▲ 0.0

農林漁業従事者 1.0 0.9 ▲ 0.1 中国 5.9 6.0 0.1

生産工程従事者 13.9 14.0 0.1 四国 2.8 2.8 0.0

輸送・機械運転従事者 3.7 3.7 ▲ 0.0 九州・沖縄 10.9 10.7 ▲ 0.2

建設・採掘従事者 3.6 3.6 ▲ 0.0

運搬・清掃・包装等従事者 7.7 7.7 ▲ 0.0



 

－7－ 

図表 1-2-4-1 本調査における人工知能（Artificial Intelligence）の定義 

人工知能（AI）とは、通常は人間の知能を必要とするようなタスク（業務） について、知的な 

コンピュータープログラムや機械が、それを実行することを可能にさせるものです。 

＜日常生活における AI 利用の一例＞       

✔  Siri、Alexa、その他のスマートアシスタント     

✔  Netflix や YouTube におけるリコメンド 

✔  自動運転技術 

＜職場における AI 導入の一例＞  

✔  ロボットアドバイザー 

✔  顧客サービス用のチャットボット 

✔  不正検知のソフトウェア 

✔  カメラを使用して商品の破損等をチェックする機械 

✔  需要と価格を予測するためのソフトウェア 

✔  機械の修理時期を予測する技術 

✔  人手不足を補う AI 搭載ロボット（農業、配膳、商品陳列、配達、レジ業務のサポート、 

警備など） 

 

もし、職場における AI の導入例をもう少し確認したい場合は、こちらをクリックしてください。 

（クリックされた場合、さらに以下の事例を表示） 

✔  採用プロセスや社内の人材マネジメントをサポートするソフトウェア 

✔  AI 搭載の翻訳ソフトウェアや仕事をサポートする AI メンター 

✔  AI の予測機能を活用した物流ルートの最適化 

✔  介護におけるケアプランやパートのシフト表の作成をサポートするソフトウェア 

✔  医療分野における画像診断をサポートするソフトウェア 

✔  不動産評価額を提案し、売買をサポートするソフトウェア 

✔  服のコーディネートや美容商品のリコメンドによる販売支援 

✔  AI による学習支援や採点業務の支援 

 

また、近年、生成 AI（ChatGPT、Bing、Bard など）という技術が注目されています。生成 AI

とは、人工知能が文章、画像、動画、音声を生成する技術を指します。例えば、文章生成のために利

用される場合、メールや企画書の案出、コンピュータープログラムのコード作成、会議の議事録の要

約等ができます。 

 

本調査で、単に「AI」と記載されている場合は、生成 AI も含めた人工知能（AI）技術全般を想定

してご回答ください。また、「生成 AI」と記載されている場合は、生成 AI のみを想定してご回答く

ださい。 
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（2）スクリーニング調査 

スクリーニング調査では、層化割付の要件軸となる性別、年齢階級、就業形態、職業大分類

（JISCO）、居住している都道府県等について尋ねた。 

 

（3）本調査 

本調査では、①働いている企業の状況（従業員規模、従業員数の過不足状況、産業分野）や

②仕事の状況（週当たりの平均的な労働時間、国際標準職業分類（ISCO）による職種、普段

の仕事日のタスク（作業）状況）、③職場における AI の導入状況、生成 AI の使用状況・活用

方法、④仕事における AI・生成 AI と自身の関係性、⑤AI が仕事に与えている影響（作業の

自動処理化、新しい作業の創出、意思決定の支援等）や影響を受けている作業の特徴、⑥AI の

利用前後における各作業（定型的な繰返しの作業や身体を動かす作業、危険な場所での作業、

他者に理解してもらうための説明・コミュニケーション等）に費やす時間や働き方（月間の総

残業時間、年次有給休暇の取得日数、平均的な賃金総額、職場で上司・同僚等と話す機会等）

の変化、また、仕事のパフォーマンスや楽しさ、仕事を通じて感じる活力や自己成長の機会、

メンタルヘルス・ウェルビーイングやテレワークなど働き方の自由度、AI／上司・管理者等に

よる仕事の進捗管理や従業員マネジメントの公平性等に対する評価の変化、⑦AI による人員

削減や転職状況、⑧職場における AI の利用進展度や自身の産業分野の賃金に与える影響につ

いての予測、⑨AIによる自身の仕事の喪失についての懸念や AIの職場導入に対する不安感、

雇用増加に対する期待感、⑩生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定状況、理解・順守

状況、⑪求職活動の状況と求職活動における生成 AI の効果、⑫職場で新しい技術が使用され

る際等の労働者代表等との話合いの状況・タイミング、労働者協議の効果、⑬リスキリング・

アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況や企業が提供している訓練・資金援助の取組

内容、⑭自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響、⑮企業が AI を使用する際の行

動（AI と働く労働者に訓練を提供するか、安全で信頼性ある AI だけを使用するか、AI によ

る雇用喪失を最小限に抑えようとするか等）に対する信頼度、⑯回答者属性（最終学歴、婚姻

状況、個人年収）――等について尋ねた。 

詳細は、付属資料の「Web アンケート調査画面」を参照されたい。  
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第２章 調査結果の概要 

 

第１節 本調査で明らかになったこと（要約） 

１． 労働者が企業における AI の使用状況を全て正確に認識できていない可能性がある

ことに留意が必要だが、全有効回答労働者（n=2.2 万人）のうち、勤め先企業全体

の範囲を想定した場合、人工知能（AI）が｢使用されている雇用者17｣は 2,833 人

（12.9％）、そのうち「自身が AI を利用している雇用者」（「AI 利用者」）は 1,854

人（8.4％）、「自身が生成 AI を利用している雇用者」（「生成 AI 利用者」）は 1,401

人（6.4％）であった。２年前（2022 年５月）と比較した AI の使用状況に係る変

化をみると、「大幅に／やや拡大している」との回答が半数（57.9％）を超え、職場

における AI 利用が進んできたことが示唆された。（２年を超えて）今後 10 年以内

に、職場における AI の利用が進展すると認識している回答者の割合は、労働者計で

55.6％、AI 利用者で 92.5％、AI 非利用者で 52.2％であった。総じてみると、我

が国における職場での AI 利用者の割合は、現状として、必ずしも高い訳ではないも

のの、AI の職場導入が２年前よりも着実に進んでおり、さらには、今後 10 年以内

に、職場における AI の利用が進展すると認識している労働者が多い状況であった。 

 

２． 「AI 利用者」と「生成 AI 利用者」の属性をみると、「AI 不使用企業の雇用者」等

と比較し、「男性」、「15～24 歳」「25～34 歳」「大学卒以上」「正規雇用労働者」の

割合が高い。居住地域ブロックは「南関東」や「近畿」等、都市部での割合が高い。

また、家庭で育児・介護に従事している労働者や障害者においても、AI の利用率は

相対的に高い状況であった。さらに、昨年中（2023 年 1～12 月）に自身のすべて

の仕事から得た収入の合計額（年収）は、「400 万円以上」の割合が高い。勤め先企

業の属する産業分野は、「製造業」や「金融業、保険業」のほか、「情報通信業」の割

合が最も高く、「学術研究、専門・技術サービス業」や「教育、学習支援業」等も高

い。職種は、「専門的・技術的職業従事者」の割合が最も高く、「事務従事者」や「管

理的職業従事者」も高い。勤め先企業の従業員規模は、「99 人以下」の割合が低く、

100 人以上の中でも特に「1,000 人以上」の割合が高い。総じてみると、職場にお

ける AI 利用は、様々な属性で差が生じていることが示唆された。多くの労働者が、

 
17 AI 利用者を特定するための設問構造は OECD で公表された先行調査に合致させたが、日本人回答者が判断に

迷わないよう、以下のようないくつかの注書きを質問文に付した。 

・少なくとも、あなた自身が何らかの形で仕事に AI を利用している場合は「はい（企業で使用されている）」と

お答えください。 

・あなた自身が仕事に AI を利用していなくても、企業内の他の部署・店舗・現場等や職場の上司・同僚・部下等

が、何らかの形で AI を使用している場合は「はい（企業で使用されている）」とお答えください。 

・AI の使用頻度は考慮せず、何らかの形で仕事に AI が使用されることがある場合は「はい（企業で使用されて

いる）」とお答えください。 
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安心・安全で信頼できる AI のもたらす利益を広く享受するという観点からは、こう

した差の解消に取り組んでいくことが重要である。他方、職場における AI 利用は、

育児・介護と仕事との両立に取り組む労働者や障がい者18においても、既に活用が進

んでいる可能性も示唆された。 

 

３． 「AI 利用者」（n=1,854 人）に対して、仕事の質（Job quality）を構成する要素

として「仕事のパフォーマンス」「上司や管理者による、従業員へのマネジメントの

公平性」「メンタルヘルスとウェルビーイング（生活満足度や幸福度等）」「職場にお

ける安全性と身体の健康」について、AI 利用前後の変化を尋ねた。いずれも「影響

なし」との回答が最多カテゴリであったものの、変化が生じている場合には、「改善

した」と回答した割合が、「悪化した」と回答した割合を上回った。我が国において

も、OECD の先行研究で調査された他国と同様に、職場における AI 利用が仕事の

パフォーマンスや労働環境などの仕事の質（Job quality）を改善する可能性が示唆

された。その他、AI の利用前後での働き方等の変化について尋ねると、「月間の総残

業時間」は「減少した」と回答した割合が、「増加した」と回答した割合を上回った

一方で、「年次有給休暇の取得日数」「平均的な賃金総額（税金と社会保険料を差引く

前の額面）」「職場で上司・同僚・部下と話す機会」「仕事で新しい事を学ぶ機会」「ワ

ーク・エンゲイジメント（働きがい）19」などは「増加した」と回答した割合が、「減

少した」と回答した割合を上回っており、様々な面から仕事の質（Job quality）を

改善する可能性がうかがえた。さらに、仕事の質の改善効果は、①新しい技術の職場

導入に関する企業と労働者等とのコミュニケーション、②労働者が AI を利用しなが

ら働くための学び・学び直し、③企業の訓練提供や資金援助などが実施された場合、

その効果がより一層高まる可能性が示唆された。AI 利用前後の影響は、こうした取

組が行われない場合、「影響なし」との回答が最多カテゴリであり、職場における AI

利用が仕事の質（Job quality）を改善する効果を最大化するためには、労使双方が

協働して上記のような取組を推進していくことが肝要である。 

 

４． 今後 10 年間を見据えた場合、AI が自身の産業分野の賃金に与える影響について雇

用者全体に尋ねると、「わからない」が 44.6％となる中、「AI は賃金を増加させる

と思う」との回答は 8.7％にとどまり、「AI は賃金を減少させると思う」（22.6％）

や「AI は賃金に影響を与えないと思う」（24.1％）割合が優勢となった。企業で AI・

 
18 本調査に御協力を頂けた障害者の回答結果から得られたインプリケーションであり、障害種別による差異も大

きいことが想定されるため、障害者全体の状況として理解すべきかは慎重な判断が求められる。 
19 ワーク・エンゲイジメント（Work engagement）」は、従業員が仕事に対してポジティブで充実している状態

を指している。本調査では、「仕事に対する熱意」「仕事に対する誇り」「仕事を通じて感じる活力」「仕事への没頭

感」という構成要素について質問した。 
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生成 AI が使用されている者や AI 利用者に限定すると、「AI は賃金を増加させると

思う」との期待感が顕著に高まるものの、現在 AI を利用していない者は、悲観的な

将来観測を持っている。上述したように、今後 10 年以内に、職場における AI の利

用が進展すると認識している労働者が多いため、働き方の未来における AI と賃金と

の関係性については、引き続き注視が必要であろう。 

他方、足下の現状としては、AI 利用前後での「平均的な賃金総額（税金と社会保

険料を差引く前の額面）」の変化をみると、「増加した」と回答した割合が、「減少し

た」と回答した割合を上回っており、AI ユーザーは賃金増加の恩恵を享受している

可能性が示唆された。また、AI による賃金増加の効果は、①新しい技術の職場導入

に関する企業と労働者等とのコミュニケーション、②労働者が AI を利用しながら働

くための学び・学び直し、③企業の訓練提供や資金援助などが実施された場合、その

効果がより一層高まる可能性が示唆された。したがって、AI による賃金増加の恩恵

の最大化に資するこうした取組を推進していくことが、働き方の未来に向けた準備

として肝要だと考えられる。 

 

５． 上記①に関連し、職場で新しい技術が使用される際、雇用主が労働者または労働者

代表と話合いを実施しているか尋ねると、全有効回答労働者（n=2.2 万人）のうち、

「行っている（行った）」割合は 15.6％にとどまった。職場で AI が使用された際

（n=2,042 人）に限っても、「行っている（行った）」割合は 32.0％で、２／３以

上が「行っていない（行わなかった）」か「わからない」と回答した。職場への AI 導

入の際は、相対的に話合いが実施されている様子がうかがえたものの、その割合は

必ずしも高いものとはいえない。AI の職場導入による仕事の質（Job quality）の

改善効果を最大化する可能性を踏まえれば、こうした話合いがより一層実施される

ような企業風土を醸成していくことが重要である。 

 

６． 上記②に関連し、昨年（2023 年）の学び・学び直しの実施状況について尋ねると、

全有効回答労働者（n=2.2 万人）のうち、「取り組んだ」割合は、約 4 人に一人（27.1％）

であり、AI を利用しながら働くための学び・学び直しに「取り組んだ」割合は約 14

～15 人に一人（6.9％）であった。また、「AI を利用しながら働くことが出来るよ

う、学ぶためのリソース（手段）がある」と回答した労働者は、計 46.0％であった。

さらに、上記③に関連し、「AI 使用企業の雇用者」（n=2,833 人）に対して、「勤め

先企業はこれまで従業員が AI を利用しながら働くことが出来るよう訓練提供や資

金援助を行ってきたか」について尋ねると、「行ってきた」と回答した割合は、約１

／４（25.3％、全有効回答労働者ベースでは 3.3％）であった。これらの割合は必

ずしも高いものとはいえない状況にある。また、「AI 利用者」（n=1,854 人）では、
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「AI についてもっと学びたいと思っているか」について、「同意する」割合は計

60.6％であり、こうした学び・学び直しへのニーズがあることもうかがえた。総じ

てみると、AI を利用しながら働くための学び・学び直しや、企業における人的資本

投資を推進していく余地は大きく、AI の職場導入がもたらす仕事の質（Job quality）

の改善効果を最大化していく視点が重要である。 

 

７． 「AI 使用企業の雇用者」（n=2,833 人）に、自身の企業で AI によって職を失った

人を知っているか尋ねると、「いいえ」（知らない）が 67.3％、「わからない」が 15.8％

となった一方で、「はい」（知っている）が 16.8％となった。必ずしも割合が高い訳

でないが、AI による雇用喪失が既に一定数生じている可能性が示唆された20。さら

に、「AI 利用者」（n=1,854 人）に対して、AI の利用前後で「AI が自身の仕事を

奪う不安感」に影響があったか尋ねると、「影響なし」が 44.9％となる中、「高まっ

た／増加した」との回答（計 32.6％）が、「低下した／減少した」（計 17.9％）を

上回った。加えて、「AI が自身の仕事を奪う不安感」が「高まった／増加した」割合

は、全体では約３人に一人となったが､自身の企業や自身の産業分野の他企業におけ

る失職者や転職者を知っている場合は 6 割超と顕著に高くなった。なお、雇用喪失

は雇用創出とのバランスで議論されることが望ましいが、今後 10 年以内を見据えた

場合、AI 利用者においては、雇用創出を期待する利用者の割合が雇用喪失を心配す

る利用者の割合を上回っている状況にある。 

 

８． 「AI 利用者」（n=1,854 人）のうち、AI が、これまでに自身がしていた何らかの

作業（タスク）を自動処理化した割合は 58.6％に対し、以前には無かった新しい作

業を創出したとの回答は 42.1％となり、自動処理化が新規創出を上回る結果となっ

た。また、AI の利用前後で「定型的な繰り返しの作業」が減少した割合は 4 割を超

え（42.1％）、産業分野を問わず、増加よりも減少優勢となった。特に、「サービス

業（他に分類されないもの）」や「卸売業、小売業」等では、増加－減少 D.I.のマイ

ナス幅が大きい。同マイナス幅は、大企業ほど、おおむね拡大する傾向がみられ、職

種別では「販売従事者」や「生産工程従事者」「事務従事者」等で大きくなっている。

さらに、「AI 利用者」（n=1,854 人）に対して、AI の利用前後で仕事の進め方がど

のように変化したか尋ねると、「作業順序に対するコントロール（制御）の度合い」

と「作業を遂行するペース（速さ）」について、いずれも「影響なし」との回答が最

多カテゴリであったものの、「高まった／増加した」と回答した割合が「低下した／

 
20 今回のデータは、回答者が、離職・転職した本人だけでなく、第三者経由で聞いた情報等を踏まえて回答して

いる可能性もあるため、AI 利用と離職・転職との関係性が事実関係に正確に即しているかどうかには一定の留

意が必要である。 
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減少した」と回答した割合を上回った。AI は、様々な面からタスクを支援すること

で、仕事のパフォーマンスや労働環境などの仕事の質（Job quality）を改善してい

ることが示唆された。 

 

９． 「AI 利用者」（n=1,854 人）のうち、AI が「自身のスキルの一部の価値を下げて

いる」に「同意する」割合は計 34.5％、「同意しない」割合は計 29.9％となり、同

意が不同意を上回った。一方、AI が「自身のスキルを補完している」に「同意する」

割合は計 60.4％、「同意しない」割合は計 9.0％となり、同意が不同意の 6 倍以上

となった。さらに、AI が自身のスキルの一部の価値を下げ、かつ、補完していると

の回答割合は、約１／４（26.4％）となった。総じてみると、AI によって労働者の

スキルの一部が陳腐化している様子もうかがえたが AI が労働者のスキルを補完し

ている側面の方が優勢であった。 

 

１０． 「生成 AI 利用者」（n=1,401 人）にその活用方法について尋ねると（複数回答）、

「資料や文章の原案作成」（46.5％）がもっとも多く、次いで「文章等の修正・編集・

校正・要約」（40.4％）、「データの整理・分析」（40.3％）、「他言語への翻訳」（33.8％）、

「プログラムのコード作成・デバック」（29.4％）、「アイデアの検討・改良」（28.7％）、

「情報収集のためのオンライン・リサーチ」（28.6％）、「斬新なアイデアの模索」

（21.1％）、「仕事のための自己学習」（20.1％）等が挙がった。生成 AI を「企業指

示で、使用している」割合は 2／3 以上（67.5%）だが、「企業指示によらず、自主

的に使用している」割合も、従業員規模 99 人以下で 4 割を超えている。 

 

１１． 全有効回答労働者（n=2.2 万人）のうち、勤め先企業で、生成 AI を仕事で適切に

利用することに関する社内規定やガイドラインが策定されている割合は僅少（3.7％）

であり、「策定の準備をしている」場合を含めて 1 割未満であった。「生成 AI 利用

者」に限定すると、「策定の準備を進めている」場合を含めて 47.2％であったが、

約半数は「策定されていないし、その準備も進めていない」か「わからない」現状に

あった。さらに、生成 AI 関連の社内規定やガイドラインが策定されていても、「内

容の一部は、理解できていない」との回答が半数を超え（52.1％）、「ほとんど、理

解できていない」が 15.1％、「まだ読んだことがない」が 10.5％であった。生成 AI

を仕事で適切に利用するための社内規定やガイドラインは、生成 AI の利用に関して

事業主と従業員が継続的なコミュニケーションを図るためのツールになり得るもの

であり、その有無及びその理解・順守状況によって、生成 AI 利用前後における仕事

の質の改善効果も高まる可能性が示唆された。このため、企業は、その策定ととも

に、従業員がその内容を理解・順守できるように、生成 AI の利用に関するコミュニ



 

－14－ 

ケーションを図っていくことが重要である。 

 

１２． 全有効回答労働者（n=2.2 万人）に対して、AI・生成 AI によるポジティブ（前向

き）な効果を享受し、ネガティブ（後ろ向き）な影響を抑制するために、企業や政府

に求められる取組について尋ねると（３つ以上複数回答）、「AI 技術を利用する際の

安全性の向上（個人情報の不適切な利用、虚偽・偏向情報の拡散、著作権侵害などの

リスクへの対応など）」（34.5％）や「AI 技術自体の信頼性と透明性の向上」（33.6％）、

「仕事のパフォーマンスの向上と賃金の引上げにつながる技術開発」（31.8％）を挙

げた割合が３割を超え、これに「労働者の働き方と働く環境の改善につながる技術

開発」（29.9％）や「AI 時代に求められるスキルや能力の明確化」（23.5％）、「従

業員が仕事で AI を使うために学ぶことへの支援の強化」（23.0％）等が続いた。企

業や政府にはこうした環境整備を行いながら、AI 利用の恩恵を幅広い労働者が享受

出来るようにしていくことが求められる。  
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第２節 調査結果21 

１．有効回答労働者の属性 

まず、全有効回答労働者（n=2.2 万人）の属性については、図表 2-2-1-1 の通りとなった。

性別は、「男性」が 53.9％に対し「女性」が 46.1％となった。年齢階級は、「45～49 歳」

（15.2％）や「50～54 歳」（13.0％）が多く、これらに「55～59 歳」（11.1％）、「40～44

歳」（10.9％）を合わせて 40～50 歳代が約半数となった。 

現在、居住している都道府県を地域ブロック22別にみると、「南関東」（29.0%）がもっとも

多く、これに「近畿」（15.1%）、「東海」（12.7%）、「九州・沖縄」（10.7%）、「北関東・甲信」

（7.9％）などが続いた。 

最終学歴は、「四年制大学卒」が約 4 割（39.5%）、「高校卒」が約３割（31.2%）で、次い

で「短大卒、高等専門学校卒」（12.1%）、「専修学校、各種学校卒」（10.3％）などの順となっ

た。 

婚姻状況については、「既婚23者（子ども有）」（41.9%）と「未婚者（子ども無）」（36.7%）

が多く、総じて「既婚者」が半数超（52.8％）、「未婚者」が１／３超（37.5％）、「離婚、死

別」が 8.8％となった。「子ども有」（48.9％）と「子ども無」（50.2％）は、おおむね半々だ

った。 

なお、現在、自身が主体となって家族に対する「育児を行っている」割合は 17.1％で、「介

護を行っている」割合が 5.3％、いずれかを行っている割合が 21.7％となった。 

また、「障害者手帳24」の所持状況については、「所持している」が 4.6％、「所持していない

が、障がいについて診断を受けている」が 1.8％で、総じて障がい有が 6.4％となった。 

 

図表 2-2-1-1 有効回答労働者の属性 

 
21 ％表示は全てｎ（回答）数から算出し、小数点以下第２位を四捨五入している。 
22 OECD 類型に基づく。 
23 既婚には、別居、事実婚を含むと注釈した。 
24 ここでいう「障害者手帳」とは、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳等を指すと注釈した。 

人 ％ 人 ％ 人 ％

男性 11,861 53.9 中学校卒 401 1.8 「障害者手帳」を所持している 1,001 4.6

女性 10,139 46.1 高校卒 6,870 31.2 所持していないが、 障がいについて 診断を受けている 405 1.8

15～24歳 1,371 6.2 専修学校、 各種学校卒 2,272 10.3 所持しておらず、 障がいの診断も 受けたことはない 20,244 92.0

25～34歳 3,990 18.1 短大卒、 高等専門学校卒 2,654 12.1 答えたくない 350 1.6

35～49歳 7,599 34.5 四年制大学卒 8,700 39.5 0時間 567 2.6

50～64歳 6,801 30.9 大学院修了 1,005 4.6 1～14時間 2,192 10.0

65歳以上 2,239 10.2 上記以外 98 0.4 15～34時間 3,920 17.8

北海道 900 4.1 既婚者 （子ども有） 9,213 41.9 35～42時間 7,772 35.3

東北 1,552 7.1 既婚者 （子ども無） 2,413 11.0 43～48時間 4,170 19.0

北関東・甲信 1,747 7.9 離婚、死別 （子ども有） 1,383 6.3 49～59時間 2,207 10.0

南関東 6,381 29.0 離婚、死別 （子ども無） 542 2.5 60時間以上 1,172 5.3

北陸 998 4.5 未婚者 （子ども有） 165 0.8 100万円未満 2,841 12.9

東海 2,798 12.7 未婚者 （子ども無） 8,081 36.7

100万円～

200万円未満 2,672 12.1

近畿 3,327 15.1 答えたくない 203 0.9 200万円～400万円未満 6,062 27.6

中国 1,309 6.0 育児を行っている 3,755 17.1 400万円～600万円未満 4,506 20.5

四国 626 2.8 介護を行っている 1,172 5.3 600万円～800万円未満 1,973 9.0

九州・沖縄 2,362 10.7 行っていない 16,834 76.5 800万円～1,000万円未満 752 3.4

答えたくない 401 1.8 1,000万円以上 473 2.2

育児あるいは介護を行っている 4,765 21.7 答えたくない 2,721 12.4
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2024 年 4 月の、１週間当たり25の平均的な労働時間（残業時間を含む）については、「35

～42 時間」が１／３超（35.3％）でもっとも多く、次いで「43～48 時間」が 19.0％、「15

～34 時間」が 17.8％などとなった。総じて、35 時間以上が約７割（69.6％）となった。 

昨年中（2023 年 1～12 月）に、自身のすべての仕事から得た収入の合計額（年収）につい

て尋ねると、「200～400 万円未満」（27.6％）がもっとも多く、「400～600 万円未満」

（20.5％）と合わせて約半数となった。これに、「100～200 万円未満」（12.1％）、「600～

800 万円未満」（9.0％）などが続いた。 

 

 

２．勤務先や職場、仕事の状況26 

現在の雇用形態27（職場での呼称）は、「正規の職員・従業員（正規雇用労働者）」が 68.1％

に対し、「非正規の職員・従業員（非正規雇用労働者）(例：パート・アルバイト、派遣社員、

契約・嘱託社員等)」が 31.9％となった（図表 2-2-2-1）。 

自身が働いている産業分野28については、「製造業」（21.4%）がもっとも多く、次いで「医

療、福祉」（13.0%）、「卸売業、小売業」（12.5%）、「運輸業、郵便業」（7.3%）、「サービス

業（他に分類されないもの）」（6.9%）、「建設業」（6.2％）、「情報通信業」（5.4％）、「公務（他

に分類されるものを除く）」（4.5％）、「教育、学習支援業」（4.1％）などとなった。 

 

図表 2-2-2-1 勤務先や仕事の状況 

  

 
25 副業も含めたすべての仕事について回答するよう注釈した。 
26 派遣社員は「派遣先」での就業状況について回答するよう注釈した（以降、同様）。 
27 複数の仕事をしている場合は、「収入のもっとも多い仕事」について回答するよう注釈した。 
28 企業が複数の事業を営んでいる場合、主な事業の内容に基づいて回答するよう注釈した。 

人 ％ 人 ％ 人 ％

22,000 100.0 99人以下 7,816 35.5 管理的職業従事者 490 2.2

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 68.1 100～300人 3,198 14.5 専門的・技術的職業 従事者 4,094 18.6

非正規の職員・従業員 7,014 31.9 301～999人 2,535 11.5 事務従事者 5,033 22.9

農業、林業、漁業 238 1.1 1,000人以上 5,097 23.2 販売従事者 2,746 12.5

官公庁 640 2.9 サービス職業従事者 2,596 11.8

わからない 2,714 12.3 保安職業従事者 474 2.2

建設業 1,355 6.2 300人以下計 11,014 50.1 農林漁業従事者 206 0.9

製造業 4,708 21.4 301人以上計 7,632 34.7 生産工程従事者 3,072 14.0

情報通信業 1,195 5.4 深刻な従業員数の不足 3,112 14.1 輸送・機械運転従事者 806 3.7

運輸業、郵便業 1,609 7.3 軽度の従業員数の不足 8,214 37.3 建設・採掘従事者 787 3.6

卸売業、小売業 2,754 12.5 従業員数の 過不足はない 4,916 22.3 運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 7.7

金融業、保険業 732 3.3 軽度の従業員数の過剰 548 2.5 管理職 843 3.8

不動産業、物品賃貸業 384 1.7 深刻な従業員数の過剰 126 0.6 専門職 4,019 18.3

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 1.9 わからない 5,084 23.1 技師、准専門職 2,083 9.5

宿泊業、 飲食サービス業 831 3.8 不足計 11,326 51.5 事務補助員 3,988 18.1

生活関連サービス業、 娯楽業 591 2.7 過剰計 674 3.1 サービス・販売従事者 5,266 23.9

教育、学習支援業 891 4.1 農林漁業従事者 160 0.7

医療、福祉 2,864 13.0 技能工及び関連職業の従事者 1,084 4.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 0.6 設備・機械の運転・ 組立工 1,197 5.4

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 6.9 単純作業の従事者 3,261 14.8

公務（他に分類されるものを除く） 999 4.5 軍人（自衛官） 99 0.5

わからない 502 2.3

サービス業計 3,486 15.8
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なお、こうした結果を性別にみると、「男性」では「製造業」（27.4%）がもっとも多く、こ

れに「運輸業、郵便業」（10.3%）、「卸売業、小売業」（10.0%）、「建設業」（8.4%）、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」（7.1%）などが続くのに対し、「女性」では「医療、福祉」

（21.4%）が最多で、次いで「卸売業、小売業」（15.5%）、「製造業」（14.4%）、「サービス

業（他に分類されないもの）」（6.8%）、「宿泊業、飲食サービス業」（5.9%）などとなった。 

また、雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」では「製造業」（24.4%）がもっとも多

く、これに「医療、福祉」（13.1%）、「卸売業、小売業」（9.9%）、「建設業」（7.9%）、「運輸

業、郵便業」（7.2%）などが続いた（図表 2-2-2-2）。一方、「非正規の職員・従業員」は「卸

売業、小売業」（18.2%）が最多で、次いで「製造業」（14.9%）、「医療、福祉」（12.7%）、

「サービス業（他に分類されないもの）」（10.3%）、「宿泊業、飲食サービス業」（8.5%）な

どが挙がった。 

 

図表 2-2-2-2 属性別にみた働いている産業分野 

 

 

現在、働いている企業の国内従業員数の規模29については、「99 人以下」が 35.5％、「100

～300 人」が 14.5％、「301～999 人」が 11.5％、「1,000 人以上」が 23.2％、「わからな

い」が 12.3％などとなった。総じて、300 人以下が約半数（50.1％）に対し、301 人以上が

１／３超（34.7％）となった（図表 2-2-2-1）。 

  

 
29 自身の働いている事業所だけでなく企業全体の従業員数について、パート・アルバイト等も含めて回答するよ

う注釈した。 

（人） （％）

n

農業、

林業、

漁業

鉱業、採石

業、砂利採

取業、電気・

ガス・熱供

給・水道業

建設業 製造業
情報通

信業

運輸

業、郵

便業

卸売

業、小

売業

金融

業、保

険業

不動産

業、物

品賃

貸業

学術研

究、専門・

技術サービ

ス業

宿泊業、

飲食サー

ビス業

生活関連

サービス

業、

娯楽業

教育、

学習支

援業

医療、

福祉

複合サー

ビス事業
（郵便局、

協同組合）

サービス

業（他に

分類され

ないもの）

公務
（他に分類

されるもの

を除く）

わから

ない

サービス

業計

22,000 1.1 1.3 6.2 21.4 5.4 7.3 12.5 3.3 1.7 1.9 3.8 2.7 4.1 13.0 0.6 6.9 4.5 2.3 15.8

男性 11,861 1.3 1.7 8.4 27.4 6.6 10.3 10.0 2.9 2.1 1.9 2.0 1.4 2.8 5.9 0.6 7.1 6.1 1.8 12.9

女性 10,139 0.8 0.9 3.5 14.4 4.0 3.8 15.5 3.9 1.4 1.8 5.9 4.2 5.6 21.4 0.6 6.8 2.8 2.8 19.3

15～24歳 1,371 0.4 1.3 4.5 17.8 5.2 4.4 15.2 2.5 1.2 1.6 10.7 4.7 3.6 13.1 0.6 5.5 3.9 3.8 23.1

25～34歳 3,990 1.2 1.5 6.0 22.3 6.8 4.5 12.8 3.1 1.6 2.1 3.3 2.5 4.1 14.4 0.5 5.4 5.0 2.9 13.9

35～49歳 7,599 1.0 1.4 5.7 23.2 6.3 7.4 12.6 3.3 1.6 2.1 3.5 2.4 3.5 13.4 0.6 5.6 4.4 2.1 14.2

50～64歳 6,801 1.2 1.3 6.3 21.6 4.9 9.2 12.0 4.0 1.5 1.6 2.9 2.4 4.5 12.0 0.6 7.2 4.9 1.9 14.8

65歳以上 2,239 1.3 0.5 8.5 15.2 2.1 8.2 11.7 2.7 3.6 1.5 3.9 3.6 4.5 12.5 0.8 14.1 3.4 2.0 23.9

北海道 900 3.6 1.3 7.2 12.4 3.7 7.9 13.7 2.7 1.4 1.0 3.8 3.3 4.9 14.8 0.4 9.2 6.4 2.2 17.8

東北 1,552 1.7 2.4 8.4 20.1 4.3 7.7 11.9 2.4 1.5 1.5 3.5 2.3 3.0 13.1 0.8 8.1 5.7 1.8 16.1

北関東・甲信 1,747 1.5 0.9 6.4 30.6 3.1 7.4 10.5 2.3 0.6 1.8 3.6 2.4 4.4 11.8 0.4 5.4 5.0 1.8 13.6

南関東 6,381 0.5 1.0 5.4 17.0 9.7 7.6 12.6 4.7 2.9 2.6 3.9 2.9 3.7 10.5 0.5 8.0 3.9 2.6 17.9

北陸 998 1.7 1.7 7.1 25.1 2.0 7.1 11.2 3.2 1.3 1.2 3.7 3.5 4.4 12.6 0.7 6.3 5.2 1.9 15.4

東海 2,798 0.8 1.5 5.2 30.3 3.6 7.2 12.7 2.4 1.0 1.1 3.7 2.3 3.1 11.7 0.7 5.8 4.5 2.4 13.7

近畿 3,327 0.6 0.8 5.7 22.8 4.4 7.6 12.7 2.9 1.6 1.9 3.9 2.3 4.6 14.5 0.5 6.6 4.2 2.2 15.3

中国 1,309 1.2 1.4 7.0 22.9 2.4 7.0 13.1 2.4 0.7 2.0 3.5 2.6 5.1 15.0 1.1 5.8 5.0 1.9 15.0

四国 626 2.2 1.3 5.9 19.5 3.8 7.7 13.3 3.4 1.0 1.4 3.0 3.0 3.4 16.8 0.8 6.1 4.5 3.0 14.4

九州・沖縄 2,362 1.3 1.9 7.0 16.5 4.2 5.9 13.2 3.3 1.7 1.6 3.9 3.0 5.0 17.6 0.5 6.5 4.6 2.3 15.5

中学、高校卒 7,271 1.5 1.8 7.4 26.6 2.2 12.0 13.4 2.1 1.1 0.6 5.1 3.0 0.9 7.2 0.4 8.3 3.6 2.9 17.4

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 1.0 1.1 5.5 15.3 4.3 5.7 13.2 2.2 1.2 1.5 4.9 3.7 3.4 24.6 0.5 6.6 2.7 2.5 17.2

大学卒以上 9,705 0.8 1.0 5.6 20.7 8.4 4.7 11.6 4.8 2.5 3.0 2.2 1.9 6.8 11.2 0.7 6.1 6.2 1.6 14.0

上記以外 98 1.0 － 3.1 10.2 3.1 3.1 7.1 1.0 － － 3.1 2.0 2.0 45.9 1.0 4.1 4.1 9.2 10.2

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 0.9 1.6 7.9 24.4 6.5 7.2 9.9 4.0 2.0 2.2 1.6 1.8 3.5 13.1 0.6 5.4 5.6 1.7 11.6

非正規の職員・従業員 7,014 1.4 0.6 2.4 14.9 3.1 7.6 18.2 1.9 1.3 1.1 8.5 4.5 5.1 12.7 0.5 10.3 2.4 3.4 24.9
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自身の職場や関連する部署の状況を踏まえた従業員数の過不足状況については、「深刻な従

業員数の不足」（14.1％）と「軽度の従業員数の不足」（37.3％）を合わせて不足計が半数を

超え、「従業員数の過不足はない」が 22.3％、「わからない」が 23.1％などとなった（図表 2-

2-2-3）。 

こうした結果を産業分野別にみると、従業員数の不足感は全体的に強いが、特に「深刻な従

業員数の不足」割合が高いのは、「医療、福祉」で約 1／4（24.6％）が該当するとしている。

次いで、同割合が高いのは「農業、林業、漁業」及び「教育、学習支援業」（ともに 17.6％）、

「運輸業、郵便業」及び「宿泊業、飲食サービス業」（ともに 17.0％）、「公務（他に分類され

るものを除く）」（16.9％）等となっている。このほか、過剰計から不足計を差引いた過不足

D.I.が▲50 を下回るのは「複合サービス事業（郵便局、協同組合）」（▲55.0）や「建設業」

（▲54.1）、「生活関連サービス業、娯楽業」（▲51.6）である。 

なお、雇用形態別では「正規の職員・従業員」の過不足 D.I.が▲51.1 と、不足感がより強

くなっている。 

図表 2-2-2-3 勤務先の状況別にみた従業員数の過不足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人） （％） （㌽）

n

深刻な

従業員数

の不足

軽度の

従業員数

の不足

従業員数

の過不足

はない

軽度の

従業員数

の過剰

深刻な

従業員数

の過剰

わから

ない
不足計 過剰計

過剰－

不足D.I.

22,000 14.1 37.3 22.3 2.5 0.6 23.1 51.5 3.1 ▲ 48.4

農業、林業、漁業 238 17.6 33.2 21.8 3.4 0.8 23.1 50.8 4.2 ▲ 46.6

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 6.4 36.7 32.2 3.9 1.8 19.1 43.1 5.7 ▲ 37.5

建設業 1,355 16.2 40.3 23.3 2.1 0.4 17.7 56.5 2.4 ▲ 54.1

製造業 4,708 9.7 37.0 25.1 3.8 0.8 23.7 46.6 4.6 ▲ 42.1

情報通信業 1,195 8.5 32.9 27.3 3.8 0.8 26.9 41.3 4.5 ▲ 36.8

運輸業、郵便業 1,609 17.0 39.5 17.0 1.6 0.4 24.5 56.5 2.0 ▲ 54.5

卸売業、小売業 2,754 13.2 39.3 23.1 1.7 0.5 22.3 52.5 2.2 ▲ 50.3

金融業、保険業 732 9.2 33.9 25.7 3.8 0.4 27.0 43.0 4.2 ▲ 38.8

不動産業、物品賃貸業 384 6.3 32.6 35.9 3.1 － 22.1 38.8 3.1 ▲ 35.7

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 8.3 35.0 36.7 2.7 0.2 17.0 43.3 2.9 ▲ 40.4

宿泊業、 飲食サービス業 831 17.0 38.5 20.5 1.2 0.1 22.7 55.5 1.3 ▲ 54.2

生活関連サービス業、 娯楽業 591 13.9 39.9 22.7 1.7 0.5 21.3 53.8 2.2 ▲ 51.6

教育、学習支援業 891 17.6 37.1 21.8 2.0 0.3 21.1 54.8 2.4 ▲ 52.4

医療、福祉 2,864 24.6 40.9 15.5 1.7 0.4 16.9 65.5 2.1 ▲ 63.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 10.9 47.3 24.8 2.3 0.8 14.0 58.1 3.1 ▲ 55.0

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 14.0 36.1 20.9 1.8 0.5 26.8 50.1 2.3 ▲ 47.8

公務（他に分類されるものを除く） 999 16.9 36.3 19.6 2.5 1.5 23.1 53.3 4.0 ▲ 49.2

わからない 502 6.8 16.9 15.1 2.0 0.6 58.6 23.7 2.6 ▲ 21.1

サービス業計 3,486 13.9 37.6 23.1 1.8 0.4 23.3 51.5 2.2 ▲ 49.3

99人以下 7,816 12.9 36.3 29.7 2.3 0.4 18.4 49.2 2.7 ▲ 46.5

100～300人 3,198 15.7 43.4 20.4 3.2 0.5 16.8 59.2 3.7 ▲ 55.5

301～999人 2,535 15.7 42.1 19.9 2.9 0.6 18.8 57.8 3.5 ▲ 54.3

1,000人以上 5,097 14.9 39.8 21.1 3.0 0.9 20.2 54.7 3.9 ▲ 50.8

官公庁 640 23.1 32.2 16.4 1.4 0.9 25.9 55.3 2.3 ▲ 53.0

わからない 2,714 10.9 25.1 9.5 1.1 0.4 53.0 36.0 1.5 ▲ 34.5

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 15.7 38.7 23.2 2.7 0.7 19.1 54.4 3.3 ▲ 51.1

非正規の職員・従業員 7,014 10.8 34.5 20.5 2.1 0.4 31.7 45.2 2.5 ▲ 42.7

管理的職業従事者 490 14.9 44.9 30.2 3.1 0.4 6.5 59.8 3.5 ▲ 56.3

専門的・技術的職業 従事者 4,094 16.3 40.4 20.9 2.5 0.5 19.4 56.7 3.1 ▲ 53.6

事務従事者 5,033 10.2 33.9 27.6 3.0 0.6 24.8 44.0 3.6 ▲ 40.5

販売従事者 2,746 13.2 40.5 21.8 2.0 0.8 21.8 53.6 2.7 ▲ 50.9

サービス職業従事者 2,596 20.6 37.4 17.3 1.3 0.3 23.0 58.1 1.7 ▲ 56.4

保安職業従事者 474 24.5 38.8 13.7 1.9 0.8 20.3 63.3 2.7 ▲ 60.5

農林漁業従事者 206 16.0 36.4 21.4 1.9 0.5 23.8 52.4 2.4 ▲ 50.0

生産工程従事者 3,072 10.2 36.0 23.7 3.5 0.7 25.8 46.2 4.3 ▲ 41.9

輸送・機械運転従事者 806 19.6 39.6 18.2 1.7 0.1 20.7 59.2 1.9 ▲ 57.3

建設・採掘従事者 787 15.8 39.4 22.2 1.8 0.6 20.2 55.1 2.4 ▲ 52.7

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 13.0 33.0 18.6 2.4 0.6 32.4 46.0 2.9 ▲ 43.0
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一方、自身の仕事の職種（日本標準職業分類）分布についてみると、「事務従事者（一般事

務従事者、秘書、電話交換手、会計事務従事者、営業・販売事務、パソコンオペレーター、デ

ータ入力係員等）」（22.9%）がもっとも多く、これに「専門的・技術的職業従事者（研究者、

技術者、医師・看護師・保健師・理学療法士・栄養士、保育士、教員、法務従事者、公認会計

士、社会保険労務士、記者、デザイナー、俳優等）」（18.6%）、「生産工程従事者（生産設備制

御・監視従事者、製品・製造・加工処理従事者、機械組立・整備・修理従事者、製品・機械検

査従事者等）」（14.0%）、「販売従事者（商品販売従事者、不動産仲介・売買人、保険代理業務

員、営業職等）」（12.5%）、「サービス職業従事者（介護職員、看護助手、理容師・美容師、調

理人、飲食店主・飲食物給仕従事者、ビル等管理人、旅行・観光案内人等）」（11.8%）などが

続いた（図表 2-2-2-4）。 

性別にみると、「男性」では「生産工程従事者」（18.1%）が最多で、次いで「専門的・技術

的職業従事者」（17.0%）、「事務従事者」（16.9%）、「販売従事者」（12.5%）、「運搬・清掃・

包装等従事者」（7.5%）などの順となっている（図表 2-2-2-4）。これに対し、「女性」では

「事務従事者」（29.9%）の割合がもっとも高く、これに「専門的・技術的職業従事者」（20.5%）、

「サービス職業従事者」（18.1%）、「販売従事者」（12.5%）、「生産工程従事者」（9.1%）など

が続いた。 

雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」では「事務従事者」（24.5%）や「専門的・技

術的職業従事者」（22.1%）が多く、これに「生産工程従事者」（14.6%）、「販売従事者」（11.7%）、 

 

図表 2-2-2-4 属性別にみた仕事の職種（日本標準職業分類） 
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n

管理的

職業

従事者

専門的・

技術的

職業

従事者

事務

従事者

販売

従事者

サービス

職業

従事者

保安

職業

従事者

農林

漁業

従事者

生産

工程

従事者

輸送・

機械

運転

従事者

建設・

採掘

従事者

運搬・

清掃・

包装等

従事者

22,000 2.2 18.6 22.9 12.5 11.8 2.2 0.9 14.0 3.7 3.6 7.7

男性 11,861 3.5 17.0 16.9 12.5 6.4 3.7 1.2 18.1 6.6 6.6 7.5

女性 10,139 0.7 20.5 29.9 12.5 18.1 0.3 0.6 9.1 0.2 0.1 8.0

15～24歳 1,371 － 19.1 17.4 17.2 21.7 1.5 0.2 13.1 1.2 2.9 5.5

25～34歳 3,990 0.2 23.7 21.2 14.0 10.8 2.9 1.0 16.0 1.7 3.4 5.1

35～49歳 7,599 1.3 19.8 25.3 12.5 10.4 1.9 0.9 14.6 3.3 3.7 6.4

50～64歳 6,801 3.4 16.6 24.8 11.6 10.6 1.7 1.1 13.2 4.8 3.4 8.8

65歳以上 2,239 6.9 11.4 15.5 9.3 16.0 3.3 1.1 10.8 6.3 4.6 14.7

北海道 900 2.4 16.9 21.1 11.9 13.1 3.6 3.0 10.1 4.7 4.4 8.8

東北 1,552 2.4 15.9 21.1 11.3 12.0 2.5 1.3 15.8 4.6 5.3 7.9

北関東・甲信 1,747 2.1 17.2 20.5 10.6 11.4 1.7 1.4 19.7 3.8 3.5 7.9

南関東 6,381 2.4 21.0 26.6 13.8 11.2 2.1 0.4 9.2 3.2 3.0 7.2

北陸 998 2.4 16.4 20.3 11.4 11.3 1.7 1.4 19.0 3.7 4.4 7.8

東海 2,798 2.0 16.7 20.8 11.4 10.8 1.9 0.8 20.7 3.6 3.1 8.3

近畿 3,327 2.2 18.7 23.1 13.4 12.5 2.0 0.6 13.4 3.5 2.9 7.8

中国 1,309 2.2 18.0 20.6 11.7 11.9 2.4 1.2 16.3 3.9 4.0 7.8

四国 626 2.1 18.1 20.8 11.5 12.5 2.1 2.1 14.9 3.7 4.2 8.3

九州・沖縄 2,362 2.2 19.1 21.6 12.3 13.3 2.6 1.1 12.1 4.0 4.4 7.4

中学、高校卒 7,271 0.9 4.4 16.9 12.1 13.6 2.7 1.4 23.0 6.7 5.3 13.1

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 0.9 23.2 22.3 11.1 17.4 1.4 0.8 11.0 2.2 3.0 6.7

大学卒以上 9,705 3.9 26.6 27.7 13.5 7.6 2.2 0.6 8.8 2.2 2.6 4.3

上記以外 98 1.0 54.1 15.3 6.1 8.2 2.0 － 8.2 － 1.0 4.1

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 3.3 22.1 24.5 11.7 7.3 2.6 0.7 14.6 4.4 4.9 3.9

非正規の職員・従業員 7,014 － 11.1 19.5 14.1 21.4 1.1 1.4 12.5 2.2 0.8 15.9
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「サービス職業従事者」（7.3%）などが続く。また、「非正規の職員・従業員」では「サービ

ス職業従事者」（21.4%）や「事務従事者」（19.5%）が多く、次いで「運搬・清掃・包装等従

事者」（15.9%）、「販売従事者」（14.1%）、「生産工程従事者」（12.5%）などが挙がった。 

仕事における「タスク（作業）」の実施状況について、普段の仕事日に各作業にどの程度の

時間を費やすか尋ねると、「定型的な繰返しの作業」や「身体を動かす作業（立ち仕事、機械

や車両操作、荷物の運搬など）」「他者に理解してもらうための説明やコミュニケーション」「同

僚と一緒に協力して行う作業」について「勤務時間のほぼ半分」以上を費やすとの回答は、「女

性」が多いのに対し、「危険な場所での作業（高所、極端に暑い／寒い場所、機械の多い場所

など）」や「課題を把握し、創造力を活かして解決を図ること」「チームメンバーや部下の管理・

動機づけ」「データや情報を分析し、結果に基づき判断すること」については、「男性」で多く

なっている（図表 2-2-2-5）。 

また、年齢階級別では、いずれの作業の回答割合も、若年層になるほど高まる傾向がみられ

る。最終学歴別にみると、「定型的な繰返しの作業」や「身体を動かす作業（立ち仕事、機械

や車両操作、荷物の運搬など）」「危険な場所での作業（高所、極端に暑い／寒い場所、機械の

多い場所など）」については「中学、高校卒」になるほど高い。これに対し、「同僚と一緒に協

力して行う作業」については「中学、高校卒」や「専修・各種学校、短大・高専卒」で高く、

「他者に理解してもらうための説明やコミュニケーション」については、「専修・各種学校、

短大・高専卒」や「大学卒以上」で高くなっている。また、「課題を把握し、創造力を活かし

て解決を図ること」や「チームメンバーや部下の管理・動機づけ」「データや情報を分析し、

結果に基づき判断すること」については、「大学卒以上」になるほど高い。 

雇用形態別にみると、「定型的な繰返しの作業」や「身体を動かす作業（立ち仕事、機械や

車両操作、荷物の運搬など）」については「非正規の職員・従業員」で高いのに対し、「危険な

場所での作業（高所、極端に暑い／寒い場所、機械の多い場所など）」や「他者に理解しても

らうための説明やコミュニケーション」「課題を把握し、創造力を活かして解決を図ること」

「チームメンバーや部下の管理・動機づけ」「データや情報を分析し、結果に基づき判断する

こと」については、「正規の職員・従業員」で高くなっている。 

さらに、仕事の職種別にみると、「定型的な繰返しの作業」に「勤務時間のほぼ半分」以上

を費やす割合が高いのは、「運搬・清掃・包装等従事者」や「農林漁業従事者」「生産工程従事

者」をはじめ、「保安職業従事者」や「輸送・機械運転従事者」「サービス職業従事者」「事務

従事者」となっている。また、「身体を動かす作業（立ち仕事、機械や車両操作、荷物の運搬

など）」については、「運搬・清掃・包装等従事者」や「農林漁業従事者」「サービス職業従事

者」「生産工程従事者」「輸送・機械運転従事者」等で高く、「危険な場所での作業（高所、極

端に暑い／寒い場所、機械の多い場所など）」については、「農林漁業従事者」や「建設・採掘

従事者」等で高くなっている。また、「他者に理解してもらうための説明やコミュニケーショ

ン」については、「専門的・技術的職業従事者」や「サービス職業従事者」等で高い。「課題を
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把握し、創造力を活かして解決を図ること」は「専門的・技術的職業従事者」等、「チームメ

ンバーや部下の管理・動機づけ」は「管理的職業従事者」等で高く、「データや情報を分析し、

結果に基づき判断すること」は「専門的・技術的職業従事者」や「管理的職業従事者」等で高

くなっている。 

 

図表 2-2-2-5 普段の仕事日における各タスク（作業）の実施状況 

 

 

（人） （％）

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時
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勤務時
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勤務時
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勤務時

間のほぼ
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勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

22,000 43.6 19.6 24.6 12.1 37.8 13.0 22.3 26.9 9.2 8.0 17.1 65.7 23.8 17.6 33.7 24.9

男性 11,861 38.3 19.2 28.2 14.4 34.4 14.8 24.3 26.5 11.7 10.3 20.8 57.2 20.0 19.3 36.5 24.1

女性 10,139 50.0 20.1 20.5 9.4 41.7 10.9 19.9 27.4 6.2 5.4 12.9 75.6 28.2 15.6 30.4 25.7

15～24歳 1,371 48.4 24.0 20.2 7.4 46.4 17.7 17.6 18.3 12.9 11.4 18.2 57.5 38.9 19.6 27.3 14.2

25～34歳 3,990 44.6 22.9 23.4 9.2 39.5 16.7 21.3 22.5 13.0 12.5 18.5 56.0 32.5 23.0 28.2 16.3

35～49歳 7,599 43.0 20.7 25.9 10.4 36.3 14.0 23.6 26.1 9.7 8.5 17.8 64.1 24.8 18.9 34.6 21.8

50～64歳 6,801 42.4 17.6 26.2 13.8 36.1 10.1 23.7 30.1 6.9 5.7 16.8 70.5 18.4 15.2 37.2 29.2

65歳以上 2,239 45.2 13.6 20.7 20.5 39.4 8.9 18.4 33.2 5.1 3.3 12.8 78.8 12.3 10.0 33.8 43.8

中学、高校卒 7,271 53.6 16.6 18.0 11.8 48.2 12.4 18.3 21.2 11.5 7.7 18.7 62.0 18.0 14.8 31.7 35.6

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 46.8 20.3 20.9 12.1 42.9 13.2 20.4 23.5 8.1 6.8 15.8 69.3 28.4 16.4 31.1 24.1

大学卒以上 9,705 34.7 21.6 31.5 12.2 27.5 13.4 26.2 32.9 8.0 8.9 16.7 66.5 25.8 20.4 36.6 17.2

上記以外 98 34.7 14.3 29.6 21.4 24.5 15.3 28.6 31.6 4.1 9.2 12.2 74.5 31.6 21.4 22.4 24.5

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 37.0 21.0 28.9 13.1 31.4 14.4 25.1 29.2 10.8 9.8 18.5 60.9 25.0 20.2 34.8 20.0

非正規の職員・従業員 7,014 57.8 16.7 15.6 9.9 51.5 10.1 16.4 22.1 5.7 4.2 14.1 75.9 21.3 12.2 31.3 35.2

管理的職業従事者 490 15.3 16.9 46.3 21.4 6.5 6.5 27.1 59.8 5.1 4.7 8.8 81.4 15.9 23.7 47.6 12.9

専門的・技術的職業 従事者 4,094 25.2 20.5 38.9 15.4 30.5 14.3 25.1 30.1 7.9 8.2 16.9 67.1 37.7 21.7 31.5 9.1

事務従事者 5,033 46.4 23.9 23.3 6.3 7.3 8.8 31.4 52.5 3.8 5.7 9.9 80.6 16.5 17.3 40.1 26.1

販売従事者 2,746 37.5 20.6 26.9 14.9 41.7 15.6 22.3 20.5 5.7 7.6 17.7 69.0 33.0 21.4 28.6 17.0

サービス職業従事者 2,596 47.7 19.6 19.0 13.7 58.8 14.1 14.5 12.6 7.5 6.3 16.6 69.5 35.1 16.2 28.1 20.6

保安職業従事者 474 51.7 17.1 19.0 12.2 36.5 19.2 25.9 18.4 16.2 15.2 25.9 42.6 22.4 21.3 32.9 23.4

農林漁業従事者 206 60.2 17.5 13.1 9.2 66.5 13.1 11.2 9.2 25.7 10.2 24.8 39.3 11.7 11.2 32.5 44.7

生産工程従事者 3,072 56.7 15.9 17.4 10.1 55.7 13.6 18.3 12.4 15.5 9.9 22.7 52.0 12.5 14.2 36.0 37.3

輸送・機械運転従事者 806 49.9 17.2 14.3 18.6 51.4 16.6 16.7 15.3 14.3 11.2 21.1 53.5 14.4 12.5 29.0 44.0

建設・採掘従事者 787 27.1 21.3 31.5 20.1 42.6 18.7 25.2 13.6 23.8 17.4 34.2 24.7 19.7 21.9 36.0 22.5

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 68.5 12.0 10.8 8.7 72.2 11.1 8.1 8.5 12.9 7.3 18.3 61.6 11.0 9.7 30.2 49.1

（人） （％）

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

勤務時

間の半分

超計

勤務時

間のほぼ

半分

勤務時

間の半分

未満

勤務時

間中には

全くない

22,000 17.2 18.3 30.0 34.6 13.2 15.2 27.3 44.3 14.9 17.8 27.9 39.4 28.8 20.6 30.1 20.5

男性 11,861 17.6 20.6 32.6 29.2 14.4 17.6 30.9 37.2 16.2 20.3 31.2 32.4 25.1 22.2 32.9 19.8

女性 10,139 16.7 15.5 27.0 40.9 11.9 12.4 23.0 52.7 13.4 14.9 24.1 47.6 33.1 18.6 26.8 21.4

15～24歳 1,371 24.7 21.2 26.3 27.8 19.3 17.2 23.9 39.6 21.7 21.2 23.6 33.6 40.8 23.0 22.1 14.0

25～34歳 3,990 23.4 23.1 26.1 27.4 18.9 19.5 25.2 36.3 21.6 22.0 25.1 31.3 34.2 25.5 24.5 15.8

35～49歳 7,599 17.6 18.9 31.0 32.5 14.0 16.2 28.6 41.2 15.0 19.0 29.4 36.7 28.4 22.3 30.9 18.4

50～64歳 6,801 13.7 16.3 32.1 38.0 9.9 13.2 28.8 48.0 11.5 15.6 29.9 43.1 24.8 17.8 33.9 23.5

65歳以上 2,239 10.7 11.6 29.3 48.3 6.9 8.9 23.5 60.7 9.0 11.1 24.4 55.5 25.2 12.7 30.6 31.5

中学、高校卒 7,271 12.6 14.7 26.8 45.9 11.3 12.3 23.0 53.5 11.5 13.8 23.8 50.9 31.8 17.6 25.8 24.8

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 18.5 16.3 27.9 37.3 14.2 14.0 24.4 47.4 14.7 15.8 25.6 43.9 33.0 20.0 26.5 20.5

大学卒以上 9,705 20.0 21.9 33.5 24.7 14.3 18.0 31.9 35.8 17.5 21.8 32.1 28.5 24.5 23.0 35.1 17.3

上記以外 98 18.4 16.3 29.6 35.7 9.2 13.3 28.6 49.0 16.3 18.4 26.5 38.8 21.4 21.4 32.7 24.5

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 20.0 21.3 32.2 26.5 16.0 18.4 31.3 34.3 18.0 21.2 31.6 29.2 26.2 22.6 32.4 18.8

非正規の職員・従業員 7,014 11.2 11.8 25.2 51.8 7.3 8.5 18.5 65.8 8.3 10.6 20.0 61.1 34.4 16.1 25.2 24.3

管理的職業従事者 490 22.2 22.2 43.5 12.0 23.9 26.5 42.4 7.1 22.7 25.7 40.6 11.0 14.3 22.9 44.9 18.0

専門的・技術的職業 従事者 4,094 31.0 24.4 29.3 15.3 19.3 19.8 32.7 28.2 24.4 24.7 31.0 19.9 32.2 23.8 32.2 11.8

事務従事者 5,033 11.3 17.2 34.0 37.5 8.0 12.6 28.6 50.9 12.8 18.1 32.1 36.9 15.7 19.6 38.4 26.2

販売従事者 2,746 17.0 20.9 31.2 30.9 13.8 17.8 27.4 41.0 13.4 19.9 29.7 37.0 26.9 23.6 32.0 17.6

サービス職業従事者 2,596 18.1 15.8 28.1 38.0 14.5 13.3 23.3 48.9 13.2 13.6 23.6 49.7 42.1 19.9 20.5 17.4

保安職業従事者 474 16.5 19.0 30.4 34.2 17.9 20.7 25.7 35.7 13.3 20.0 25.7 40.9 42.4 23.0 15.2 19.4

農林漁業従事者 206 10.7 13.1 29.6 46.6 14.1 8.7 22.3 54.9 13.6 10.2 21.4 54.9 53.4 14.1 16.0 16.5

生産工程従事者 3,072 12.9 16.2 27.1 43.8 11.4 13.5 25.0 50.2 11.9 14.9 24.9 48.3 32.7 19.0 27.1 21.1

輸送・機械運転従事者 806 11.9 12.7 25.3 50.1 9.4 11.4 21.1 58.1 9.8 12.8 20.1 57.3 19.5 15.5 26.1 39.0

建設・採掘従事者 787 20.3 22.1 33.8 23.8 20.3 20.1 32.5 27.1 17.9 20.2 33.8 28.1 36.7 23.6 26.8 12.8

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 8.6 9.7 22.4 59.3 8.5 9.5 17.2 64.8 8.0 8.0 15.7 68.3 33.3 14.7 22.5 29.5

他者に理解してもらうための

説明やコミュニケーション

n

課題を把握し、創造力を

活かして解決を図ること
チームメンバーや部下の管理・動機づけ

データや情報を分析し、

結果に基づき判断すること
同僚と一緒に協力して行う作業

定型的な繰り返しの作業

n
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３．人工知能（AI）や生成 AIの使用状況30 

（1）人工知能（AI）の使用状況 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、自身が所属する企業全体における人工知能（AI）の

使用状況を尋ねると、「はい（使用されている）」が 12.9％で、「いいえ（使用されていない）」

が 63.2％、「わからない」が 24.0％となった（図表 2-2-3-1-1）。同様に、自身が働いてい

る職場の範囲で使用されているかについては、「はい（使用されている）」が 9.3％で、「いい

え（使用されていない）」が 73.0％、「わからない」が 17.7％となった。 

その上で、企業で AI が使用されている場合（n=2,833 人）に、AI と自身の関係性につい

て尋ねると（複数回答）、「私は、AI を利用して仕事をしている」が 34.5％で、「私は、AI に

管理されている（AI による安全管理、作業指示、スケジュールの管理、業務進捗の管理、人

事考課で利用など）」が 11.8％、「私は、AI を利用している労働者の上司である」が 8.5％、

「私は、AI の開発／メンテナンスをしている」が 6.1％、「上記以外で、AI と関係性がある」

が 19.9％となっている。総じて、AI と何らかの関係性がある割合は約２／３（65.4％）で、

「仕事で、利用することは無い」が 30.9％、「わからない」が 3.7％となった。 

なお、こうした結果を全有効回答労働者ベースでも確認すると、「私は、AI を利用して仕事

をしている」割合は 4.4％で、「私は、AI に管理されている」が 1.5％、「私は、AI を利用し

ている労働者の上司である」が 1.1％、「私は、AI の開発／メンテナンスをしている」が 0.8％、

「上記以外で、AI と関係性がある」が 2.6％となり、総じて AI と何らかの関係性がある割

合は 8.4％と算出された。 

 

図表 2-2-3-1-1 自身の職場や企業全体における人工知能（AI）の使用状況と仕事上での AI と自身の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
30 少なくとも自身が何らかの形で仕事に AI・生成 AI を利用している場合は「はい」と回答するよう、また、AI

の使用頻度は考慮せず、何らかの形で仕事に AI が使用されることがある場合は「はい」と回答するよう注釈した。

また、自身が仕事に AI を利用していなくても、企業内の他の部署・店舗・現場等や職場の上司・同僚・部下等が、

何らかの形で AI を使用している場合は「はい」と回答するよう注釈した。 
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73.0 
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あなたが所属している企業全体において

（n=22,000）

あなたが働いている職場の範囲において

（n=22,000）

人工知能（AI）の使用状況

はい（使用されている） いいえ（使用されていない） わからない

34.5 

8.5 
6.1 

11.8 

19.9 

30.9 

3.7 

0
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30

40

仕事におけるAIと自身の関係性

（複数回答）

（％）

※仕事でAIを利用している計65.4％

（n=企業全体でAIを利用している2,833人）
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（2）生成 AIの使用状況31 

企業で AI が使用されている場合（n=2,833 人）に、企業全体で生成 AI が使用されてい

るかについても尋ねると、「はい（使用されている）」が 82.0％で、「いいえ（使用されていな

い）」が 9.2％、「わからない」が 8.8％となった（図表 2-2-3-2-1）。同様に、自身が働いて

いる職場の範囲で AI が使用されている場合（n＝2,042 人）に、職場の範囲で生成 AI が使

用されているかについては、「はい（使用されている）」が 70.5％で、「いいえ（使用されてい

ない）」が 18.5％、「わからない」が 11.0％となり、我が国における AI 使用は、生成 AI に

牽引されている様子が浮き彫りになった。 

その上で、仕事上でAIを利用しており企業全体で生成AIが使用されている場合（n=1,587

人）に、仕事における生成 AI と自身の関係性について尋ねると（複数回答）、「私は、生成 AI

を利用して仕事をしている」が 53.4％で、「私は、生成 AI を利用している労働者の上司であ

る」が 10.1％、「私は、生成 AI の開発／メンテナンスをしている」が 6.6％、「上記以外で、

生成 AI と関係性がある」が 33.0％となった。総じて、生成 AI と何らかの関係性がある割合

が約 9 割（88.3％）を占め、「仕事で、利用することは無い」は 9.8％、「わからない」は 2.0％

となった。 

なお、こうした結果を全有効回答労働者ベースでも確認すると「私は、生成 AI を利用して

仕事をしている」割合が 3.9％で、「私は、生成 AI を利用している労働者の上司である」が

0.7％、「私は、生成 AI の開発／メンテナンスをしている」が 0.5％、「上記以外で、生成 AI

と関係性がある」が 2.4％となり、総じて生成 AI と何らかの関係性がある割合は 6.4％と算

出された。 

 

図表 2-2-3-2-1 自身の職場や企業全体における生成 AIの使用状況と仕事上での生成 AI と自身の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
31 今回の調査では、生成 AI も AI に含まれているという整理のため、設計上、生成 AI の使用・利用が「のみ」

なのか、他の AI とともに生成 AI「も」なのかは判別出来ない。 
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（n=2,042）

生成AIの使用状況

はい（使用されている） いいえ（使用されていない） わからない

53.4 

10.1 
6.6 

33.0 

9.8 

2.0 

0

10

20

30

40

50

60

仕事における生成AIと自身の関係性

（複数回答）
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※仕事で生成AIを利用している計88.3％

（n=仕事上でＡＩを利用しており、企業全体で生成AIを利用している1,587人）
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（3）２年前と比較した AIの使用状況 

企業における AI の使用状況について、生成 AI が登場する２年前（2022 年５月時点）と

比較してどのような状態にあると評価するか尋ねると、「大幅に拡大している」が 13.5％、「や

や拡大している」が 44.4％で、合わせて「拡大している」が計 57.9％に対し、「おおむね変

わっていない」が 21.8％などとなり、拡大－縮小 D.I.は 53.3 と大幅な拡大優勢となった（図

表 2-2-3-3-1）。（2）で我が国における AI 使用が生成 AI に牽引されていることが示唆され

たが、（3）の回答結果によりさらに裏付けられる形となった。 

こうした結果を勤務先の状況等別にみると、働いている産業分野に依らず拡大傾向が強い

様子がみられるが、「拡大している」計の割合が特に高いのは、「情報通信業」や「金融業、保

険業」「教育、学習支援業」「学術研究、専門・技術サービス業」等となっている。従業員規模

別では、大規模企業になるほど高い。また、「正規の職員・従業員」でより高く、仕事の職種

別では「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で高くなっている。 

 

図表 2-2-3-3-1 ２年前（生成 AI の登場前）と比較した企業における AI の使用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） （％） （㌽）

n

大幅に

拡大

している

やや拡大

している

おおむね

変わって

いない

やや縮小

している

大幅に

縮小

している

２年前

は、使用

されていな

かった

わから

ない

拡大

している

計

縮小

している

計

拡大

－

縮小

D.I.

2,833 13.5 44.4 21.8 3.2 1.4 5.2 10.5 57.9 4.6 53.3

農業、林業、漁業 21 23.8 47.6 19.0 － 4.8 4.8 － 71.4 4.8 66.7

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
48 12.5 31.3 27.1 10.4 8.3 4.2 6.3 43.8 18.8 25.0

建設業 156 12.2 40.4 21.2 8.3 0.6 7.1 10.3 52.6 9.0 43.6

製造業 682 15.2 45.3 22.1 3.1 1.5 3.8 8.9 60.6 4.5 56.0

情報通信業 351 18.8 48.7 19.7 1.1 1.4 2.8 7.4 67.5 2.6 65.0

運輸業、郵便業 146 12.3 44.5 19.9 2.7 0.7 5.5 14.4 56.8 3.4 53.4

卸売業、小売業 333 10.8 43.2 23.7 2.1 0.9 6.9 12.3 54.1 3.0 51.1

金融業、保険業 194 13.9 50.0 18.6 1.5 1.0 5.2 9.8 63.9 2.6 61.3

不動産業、物品賃貸業 45 13.3 42.2 28.9 － － 4.4 11.1 55.6 － 55.6

学術研究、専門・ 技術サービス業 88 20.5 42.0 25.0 1.1 － 6.8 4.5 62.5 1.1 61.4

宿泊業、 飲食サービス業 61 8.2 49.2 23.0 3.3 1.6 4.9 9.8 57.4 4.9 52.5

生活関連サービス業、 娯楽業 55 9.1 38.2 21.8 5.5 3.6 7.3 14.5 47.3 9.1 38.2

教育、学習支援業 121 10.7 52.9 18.2 1.7 0.8 6.6 9.1 63.6 2.5 61.2

医療、福祉 206 8.3 43.7 18.4 6.3 2.4 5.3 15.5 51.9 8.7 43.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 26 7.7 26.9 38.5 3.8 3.8 11.5 7.7 34.6 7.7 26.9

サービス業（他に分類されないもの） 130 14.6 36.9 28.5 3.1 1.5 3.8 11.5 51.5 4.6 46.9

公務（他に分類されるものを除く） 142 9.2 43.7 22.5 3.5 0.7 7.7 12.7 52.8 4.2 48.6

わからない 28 10.7 21.4 17.9 7.1 3.6 7.1 32.1 32.1 10.7 21.4

サービス業計 360 13.6 39.7 26.4 3.1 1.7 5.8 9.7 53.3 4.7 48.6

99人以下 527 12.3 35.3 25.0 5.7 2.8 6.6 12.1 47.6 8.5 39.1

100～300人 410 11.7 40.7 29.5 3.7 2.0 4.4 8.0 52.4 5.6 46.8

301～999人 378 13.2 47.1 21.4 3.7 0.8 5.0 8.7 60.3 4.5 55.8

1,000人以上 1,290 15.5 49.5 18.4 2.2 1.1 4.6 8.8 65.0 3.3 61.8

官公庁 86 9.3 43.0 18.6 2.3 － 12.8 14.0 52.3 2.3 50.0

わからない 142 7.7 35.9 22.5 0.7 0.7 2.8 29.6 43.7 1.4 42.3

正規の職員・従業員（役員含む） 2,286 14.2 45.6 22.5 3.4 1.5 5.2 7.6 59.8 4.9 54.9

非正規の職員・従業員 547 10.6 39.5 19.0 2.4 1.1 4.9 22.5 50.1 3.5 46.6

管理的職業従事者 123 12.2 65.0 17.1 1.6 － 1.6 2.4 77.2 1.6 75.6

専門的・技術的職業 従事者 802 18.2 46.3 18.5 3.2 2.1 4.5 7.2 64.5 5.4 59.1

事務従事者 756 13.6 45.8 22.6 2.0 1.1 4.8 10.2 59.4 3.0 56.3

販売従事者 381 12.3 44.4 21.8 3.1 1.8 6.8 9.7 56.7 5.0 51.7

サービス職業従事者 190 7.4 41.1 23.2 4.7 1.6 4.2 17.9 48.4 6.3 42.1

保安職業従事者 46 6.5 34.8 21.7 6.5 － 10.9 19.6 41.3 6.5 34.8

農林漁業従事者 12 8.3 50.0 16.7 － － 16.7 8.3 58.3 － 58.3

生産工程従事者 267 7.5 41.9 27.7 3.7 0.7 4.9 13.5 49.4 4.5 44.9

輸送・機械運転従事者 63 12.7 39.7 20.6 7.9 1.6 7.9 9.5 52.4 9.5 42.9

建設・採掘従事者 79 10.1 32.9 29.1 7.6 － 8.9 11.4 43.0 7.6 35.4

運搬・清掃・包装等 従事者 114 14.9 25.4 26.3 1.8 2.6 5.3 23.7 40.4 4.4 36.0
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（4）AI及び生成 AIの使用状況の全体像 

（1）～（2）を踏まえ、AI 及び生成 AI の使用状況について整理すると、図表 2-2-3-4-1

の通りになる。 

すなわち、全有効回答労働者（2.2 万人）中、自身が所属している「企業で AI が使用され

ている労働者」（以降、「AI 使用企業の労働者」）は 2,833 人（12.9％）で、そのうち「自身

が AI を利用している労働者」（「AI 利用者」）は 1,854 人（8.4％）となった。また、「企業

で生成 AI が使用されている労働者」は 2,323 人（10.6％）であり、そのうち「自身が生成

AI を利用している労働者」（「生成 AI 利用者」）は 1,401 人（6.4％）となっている。 

なお、企業で AI が使用されているが、「自身では AI を利用していない労働者」は 979 人

（4.5％）で、そもそも「企業で AI が使用されていない労働者」は 19,167 人（87.1％）と

なった。 

 

図表 2-2-3-4-1 自身が所属している企業における AI 及び生成 AI の使用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、「AI 使用企業の労働者」や「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」の特徴につい

て、「AI 不使用企業の労働者」や「AI 使用企業の AI 非利用者」との比較で掘り下げると、次

のようになる（図表 2-2-3-4-2）。 

まず、回答者属性として性別をみると、「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」は、「AI 不使

用企業の労働者」や「AI 使用企業の AI 非利用者」等と比較して「男性」の割合がやや高い。

また、年齢階級については、相対的に「25～34 歳」や「35～49 歳」等の割合が高く、「50

歳以上」の割合が低くなっている。 

 

全有効回答労働者

22,000人

企業でAIが使用されている労働者2,833人

【AI使用企業の労働者】

企業でAIが使用されていない労働者19,167人

【AI不使用企業の労働者】

自身がAIを利用している労働者1,854人

【AI利用者】

自身ではAIを利用していない労働者979人

【AI使用企業のAI非利用者】

企業で生成AIが使用されている労働者2,323人

【生成AI使用企業の労働者】

自身が生成AIを利用している労働者1,401人

【生成AI利用者】

自身では生成AIを利用していない労働者922人

【生成AI非利用者】

企業でAIは使用されているが、生成AIは使用されていない

（生成AI以外のAIのみが使用されている）労働者510人

自身が生成AI以外のAIのみ利用している労働者453人

【生成AI以外のAIのみ利用者】

自身ではAIを利用していない労働者57人
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図表 2-2-3-4-2 「AI 使用企業の労働者」や「AI 利用者」「生成 AI 利用者」の特徴① 
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最終学歴については「大学卒以上」（四年制大学卒や大学院修了）の割合が顕著に高い。ま

た、居住地域ブロックについては「南関東」や「近畿」等、企業本社の多い地域で高くなって

いる。 

婚姻状況についてみると、「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」は、「既婚者」の割合がやや

高く、子の有無についても、「子ども有り」の割合がやや高い。また、「育児や介護を行ってい

る」割合が高く、AI が両立支援に役立っている様子がうかがえる。なお、障がいの有無につ

いても、「障害者手帳を所持している」割合、「障がいについて診断を受けている」割合が高く、

AI が障がい者により多く活用されていることが示唆される。 

一方、勤務先や職場、仕事の状況の特徴についてもみると、まず、雇用形態について、「AI

利用者」及び「生成 AI 利用者」では、「正規の職員・従業員」の割合が 8 割を超えて顕著に

高い（図表 2-2-3-4-3）。これに対し、「生成 AI 以外の AI のみ利用者」をはじめ、「AI 不使

用企業の労働者」や「AI 使用企業の AI 非利用者」では、「非正社員」の割合が高くなってい

る。 

関連して、2024 年 4 月の１週間当たりの平均的な労働時間（残業時間を含む）について

は、「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」で「43 時間以上」の割合が高い傾向がみられ、相

対的に労働時間の長い労働者で AI が活用されていることが分かる。また、自身の職場や関連

する部署の状況を踏まえた従業員数の過不足状況との関係性についてもみると、「AI 利用者」

及び「生成 AI 利用者」は、「軽度の従業員数の不足」等32に直面している職場でやや多く、AI

が軽度の従業員不足を補うツール等として利用されている可能性も示唆される。 

昨年中（2023 年 1～12 月）に、自身のすべての仕事から得た収入の合計額（年収）につい

ては、「400 万円以上」の割合が顕著に高い傾向がみられ、職種や雇用形態等の影響を踏まえ

つつも、AI の利用やその効用の受容が年収に応じた環境次第で左右され得る（IT によるデジ

タル・ディバイド33同様、AI ディバイドを生じ得る）恐れには留意する必要がある。 

また、自身が働いている産業分野別にみると、「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」は各産

業で一定割合、存在するが、特に「製造業」や「金融業、保険業」のほか、「情報通信業」の

割合が高く、「学術研究、専門・技術サービス業」や「教育、学習支援業」等の割合もやや高

いことが分かる。関連して、仕事の職種については、「専門的・技術的職業従事者」の割合が

顕著に高く、「事務従事者」や「管理的職業従事者」の割合もやや高い。 

現在、働いている企業の従業員規模については、「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」は「99

人以下」の割合が低く、100 人以上の中でも特に「1,000 人以上」の割合が高くなっている。 

 
32 「軽度の従業員数の過剰」と回答した割合もやや高く、AI の利用に伴い従業員数に過剰感を生じたのか、ある

いは、（大規模企業等で過剰感があることを反映して）そもそも過剰感のある職場だから、生成 AI など新技術を

試す余裕があるのか等、理由は不明ながら留意を要する結果となっており、今後、同様の調査を行う場合には、そ

の推移に注意する必要がある。 
33 インターネットの利用状況や情報通信機器の保有と所属世帯年収には正の関連性があることが知られ、情報ア

クセス力の差が更なる経済的格差に繋がる恐れが指摘されてきた。 
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図表 2-2-3-4-3 「AI 使用企業の労働者」や「AI 利用者」「生成 AI 利用者」の特徴② 
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４．仕事における生成 AIの活用方法と生成 AI利用に関する企業の指示状況 

３．でみた「AI 利用者」及び「生成 AI 利用者」の特徴を踏まえつつ、４．では生成 AI の

利用状況の詳細について掘り下げる。 

 

（1）仕事における生成 AIの活用方法 

生成 AI を利用している労働者（n=1,401 人）を対象に、現在の仕事における生成 AI の活

用方法（用途）について尋ねると（複数回答）、「資料や文章の原案作成」（46.5％）がもっと

も多く、次いで「文章等の修正・編集・校正・要約」（40.4％）、「データの整理・分析」（40.3％）、

「他言語への翻訳」（33.8％）、「プログラムのコード作成・デバック」（29.4％）、「アイデア

の検討・改良」（28.7％）、「情報収集のためのオンライン・リサーチ」（28.6％）、「斬新なア

イデアの模索」（21.1％）、「仕事のための自己学習」（20.1％）などが挙がり（図表 2-2-4-1-

1）、平均選択数は 3.3 となった。 

 

図表 2-2-4-1-1 仕事における生成 AI の活用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果を属性等別にみると34、生成 AI の用途として「製造業」や「情報通信業」「公

務（他に分類されるものを除く）」など多くの産業分野で、「資料や文章の原案作成」を挙げた

割合が高いが、「建設業」や「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金融業、保険業」「医療、

福祉」等では「データの整理・分析」が最上位となっている（図表 2-2-4-1-2）。 

また、従業員規模別にみると、「資料や文章の原案作成」や「データの整理・分析」「他言語

への翻訳」「情報収集のためのオンライン・リサーチ」「仕事のための自己学習」を挙げた割合

は、100 人以上で大規模企業になるほど高く、「文章等の修正・編集・校正・要約」について

は 99 人以下も含め、大規模企業ほど割合が高まる傾向がみられる。 

  

 
34 n＝40 以上で言及する（n<40 については、仮に割合が高くても外れ値の恐れもあると考え、敢えて言及しな

い）。 
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従業員数の過不足状況との関連もみると、「過剰」感のある職場における平均選択数が 2.9

に対し、「不足」感のある職場のそれは 3.4 となっており、「不足」感のある職場でより多様な

用途に用いられていることが分かる。なお、「左記以外の活用方法」を挙げた割合は前者が

2.4％に対し、後者は 7.4％となっており、「不足」感のある職場では選択肢に例示した以上の

多様な用途で活用されている可能性もある。 

 

図表 2-2-4-1-2 属性等別にみた仕事における生成 AI の活用方法 

 

 

（人） （％）

n

資料や

文章の

原案作成

文章等の

修正・編集・

校正・要約

データの

整理・

分析

他言語への

翻訳

プログラムの

コード作成・

デバック

アイデアの

検討・

改良

斬新な

アイデアの

模索

情報収集

のための

オンライン

・リサーチ

仕事の

ための

自己学習

人材マネジ

メント（人事

考課やフィード

バックの作成支援、

採用活動など）

画像、

動画、

音楽の

作成

左記

以外の

活用方法

平均

選択数

1,401 46.5 40.4 40.3 33.8 29.4 28.7 21.1 28.6 20.1 14.3 14.0 8.0 3.3

農業、林業、漁業 13 53.8 38.5 30.8 46.2 15.4 53.8 15.4 38.5 23.1 23.1 23.1 7.7 3.7

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
22 18.2 36.4 22.7 18.2 50.0 31.8 22.7 13.6 9.1 9.1 4.5 4.5 2.4

建設業 83 45.8 34.9 51.8 30.1 26.5 22.9 26.5 26.5 22.9 21.7 14.5 2.4 3.3

製造業 337 50.7 40.1 38.3 40.4 30.9 29.7 20.8 31.2 15.4 11.3 11.3 5.3 3.3

情報通信業 227 50.7 47.1 37.0 34.4 43.6 32.2 22.5 31.3 21.1 12.3 12.8 6.2 3.5

運輸業、郵便業 56 33.9 25.0 41.1 25.0 16.1 19.6 16.1 30.4 21.4 17.9 19.6 25.0 2.9

卸売業、小売業 139 38.8 32.4 52.5 30.9 23.7 25.9 20.9 25.9 20.9 15.1 15.1 13.7 3.2

金融業、保険業 94 48.9 37.2 50.0 27.7 23.4 22.3 19.1 25.5 22.3 14.9 6.4 12.8 3.1

不動産業、物品賃貸業 24 62.5 45.8 41.7 25.0 20.8 41.7 33.3 33.3 29.2 33.3 12.5 － 3.8

学術研究、専門・ 技術サービス業 55 50.9 54.5 34.5 40.0 29.1 30.9 23.6 30.9 9.1 7.3 25.5 7.3 3.4

宿泊業、 飲食サービス業 24 50.0 41.7 50.0 45.8 8.3 45.8 25.0 29.2 29.2 25.0 12.5 20.8 3.8

生活関連サービス業、 娯楽業 28 53.6 39.3 50.0 21.4 14.3 21.4 39.3 14.3 14.3 10.7 14.3 3.6 3.0

教育、学習支援業 76 48.7 53.9 27.6 42.1 27.6 25.0 15.8 26.3 26.3 9.2 18.4 5.3 3.3

医療、福祉 80 41.3 33.8 42.5 18.8 32.5 26.3 11.3 36.3 20.0 18.8 20.0 5.0 3.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 13 7.7 15.4 23.1 7.7 23.1 23.1 15.4 30.8 23.1 7.7 15.4 15.4 2.1

サービス業（他に分類されないもの） 65 33.8 43.1 30.8 36.9 24.6 32.3 23.1 26.2 21.5 21.5 15.4 12.3 3.2

公務（他に分類されるものを除く） 58 53.4 44.8 37.9 36.2 25.9 32.8 20.7 20.7 31.0 15.5 13.8 3.4 3.4

わからない 7 42.9 28.6 14.3 42.9 28.6 14.3 14.3 － 28.6 － 14.3 14.3 2.4

サービス業計 185 42.2 43.8 36.8 34.6 22.2 31.4 25.4 26.5 17.8 15.1 17.8 10.8 3.2

99人以下 230 44.3 35.2 39.6 33.0 30.9 29.6 22.2 27.4 19.1 13.0 21.7 5.2 3.2

100～300人 233 37.3 35.6 34.3 29.2 29.6 26.6 21.5 24.9 18.5 15.9 12.0 6.4 2.9

301～999人 214 49.1 42.5 38.8 33.2 36.0 32.2 21.0 28.0 19.6 15.9 11.2 5.1 3.3

1,000人以上 655 49.6 43.5 42.7 35.4 27.6 28.7 21.2 30.5 21.4 14.7 13.3 9.6 3.4

官公庁 31 48.4 38.7 32.3 38.7 25.8 29.0 16.1 22.6 19.4 9.7 12.9 3.2 3.0

わからない 38 44.7 36.8 52.6 36.8 15.8 15.8 13.2 34.2 18.4 2.6 7.9 26.3 3.1

従業員数が不足計 879 47.4 41.2 42.7 35.5 30.8 29.6 20.5 29.7 20.9 15.4 14.0 7.4 3.4

従業員数の過不足はない 344 47.4 43.0 39.0 31.4 29.4 28.8 24.1 27.9 19.2 12.8 16.0 7.0 3.3

従業員数が過剰計 83 36.1 28.9 28.9 31.3 26.5 26.5 22.9 27.7 22.9 24.1 9.6 2.4 2.9

わからない 95 43.2 33.7 32.6 28.4 18.9 22.1 13.7 22.1 13.7 2.1 10.5 22.1 2.6

正規の職員・従業員（役員含む） 1,230 47.6 41.2 40.2 34.1 30.2 30.2 21.9 28.8 19.2 14.5 13.5 6.3 3.3

非正規の職員・従業員 171 38.6 34.5 40.4 31.6 24.0 18.1 15.2 27.5 26.9 13.5 17.5 20.5 3.1

管理的職業従事者 80 62.5 60.0 42.5 42.5 23.8 30.0 20.0 37.5 17.5 22.5 13.8 6.3 3.8

専門的・技術的職業 従事者 488 49.0 44.1 36.1 38.1 36.3 32.4 21.3 30.3 19.1 11.9 16.0 3.5 3.4

事務従事者 367 50.4 45.5 42.0 33.8 26.4 25.6 19.9 28.9 18.8 14.2 11.2 8.4 3.3

販売従事者 167 39.5 30.5 53.3 28.7 21.6 26.3 21.0 26.9 21.0 13.8 15.0 13.8 3.1

サービス職業従事者 76 27.6 28.9 35.5 26.3 19.7 23.7 22.4 18.4 27.6 19.7 10.5 11.8 2.7

保安職業従事者 11 36.4 36.4 9.1 9.1 36.4 36.4 9.1 9.1 18.2 9.1 9.1 27.3 2.5

農林漁業従事者 5 80.0 40.0 60.0 40.0 20.0 80.0 － 40.0 40.0 20.0 40.0 － 4.6

生産工程従事者 107 40.2 34.6 37.4 31.8 32.7 23.4 21.5 24.3 22.4 11.2 15.9 5.6 3.0

輸送・機械運転従事者 27 29.6 14.8 33.3 22.2 37.0 33.3 25.9 33.3 7.4 11.1 3.7 25.9 2.8

建設・採掘従事者 32 59.4 37.5 56.3 25.0 25.0 28.1 31.3 31.3 21.9 25.0 21.9 6.3 3.7

運搬・清掃・包装等 従事者 41 29.3 9.8 31.7 24.4 24.4 31.7 22.0 24.4 31.7 24.4 12.2 22.0 2.9

男性 872 48.5 41.9 40.0 34.5 32.2 31.4 23.9 28.6 20.2 14.0 12.8 6.4 3.3

女性 529 43.1 38.0 40.6 32.5 24.8 24.2 16.4 28.7 20.0 14.9 15.9 10.6 3.1

15～24歳 121 33.1 33.1 44.6 30.6 32.2 33.9 23.1 28.1 19.8 15.7 19.0 5.0 3.2

25～34歳 412 43.0 36.4 39.1 32.5 31.1 27.2 25.5 23.8 22.8 17.2 12.1 5.1 3.2

35～49歳 504 49.2 43.5 41.3 35.9 31.3 31.5 19.0 32.3 19.4 14.5 15.1 6.9 3.4

50～64歳 295 48.8 42.7 36.9 33.2 23.7 25.4 17.3 27.1 18.0 8.1 11.5 14.2 3.1

65歳以上 69 60.9 44.9 46.4 33.3 24.6 21.7 21.7 37.7 18.8 20.3 18.8 11.6 3.6

中学、高校卒 211 37.9 28.0 41.7 23.7 22.7 22.3 16.6 24.6 23.2 11.8 10.9 16.6 2.8

専修・各種学校、短大・高専卒 196 38.8 29.1 34.2 25.0 28.6 27.0 21.4 25.5 20.9 12.8 15.8 10.2 2.9

大学卒以上 990 49.9 45.4 41.2 37.6 31.1 30.4 21.8 30.1 19.4 15.2 14.3 5.8 3.4

上記以外 4 25.0 25.0 25.0 50.0 － 25.0 50.0 25.0 － 25.0 － － 2.5
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その上で、「不足」＞「過不足はない」＞「過剰」の順で割合が多く、「不足」感のある職場

でより多く活用される傾向がみられる用途は、「データの整理・分析」や「他言語への翻訳」

「プログラムのコード作成・デバック」「アイデアの検討・改良」「情報収集のためのオンライ

ン・リサーチ」となっている。一方、「人材マネジメント（人事考課やフィードバックの作成

支援、採用活動など）」については、むしろ「過剰」感のある職場で活用率が高い。 

性別にみると、「資料や文章の原案作成」や「プログラムのコード作成・デバック」「アイデ

アの検討・改良」「斬新なアイデアの模索」等については「男性」が高いのに対し、「データの

整理・分析」や「情報収集のためのオンライン・リサーチ」「仕事のための自己学習」等につ

いては、性別に依らず同程度となっている。 

年齢階級別にみると、「資料や文章の原案作成」については高齢層になるほど、また、「左記

以外の活用方法」については「64 歳以下」で年齢が上昇するほど、回答割合が高まる傾向が

みられる。また、「文章等の修正・編集・校正・要約」については 35 歳以上の各層で高いの

に対し、「プログラムのコード作成・デバック」については 49 歳以下の各層で高い。 

なお、仕事の職種等にも関連するとみられるが、最終学歴別でもみると、「資料や文章の原

案作成」「文章等の修正・編集・校正・要約」や「プログラムのコード作成・デバック」「アイ

デアの検討・改良」「斬新なアイデアの模索」「情報収集のためのオンライン・リサーチ」「人

材マネジメント（人事考課やフィードバックの作成支援、採用活動など）」については高学歴

になるほど割合が高まるのに対し、「左記以外の活用方法」は高学歴ほど割合が低くなってい

る。 

 

（2）生成 AI利用に関する企業の指示状況 

「生成 AI 利用者」（n=1,401 人）に、仕事における生成 AI の利用が企業指示に依るもの

か尋ねると、「企業指示で、生成 AI を使用している」との回答が 2／3 以上（67.5%）とな

ったが、「企業指示によらず自主的に、生成 AI を使用している」も約３人に一人（32.5％）

みられた（図表 2-2-4-2-1）。 

属性等別にみると、「企業指示で、生成 AI を使用している」割合が高いのは、「サービス業

（他に分類されないもの）」や「金融業、保険業」「運輸業、郵便業」「建設業」等に対し、「企

業指示によらず自主的に、生成 AI を使用している」割合が高いのは、「教育、学習支援業」や

「学術研究、専門・技術サービス業」「情報通信業」等となっている。 

従業員規模別にみると、「企業指示で、生成 AI を使用している」割合は 100 人以上で高い

のに対し、「企業指示によらず自主的に、生成 AI を使用している」割合は 99 人以下で 4 割

を超えている。また、従業員数の過不足状況との関連をみると、「不足」感のある職場では「企

業指示で、生成 AI を使用している」割合が約７割となっている。 

仕事の職種別では、「企業指示によらず自主的に、生成 AI を使用している」割合は、「専門的・

技術的職業従事者」で高い。また、最終学歴別では「大学卒以上」になるほど高くなっている。 
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図表 2-2-4-2-1 仕事における生成 AI 利用に対する企業の指示状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を生成 AI の活用方法と掛け合わせると、「企業指示で、生成 AI を使用

している」場合は、回答の多い順に①「資料や文章の原案作成」、②「データの整理・分析」、

③「文章等の修正・編集・校正・要約」等となっているのに対し、「企業指示によらず自主的

に、生成 AI を使用している」場合は、①「資料や文章の原案作成」、②「文章等の修正・編

集・校正・要約」、③「他言語への翻訳」等となった（図表 2-2-4-2-2）。両者を比較すると、

「データの整理・分析」や「仕事のための自己学習」「人材マネジメント（人事考課やフィー

（人） （％）

n

企業指示で、

生成AIを

使用している

企業指示によらず

自主的に、生成

AIを使用している

1,401 67.5 32.5

農業、林業、漁業 13 53.8 46.2

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
22 86.4 13.6

建設業 83 79.5 20.5

製造業 337 62.0 38.0

情報通信業 227 57.7 42.3

運輸業、郵便業 56 80.4 19.6

卸売業、小売業 139 69.8 30.2

金融業、保険業 94 83.0 17.0

不動産業、物品賃貸業 24 83.3 16.7

学術研究、専門・ 技術サービス業 55 50.9 49.1

宿泊業、 飲食サービス業 24 66.7 33.3

生活関連サービス業、 娯楽業 28 67.9 32.1

教育、学習支援業 76 50.0 50.0

医療、福祉 80 73.8 26.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 13 84.6 15.4

サービス業（他に分類されないもの） 65 86.2 13.8

公務（他に分類されるものを除く） 58 70.7 29.3

わからない 7 85.7 14.3

サービス業計 185 70.3 29.7

99人以下 230 58.3 41.7

100～300人 233 73.0 27.0

301～999人 214 68.7 31.3

1,000人以上 655 69.0 31.0

官公庁 31 61.3 38.7

わからない 38 63.2 36.8

従業員数が不足計 879 70.1 29.9

従業員数の過不足はない 344 64.8 35.2

従業員数が過剰計 83 65.1 34.9

わからない 95 55.8 44.2

正規の職員・従業員（役員含む） 1,230 67.9 32.1

非正規の職員・従業員 171 64.9 35.1

管理的職業従事者 80 67.5 32.5

専門的・技術的職業 従事者 488 57.4 42.6

事務従事者 367 70.8 29.2

販売従事者 167 74.9 25.1

サービス職業従事者 76 73.7 26.3

保安職業従事者 11 90.9 9.1

農林漁業従事者 5 40.0 60.0

生産工程従事者 107 70.1 29.9

輸送・機械運転従事者 27 85.2 14.8

建設・採掘従事者 32 78.1 21.9

運搬・清掃・包装等 従事者 41 87.8 12.2

男性 872 64.6 35.4

女性 529 72.4 27.6

15～24歳 121 72.7 27.3

25～34歳 412 68.7 31.3

35～49歳 504 70.0 30.0

50～64歳 295 60.0 40.0

65歳以上 69 65.2 34.8

中学、高校卒 211 78.7 21.3

専修・各種学校、短大・高専卒 196 75.0 25.0

大学卒以上 990 63.5 36.5

上記以外 4 100.0 －
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ドバックの作成支援、採用活動など）」等については、前者が後者を上回るものの、全体的な

傾向は大きくは変わらない。企業には、「企業指示によらず自主的に、生成 AI を使用してい

る」場合で、情報流出やセキュリティ、アカウンタビリティ等の観点から問題あるケースが無

いかの実態把握・対策が求められる。 

 

図表 2-2-4-2-2 仕事における生成 AI の活用方法と生成 AI 利用に対する企業の指示状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．生成 AI関連の社内規定やガイドラインの策定状況と理解・順守状況 

（1）生成 AI関連の社内規定やガイドラインの策定状況 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、現在の勤め先で、従業員の仕事における生成 AI の利

用を禁止する35社内規定やガイドラインが策定されているか尋ねると、「はい（策定されてい

る）」が 1.9％、「いいえ、ただし、策定の準備をしている」が 5.1％に対し、「いいえ、策定さ

れていないし、その準備も進めていない」は 45.9％、「わからない」は 47.1％となった（図

表 2-2-5-1-1）。 

一方、従業員が生成 AI を仕事で適切に利用することに関する社内規定やガイドラインが策

定されているかについては、「はい（策定されている）」が 3.7％、「いいえ、ただし、策定の

準備をしている」が 4.0％で合わせても１割未満に対し、「いいえ、策定されていないし、そ

の準備も進めていない」が 45.1％、「わからない」が 47.2％となった。 

いずれの設問の回答傾向も同様だが、両者のクロス集計結果をみると、全有効回答労働者

（100）のうち、利用禁止及び適切利用のいずれも「いいえ、策定されていないし、その準備

も進めていない」割合は 41.6％、「わからない」は 45.5％で、利用禁止のみ「はい（策定さ

 
35 仕事上の利用が全面禁止なのか、仕事の一部での利用禁止なのか等については、特段注釈していないため、回

答者の判断で、多様な内容が含まれている可能性がある。 
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れている）」あるいは「いいえ、ただし、策定の準備をしている」が計 4.7％に対し、適切利

用のみ「はい（策定されている）」あるいは「いいえ、ただし、策定の準備をしている」が計

6.4％などとなっている。 

 

図表 2-2-5-1-1 生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を生成 AI の使用・利用状況と掛け合わせると、「生成 AI 使用企業の労

働者」や「生成 AI 利用者」では、「はい（策定されている）」や「いいえ、ただし、策定の準

備をしている」との回答が５倍以上に跳ね上がる。 

その上で、「生成 AI 利用者」の中にはその利用が禁止されているにもかかわらず利用して

いる者が、多くはない（4.1％）ものの存在し、また、企業が「策定の準備を進めている」（い

ずれはこれまでのように利用出来なくなる恐れがある）者も 3 割以上（32.8％）いる様子が

みられる。他方、「生成 AI 利用者」の 1／3 以上には、適切利用の社内規定やガイドラインが

設けられており、「策定の準備を進めている」場合を合わせると約半数（47.2％）になるが、

逆に約半数は、何らルール等が設けられていない現状にあることも分かる。 

なお、こうした社内規定やガイドラインの策定状況を、生成 AI の活用方法と掛け合わせる

と、図表 2-2-5-1-2 の通りになる。すなわち、適切利用に関する社内規定やガイドラインの

有無に依らず、「資料や文章の原案作成」や「文章等の修正・編集・校正・要約」「データの整

理・分析」等が多いが、適切利用に関する社内規定やガイドラインが「策定されている」と、

「プログラムのコード作成・デバック」や「アイデアの検討・改良」「情報収集のためのオン

ライン・リサーチ」等にもより多く用いられている様子がうかがえる。平均選択数は、適切利

用に関する社内規定やガイドラインが「策定されている」場合が 3.6 に対し、「策定されてい

ないし、その準備も進められていない」場合は 3.2 となっている。 
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図表 2-2-5-1-2 仕事における生成 AI の用途と生成 AI 利用の企業の指示状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定状況を属性等別にみると、図表 2-

2-5-1-3 の通りとなった。すなわち、利用禁止の社内規定やガイドラインが「策定されてい

る」割合は、「情報通信業」や「鉱業、採石業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」

等でやや高い。また、「策定の準備を進めている」割合と合わせると、「金融業、保険業」や「学

術研究、専門・技術サービス業」等でもやや高くなっている。同様の傾向は、適切利用につい

てもみられるほか、「複合サービス事業（郵便局、協同組合）」や「教育、学習支援業」「公務

（他に分類されるものを除く）」でもやや高い。 

従業員規模別にみると、利用禁止及び適切利用のいずれも、大規模企業になるほど「策定さ

れている」割合が高いが、1,000 人以上でも限定的である（「策定の準備を進めている」と合

わせても 1 割程度に過ぎない）ことに変わりはない。 

また、雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」ほど「策定されている／策定の準備を

進めている」割合が高いが、社内規定やガイドラインについて知りやすい立場や、仕事上で実

際に生成 AI を活用している割合等が反映されているものとみられる。同様に、仕事の職種別

では「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等でやや高いのに対し、「輸送・

機械運転従事者」や「運搬・清掃・包装等従事者」「保安職業従事者」「サービス職業従事者」

など現業で低く、その分、「わからない」等の割合が高くなっている。 
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図表 2-2-5-1-3 属性等別にみた生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定状況 

 

 

 

 

 

（2）生成 AI関連の社内規定やガイドラインの理解・順守状況 

生成 AI の仕事における利用禁止あるいは仕事上での適切利用に関する社内規定やガイド

ラインが策定されている場合（n=1,228 人）に、その内容をどの程度、理解しているか尋ね

ると、「ほぼ完璧に、理解できている」割合は 5 人に一人（22.3％）にとどまり、「内容の一

部は、理解できていない」が半数を超え（52.1％）、「ほとんど、理解できていない」が 15.1％、

「まだ読んだことがない」が 10.5％となった（図表 2-2-5-2-1）。  

（人） （％）

はい

いいえ、ただし、

策定の準備を

進めている

いいえ、策定

されていない

し、その準備も

進めていない

わからない

はい／策定

の準備を

進めている計

はい

いいえ、ただし、

策定の準備を

進めている

いいえ、策定

されていない

し、その準備も

進めていない

わからない

はい／策定

の準備を

進めている計

22,000 1.9 5.1 45.9 47.1 7.0 3.7 4.0 45.1 47.2 7.7

農業、林業、漁業 238 1.7 8.8 45.4 44.1 10.5 4.2 2.9 47.9 45.0 7.1

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 4.2 6.0 44.9 44.9 10.2 6.0 9.9 38.2 45.9 15.9

建設業 1,355 1.6 5.8 52.4 40.1 7.5 4.1 4.6 51.5 39.8 8.7

製造業 4,708 2.3 5.9 45.5 46.3 8.2 4.5 4.9 44.5 46.2 9.4

情報通信業 1,195 4.9 11.0 39.2 45.0 15.8 9.5 7.6 38.1 44.8 17.2

運輸業、郵便業 1,609 1.3 3.4 43.9 51.4 4.7 2.7 2.4 42.9 52.1 5.0

卸売業、小売業 2,754 1.1 3.5 44.2 51.2 4.6 2.3 2.6 43.6 51.5 4.9

金融業、保険業 732 3.6 8.6 35.2 52.6 12.2 5.9 5.7 35.9 52.5 11.6

不動産業、物品賃貸業 384 1.0 7.3 53.6 38.0 8.3 4.9 3.9 51.8 39.3 8.9

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 2.7 6.6 56.0 34.8 9.2 5.4 5.8 52.8 36.0 11.2

宿泊業、 飲食サービス業 831 1.2 2.9 44.4 51.5 4.1 1.4 2.2 45.2 51.1 3.6

生活関連サービス業、 娯楽業 591 1.5 4.1 50.4 44.0 5.6 2.7 3.0 49.7 44.5 5.8

教育、学習支援業 891 2.2 6.2 53.5 38.0 8.4 4.8 5.6 51.3 38.3 10.4

医療、福祉 2,864 1.3 2.8 50.5 45.4 4.1 1.4 2.4 51.0 45.1 3.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 2.3 5.4 48.1 44.2 7.8 4.7 6.2 44.2 45.0 10.9

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 1.3 4.0 46.1 48.6 5.3 2.5 2.8 45.5 49.1 5.3

公務（他に分類されるものを除く） 999 2.2 5.1 43.8 48.8 7.3 4.8 5.5 40.9 48.7 10.3

わからない 502 1.0 2.8 25.5 70.7 3.8 1.6 3.0 26.7 68.7 4.6

サービス業計 3,486 1.5 4.1 47.7 46.7 5.6 2.7 3.2 47.0 47.1 5.9

99人以下 7,816 1.2 3.0 56.2 39.6 4.2 1.4 2.9 56.2 39.5 4.3

100～300人 3,198 2.3 6.2 48.2 43.3 8.5 4.3 4.9 47.8 43.0 9.2

301～999人 2,535 2.7 7.7 46.0 43.6 10.4 4.7 6.0 45.4 43.8 10.7

1,000人以上 5,097 3.1 8.5 39.2 49.2 11.6 7.8 5.6 37.2 49.5 13.3

官公庁 640 2.2 4.1 41.3 52.5 6.3 3.9 6.3 36.6 53.3 10.2

わからない 2,714 0.5 1.2 26.8 71.6 1.7 0.6 1.0 26.6 71.8 1.6

従業員数が不足計 11,326 2.0 5.8 51.2 41.0 7.8 4.3 4.3 50.2 41.2 8.6

従業員数の過不足はない 4,916 2.0 5.9 54.0 38.0 7.9 4.4 4.3 53.1 38.2 8.7

従業員数が過剰計 674 5.6 10.5 46.0 37.8 16.2 7.4 11.4 45.0 36.2 18.8

わからない 5,084 1.1 1.8 26.2 70.9 2.9 1.1 2.1 25.9 70.9 3.2

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 2.4 6.5 48.1 42.9 9.0 4.8 5.1 47.2 42.9 9.9

非正規の職員・従業員 7,014 0.8 1.9 41.1 56.1 2.7 1.2 1.8 40.6 56.4 3.0

管理的職業従事者 490 2.9 12.0 58.2 26.9 14.9 9.4 6.3 56.9 27.3 15.7

専門的・技術的職業 従事者 4,094 3.0 6.7 48.7 41.5 9.7 6.6 6.0 45.9 41.5 12.6

事務従事者 5,033 2.0 6.1 46.4 45.5 8.1 4.5 4.0 45.8 45.8 8.5

販売従事者 2,746 1.8 4.6 43.3 50.3 6.4 2.7 4.1 42.9 50.2 6.8

サービス職業従事者 2,596 1.5 3.7 45.8 49.0 5.1 1.9 2.8 46.5 48.8 4.7

保安職業従事者 474 2.1 2.5 45.8 49.6 4.6 1.5 4.2 44.1 50.2 5.7

農林漁業従事者 206 1.9 3.4 45.6 49.0 5.3 1.0 2.4 46.6 50.0 3.4

生産工程従事者 3,072 1.4 4.0 45.1 49.5 5.4 2.1 3.4 45.0 49.5 5.5

輸送・機械運転従事者 806 0.9 3.0 46.0 50.1 3.8 2.6 1.9 45.0 50.5 4.5

建設・採掘従事者 787 2.2 4.2 48.0 45.6 6.4 2.2 6.0 47.1 44.7 8.1

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 0.9 3.1 38.6 57.4 4.1 1.5 2.1 38.6 57.8 3.6
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図表 2-2-5-2-1 生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの理解・順守状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「ほぼ完璧に、理解できている／内容の一部は、理解できていない（裏を返せば、内

容の一部は理解できている）」場合（n=914 人）に、その順守状況についても尋ねると、「ほ

ぼ完璧に、順守できている」との回答が過半数（57.4％）を占めたものの、「内容の一部は、

順守できていない」との回答も約４割（40.9％）で、「ほとんど順守できていない」が 1.6％

となった。総じて、生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定率自体が低いが、策定され

ていても「ほぼ完璧に、理解できている」割合は、「生成 AI 利用者」に限っても 1／3 程度に

過ぎない。また、「内容の一部は、理解できていない」も含めて何らか理解できている場合（約

3／4）でも、「ほぼ完璧に、順守できている」割合は 6 割程度となっていることから、企業に

は社内規定やガイドラインを策定後、その周知徹底に向けて浸透を図る工夫が求められる。 

こうした結果を属性等別にみると、図表 2-2-5-2-2 の通りになる。まず、社内規定やガイ

ドラインが「策定されている」場合の理解度について、「ほぼ完璧に、理解できている」との

回答をはじめ、内容の一部を含めて何らか理解できている割合は、「建設業」や「教育、学習

支援業」「卸売業、小売業」「情報通信業」等でやや高い。これに対し、「ほとんど、理解でき

ていない」あるいは「まだ読んだことがない」割合は、「運輸業、郵便業」や「公務（他に分

類されるものを除く）」「サービス業（他に分類されないもの）」等でやや高くなっている。ま

た、仕事の職種別では「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で、内容の一

部を含めた理解度が高いのに対し、「運搬・清掃・包装等従事者」等では低くなっている。 

性別では大きな相違がみられないが、年齢階級別では 25 歳以上で若年層になるほど、「ほ

ぼ完璧に、理解できている」を始め、内容の一部も含めた理解度が高い。また、最終学歴別で

は、高学歴になるほど理解度も高くなっている。 

一方、社内規定やガイドラインを「理解している」場合の順守度については、「情報通信業」

や「教育、学習支援業」等で高いのに対し、（理解度は高い）「建設業」や「卸売業、小売業」

では平均程度となっている。また、仕事の職種別では、「専門的・技術的職業従事者」等で高

いのに対し、（理解度は高い）「管理的職業従事者」では平均を下回り、その分、「内容の一部
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は、順守できていない」割合等が高い。「ほぼ完璧に、順守できている」割合は、「サービス職

業従事者」や「販売従事者」「生産工程従事者」等でも低く、その分、「内容の一部は、順守で

きていない」割合が高くなっている。従業員規模別では、小規模企業になるほど「内容の一部

は、順守できていない」割合が高まる傾向がみられる。また、最終学歴別では、高学歴になる

ほど「ほぼ完璧に、順守できている」割合が高いのに対し、学歴が低下するほど「内容の一部

は、順守できていない」割合が高くなる。 

 

図表 2-2-5-2-2 属性等別にみた生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの理解・順守状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人） （％） （人） （％）

ほぼ完璧に、

理解できて

いる
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一部は、
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ほとんど、
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いない

まだ読んだ

ことがない

ほぼ完璧に／

内容の一部

は、理解

できている計

ほぼ完璧

に、順守

できている

内容の

一部は、

順守できて

いない

ほとんど、

順守できて

いない

1,228 22.3 52.1 15.1 10.5 74.4 914 57.4 40.9 1.6

農業、林業、漁業 14 14.3 28.6 50.0 7.1 42.9 6 33.3 66.7 －

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
29 10.3 58.6 24.1 6.9 69.0 20 30.0 70.0 －

建設業 77 33.8 39.0 14.3 13.0 72.7 56 58.9 41.1 －

製造業 317 20.2 57.4 11.7 10.7 77.6 246 58.9 39.8 1.2

情報通信業 172 27.9 50.6 11.6 9.9 78.5 135 69.6 29.6 0.7

運輸業、郵便業 64 15.6 42.2 26.6 15.6 57.8 37 59.5 40.5 －

卸売業、小売業 93 28.0 47.3 16.1 8.6 75.3 70 55.7 38.6 5.7

金融業、保険業 69 15.9 59.4 15.9 8.7 75.4 52 51.9 44.2 3.8

不動産業、物品賃貸業 23 30.4 56.5 4.3 8.7 87.0 20 55.0 45.0 －

学術研究、専門・ 技術サービス業 33 27.3 57.6 9.1 6.1 84.8 28 71.4 25.0 3.6

宿泊業、 飲食サービス業 22 4.5 72.7 18.2 4.5 77.3 17 47.1 47.1 5.9

生活関連サービス業、 娯楽業 25 32.0 52.0 8.0 8.0 84.0 21 57.1 42.9 －

教育、学習支援業 63 33.3 50.8 9.5 6.3 84.1 53 62.3 37.7 －

医療、福祉 77 18.2 51.9 16.9 13.0 70.1 54 48.1 50.0 1.9

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 9 44.4 44.4 11.1 0.0 88.9 8 75.0 25.0 －

サービス業（他に分類されないもの） 58 12.1 60.3 20.7 6.9 72.4 42 40.5 57.1 2.4

公務（他に分類されるものを除く） 70 17.1 41.4 25.7 15.7 58.6 41 51.2 46.3 2.4

わからない 13 7.7 53.8 － 38.5 61.5 8 37.5 62.5 －

サービス業計 147 19.7 59.2 15.0 6.1 78.9 116 54.3 43.1 2.6

99人以下 205 22.0 50.7 17.1 10.2 72.7 149 51.0 49.0 －

100～300人 210 26.7 52.4 11.9 9.0 79.0 166 56.0 42.2 1.8

301～999人 187 25.1 56.7 10.7 7.5 81.8 153 53.6 41.8 4.6

1,000人以上 556 20.5 53.2 16.0 10.3 73.7 410 61.7 37.3 1.0

官公庁 39 23.1 33.3 23.1 20.5 56.4 22 50.0 45.5 4.5

わからない 31 9.7 35.5 22.6 32.3 45.2 14 71.4 28.6 －

従業員数が不足計 715 24.5 52.4 14.8 8.3 76.9 550 59.1 39.3 1.6

従業員数の過不足はない 314 21.7 53.5 15.3 9.6 75.2 236 56.8 42.4 0.8

従業員数が過剰計 88 21.6 59.1 11.4 8.0 80.7 71 43.7 53.5 2.8

わからない 111 10.8 40.5 18.9 29.7 51.4 57 61.4 35.1 3.5

正規の職員・従業員（役員含む） 1,083 23.2 52.3 14.9 9.7 75.4 817 56.8 41.5 1.7

非正規の職員・従業員 145 15.9 51.0 16.6 16.6 66.9 97 62.9 36.1 1.0

管理的職業従事者 60 28.3 55.0 8.3 8.3 83.3 50 54.0 44.0 2.0

専門的・技術的職業 従事者 394 27.9 51.8 11.7 8.6 79.7 314 65.9 33.1 1.0

事務従事者 325 21.2 53.5 13.8 11.4 74.8 243 60.5 37.9 1.6

販売従事者 125 21.6 48.8 18.4 11.2 70.4 88 48.9 45.5 5.7

サービス職業従事者 88 21.6 50.0 18.2 10.2 71.6 63 50.8 49.2 －

保安職業従事者 17 11.8 35.3 35.3 17.6 47.1 8 12.5 75.0 12.5

農林漁業従事者 6 － 50.0 50.0 － 50.0 3 － 100.0 －

生産工程従事者 109 9.2 63.3 14.7 12.8 72.5 79 44.3 54.4 1.3

輸送・機械運転従事者 28 10.7 42.9 42.9 3.6 53.6 15 53.3 46.7 －

建設・採掘従事者 34 26.5 44.1 11.8 17.6 70.6 24 54.2 45.8 －

運搬・清掃・包装等 従事者 42 19.0 45.2 21.4 14.3 64.3 27 44.4 55.6 －

男性 827 22.4 53.0 14.8 9.9 75.3 623 57.6 40.8 1.6

女性 401 22.2 50.4 15.7 11.7 72.6 291 57.0 41.2 1.7

15～24歳 147 17.7 54.4 14.3 13.6 72.1 106 48.1 49.1 2.8

25～34歳 356 30.3 49.4 11.0 9.3 79.8 284 57.4 40.8 1.8

35～49歳 427 22.5 50.4 16.6 10.5 72.8 311 62.7 36.0 1.3

50～64歳 249 14.9 56.6 19.3 9.2 71.5 178 55.1 43.3 1.7

65歳以上 49 14.3 57.1 12.2 16.3 71.4 35 51.4 48.6 －

中学、高校卒 238 14.3 52.1 21.8 11.8 66.4 158 47.5 51.3 1.3

専修・各種学校、短大・高専卒 171 22.8 49.7 11.7 15.8 72.5 124 51.6 46.0 2.4

大学卒以上 815 24.7 52.8 13.7 8.8 77.4 631 61.0 37.4 1.6

上記以外 4 － 25.0 25.0 50.0 25.0 1 100.0 － －
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６．生成 AIを利用した求職活動の実施状況とその効果 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に現在、他社への転職や現在の企業で新たなポストを得

るために、生成 AI を利用した求職活動を行っているか尋ねると、「求職活動しており、求職

活動に生成 AI を利用している」割合は 2.3％となった（図表 2-2-6-1-1）。また、「求職活動

しているが、求職活動には生成 AI を利用していない」は 14.1％で、合わせて「求職活動して

いる」が 16.5％に対し、「求職活動していない」は 83.6％となっている。 

「求職活動しており、求職活動に生成 AI を利用している」場合（n=514 人）に、求職活

動における生成 AI の効果についても尋ねると、「求職活動に必要な準備（履歴書作成や情報

収集等）を効率化してくれる」かどうかについて、「強く同意する」（34.0％）と「やや同意

する」（37.4％）を合わせて「同意する」との回答は 7 割を超え（計 71.4％）、「やや同意し

ない」（4.7％）と「強く同意しない」（1.2％）を合わせて「同意しない」（計 5.8％）を大き

く上回った。他に、「どちらでもない」が 20.0％で、「わからない」が 2.7％だった。 

同様に「求職活動のストレスを軽減してくれる」かどうかについては、「同意する」が約７

割（計 69.6％）に対し、「どちらでもない」は 21.4％、「わからない」は 2.5％で、「同意し

ない」が計 6.4％となった。また、「より良い仕事を見つけることを手伝ってくれる」かどう

かについても、「同意する」が７割（計 70.0％）に対し、「どちらでもない」は 22.0％、「わ

からない」は 2.3％で、「同意しない」が計 5.6％となった。 

総じてみると、「求職活動に生成 AI を利用している」ケースは未だ限定的であるものの、

少なくとも利用者にとっては、その多くがポジティブな効用を実感しており、生成 AI は労働

移動を支援するためのツールにもなり得る可能性が示唆される。なお、「私は、求職活動にお

ける生成 AI の活用方法について、もっと学びたいと思っている」についても、2／3 以上が

「同意する」と回答し、今後の活用に向けた関心も高い様子がうかがえる。 

 

図表 2-2-6-1-1 生成 AI を利用した求職活動の実施状況とその効果 
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７．職場で新しい技術が使用される際の労働者または労働者代表との話合いの実施状況 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、職場で新しい技術が使用される際に、雇用主が労働

者または労働者代表との話合いを行っているか尋ねると、「はい（行っている（行った））」が

15.6％に対し、「いいえ（行っていない（行わなかった））」は 43.9％で、「わからない」が

40.5％となった（図表 2-2-7-1-1）。話合いを「行っている（行った）」場合（n=3,430 人）

に、どのタイミングで行っている（行った）かについても尋ねると、「導入前」が 65.3％に対

し「導入後」は 19.1％で、「わからない」が 15.6％となった。 

同様に、自身の職場で AI が使用された際（n=2,042 人）に、労働者または労働者代表と

の話合いを行っている（行った）か尋ねると、「はい（行っている（行った））」が 32.0％に対

し、「いいえ（行っていない（行わなかった））」は 40.5％で、「わからない」が 27.4％となっ

た。また、話合いを「行っている（行った）」場合（n=654 人）のタイミングについては、

「導入前」が 59.0％に対し「導入後」が 31.2％で、「わからない」が 9.8％となった。総じ

て、一般的な新技術と比較して、AI 使用時は労働者または労働者代表との話合いが行われや

すいが、そのタイミングとしては「導入後」の割合も高いのが特徴となっている。 

その上で、職場で新しい技術が使用される際あるいは自身の職場で AI が使用された際、労

働者または労働者代表との話合いを「行っている（行った）」場合（n=3,490 人）に、その効

果についても尋ねると、「新技術の導入への不安が緩和された」かについては「強く同意する」

（10.8％）と「やや同意する」（40.1％）を合わせて「同意する」が約半数（計 50.9％）で、

「やや同意しない」（4.8％）と「強く同意しない」（1.4％）を合わせて「同意しない」（計 6.2％）

を大きく上回った。 

 

図表 2-2-7-1-1 職場で新しい技術が使用される際の労働者または労働者代表との話合いの実施状況 
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同様に、「新技術の導入の効果が高まった」あるいは「将来に必要とされるスキルが特定さ

れた」かについても「同意する」が約半数（同順に計 50.7％、計 47.4％）で、「同意しない」

（同順に計 5.4％、計 6.8％）や「わからない」（同順に計 7.3％、計 7.9％）を大きく上回

り、労働者または労働者代表との話合いの重要性が改めて示唆された。 

なお、①職場で新しい技術が使用される際（全般）、あるいは、②自身の職場で AI が使用

された際、さらに、③AI 以外の新しい技術が使用される際（AI 不使用企業に於いて職場で新

しい技術が使用される際に労働者または労働者代表との話合いを行っている場合）の、(A)導

入前・(B)導入後で、話合いの各効果を比較すると、図表 2-2-7-1-２の通りになる。 

 

図表 2-2-7-1-2 職場で新しい技術が使用される際あるいは自身の職場で AI が使用された際の 

各タイミング別に比較した労働者または労働者代表との話合いの効果 
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すなわち、①職場で新しい技術が使用される際（全般）や、③AI 以外の新しい技術が使用

される際と比較して、②自身の職場で AI が使用された際に、労働者または労働者代表との話

合いがもたらす効果は顕著に高いことが分かる。具体的にみると、「新技術の導入への不安が

緩和された」ことに「強く／やや同意する」割合は、①が計 50.9％、③が計 44.2％に対し、

②は計 68.5％となっている。同様に、「新技術の導入の効果が高まった」については、①が計

50.3％、③が計 42.1％に対し、②は計 76.5％であり、「将来に必要とされるスキルが特定さ

れた」についても、①が計 47.2％、③が計 40.0％に対し、②は計 70.3％となった。 

また、導入前後の効果に着目すると、「新技術の導入への不安が緩和された」については、

AI か AI 以外の新しい技術であるかを問わず、「(A)導入前」に行われた方が効果が高いのに

対し、「新技術の導入の効果が高まった」あるいは「将来に必要とされるスキルが特定された」

については、AI 以外の新しい技術が導入される際等は「(A)導入前」が高く、自身の職場で

AI が使用された際はむしろ「(B)導入後」の方が高いといった相違がみられる。 

具体的に「新技術の導入への不安が緩和された」については、①が A57.7％＞B52.3％、

③が A51.6％＞B42.9％で、②も A72.8％＞B68.6％となっている。一方、「新技術の導入

の効果が高まった」については、①が A55.2％＞B54.3％、③が A47.8％＞B42.1％に対し、

②は A78.5％＜B80.9％。また、「将来に必要とされるスキルが特定された」についても、①

が A51.9％＞B49.7％、③が A44.8％＞B40.1％に対し、②は A72.5％＜B74.5％となっ

ており、AI の使用に際してはその性質上、一般的な新技術と異なり導入後に派生するような

話合い事項もあり得ることから、効果的な話合いのあり方を検討する必要があるといえるだ

ろう。 

その上で、労働者または労働者代表との話合いの実施状況について属性等別にみると、まず、

職場で新しい技術が使用される際に「行っている（行った）」割合は、産業分野別では「学術

研究、専門・技術サービス業」や「複合サービス事業（郵便局、協同組合）」「鉱業、採石業、

砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」等で２割を超え、やや高くなっている（図表 2-

2-7-1-3）。従業員規模別では、大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、仕事の職種別で

は「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で高い。なお、こうした話合いの

タイミングとしては、総じて「導入前」が多いが、従業員数が「過剰」な職場では「導入後」

の割合が顕著に高くなっている。 

一方、自身の職場で AI が使用された際に、労働者または労働者代表との話合いを「行って

いる（行った）」割合は、産業分野別では「生活関連サービス業、娯楽業」等でやや高いのに

対し、「教育、学習支援業」や「宿泊業、飲食サービス業」「公務（他に分類されるものを除く）」

「製造業」「建設業」等では、むしろ「行っていない（行わなかった）」割合がやや高い。「行

っていない（行わなかった）」割合は、小規模企業になるほど高まる傾向がみられるほか、仕

事の職種が「生産工程従事者」や「建設・採掘従事者」「販売従事者」等でやや高くなってい

る。 
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なお、こうした話合いのタイミングとしては、総じて「導入前」が多いが、「卸売業、小売

業」や「医療、福祉」等では「導入後」の割合もやや高い。 

 

図表 2-2-7-1-3 属性等別にみた職場で新しい技術が使用される際の労働者または労働者代表との話合いの実施状況  
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22,000 15.6 43.9 40.5 3,430 65.3 19.1 15.6 2,042 32.0 40.5 27.4 654 59.0 31.2 9.8

農業、林業、漁業 238 17.6 41.2 41.2 42 54.8 23.8 21.4 20 50.0 40.0 10.0 10 70.0 20.0 10.0

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 21.2 38.9 39.9 60 61.7 28.3 10.0 32 40.6 34.4 25.0 13 69.2 23.1 7.7

建設業 1,355 16.9 46.6 36.5 229 69.4 18.8 11.8 112 34.8 42.9 22.3 39 59.0 33.3 7.7

製造業 4,708 16.4 43.5 40.2 770 67.4 17.9 14.7 451 33.5 43.0 23.5 151 62.3 31.8 6.0

情報通信業 1,195 19.3 42.3 38.3 231 63.6 22.1 14.3 275 33.1 39.6 27.3 91 59.3 28.6 12.1

運輸業、郵便業 1,609 12.9 44.1 43.1 207 64.7 18.4 16.9 99 28.3 39.4 32.3 28 46.4 35.7 17.9

卸売業、小売業 2,754 12.4 45.5 42.2 341 68.9 19.4 11.7 252 27.4 40.9 31.7 69 59.4 36.2 4.3

金融業、保険業 732 16.3 39.5 44.3 119 58.0 24.4 17.6 135 28.9 29.6 41.5 39 43.6 41.0 15.4

不動産業、物品賃貸業 384 14.1 46.9 39.1 54 68.5 14.8 16.7 36 44.4 30.6 25.0 16 75.0 12.5 12.5

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 24.6 39.2 36.3 101 70.3 23.8 5.9 75 30.7 40.0 29.3 23 69.6 30.4 －

宿泊業、 飲食サービス業 831 12.9 47.7 39.5 107 66.4 20.6 13.1 42 33.3 50.0 16.7 14 50.0 28.6 21.4

生活関連サービス業、 娯楽業 591 18.3 45.9 35.9 108 65.7 21.3 13.0 45 37.8 31.1 31.1 17 64.7 5.9 29.4

教育、学習支援業 891 17.2 45.2 37.6 153 61.4 17.0 21.6 93 26.9 51.6 21.5 25 64.0 20.0 16.0

医療、福祉 2,864 17.6 42.7 39.7 504 64.9 17.1 18.1 155 34.2 39.4 26.5 53 54.7 35.8 9.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 21.7 45.0 33.3 28 53.6 10.7 35.7 18 27.8 50.0 22.2 5 60.0 40.0 －

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 13.3 46.1 40.6 202 62.9 19.3 17.8 96 32.3 38.5 29.2 31 71.0 22.6 6.5

公務（他に分類されるものを除く） 999 13.7 46.4 39.8 137 57.7 18.2 24.1 83 27.7 47.0 25.3 23 30.4 52.2 17.4

わからない 502 7.4 33.3 59.4 37 67.6 16.2 16.2 23 30.4 26.1 43.5 7 71.4 28.6 －

サービス業計 3,486 15.7 45.6 38.8 546 65.0 20.3 14.7 276 32.6 40.2 27.2 90 65.6 23.3 11.1

99人以下 7,816 14.7 50.3 34.9 1,151 68.5 18.1 13.4 408 32.4 43.1 24.5 132 61.4 28.8 9.8

100～300人 3,198 16.3 45.4 38.3 522 64.8 21.3 14.0 317 37.5 42.0 20.5 119 65.5 25.2 9.2

301～999人 2,535 17.5 42.8 39.6 444 66.2 19.6 14.2 290 35.9 40.3 23.8 104 57.7 35.6 6.7

1,000人以上 5,097 19.6 40.4 40.0 997 63.6 19.3 17.2 869 31.0 39.4 29.7 269 56.1 33.8 10.0

官公庁 640 14.7 43.8 41.6 94 58.5 16.0 25.5 46 28.3 47.8 23.9 13 38.5 30.8 30.8

わからない 2,714 8.2 31.5 60.3 222 58.6 18.5 23.0 112 15.2 33.9 50.9 17 64.7 23.5 11.8

従業員数が不足計 11,326 18.2 47.0 34.8 2,060 66.2 18.7 15.1 1,220 34.4 41.2 24.3 420 58.8 31.9 9.3

従業員数の過不足はない 4,916 18.4 49.2 32.4 906 68.4 19.8 11.8 476 33.6 41.4 25.0 160 60.0 31.3 8.8

従業員数が過剰計 674 20.5 50.1 29.4 138 58.0 28.3 13.8 106 42.5 42.5 15.1 45 53.3 40.0 6.7

わからない 5,084 6.4 31.3 62.3 326 54.3 15.6 30.1 240 12.1 34.6 53.3 29 65.5 6.9 27.6

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 16.8 44.7 38.5 2,520 66.3 18.8 14.9 1,642 34.0 41.2 24.8 558 58.2 31.7 10.0

非正規の職員・従業員 7,014 13.0 42.3 44.8 910 62.5 19.8 17.7 400 24.0 38.0 38.0 96 63.5 28.1 8.3

管理的職業従事者 490 27.3 45.7 26.9 134 71.6 17.9 10.4 79 49.4 31.6 19.0 39 61.5 35.9 2.6

専門的・技術的職業 従事者 4,094 21.7 41.9 36.4 889 64.5 18.3 17.2 605 33.2 41.8 25.0 201 61.2 28.4 10.4

事務従事者 5,033 14.7 44.4 40.9 739 66.7 18.8 14.5 529 31.4 38.0 30.6 166 56.6 34.3 9.0

販売従事者 2,746 13.1 44.6 42.2 361 67.9 19.9 12.2 286 24.1 44.1 31.8 69 56.5 34.8 8.7

サービス職業従事者 2,596 13.7 44.8 41.5 355 60.8 21.4 17.7 150 39.3 35.3 25.3 59 61.0 25.4 13.6

保安職業従事者 474 12.4 47.5 40.1 59 55.9 25.4 18.6 31 16.1 41.9 41.9 5 40.0 20.0 40.0

農林漁業従事者 206 15.5 39.8 44.7 32 59.4 18.8 21.9 11 36.4 45.5 18.2 4 75.0 25.0 －

生産工程従事者 3,072 14.2 43.9 41.9 437 66.1 19.0 14.9 169 34.3 46.7 18.9 58 58.6 29.3 12.1

輸送・機械運転従事者 806 12.8 43.4 43.8 103 65.0 17.5 17.5 43 34.9 30.2 34.9 15 46.7 26.7 26.7

建設・採掘従事者 787 17.0 44.3 38.6 134 67.9 18.7 13.4 56 30.4 46.4 23.2 17 64.7 35.3 －

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 11.0 44.2 44.8 187 63.1 17.6 19.3 83 25.3 41.0 33.7 21 61.9 38.1 －

男性 11,861 15.8 45.8 38.4 1,874 65.6 19.1 15.3 1,174 33.8 42.2 23.9 397 59.7 30.5 9.8

女性 10,139 15.3 41.8 42.9 1,556 65.0 19.0 16.0 868 29.6 38.2 32.1 257 58.0 32.3 9.7

15～24歳 1,371 19.3 41.0 39.7 265 65.7 23.4 10.9 203 30.0 41.9 28.1 61 57.4 29.5 13.1

25～34歳 3,990 17.5 43.7 38.7 699 64.8 22.2 13.0 561 37.6 41.9 20.5 211 62.6 27.5 10.0

35～49歳 7,599 14.4 44.3 41.4 1,091 64.5 20.4 15.0 731 31.7 38.6 29.7 232 58.2 35.8 6.0

50～64歳 6,801 14.1 44.0 41.8 962 65.9 14.1 20.0 440 27.0 42.0 30.9 119 55.5 31.1 13.4

65歳以上 2,239 18.4 44.8 36.8 413 66.6 18.9 14.5 107 29.0 38.3 32.7 31 58.1 25.8 16.1

中学、高校卒 7,271 13.4 43.7 42.9 977 66.9 18.1 14.9 428 30.4 39.0 30.6 130 60.0 29.2 10.8

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 15.7 43.2 41.1 775 66.1 16.6 17.3 330 30.3 41.2 28.5 100 65.0 27.0 8.0

大学卒以上 9,705 17.1 44.5 38.3 1,664 64.2 20.7 15.1 1,272 33.0 40.9 26.1 420 57.1 33.1 9.8

上記以外 98 14.3 42.9 42.9 14 42.9 28.6 28.6 12 33.3 41.7 25.0 4 75.0 － 25.0
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27.1％に対し、「いいえ」（取り組んでいない）は 72.9％となった（図表 2-2-8-1-1）。 

「はい」（何らかの形で学び・学び直しに取り組んだ）と回答した場合（n=5,964 人）に、

さらに AI を利用しながら働くための学び・学び直しに取り組んだか掘り下げて尋ねると、「は

い」（取り組んだ）が 25.5％（全有効回答労働者ベースでは 6.9％）に対し、「いいえ」（取り

組んでいない）は 74.5％（同 20.2％）となった。 

また、「はい」と回答した（何らかの形で学び・学び直しに取り組んだ）場合（n=5,964 人）

に、学び・学び直しに当たり「教育訓練給付金36」を利用したかについても尋ねると、「はい」

（利用した）が 21.0％（全有効回答労働者ベースでは 5.7％）で、「いいえ」（利用していな

い）は 79.0％（同 21.4％）となった。 

 

図表 2-2-8-1-1 リスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況や「教育訓練給付金」の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」ではスキルの向

上等を目的とした学び・学び直しに取り組んでいる割合が半数近く（49.6％）、さらに「AI 利

用者」の取組率は６割近く（58.2％）、学び・学び直しが活発に行われている様子がうかがえ

る。また、そのうち AI を利用しながら働くための学び・学び直しの取組率も同様に高く、「AI

利用者」で全体の２倍以上となっている。なお、全体では取り組んだ人の５人に一人程度だっ

た「教育訓練給付金」の利用率についても、「AI 使用企業の労働者」では 39.0％、「AI 利用

者」では 42.4％と顕著に高い。 

  

 
36 働く人の主体的な能力開発やキャリア形成を支援するため、厚生労働大臣が指定する教育訓練を修了した際に、

受講費用の一部が支給される制度と注釈した。 
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こうしたリスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況について属性等別

にみると、図表 2-2-8-1-2 の通りとなった。 

 

図表 2-2-8-1-2 属性等別にみたリスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） （％） （人） （％）

はい いいえ はい いいえ はい いいえ

22,000 27.1 72.9 5,964 25.5 74.5 21.0 79.0

農業、林業、漁業 238 24.8 75.2 59 28.8 71.2 35.6 64.4

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 32.9 67.1 93 32.3 67.7 25.8 74.2

建設業 1,355 28.3 71.7 384 24.0 76.0 24.7 75.3

製造業 4,708 24.2 75.8 1,141 30.1 69.9 24.1 75.9

情報通信業 1,195 35.3 64.7 422 38.2 61.8 26.1 73.9

運輸業、郵便業 1,609 18.0 82.0 289 28.7 71.3 22.8 77.2

卸売業、小売業 2,754 22.6 77.4 622 22.5 77.5 18.2 81.8

金融業、保険業 732 37.7 62.3 276 33.0 67.0 20.7 79.3

不動産業、物品賃貸業 384 28.4 71.6 109 29.4 70.6 18.3 81.7

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 36.5 63.5 150 32.7 67.3 28.7 71.3

宿泊業、 飲食サービス業 831 20.3 79.7 169 20.7 79.3 18.3 81.7

生活関連サービス業、 娯楽業 591 24.7 75.3 146 26.0 74.0 25.3 74.7

教育、学習支援業 891 38.4 61.6 342 24.0 76.0 14.9 85.1

医療、福祉 2,864 36.2 63.8 1,036 15.1 84.9 14.9 85.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 26.4 73.6 34 35.3 64.7 23.5 76.5

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 22.6 77.4 345 24.3 75.7 21.2 78.8

公務（他に分類されるものを除く） 999 25.7 74.3 257 22.2 77.8 18.3 81.7

わからない 502 17.9 82.1 90 21.1 78.9 27.8 72.2

サービス業計 3,486 24.2 75.8 844 25.8 74.2 22.7 77.3

99人以下 7,816 23.1 76.9 1,805 20.4 79.6 18.2 81.8

100～300人 3,198 29.8 70.2 953 27.6 72.4 25.4 74.6

301～999人 2,535 32.7 67.3 830 28.1 71.9 24.0 76.0

1,000人以上 5,097 33.4 66.6 1,701 32.1 67.9 23.2 76.8

官公庁 640 30.3 69.7 194 22.2 77.8 15.5 84.5

わからない 2,714 17.7 82.3 481 14.1 85.9 11.9 88.1

従業員数が不足計 11,326 31.6 68.4 3,582 24.7 75.3 19.8 80.2

従業員数の過不足はない 4,916 27.4 72.6 1,347 28.6 71.4 24.1 75.9

従業員数が過剰計 674 32.9 67.1 222 34.7 65.3 31.5 68.5

わからない 5,084 16.0 84.0 813 21.6 78.4 17.7 82.3

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 29.7 70.3 4,447 29.0 71.0 24.3 75.7

非正規の職員・従業員 7,014 21.6 78.4 1,517 15.4 84.6 11.2 88.8

管理的職業従事者 490 36.1 63.9 177 36.2 63.8 28.2 71.8

専門的・技術的職業 従事者 4,094 41.3 58.7 1,690 26.6 73.4 20.4 79.6

事務従事者 5,033 24.4 75.6 1,228 28.8 71.2 22.0 78.0

販売従事者 2,746 26.7 73.3 733 26.7 73.3 18.6 81.4

サービス職業従事者 2,596 27.4 72.6 712 17.0 83.0 16.6 83.4

保安職業従事者 474 30.6 69.4 145 15.2 84.8 15.9 84.1

農林漁業従事者 206 23.8 76.2 49 22.4 77.6 24.5 75.5

生産工程従事者 3,072 19.6 80.4 602 22.4 77.6 22.9 77.1

輸送・機械運転従事者 806 18.4 81.6 148 29.1 70.9 25.7 74.3

建設・採掘従事者 787 29.5 70.5 232 20.3 79.7 22.8 77.2

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 14.6 85.4 248 31.9 68.1 27.0 73.0

男性 11,861 26.9 73.1 3,185 29.4 70.6 24.4 75.6

女性 10,139 27.4 72.6 2,779 21.1 78.9 17.0 83.0

15～24歳 1,371 38.2 61.8 524 29.6 70.4 24.0 76.0

25～34歳 3,990 32.2 67.8 1,284 32.2 67.8 29.0 71.0

35～49歳 7,599 26.0 74.0 1,972 26.7 73.3 21.6 78.4

50～64歳 6,801 24.2 75.8 1,648 20.1 79.9 15.7 84.3

65歳以上 2,239 23.9 76.1 536 17.5 82.5 12.7 87.3

中学、高校卒 7,271 21.5 78.5 1,560 21.0 79.0 18.3 81.7

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 27.3 72.7 1,346 18.9 81.1 18.1 81.9

大学卒以上 9,705 31.2 68.8 3,026 30.8 69.2 23.7 76.3

上記以外 98 32.7 67.3 32 25.0 75.0 15.6 84.4

100万円未満 2,841 20.9 79.1 593 20.6 79.4 18.4 81.6

100万円～200万円未満 2,672 23.5 76.5 628 20.2 79.8 17.2 82.8

200万円～400万円未満 6,062 26.5 73.5 1,606 22.5 77.5 18.8 81.2

400万円～600万円未満 4,506 31.3 68.7 1,412 27.0 73.0 23.6 76.4

600万円～800万円未満 1,973 34.7 65.3 685 32.0 68.0 24.2 75.8

800万円～1,000万円未満 752 37.8 62.2 284 37.7 62.3 25.4 74.6

1,000万円以上 473 41.9 58.1 198 42.9 57.1 30.8 69.2

答えたくない 2,721 20.5 79.5 558 21.1 78.9 17.7 82.3
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すなわち、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等を目的として昨年、何らかの形で学

び・学び直しに取り組んだ（「はい」と回答した）割合は、「金融業、保険業」や「教育、学習

支援業」「学術研究、専門・技術サービス業」「医療、福祉」「情報通信業」「鉱業、採石業、砂

利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」等で高いのに対し、「卸売業、小売業」や「サービ

ス業（他に分類されないもの）」等では低くなっている。 

なお、このうち AI を利用しながら働くための学び・学び直しに取り組んだ割合は、「情報

通信業」や「金融業、保険業」「学術研究、専門・技術サービス業」等で高く、いずれも「AI

使用企業の労働者」割合が高い業種となっている。 

従業員規模別にみると、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等を目的とした学び・学び

直し、あるいは AI を利用しながら働くための学び・学び直しのいずれも、大規模企業になる

ほど取組率が高まる傾向がみられる。 

なお、従業員数の過不足状況との関連をみると、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等

を目的とした学び・学び直しが、従業員数の「不足」あるいは「過剰」感のある職場で多く行

われているのに対し、AI を利用しながら働くための学び・学び直しは、「不足」＜「過不足は

ない」＜「過剰」の順に多く行われていることが分かる。 

雇用形態別では、いずれも「正規の職員・従業員」で取組率が高い。また、仕事の職種別で

は、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等を目的とした学び・学び直しに取り組んでいる

割合は「専門的・技術的職業従事者」や「管理的職業従事者」等で高いのに対し、AI を利用

しながら働くための学び・学び直しは、「管理的職業従事者」等で高くなっている。 

性別では、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等を目的とした学び・学び直しの取組率

に大きな相違はみられないものの、AI を利用しながら働くための学び・学び直しについては

「男性」で高くなっている。年齢階級別にみると、前者の取組率は年齢が低下するほど高まる

のに対し、後者については 25 歳以上で若年層になるほど高い。 

また、最終学歴別では高学歴になるほど、現在の仕事で必要とされるスキルの向上等を目的

とした学び・学び直しに取り組んでいるのに対し、AI を利用しながら働くための学び・学び

直しの取組率は、特に「大学卒以上」で高くなっている。 

なお、昨年、すべての仕事から得た年収水準別でもみると、①現在の仕事で必要とされるス

キルの向上等を目的とした学び・学び直しの取組率、そのうち、②AI を利用しながら働くた

めの学び・学び直しの取組率とも、年収が高いほど高まる傾向がみられる。すなわち、「100

万円未満」では①20.9％、②20.6％に対し、「400 万円～600 万円未満」では①31.3％、②

27.0％、「1,000 万円以上」では①41.9％、②42.9％などとなっており、「1,000 万円以上」

の取組率は「100 万円未満」の約２倍である。 

一方、企業で AI が使用されている場合（n=2,833 人）に、勤め先がこれまで AI を利用

しながら働くことが出来るように訓練の提供や資金の援助を行ってきたか尋ねると、「はい」

（行ってきた）との回答が 25.3％（全有効回答労働者ベースでは 3.3％）に対し、「いいえ」
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（行っていない）は 62.8％（同 8.1％）で、「わからない」が 11.9％（同 1.5％）となった（図

表 2-2-8-1-3）。 

その上で、「はい」（行ってきた）と回答した場合（n=717 人）に、訓練提供や資金援助の

具体的な取組内容についても尋ねると（複数回答）、「社内での研修セミナー」（44.2％）がも

っとも多く、これに「日々の業務における上司や先輩職員による訓練」（33.9％）、「外部機関

での研修セミナー」（32.2％）、「自主的な社内勉強会への支援」（29.3％）、「AI 技術に関する

学会への参加支援」（27.1％）、「習得すべきスキルと知識の明確化」（24.8％）、「教育機関で

の学びへの支援」（23.7％）、「勤務時間外の自己啓発活動への支援」（22.7％）、「企業からの

AI 技術の情報提供」（19.8％）などが続いた。 

 

図表 2-2-8-1-3 企業における訓練提供や資金援助の実施状況と取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果を従業員規模別にみると、勤め先がこれまで、AI を利用しながら働くことが

出来るように訓練の提供や資金援助を行ってきた割合は、999 人以下では大規模企業になる

ほど高くなっている（図表 2-2-8-1-4）。具体的な取組内容として（複数回答）、「社内での研

修セミナー」や「習得すべきスキルと知識の明確化」「教育機関での学びへの支援」について

は、「1,000 人以上」も含めて大規模企業になるほど高い。また、「日々の業務における上司や

先輩職員による訓練」についても、99 人以下を除き、従業員規模が大きいほど高くなってい

る。このほか、「外部機関での研修セミナー」や「自主的な社内勉強会への支援」「AI 技術に

関する学会への参加支援」は、100 人以上で高い。また、「勤務時間外の自己啓発活動への支

援」や「企業からの AI 技術の情報提供」については、特に 1,000 人以上で高くなっている。 

なお、雇用形態別にみると、訓練提供や資金援助が行われている割合は、「正規の職員・従

業員」で、「非正規の職員・従業員」の約 2 倍と高い。「非正規の職員・従業員」にはこうした
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情報が見え難い恐れもあるが、仕事の職種等の関係で実際の利用機会も限られている恐れが

あるではないかとみられる。 

 

図表 2-2-8-1-4 属性等別にみた企業における訓練提供や資金援助の実施状況と取組内容 

 

 

  

（人） （％） （人） （％）

はい いいえ わからない

2,833 25.3 62.8 11.9 717 44.2 33.9 32.2 29.3 27.1 24.8 23.7 22.7 19.8 10.6 5.7

農業、林業、漁業 21 57.1 28.6 14.3 12 33.3 25.0 16.7 25.0 33.3 25.0 25.0 25.0 16.7 8.3 8.3

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
48 39.6 52.1 8.3 19 31.6 21.1 36.8 42.1 21.1 15.8 21.1 21.1 21.1 5.3 5.3

建設業 156 30.1 59.6 10.3 47 38.3 34.0 23.4 29.8 40.4 23.4 27.7 23.4 25.5 10.6 4.3

製造業 682 25.7 63.2 11.1 175 46.9 34.9 32.6 25.1 30.3 22.9 25.1 25.7 22.9 13.1 7.4

情報通信業 351 25.9 61.3 12.8 91 46.2 36.3 39.6 27.5 29.7 20.9 23.1 24.2 19.8 9.9 4.4

運輸業、郵便業 146 21.9 61.6 16.4 32 62.5 46.9 31.3 25.0 25.0 37.5 25.0 31.3 21.9 9.4 3.1

卸売業、小売業 333 22.2 65.5 12.3 74 44.6 32.4 36.5 40.5 23.0 31.1 20.3 25.7 16.2 14.9 5.4

金融業、保険業 194 20.6 62.9 16.5 40 52.5 32.5 22.5 30.0 37.5 35.0 35.0 17.5 27.5 15.0 5.0

不動産業、物品賃貸業 45 40.0 48.9 11.1 18 38.9 50.0 44.4 33.3 16.7 16.7 16.7 27.8 27.8 16.7 －

学術研究、専門・ 技術サービス業 88 18.2 75.0 6.8 16 31.3 43.8 25.0 31.3 18.8 37.5 6.3 25.0 31.3 18.8 6.3

宿泊業、 飲食サービス業 61 29.5 54.1 16.4 18 33.3 50.0 44.4 27.8 22.2 16.7 16.7 22.2 33.3 11.1 11.1

生活関連サービス業、 娯楽業 55 32.7 56.4 10.9 18 50.0 38.9 － 22.2 22.2 11.1 5.6 － 5.6 5.6 5.6

教育、学習支援業 121 19.8 76.0 4.1 24 54.2 33.3 33.3 20.8 29.2 20.8 29.2 25.0 20.8 4.2 4.2

医療、福祉 206 27.7 56.8 15.5 57 40.4 21.1 38.6 33.3 21.1 26.3 35.1 24.6 12.3 3.5 3.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 26 30.8 61.5 7.7 8 25.0 12.5 0.0 25.0 25.0 50.0 25.0 － － － 12.5

サービス業（他に分類されないもの） 130 28.5 60.0 11.5 37 35.1 21.6 29.7 24.3 13.5 21.6 13.5 16.2 10.8 8.1 10.8

公務（他に分類されるものを除く） 142 16.2 76.1 7.7 23 47.8 47.8 43.5 34.8 26.1 30.4 17.4 8.7 13.0 8.7 4.3

わからない 28 28.6 57.1 14.3 8 25.0 25.0 12.5 37.5 12.5 － 25.0 12.5 － － －

サービス業計 360 26.9 62.2 10.8 97 36.1 33.0 23.7 25.8 18.6 23.7 12.4 14.4 16.5 9.3 9.3

99人以下 527 26.6 63.6 9.9 140 35.0 32.9 26.4 22.9 21.4 20.0 19.3 16.4 13.6 8.6 7.9

100～300人 410 27.3 63.7 9.0 112 35.7 22.3 34.8 29.5 28.6 21.4 19.6 21.4 16.1 8.9 3.6

301～999人 378 30.7 58.5 10.8 116 37.9 33.6 33.6 26.7 27.6 23.3 25.0 16.4 15.5 8.6 6.0

1,000人以上 1,290 24.6 62.5 12.9 317 53.6 38.5 33.4 33.1 28.1 29.7 26.8 28.7 26.5 13.2 4.7

官公庁 86 18.6 74.4 7.0 16 50.0 43.8 37.5 25.0 37.5 18.8 25.0 18.8 12.5 6.3 12.5

わからない 142 11.3 64.8 23.9 16 37.5 25.0 25.0 31.3 31.3 12.5 18.8 18.8 6.3 6.3 12.5

従業員数が不足計 1,688 26.2 62.6 11.2 442 48.2 37.8 36.2 31.4 29.2 26.7 26.7 24.4 20.1 11.1 4.3

従業員数の過不足はない 671 25.2 64.8 10.0 169 39.1 32.0 29.6 28.4 27.2 27.2 18.3 20.7 21.9 9.5 5.9

従業員数が過剰計 146 37.7 55.5 6.8 55 34.5 20.0 18.2 27.3 23.6 12.7 25.5 25.5 16.4 7.3 3.6

わからない 328 15.5 62.8 21.6 51 37.3 21.6 21.6 15.7 11.8 13.7 13.7 11.8 13.7 13.7 19.6

正規の職員・従業員（役員含む） 2,286 28.0 60.7 11.3 639 44.9 33.8 32.4 29.9 27.9 25.2 24.9 23.6 19.2 10.6 4.9

非正規の職員・従業員 547 14.3 71.5 14.3 78 38.5 34.6 30.8 24.4 20.5 21.8 14.1 15.4 24.4 10.3 12.8

管理的職業従事者 123 27.6 65.9 6.5 34 50.0 38.2 50.0 26.5 35.3 38.2 32.4 26.5 26.5 11.8 2.9

専門的・技術的職業 従事者 802 25.7 62.6 11.7 206 43.2 34.0 37.4 30.6 25.2 19.4 25.7 27.7 17.5 11.7 4.4

事務従事者 756 24.1 65.1 10.8 182 51.1 33.5 34.1 26.4 32.4 31.3 26.4 18.1 22.5 10.4 4.4

販売従事者 381 24.4 63.5 12.1 93 44.1 28.0 29.0 33.3 22.6 23.7 19.4 24.7 18.3 6.5 6.5

サービス職業従事者 190 35.3 50.5 14.2 67 37.3 31.3 20.9 29.9 19.4 20.9 14.9 14.9 9.0 10.4 4.5

保安職業従事者 46 10.9 78.3 10.9 5 20.0 60.0 40.0 － － 20.0 20.0 － 20.0 － 40.0

農林漁業従事者 12 41.7 41.7 16.7 5 40.0 － － － 20.0 － － 20.0 － － 40.0

生産工程従事者 267 23.6 62.5 13.9 63 42.9 36.5 22.2 27.0 28.6 19.0 19.0 17.5 27.0 9.5 11.1

輸送・機械運転従事者 63 28.6 54.0 17.5 18 44.4 44.4 27.8 38.9 16.7 33.3 22.2 27.8 22.2 16.7 －

建設・採掘従事者 79 22.8 64.6 12.7 18 22.2 38.9 27.8 33.3 38.9 27.8 22.2 16.7 33.3 5.6 11.1

運搬・清掃・包装等 従事者 114 22.8 64.0 13.2 26 38.5 42.3 30.8 34.6 30.8 30.8 34.6 42.3 19.2 23.1 3.8

男性 1,692 26.4 62.6 11.0 447 44.1 36.2 34.0 32.0 28.6 25.3 25.1 25.7 21.5 12.1 5.6

女性 1,141 23.7 63.1 13.2 270 44.4 30.0 29.3 24.8 24.4 24.1 21.5 17.8 17.0 8.1 5.9

15～24歳 279 31.2 51.3 17.6 87 36.8 35.6 26.4 17.2 28.7 25.3 11.5 12.6 21.8 9.2 8.0

25～34歳 731 31.9 58.0 10.1 233 37.8 32.2 29.6 28.8 27.9 22.3 24.5 21.9 17.6 9.0 3.9

35～49歳 962 24.6 63.7 11.6 237 44.3 35.0 32.9 36.3 25.3 22.8 28.3 25.3 21.1 13.5 7.2

50～64歳 681 18.5 69.5 12.0 126 58.7 33.3 36.5 28.6 26.2 27.8 22.2 22.2 15.9 7.9 4.8

65歳以上 180 18.9 70.0 11.1 34 52.9 35.3 44.1 17.6 32.4 44.1 23.5 38.2 35.3 14.7 5.9

中学、高校卒 606 21.9 64.0 14.0 133 39.8 31.6 23.3 19.5 19.5 27.1 18.8 12.8 16.5 8.3 10.5

専修・各種学校、短大・高専卒 456 24.1 61.8 14.0 110 45.5 24.5 34.5 27.3 20.9 18.2 27.3 20.0 18.2 8.2 3.6

大学卒以上 1,756 26.9 62.5 10.6 472 45.1 36.9 34.3 32.6 30.7 25.8 24.2 26.3 21.0 11.9 4.7

上記以外 15 13.3 73.3 13.3 2 50.0 － － － － － 50.0 － 50.0 － 50.0

100万円未満 232 27.6 61.6 10.8 64 34.4 34.4 25.0 20.3 21.9 25.0 14.1 18.8 20.3 9.4 7.8

100万円～200万円未満 230 23.0 63.5 13.5 53 17.0 30.2 24.5 22.6 30.2 17.0 18.9 22.6 13.2 5.7 9.4

200万円～400万円未満 671 24.1 62.9 13.0 162 39.5 28.4 32.7 26.5 23.5 24.7 24.1 19.1 19.8 9.3 8.6

400万円～600万円未満 654 27.1 61.2 11.8 177 46.9 33.9 33.9 29.9 27.7 26.0 24.3 23.7 22.0 14.1 3.4

600万円～800万円未満 456 24.8 65.8 9.4 113 58.4 38.1 38.9 32.7 23.0 31.9 30.1 24.8 22.1 10.6 0.9

800万円～1,000万円未満 223 28.3 64.1 7.6 63 47.6 39.7 31.7 34.9 36.5 20.6 28.6 39.7 17.5 12.7 3.2

1,000万円以上 170 31.2 61.2 7.6 53 50.9 39.6 39.6 37.7 37.7 20.8 18.9 20.8 22.6 7.5 3.8

答えたくない 197 16.2 61.4 22.3 32 50.0 31.3 12.5 31.3 25.0 21.9 21.9 6.3 9.4 9.4 18.8
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こうした特徴を踏まえつつ、以降は AI 及び生成 AI が仕事や働き方に与えている影響等に

ついて、確認していくこととしたい。 

 

９．AIが仕事に与えている影響 

（1）AIによる作業の自動処理化・新規創出の状況 

「AI 利用者」（n=1,854 人）を対象に、AI がこれまでに自身がしていた何らかの作業（タ

スク）を自動処理化したか尋ねると、「はい」（自動処理化した）が 58.6％に対し「いいえ」

は 34.1％で、「わからない」が 7.3％となった（図表 2-2-9-1-1）。一方、AI が以前には無か

った新しい作業をこれまでに創出したかについては、「はい」（創出した）が 42.1％に対し「い

いえ」は 46.7％で、「わからない」が 11.2％となった。総じて、少なくともこれまでは、AI

による作業の自動処理化が、新規創出をやや上回る結果となった。 

その上で、自動処理化あるいは新規創出された作業の特徴についても尋ねると、「繰り返し

の多い作業だったか」については、自動処理化の該当（「はい」）が 73.8％に対し、新規創出

のそれは 64.7％で自動処理化が優勢となった。これに対し、「複雑な内容の作業だったか」に

ついては、自動処理化の該当が 50.2％に対し新規創出は 58.4％、同様に「想像力を活かし

て課題解決を図るものだったか」についても、自動処理化の該当が 54.5％に対し新規創出は

63.0％で、「複雑な内容の作業」や「想像力を活かして課題解決を図る」作業のいずれも新規

創出が優勢となった。 

 

図表 2-2-9-1-1 AI による作業の自動処理化・新規創出の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を掛け合わせて整理すると、「AI 利用者」の約７割は、AI がこれまで

に自身がしていた何らかの作業を自動処理化したり、AI が以前には無かった新しい作業をこ

れまでに創出したと回答し、そうした回答は「生成 AI 利用者」で 3／4 人以上と、さらに高

まることが分かる（図表 2-2-9-1-2）。 
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こうした中、少なくともこれまでは、AI による作業の新規創出より自動処理化の方が優勢

であり、作業の種類別にみると、「繰り返しの多い作業」は自動処理化＞新規創出に対し、「複

雑な内容の作業」や「想像力を活かして課題解決を図る」作業では、むしろ自動処理化＜新規

創出で、そうした傾向は「生成 AI 利用者」でより強くなっている。 

 

図表 2-2-9-1-2 AI の利用状況別にみた作業の自動処理化・新規創出の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、こうした結果を属性等別にみると、自動処理化された作業があった割合から新規創出

された作業があった割合を差引いた D.I.は、一部の産業分野を除き総じてプラスと、前者が

優勢となっている（図表 2-2-9-1-3）。中でも、D.I.が高いのは「サービス業（他に分類され

ないもの）」や「教育、学習支援業」「公務（他に分類されるものを除く）」「学術研究、専門・

技術サービス業」等に対し、D.I.が低い（自動処理化と新規創出がより拮抗している）のは、

「情報通信業」や「金融業、保険業」など AI 活用率が高い産業となっている。 

従業員規模別にみると、自動処理化された作業があった割合は、小規模企業になるほどおお

むね高まる傾向がみられる。また、従業員数が「過剰」な職場ほど、自動処理化あるいは新規

創出された作業があった割合が高く、特に自動処理化が優勢となっている（結果として、自動

処理化が進んでいる故に、従業員数が「過剰」となっている恐れも考えられる）。 

自動処理化及び新規創出ともあった割合は、「正規の職員・従業員」で高く、仕事の職種が

「サービス業職業従事者」や「管理的職業従事者」等で高い。このほか、自動処理化のみあっ

た割合は、「販売従事者」や「運搬・清掃・包装等従事者」等で高くなっている。また、自動

処理化された作業の特徴として、「繰り返しの多い作業だった」割合は、「サービス職業従事者」

や「事務従事者」等、「複雑な内容の作業だった」や「想像力を活かして課題解決を図るもの

31.1 

36.0 

15.7 

27.6 

28.8 

23.6 

11.1 

11.8 

8.6 

30.3 

23.3 

52.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AI利用者

（n=1,854）

生成AI利用者

（n=1,401）

生成AI以外のAIのみ利用者

（n=453）

作業の自動処理化及び新規創出ともに有 作業の自動処理化のみ有

作業の新規創出のみ有 作業の自動処理化も新規創出もいずれも無

73.8 73.7 74.2 

50.2 52.7 

37.6 

27.5 29.0 

19.7 

54.5 
58.2 

35.4 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

A
I

利
用
者

（n
=

1
,0

8
7

）

生
成A

I

利
用
者

（n
=

9
0
9

）

生
成A

I

以
外
のA

I

の
み
利
用
者

（n
=

1
7
8

）

自動処理化された作業について

%
64.7 65.4 

60.0 58.4 60.1 

48.2 

31.1 32.0 
25.5 

63.0 65.6 

47.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

A
I

利
用
者

（n
=

7
8
1

）

生
成A

I

利
用
者

（n
=

6
7
1

）

生
成A

I

以
外
のA

I

の
み
利
用
者

（n
=

1
1
0

）

新規創出された作業について

繰り返しの多い作業だったか

複雑な内容の作業だったか

危険性のある作業だったか

想像力を活かして課題解決

を図るものだったか

%



 

－51－ 

だった」割合は「管理的職業従事者」等で高い。また、年齢階級別にみると、自動処理化及び

新規創出ともにあった割合は、25歳以上で年齢階級が低下するほど高まる傾向がみられるが、

D.I.は年齢階級が上がるほど高くなっている。 

 

図表 2-2-9-1-3 属性等別にみた AI による作業の自動処理化・新規創出の状況 

 

 

 

 

  

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （㌽）

1,854 31.1 27.6 11.1 30.3 58.6 42.1 1,087 73.8 50.2 27.5 54.5 781 64.7 58.4 31.1 63.0 16.5

農業、林業、漁業 17 47.1 35.3 11.8 5.9 82.4 58.8 14 78.6 57.1 57.1 71.4 10 90.0 60.0 70.0 70.0 23.5

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
34 26.5 23.5 26.5 23.5 50.0 52.9 17 88.2 52.9 29.4 47.1 18 55.6 66.7 44.4 72.2 ▲ 2.9

建設業 104 35.6 29.8 10.6 24.0 65.4 46.2 68 73.5 51.5 44.1 51.5 48 66.7 60.4 43.8 62.5 19.2

製造業 418 26.8 30.4 11.5 31.3 57.2 38.3 239 76.2 46.0 33.1 55.2 160 66.9 58.8 37.5 60.6 18.9

情報通信業 274 33.9 23.0 10.2 32.8 56.9 44.2 156 70.5 51.9 25.6 57.1 121 60.3 59.5 27.3 62.8 12.8

運輸業、郵便業 87 26.4 27.6 13.8 32.2 54.0 40.2 47 68.1 42.6 21.3 53.2 35 60.0 48.6 31.4 54.3 13.8

卸売業、小売業 211 23.7 30.8 12.3 33.2 54.5 36.0 115 72.2 40.9 18.3 45.2 76 60.5 50.0 21.1 65.8 18.5

金融業、保険業 130 36.2 22.3 9.2 32.3 58.5 45.4 76 69.7 61.8 21.1 44.7 59 62.7 59.3 28.8 52.5 13.1

不動産業、物品賃貸業 28 53.6 14.3 21.4 10.7 67.9 75.0 19 57.9 73.7 36.8 78.9 21 42.9 61.9 19.0 71.4 ▲ 7.1

学術研究、専門・ 技術サービス業 69 31.9 27.5 5.8 34.8 59.4 37.7 41 75.6 48.8 22.0 63.4 26 73.1 61.5 30.8 84.6 21.7

宿泊業、 飲食サービス業 34 32.4 23.5 20.6 23.5 55.9 52.9 19 89.5 47.4 10.5 68.4 18 66.7 66.7 11.1 61.1 2.9

生活関連サービス業、 娯楽業 36 58.3 16.7 2.8 22.2 75.0 61.1 27 77.8 37.0 22.2 55.6 22 68.2 36.4 18.2 63.6 13.9

教育、学習支援業 92 25.0 34.8 9.8 30.4 59.8 34.8 55 65.5 54.5 14.5 60.0 32 50.0 68.8 18.8 75.0 25.0

医療、福祉 129 36.4 24.8 10.9 27.9 61.2 47.3 79 74.7 59.5 25.3 50.6 61 70.5 54.1 27.9 55.7 14.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 21 28.6 14.3 19.0 38.1 42.9 47.6 9 88.9 66.7 55.6 55.6 10 70.0 70.0 50.0 60.0 ▲ 4.8

サービス業（他に分類されないもの） 84 31.0 38.1 10.7 20.2 69.0 41.7 58 82.8 50.0 31.0 60.3 35 74.3 62.9 40.0 62.9 27.4

公務（他に分類されるものを除く） 72 30.6 26.4 4.2 38.9 56.9 34.7 41 68.3 51.2 34.1 51.2 25 76.0 68.0 36.0 72.0 22.2

わからない 14 28.6 21.4 － 50.0 50.0 28.6 7 100.0 42.9 14.3 57.1 4 100.0 75.0 25.0 75.0 21.4

サービス業計 244 35.2 27.9 10.2 26.6 63.1 45.5 154 81.2 48.1 26.0 61.0 111 71.2 58.6 29.7 67.6 17.6

99人以下 330 34.5 28.5 9.7 27.3 63.0 44.2 208 66.8 50.5 27.9 57.2 146 54.1 62.3 30.8 71.9 18.8

100～300人 296 32.1 28.0 11.5 28.4 60.1 43.6 178 79.8 61.2 35.4 56.7 129 72.9 65.9 43.4 65.9 16.6

301～999人 275 33.1 27.6 12.7 26.5 60.7 45.8 167 76.0 52.1 29.9 59.3 126 65.1 56.3 28.6 63.5 14.9

1,000人以上 833 29.8 27.0 11.2 32.1 56.8 40.9 473 73.8 46.3 24.5 52.0 341 64.5 56.3 28.2 59.2 15.8

官公庁 43 27.9 18.6 4.7 48.8 46.5 32.6 20 70.0 70.0 45.0 70.0 14 78.6 71.4 57.1 71.4 14.0

わからない 77 20.8 32.5 11.7 35.1 53.2 32.5 41 75.6 29.3 7.3 31.7 25 76.0 28.0 8.0 40.0 20.8

従業員数が不足計 1,151 30.4 28.8 11.7 29.1 59.2 42.1 681 75.6 51.1 27.9 53.9 485 68.5 59.6 30.1 63.7 17.0

従業員数の過不足はない 439 33.9 26.7 10.0 29.4 60.6 44.0 266 72.2 49.2 24.4 56.4 193 57.5 58.5 32.1 66.3 16.6

従業員数が過剰計 106 34.9 34.0 13.2 17.9 68.9 48.1 73 78.1 52.1 45.2 61.6 51 72.5 72.5 49.0 62.7 20.8

わからない 158 25.3 17.1 7.6 50.0 42.4 32.9 67 56.7 43.3 16.4 44.8 52 48.1 32.7 19.2 44.2 9.5

正規の職員・従業員（役員含む） 1,580 32.0 27.5 10.9 29.7 59.4 42.8 939 73.7 51.5 29.8 56.5 677 64.3 59.5 32.6 64.1 16.6

非正規の職員・従業員 274 25.9 28.1 12.0 33.9 54.0 38.0 148 74.3 41.9 12.8 41.2 104 67.3 51.0 21.2 55.8 16.1

管理的職業従事者 93 38.7 20.4 10.8 30.1 59.1 49.5 55 61.8 56.4 27.3 65.5 46 47.8 63.0 30.4 67.4 9.7

専門的・技術的職業 従事者 613 29.7 28.4 10.8 31.2 58.1 40.5 356 72.8 52.2 26.4 58.4 248 63.3 62.1 30.6 67.7 17.6

事務従事者 474 32.9 25.1 11.4 30.6 58.0 44.3 275 77.8 49.1 24.0 46.9 210 69.0 53.3 26.2 53.3 13.7

販売従事者 255 27.5 34.1 9.8 28.6 61.6 37.3 157 68.8 43.3 19.1 50.3 95 57.9 53.7 25.3 65.3 24.3

サービス職業従事者 112 40.2 23.2 12.5 24.1 63.4 52.7 71 78.9 50.7 26.8 57.7 59 66.1 61.0 33.9 62.7 10.7

保安職業従事者 19 21.1 21.1 15.8 42.1 42.1 36.8 8 50.0 62.5 37.5 50.0 7 85.7 57.1 28.6 71.4 5.3

農林漁業従事者 6 16.7 33.3 33.3 16.7 50.0 50.0 3 66.7 33.3 33.3 66.7 3 100.0 33.3 33.3 66.7 0.0

生産工程従事者 138 30.4 28.3 13.8 27.5 58.7 44.2 81 76.5 49.4 40.7 59.3 61 67.2 60.7 42.6 67.2 14.5

輸送・機械運転従事者 43 30.2 23.3 16.3 30.2 53.5 46.5 23 60.9 56.5 39.1 56.5 20 65.0 40.0 45.0 55.0 7.0

建設・採掘従事者 44 29.5 27.3 9.1 34.1 56.8 38.6 25 80.0 48.0 52.0 48.0 17 64.7 58.8 41.2 70.6 18.2

運搬・清掃・包装等 従事者 57 24.6 33.3 1.8 40.4 57.9 26.3 33 87.9 57.6 48.5 60.6 15 86.7 93.3 60.0 73.3 31.6

男性 1,125 29.6 26.9 11.0 32.4 56.5 40.6 636 74.5 52.5 30.7 57.5 457 63.5 60.8 32.8 65.4 15.9

女性 729 33.3 28.5 11.1 27.0 61.9 44.4 451 72.7 47.0 23.1 50.1 324 66.4 54.9 28.7 59.6 17.4

15～24歳 181 30.9 26.5 16.0 26.5 57.5 47.0 104 81.7 57.7 34.6 63.5 85 64.7 61.2 35.3 76.5 10.5

25～34歳 528 36.2 27.5 12.7 23.7 63.6 48.9 336 77.7 55.7 35.1 58.9 258 69.8 64.0 38.8 64.7 14.8

35～49歳 662 31.4 28.9 10.0 29.8 60.3 41.4 399 74.7 46.1 25.8 51.6 274 63.9 52.6 29.9 59.9 18.9

50～64歳 395 24.1 26.8 9.4 39.7 50.9 33.4 201 65.2 44.8 16.9 46.8 132 61.4 56.1 19.7 58.3 17.5

65歳以上 88 29.5 23.9 6.8 39.8 53.4 36.4 47 57.4 53.2 17.0 59.6 32 43.8 65.6 15.6 59.4 17.0

中学、高校卒 312 30.4 23.7 12.5 33.3 54.2 42.9 169 74.0 49.7 26.6 55.0 134 65.7 56.7 31.3 59.0 11.2

専修・各種学校、短大・高専卒 279 24.7 33.0 12.2 30.1 57.7 36.9 161 72.7 51.6 26.1 49.1 103 62.1 64.1 33.0 70.9 20.8

大学卒以上 1,251 32.6 27.6 10.5 29.3 60.2 43.1 753 74.0 50.1 28.0 55.6 539 64.7 57.9 30.8 62.9 17.1

上記以外 12 33.3 － 8.3 58.3 33.3 41.7 4 75.0 50.0 25.0 25.0 5 80.0 40.0 20.0 20.0 ▲ 8.3
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一方、「AI 利用者」（n=1,854 人）に、AI が上司がしていた何らかの作業をこれまでに自

動処理化したか尋ねると、「はい」（自動処理化した）が 39.4％に対し「いいえ」は 45.5％

で、「わからない」が 15.1％となった（図表 2-2-9-1-4）。同様に AI が、同僚がしていた何

らかの作業をこれまでに自動処理化したかについては、「はい」（自動処理化した）が 46.7％

に対し「いいえ」は 40.3％で、「わからない」が 13.0％となった。 

その上で、AI が上司がしていた何らかの作業をこれまでに自動処理化した場合（n=730

人）に、「AI に自動処理化された上司の作業に関連する、私自身の作業の効率が向上した」か

尋ねると、「強く同意する」（27.8％）と「やや同意する」（47.0％）を合わせて同意する割合

が 74.8％に対し、同意しない割合は計 5.2％、「どちらでもない」は 19.5％で、上司の AI 利

用が部下の作業効率も向上させる可能性が示唆された。 

同様に、「上司の指示の質が、全般的に向上した」について同意する割合は計 62.9％、「人

間のミスの発見と修正を容易にしている」に同意する割合も計 71.5％と高いが、同時に「AI

の判断に、疑念を持つ機会が増えた」かについて同意する割合も半数超（計 55.6％）となっ

ている。 

また、AI が同僚がしていた何らかの作業をこれまでに自動処理化した場合（n=866 人）

に、「AI に自動処理化された同僚の作業に関連する、私自身の作業の効率が向上した」かにつ

いては、同意する割合が約 3／4（計 74.7％）にのぼり、同僚の AI 利用がその周囲の作業効

率をも向上させる可能性が示唆された。関連して、「同僚の影響で、私自身も同じ作業を自動

処理化した（または、これからしたい）」に同意する割合は、約 2／3（計 65.7％）となった。 

 

図表 2-2-9-1-4 上司や同僚がしていた作業の自動処理化の状況 
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（2）AIによる意思決定支援の状況 

「AI 利用者」（n=1,854 人）に、AI が自身の意思決定を支援しているか尋ねると、「はい」

（支援している）が 49.0％に対し「いいえ」は 39.3％で、「わからない」が 11.8％となった

（図表 2-2-9-2-1）。 

その上で、AI が自身の意思決定を支援している場合（n=908 人）に、AI が「より迅速な

意思決定を支援しているか」については、「強く同意する」（27.1％）と「やや同意する」（55.1％）

を合わせて同意する割合が 8 割を超え（計 82.2％）、「どちらでもない」が 14.9％、同意し

ない割合が 2.8％などとなった。同様に、AI が「より良い意思決定を支援しているか」につ

いて同意する割合は 78.4％、「AI が、意思決定を支援してくれるのが好きだ」に同意する割

合は 66.4％となったが、「AI によって、私は意思決定をコントロールしにくくなった」に同

意する割合も 39.2％であった。 

 

図表 2-2-9-2-1 AI による意思決定支援の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を属性等別にみると、AI が自身の意思決定を支援しているかについて

「はい」（支援している）と回答した割合は、「建設業」や「情報通信業」「学術研究、専門・

技術サービス業」「サービス業（他に分類されないもの）」等でやや高くなっている（図表 2-

2-9-2-2）。また、「正規の職員・従業員」で半数を超え、「管理的職業従事者」や「サービス

職業従事者」等でやや高い。これらの職種では、AI による意思決定支援の特徴として「より

迅速な意思決定を支援している」割合が高いほか、「管理的職業従事者」では「より良い意思

決定を支援している」等の評価も高くなっている。 

性別にみると、「はい」（支援している）の割合は「男性」で高く、年齢については若年層ほ

ど高まる傾向がみられる。なお、「より迅速な意思決定を支援している」かについては、（「50

～64 歳」を除き）高齢層になるほどおおむね高まる傾向がみられるのに対し、「意思決定を支

援してくれるのが好きだ」については、「65 歳以上」と 64 歳以下で若年層になるほど高い結

果となっている。最終学歴別では、高学歴になるほど割合が高まるが、「意思決定を支援して

くれるのが好きだ」との回答は、むしろ低下する傾向がみられる。 
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図表 2-2-9-2-2 属性等別にみた AI による意思決定支援の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）AIの利用前後における各作業に費やす時間や働き方等の変化 

「AI 利用者」（n=1,854 人）に、AI の利用前後で各種作業37に費やす時間がどう変化した

か尋ねると、まず、「定型的な繰り返しの作業」については、「影響なし」が 25.7％となる中、

 
37 第２章第２節の２. 普段の仕事日における各タスク（作業）の実施状況（図表 2-2-2-5）で、それぞれ各作業

が「ある」と回答した人を対象に集計している。 

（人） （％） （人） （％）

はい いいえ わからない

1,854 49.0 39.3 11.8 908 82.2 78.4 66.4 39.2

農業、林業、漁業 17 76.5 17.6 5.9 13 84.6 76.9 76.9 69.2

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
34 29.4 61.8 8.8 10 70.0 70.0 80.0 70.0

建設業 104 57.7 37.5 4.8 60 78.3 83.3 73.3 46.7

製造業 418 48.3 42.1 9.6 202 83.2 75.7 68.8 39.1

情報通信業 274 55.1 36.1 8.8 151 80.1 76.8 68.2 33.8

運輸業、郵便業 87 42.5 44.8 12.6 37 81.1 81.1 59.5 45.9

卸売業、小売業 211 44.5 40.3 15.2 94 81.9 75.5 63.8 28.7

金融業、保険業 130 48.5 30.0 21.5 63 84.1 84.1 65.1 36.5

不動産業、物品賃貸業 28 53.6 42.9 3.6 15 93.3 80.0 60.0 46.7

学術研究、専門・ 技術サービス業 69 52.2 34.8 13.0 36 80.6 75.0 66.7 38.9

宿泊業、 飲食サービス業 34 41.2 47.1 11.8 14 85.7 100.0 71.4 42.9

生活関連サービス業、 娯楽業 36 58.3 25.0 16.7 21 76.2 71.4 61.9 33.3

教育、学習支援業 92 37.0 54.3 8.7 34 82.4 79.4 50.0 29.4

医療、福祉 129 51.2 33.3 15.5 66 87.9 78.8 57.6 42.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 21 47.6 33.3 19.0 10 40.0 80.0 60.0 60.0

サービス業（他に分類されないもの） 84 53.6 31.0 15.5 45 86.7 77.8 73.3 48.9

公務（他に分類されるものを除く） 72 41.7 48.6 9.7 30 86.7 86.7 70.0 43.3

わからない 14 50.0 35.7 14.3 7 85.7 85.7 71.4 28.6

サービス業計 244 51.6 33.6 14.8 126 79.4 78.6 68.3 43.7

99人以下 330 51.8 37.9 10.3 171 80.7 81.3 64.9 38.6

100～300人 296 51.0 38.2 10.8 151 84.1 82.1 72.8 51.0

301～999人 275 52.7 36.7 10.5 145 80.0 77.9 66.2 40.0

1,000人以上 833 47.3 40.8 11.9 394 83.0 76.9 66.2 35.8

官公庁 43 41.9 44.2 14.0 18 77.8 83.3 61.1 44.4

わからない 77 37.7 39.0 23.4 29 82.8 62.1 48.3 20.7

従業員数が不足計 1,151 50.4 39.0 10.6 580 82.2 78.6 66.7 39.3

従業員数の過不足はない 439 48.7 39.9 11.4 214 85.5 82.2 67.3 38.8

従業員数が過剰計 106 54.7 34.0 11.3 58 82.8 82.8 75.9 56.9

わからない 158 35.4 43.0 21.5 56 67.9 57.1 50.0 21.4

正規の職員・従業員（役員含む） 1,580 50.4 39.5 10.1 797 81.7 78.8 66.6 40.7

非正規の職員・従業員 274 40.5 38.0 21.5 111 85.6 75.7 64.9 28.8

管理的職業従事者 93 57.0 36.6 6.5 53 92.5 83.0 69.8 26.4

専門的・技術的職業 従事者 613 52.2 39.2 8.6 320 80.3 77.2 62.8 35.9

事務従事者 474 44.3 41.8 13.9 210 82.9 75.7 67.6 38.1

販売従事者 255 46.3 37.3 16.5 118 85.6 79.7 63.6 33.1

サービス職業従事者 112 55.4 32.1 12.5 62 79.0 82.3 74.2 53.2

保安職業従事者 19 21.1 57.9 21.1 4 100.0 100.0 75.0 50.0

農林漁業従事者 6 66.7 16.7 16.7 4 100.0 50.0 75.0 50.0

生産工程従事者 138 51.4 35.5 13.0 71 74.6 81.7 74.6 49.3

輸送・機械運転従事者 43 44.2 48.8 7.0 19 73.7 73.7 47.4 57.9

建設・採掘従事者 44 52.3 45.5 2.3 23 91.3 78.3 73.9 43.5

運搬・清掃・包装等 従事者 57 42.1 40.4 17.5 24 83.3 87.5 70.8 62.5

男性 1,125 50.5 40.3 9.2 568 81.3 77.3 65.7 38.7

女性 729 46.6 37.7 15.6 340 83.5 80.3 67.6 40.0

15～24歳 181 56.9 27.6 15.5 103 76.7 77.7 72.8 43.7

25～34歳 528 51.1 38.6 10.2 270 81.1 80.4 72.6 48.1

35～49歳 662 47.7 40.9 11.3 316 83.9 77.2 65.2 38.9

50～64歳 395 45.3 41.8 12.9 179 81.6 77.7 54.7 26.8

65歳以上 88 45.5 43.2 11.4 40 92.5 80.0 70.0 25.0

中学、高校卒 312 42.3 38.5 19.2 132 82.6 76.5 69.7 40.9

専修・各種学校、短大・高専卒 279 43.0 41.9 15.1 120 84.2 80.0 67.5 45.8

大学卒以上 1,251 52.1 38.9 9.0 652 81.6 78.5 65.5 37.6

上記以外 12 33.3 33.3 33.3 4 100.0 75.0 75.0 50.0
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「かなり増加した」（12.0％）と「少し増加した」（17.8％）を合わせて増加した割合が計 29.8％

に対し、「少し減少した」（32.3％）と「減少した」（9.8％）を合わせて減少した割合が計 42.1％

で、減少が増加を 12.3㌽上回った（図表 2-2-9-3-1）。 

一方、「身体を動かす作業（立ち仕事、機械や車両操作、荷物の運搬等）」や「危険な場所で

の作業（高所、極端に暑い／寒い場所、機械の多い場所等）」に費やす時間については、（因果

関係不明ながら）、増加から減少を差引いた D.I.がそれぞれ 13.7、15.6 と AI 利用後にむし

ろ増加したとの回答が優勢となっている。 

このほか、「他者に理解してもらうための説明やコミュニケーション」（D.I.2.8）や「課題

を把握し、創造力を活かして解決を図ること」（同 2.8）、「チームメンバーや部下の管理・動

機付け」（同 5.9）、「データや情報を分析し、結果に基づき判断すること」（同 2.5）、「同僚と

一緒に協力して行う作業」（同 0.4）に費やす時間については、いずれもほぼ横這いとなって

いる。 

 

図表 2-2-9-3-1 AI の利用前後における各作業に費やす時間の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を属性等別にみると、「定型的な繰り返しの作業」については、働いて

いる産業分野を問わず減少優勢となっており、特に「サービス業」関連や「卸売業、小売業」

等で増加－減少 D.I.のマイナス幅が大きくなっている（図表 2-2-9-3-2）。また、マイナス

幅は、大規模企業になるほどおおむね拡大する傾向がみられる。仕事の職種別では、「販売従

事者」や「生産工程従事者」「事務従事者」等、また、年齢階級別では 25 歳以上で高齢層に

なるほど、マイナス幅が大きい。 

一方、「課題を把握し、創造力を活かして解決を図ること」については、「医療、福祉」や「教

育、学習支援業」等で D.I.がプラス（増加優勢）に対し、「卸売業、小売業」等ではマイナス

（減少優勢）となっている。従業員規模別では、301 人以上でマイナスに対し、300 人以下

ではプラスである。 
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また、「正規の職員・従業員」がプラスに対し「非正規の職員・従業員」はマイナスで、仕

事の職種別では「サービス職業従事者」でプラス幅が大きく、「専門的・技術的職業従事者」

や「管理的職業従事者」等でもプラスとなっているのに対し、「販売従事者」等ではマイナス

である。年齢階級別にみると、高齢層になるほど減少が優勢であり、49 歳以下でプラスに転

じ、若年層になるほどプラス幅が拡大する傾向がみられる。 

 

図表 2-2-9-3-2 属性等別にみた AI の利用前後における各作業に費やす時間の変化 

 

 

（人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ）

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

1,683 29.8 42.1 28.2 ▲ 12.3 1,268 36.5 22.8 40.7 13.7 813 44.4 28.8 26.8 15.6 1,729 30.4 27.5 42.1 2.8

農業、林業、漁業 17 76.5 23.5 － 52.9 17 70.6 23.5 5.9 47.1 16 75.0 12.5 12.5 62.5 17 70.6 23.5 5.9 47.1

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
31 54.8 41.9 3.2 12.9 28 64.3 17.9 17.9 46.4 24 58.3 33.3 8.3 25.0 32 53.1 28.1 18.8 25.0

建設業 96 44.8 42.7 12.5 2.1 82 59.8 22.0 18.3 37.8 71 52.1 26.8 21.1 25.4 96 51.0 24.0 25.0 27.1

製造業 366 28.4 41.8 29.8 ▲ 13.4 289 33.6 22.1 44.3 11.4 194 39.2 30.9 29.9 8.2 389 27.8 27.8 44.5 －

情報通信業 244 30.7 35.2 34.0 ▲ 4.5 117 52.1 18.8 29.1 33.3 88 60.2 26.1 13.6 34.1 259 28.2 25.1 46.7 3.1

運輸業、郵便業 80 28.8 38.8 32.5 ▲ 10.0 72 36.1 15.3 48.6 20.8 48 37.5 20.8 41.7 16.7 76 26.3 34.2 39.5 ▲ 7.9

卸売業、小売業 195 22.1 46.2 31.8 ▲ 24.1 172 19.2 25.6 55.2 ▲ 6.4 85 28.2 29.4 42.4 ▲ 1.2 184 24.5 28.8 46.7 ▲ 4.3

金融業、保険業 116 25.0 45.7 29.3 ▲ 20.7 61 39.3 24.6 36.1 14.8 33 48.5 42.4 9.1 6.1 124 27.4 28.2 44.4 ▲ 0.8

不動産業、物品賃貸業 26 30.8 50.0 19.2 ▲ 19.2 20 60.0 25.0 15.0 35.0 14 64.3 28.6 7.1 35.7 26 53.8 26.9 19.2 26.9

学術研究、専門・ 技術サービス業 64 20.3 39.1 40.6 ▲ 18.8 31 35.5 16.1 48.4 19.4 18 55.6 16.7 27.8 38.9 66 21.2 24.2 54.5 ▲ 3.0

宿泊業、 飲食サービス業 34 32.4 52.9 14.7 ▲ 20.6 32 31.3 43.8 25.0 ▲ 12.5 16 31.3 37.5 31.3 ▲ 6.3 28 25.0 46.4 28.6 ▲ 21.4

生活関連サービス業、 娯楽業 35 25.7 62.9 11.4 ▲ 37.1 28 28.6 39.3 32.1 ▲ 10.7 18 33.3 44.4 22.2 ▲ 11.1 35 25.7 31.4 42.9 ▲ 5.7

教育、学習支援業 82 24.4 40.2 35.4 ▲ 15.9 77 24.7 13.0 62.3 11.7 37 27.0 24.3 48.6 2.7 90 26.7 20.0 53.3 6.7

医療、福祉 118 30.5 44.9 24.6 ▲ 14.4 112 35.7 17.0 47.3 18.8 66 43.9 27.3 28.8 16.7 125 33.6 25.6 40.8 8.0

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 21 38.1 42.9 19.0 ▲ 4.8 18 55.6 22.2 22.2 33.3 15 60.0 26.7 13.3 33.3 19 47.4 31.6 21.1 15.8

サービス業（他に分類されないもの） 77 31.2 41.6 27.3 ▲ 10.4 55 30.9 32.7 36.4 ▲ 1.8 29 48.3 34.5 17.2 13.8 80 30.0 25.0 45.0 5.0

公務（他に分類されるものを除く） 69 31.9 40.6 27.5 ▲ 8.7 49 26.5 38.8 34.7 ▲ 12.2 36 44.4 30.6 25.0 13.9 71 31.0 35.2 33.8 ▲ 4.2

わからない 12 25.0 33.3 41.7 ▲ 8.3 8 37.5 12.5 50.0 25.0 5 60.0 － 40.0 60.0 12 16.7 41.7 41.7 ▲ 25.0

サービス業計 231 28.1 45.9 26.0 ▲ 17.7 164 34.1 31.7 34.1 2.4 96 45.8 32.3 21.9 13.5 228 27.6 28.9 43.4 ▲ 1.3

99人以下 307 31.9 41.0 27.0 ▲ 9.1 235 37.4 26.0 36.6 11.5 166 47.6 25.3 27.1 22.3 304 31.3 28.0 40.8 3.3

100～300人 275 41.5 34.9 23.6 6.5 218 50.0 19.3 30.7 30.7 153 54.2 30.7 15.0 23.5 277 40.4 23.1 36.5 17.3

301～999人 251 32.3 43.4 24.3 ▲ 11.2 195 43.1 26.7 30.3 16.4 138 47.8 31.2 21.0 16.7 259 34.4 27.4 38.2 6.9

1,000人以上 740 26.2 43.9 29.9 ▲ 17.7 529 31.6 21.4 47.1 10.2 309 39.5 30.4 30.1 9.1 781 26.2 29.1 44.7 ▲ 2.8

官公庁 40 25.0 30.0 45.0 ▲ 5.0 32 18.8 25.0 56.3 ▲ 6.3 22 36.4 13.6 50.0 22.7 42 26.2 31.0 42.9 ▲ 4.8

わからない 70 5.7 57.1 37.1 ▲ 51.4 59 15.3 22.0 62.7 ▲ 6.8 25 12.0 20.0 68.0 ▲ 8.0 66 19.7 24.2 56.1 ▲ 4.5

従業員数が不足計 1,058 30.5 43.1 26.4 ▲ 12.6 828 36.2 21.7 42.0 14.5 514 43.6 28.2 28.2 15.4 1,092 31.6 27.0 41.4 4.6

従業員数の過不足はない 393 27.5 44.8 27.7 ▲ 17.3 282 36.9 24.8 38.3 12.1 191 43.5 33.0 23.6 10.5 404 27.7 29.7 42.6 ▲ 2.0

従業員数が過剰計 100 52.0 28.0 20.0 24.0 81 50.6 29.6 19.8 21.0 72 54.2 27.8 18.1 26.4 98 45.9 28.6 25.5 17.3

わからない 132 13.6 36.4 50.0 ▲ 22.7 77 23.4 19.5 57.1 3.9 36 41.7 16.7 41.7 25.0 135 17.0 24.4 58.5 ▲ 7.4

正規の職員・従業員（役員含む） 1,424 31.5 41.9 26.6 ▲ 10.5 1,065 39.4 22.7 37.8 16.7 729 46.0 29.4 24.7 16.6 1,497 31.7 27.9 40.5 3.8

非正規の職員・従業員 259 20.5 42.9 36.7 ▲ 22.4 203 21.2 23.2 55.7 ▲ 2.0 84 31.0 23.8 45.2 7.1 232 22.0 25.4 52.6 ▲ 3.4

管理的職業従事者 75 30.7 40.0 29.3 ▲ 9.3 46 45.7 23.9 30.4 21.7 27 55.6 37.0 7.4 18.5 87 28.7 25.3 46.0 3.4

専門的・技術的職業 従事者 546 29.1 39.6 31.3 ▲ 10.4 390 38.7 16.7 44.6 22.1 258 46.1 26.0 27.9 20.2 591 30.6 25.5 43.8 5.1

事務従事者 448 27.5 45.5 27.0 ▲ 18.1 256 37.9 27.3 34.8 10.5 153 49.0 36.6 14.4 12.4 441 28.8 26.1 45.1 2.7

販売従事者 227 25.1 47.1 27.8 ▲ 22.0 199 24.1 21.6 54.3 2.5 102 36.3 27.5 36.3 8.8 238 24.8 30.7 44.5 ▲ 5.9

サービス職業従事者 105 38.1 43.8 18.1 ▲ 5.7 102 34.3 31.4 34.3 2.9 57 49.1 26.3 24.6 22.8 102 35.3 30.4 34.3 4.9

保安職業従事者 18 33.3 33.3 33.3 0.0 18 27.8 33.3 38.9 ▲ 5.6 14 50.0 21.4 28.6 28.6 19 26.3 36.8 36.8 ▲ 10.5

農林漁業従事者 6 33.3 66.7 － ▲ 33.3 6 33.3 50.0 16.7 ▲ 16.7 5 60.0 － 40.0 60.0 6 50.0 33.3 16.7 16.7

生産工程従事者 125 28.0 47.2 24.8 ▲ 19.2 121 36.4 27.3 36.4 9.1 94 38.3 29.8 31.9 8.5 120 35.0 35.0 30.0 －

輸送・機械運転従事者 40 42.5 25.0 32.5 17.5 37 45.9 18.9 35.1 27.0 30 30.0 36.7 33.3 ▲ 6.7 37 35.1 29.7 35.1 5.4

建設・採掘従事者 39 41.0 33.3 25.6 7.7 38 47.4 23.7 28.9 23.7 37 40.5 21.6 37.8 18.9 40 45.0 12.5 42.5 32.5

運搬・清掃・包装等 従事者 54 42.6 24.1 33.3 18.5 55 45.5 18.2 36.4 27.3 36 47.2 22.2 30.6 25.0 48 33.3 35.4 31.3 ▲ 2.1

男性 1,006 30.6 40.0 29.4 ▲ 9.3 773 37.9 21.6 40.5 16.3 533 43.5 28.0 28.5 15.6 1,063 32.1 27.4 40.5 4.7

女性 677 28.5 45.2 26.3 ▲ 16.7 495 34.3 24.6 41.0 9.7 280 46.1 30.4 23.6 15.7 666 27.6 27.8 44.6 ▲ 0.2

15～24歳 173 33.5 50.9 15.6 ▲ 17.3 151 45.0 23.2 31.8 21.9 96 46.9 29.2 24.0 17.7 169 38.5 31.4 30.2 7.1

25～34歳 501 37.3 42.5 20.2 ▲ 5.2 397 43.8 24.7 31.5 19.1 299 47.5 29.4 23.1 18.1 506 39.1 26.1 34.8 13.0

35～49歳 608 29.8 39.8 30.4 ▲ 10.0 437 37.5 21.7 40.7 15.8 292 46.6 26.0 27.4 20.5 617 28.7 27.4 43.9 1.3

50～64歳 330 19.1 40.3 40.6 ▲ 21.2 236 19.1 20.8 60.2 ▲ 1.7 108 30.6 31.5 38.0 ▲ 0.9 362 20.4 27.3 52.2 ▲ 6.9

65歳以上 71 16.9 45.1 38.0 ▲ 28.2 47 25.5 25.5 48.9 － 18 27.8 44.4 27.8 ▲ 16.7 75 14.7 30.7 54.7 ▲ 16.0

中学、高校卒 291 26.8 39.5 33.7 ▲ 12.7 246 35.8 19.1 45.1 16.7 153 41.2 22.9 35.9 18.3 270 26.7 30.4 43.0 ▲ 3.7

専修・各種学校、短大・高専卒 250 30.4 41.6 28.0 ▲ 11.2 204 37.7 19.6 42.6 18.1 117 49.6 28.2 22.2 21.4 247 32.0 23.1 44.9 8.9

大学卒以上 1,134 30.3 42.9 26.7 ▲ 12.6 809 36.5 24.8 38.7 11.6 540 44.3 30.7 25.0 13.5 1,201 30.8 28.1 41.1 2.7

上記以外 8 37.5 25.0 37.5 12.5 9 33.3 11.1 55.6 22.2 3 33.3 － 66.7 33.3 11 36.4 － 63.6 36.4
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その上で、「AI 利用者」（n=1,854 人）に AI の利用前後で働き方がどのように変化したか

についても尋ねると、「月間の総残業時間」に関しては「影響なし」が 44.8％となる中、「か

なり増加した」が 6.7％、「少し増加した」が 16.0％で、合わせて増加した割合が計 22.7％

に対し、「少し減少した」（21.1％）と「かなり減少した」（7.4％）を合わせ、減少した割合は

計 28.5％となり、総じて D.I.は▲5.8 と減少優勢となった（図表 2-2-9-3-3）。 

一方、「年次有給休暇の取得日数」（D.I.7.7）や「平均的な賃金総額（税金と社会保険料を

（人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ） （人） （％） （㌽ ）

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

増加

した計

減少

した計

影響

なし・わ

からない

増加－

減少D.I.

1,637 32.5 29.7 37.8 2.8 1,495 32.2 26.4 41.4 5.9 1,640 35.1 32.6 32.4 2.5 1,706 26.8 26.4 46.8 0.4

農業、林業、漁業 15 86.7 13.3 － 73.3 16 62.5 31.3 6.3 31.3 17 76.5 17.6 5.9 58.8 16 68.8 25.0 6.3 43.8

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
32 46.9 34.4 18.8 12.5 30 43.3 40.0 16.7 3.3 32 50.0 31.3 18.8 18.8 33 48.5 30.3 21.2 18.2

建設業 95 44.2 31.6 24.2 12.6 93 38.7 38.7 22.6 － 99 44.4 39.4 16.2 5.1 99 40.4 31.3 28.3 9.1

製造業 386 31.1 30.1 38.9 1.0 351 27.9 27.1 45.0 0.9 380 31.6 33.2 35.3 ▲ 1.6 386 25.4 26.2 48.4 ▲ 0.8

情報通信業 245 30.2 32.2 37.6 ▲ 2.0 212 34.4 21.7 43.9 12.7 252 33.7 27.8 38.5 6.0 249 25.7 24.5 49.8 1.2

運輸業、郵便業 66 27.3 28.8 43.9 ▲ 1.5 57 35.1 28.1 36.8 7.0 61 39.3 27.9 32.8 11.5 76 19.7 28.9 51.3 ▲ 9.2

卸売業、小売業 168 20.2 34.5 45.2 ▲ 14.3 148 27.7 29.1 43.2 ▲ 1.4 171 26.9 40.4 32.7 ▲ 13.5 194 20.1 25.3 54.6 ▲ 5.2

金融業、保険業 116 25.9 31.0 43.1 ▲ 5.2 106 25.5 25.5 49.1 － 113 29.2 35.4 35.4 ▲ 6.2 111 21.6 26.1 52.3 ▲ 4.5

不動産業、物品賃貸業 28 50.0 39.3 10.7 10.7 25 56.0 28.0 16.0 28.0 27 51.9 25.9 22.2 25.9 27 48.1 18.5 33.3 29.6

学術研究、専門・ 技術サービス業 64 21.9 23.4 54.7 ▲ 1.6 52 21.2 17.3 61.5 3.8 63 25.4 30.2 44.4 ▲ 4.8 61 21.3 16.4 62.3 4.9

宿泊業、 飲食サービス業 29 34.5 27.6 37.9 6.9 28 25.0 39.3 35.7 ▲ 14.3 29 44.8 37.9 17.2 6.9 34 26.5 47.1 26.5 ▲ 20.6

生活関連サービス業、 娯楽業 27 33.3 40.7 25.9 ▲ 7.4 28 28.6 42.9 28.6 ▲ 14.3 25 24.0 60.0 16.0 ▲ 36.0 32 28.1 34.4 37.5 ▲ 6.3

教育、学習支援業 86 33.7 18.6 47.7 15.1 81 29.6 14.8 55.6 14.8 85 38.8 15.3 45.9 23.5 87 21.8 23.0 55.2 ▲ 1.1

医療、福祉 107 45.8 20.6 33.6 25.2 108 41.7 17.6 40.7 24.1 112 42.0 37.5 20.5 4.5 124 29.0 25.8 45.2 3.2

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 18 50.0 38.9 11.1 11.1 17 52.9 35.3 11.8 17.6 19 52.6 31.6 15.8 21.1 21 52.4 23.8 23.8 28.6

サービス業（他に分類されないもの） 74 32.4 29.7 37.8 2.7 71 29.6 28.2 42.3 1.4 77 36.4 26.0 37.7 10.4 79 25.3 25.3 49.4 0.0

公務（他に分類されるものを除く） 68 36.8 26.5 36.8 10.3 60 36.7 23.3 40.0 13.3 66 34.8 34.8 30.3 － 65 26.2 32.3 41.5 ▲ 6.2

わからない 13 23.1 38.5 38.5 ▲ 15.4 12 25.0 33.3 41.7 ▲ 8.3 12 33.3 33.3 33.3 － 12 25.0 25.0 50.0 －

サービス業計 212 31.1 29.7 39.2 1.4 196 28.6 29.6 41.8 ▲ 1.0 213 34.3 33.3 32.4 0.9 227 27.3 27.3 45.4 －

99人以下 287 36.9 31.0 32.1 5.9 263 35.0 28.9 36.1 6.1 291 35.7 33.3 30.9 2.4 304 26.3 30.6 43.1 ▲ 4.3

100～300人 262 43.1 25.2 31.7 17.9 250 40.4 26.4 33.2 14.0 265 43.4 29.1 27.5 14.3 274 36.1 26.3 37.6 9.9

301～999人 244 32.4 34.0 33.6 ▲ 1.6 229 32.8 27.9 39.3 4.8 236 38.1 32.6 29.2 5.5 254 28.7 29.5 41.7 ▲ 0.8

1,000人以上 747 28.5 29.7 41.8 ▲ 1.2 670 29.1 25.7 45.2 3.4 751 31.2 34.0 34.9 ▲ 2.8 769 23.8 24.7 51.5 ▲ 0.9

官公庁 42 31.0 26.2 42.9 4.8 36 30.6 16.7 52.8 13.9 42 33.3 23.8 42.9 9.5 39 25.6 23.1 51.3 2.6

わからない 55 14.5 27.3 58.2 ▲ 12.7 47 17.0 21.3 61.7 ▲ 4.3 55 32.7 32.7 34.5 － 66 18.2 16.7 65.2 1.5

従業員数が不足計 1,034 33.8 30.5 35.7 3.4 965 33.0 25.8 41.2 7.2 1,031 35.5 34.5 30.0 1.0 1,085 27.0 26.1 46.9 0.9

従業員数の過不足はない 382 29.3 31.9 38.7 ▲ 2.6 341 31.1 27.0 41.9 4.1 392 34.7 31.1 34.2 3.6 395 25.3 29.1 45.6 ▲ 3.8

従業員数が過剰計 92 52.2 23.9 23.9 28.3 91 42.9 33.0 24.2 9.9 94 45.7 29.8 24.5 16.0 99 44.4 25.3 30.3 19.2

わからない 129 17.1 20.9 62.0 ▲ 3.9 98 19.4 23.5 57.1 ▲ 4.1 123 24.4 22.8 52.8 1.6 127 15.7 21.3 63.0 ▲ 5.5

正規の職員・従業員（役員含む） 1,439 33.8 29.7 36.4 4.1 1,335 33.0 26.2 40.7 6.8 1,445 35.5 32.5 32.0 3.0 1,464 27.8 27.3 44.9 0.5

非正規の職員・従業員 198 22.7 29.3 48.0 ▲ 6.6 160 25.6 27.5 46.9 ▲ 1.9 195 31.8 33.3 34.9 ▲ 1.5 242 20.7 21.1 58.3 ▲ 0.4

管理的職業従事者 89 33.7 30.3 36.0 3.4 90 34.4 15.6 50.0 18.9 88 37.5 30.7 31.8 6.8 83 26.5 28.9 44.6 ▲ 2.4

専門的・技術的職業 従事者 571 34.9 26.3 38.9 8.6 515 32.4 19.6 48.0 12.8 576 35.2 29.7 35.1 5.6 578 26.5 22.8 50.7 3.6

事務従事者 414 27.3 31.2 41.5 ▲ 3.9 364 28.0 29.7 42.3 ▲ 1.6 417 31.4 31.9 36.7 ▲ 0.5 427 24.8 28.3 46.8 ▲ 3.5

販売従事者 212 24.5 34.0 41.5 ▲ 9.4 195 26.2 31.8 42.1 ▲ 5.6 215 29.3 38.6 32.1 ▲ 9.3 233 19.7 25.3 54.9 ▲ 5.6

サービス職業従事者 91 46.2 23.1 30.8 23.1 86 45.3 27.9 26.7 17.4 90 45.6 34.4 20.0 11.1 106 33.0 34.0 33.0 ▲ 0.9

保安職業従事者 17 35.3 41.2 23.5 ▲ 5.9 16 43.8 31.3 25.0 12.5 18 44.4 27.8 27.8 16.7 18 38.9 22.2 38.9 16.7

農林漁業従事者 5 60.0 40.0 － 20.0 5 40.0 60.0 － ▲ 20.0 6 50.0 50.0 － － 6 33.3 50.0 16.7 ▲ 16.7

生産工程従事者 119 37.0 36.1 26.9 0.8 113 32.7 35.4 31.9 ▲ 2.7 114 36.0 38.6 25.4 ▲ 2.6 130 30.0 32.3 37.7 ▲ 2.3

輸送・機械運転従事者 34 26.5 47.1 26.5 ▲ 20.6 30 50.0 36.7 13.3 13.3 31 41.9 35.5 22.6 6.5 35 28.6 37.1 34.3 ▲ 8.6

建設・採掘従事者 40 35.0 30.0 35.0 5.0 39 28.2 43.6 28.2 ▲ 15.4 42 35.7 42.9 21.4 ▲ 7.1 43 37.2 20.9 41.9 16.3

運搬・清掃・包装等 従事者 45 44.4 15.6 40.0 28.9 42 47.6 21.4 31.0 26.2 43 55.8 18.6 25.6 37.2 47 44.7 14.9 40.4 29.8

男性 1,025 32.5 30.6 36.9 1.9 950 32.5 25.9 41.6 6.6 1,031 35.0 32.4 32.6 2.6 1,045 27.9 25.7 46.3 2.2

女性 612 32.5 28.1 39.4 4.4 545 31.7 27.2 41.1 4.6 609 35.1 32.8 32.0 2.3 661 25.0 27.4 47.7 ▲ 2.4

15～24歳 155 47.1 25.8 27.1 21.3 143 35.0 33.6 31.5 1.4 155 43.2 39.4 17.4 3.9 167 31.7 31.7 36.5 －

25～34歳 471 38.2 31.6 30.1 6.6 445 40.2 28.3 31.5 11.9 479 43.2 32.6 24.2 10.6 502 34.5 27.5 38.0 7.0

35～49歳 594 31.3 28.8 39.9 2.5 545 33.2 23.5 43.3 9.7 597 31.3 32.2 36.5 ▲ 0.8 613 26.6 25.3 48.1 1.3

50～64歳 340 23.2 28.8 47.9 ▲ 5.6 292 21.2 24.0 54.8 ▲ 2.7 334 29.6 29.6 40.7 － 350 15.1 24.6 60.3 ▲ 9.4

65歳以上 77 18.2 36.4 45.5 ▲ 18.2 70 14.3 31.4 54.3 ▲ 17.1 75 20.0 34.7 45.3 ▲ 14.7 74 20.3 24.3 55.4 ▲ 4.1

中学、高校卒 251 30.7 29.9 39.4 0.8 225 28.4 33.3 38.2 ▲ 4.9 251 35.9 36.7 27.5 ▲ 0.8 280 22.1 29.6 48.2 ▲ 7.5

専修・各種学校、短大・高専卒 225 35.1 28.4 36.4 6.7 209 32.5 25.4 42.1 7.2 224 35.3 33.0 31.7 2.2 245 26.9 23.7 49.4 3.3

大学卒以上 1,152 32.4 30.0 37.6 2.3 1,054 32.8 25.2 41.9 7.6 1,156 34.9 31.7 33.5 3.2 1,170 27.8 26.4 45.8 1.4

上記以外 9 33.3 11.1 55.6 22.2 7 57.1 － 42.9 57.1 9 33.3 22.2 44.4 11.1 11 36.4 0.0 63.6 36.4
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差引く前の額面）」（同 7.3）、「職場で上司・同僚・部下と話す機会」（同 9.2）については、

増加優勢となった。また、「仕事で新しい事を学ぶ機会」についても、D.I.が 22.5 と圧倒的

に増加が減少を上回り、総じて、いずれも「影響なし」との回答が最多ながらも、AI の利用

が残業時間の減少や有給休暇取得の増加、賃金総額の増加、新しい事を学ぶ機会の増加等、労

働条件の改善にも繋がっている様子がうかがえる｡ 

 

図表 2-2-9-3-3 AI の利用前後における働き方等の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果と（3）で変化の大きかった、AI の利用前後における「定型的な繰り返

しの作業」に費やす時間の増減の関係について調べると、AI 利用後に「定型的な繰り返しの

作業」が減少した場合（n=708 人）は、より「月間の総残業時間」の減少（計 44.4％）に

繋がっており、その分、「平均的な賃金総額」も減少する（計 27.7％）が、「月間の総残業時

間」の減少幅ほど大きくはないことが分かる（図表 2-2-9-3-4）。 

 

図表 2-2-9-3-4 AI の利用前後における「定型的な繰り返しの作業」に費やす時間の増減別にみた働き方等の変化 
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一方、その対極に当たるような「課題を把握し、創造力を活かして解決を図ること」が増加

した場合（n=532 人）は、より「月間の総残業時間」の増加（計 60.2％）に繋がっている

ものの、「テレワークなどの働き方の自由度」の増加（計 67.5％）や「仕事で新しい事を学ぶ

機会」の増加（計 77.4％）にも寄与している様子がうかがえる（図表 2-2-9-3-5）。 

 

図表 2-2-9-3-5 AI の利用前後における「課題を把握し、創造力を活かして解決を図ること」に 

費やす時間の増減別にみた働き方等の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）AIの利用前後における仕事の質（Job quality）の変化 

「AI 利用者」（n=1,854 人）に、AI の利用前後で仕事の質（Job quality）に繋がる仕事

の進め方や評価等がどのように変化したかについても尋ねると、いずれも「影響なし」との回

答が最多カテゴリながら、「作業順序に対するコントロール（制御）の度合い」（D.I.25.7）や

「作業を遂行するペース（速さ）」（同 38.1）については、「高まった／増加した」との回答が、

「低下した／減少した」を大幅に上回る結果となった（図表 2-2-9-4-1）。 

また、「仕事の楽しさ」（同 17.5）や「仕事に対する熱意」（同 12.4）、「仕事に対する誇り」

（同 12.5）、「仕事を通じて感じる活力」（同 15.3）、「仕事を通じた自己成長の機会」（同 14.6）

についても、「影響なし」との回答が最多ながら、総じて「高まった／増加した」との回答が
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優勢となった。結果として、「仕事のパフォーマンス」の最多カテゴリは「少し改善した」

（46.7％）となり、その D.I.は 49.2 と圧倒的に「かなり／少し悪化した」を上回った。 

また、「上司や管理者による、従業員へのマネジメントの公平性」（同 29.2）や「メンタル

ヘルスとウェルビーイング（生活満足度や幸福度等）」（同 25.3）、「職場における安全性と身

体の健康」（同 26.8）についても、最多カテゴリは「影響なし」となったが、軒並み「かなり

／少し改善した」との回答が優勢となっている。 

 

図表 2-2-9-4-1 AI の利用前後における仕事の質の変化① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、AI の利用前後における仕事の質の変化として、（これまでとは評価が逆向きとなるこ

とに留意が必要だが）「仕事が退屈だと感じる時間」については、「影響なし」が最多ながら、

その D.I.は 7.1 と「高まった／増加した」が「低下した／減少した」を上回る結果となった

（図表 2-2-9-4-2）。また、「AI による仕事の進捗管理」（同 22.9）や「上司や管理者によ

る仕事の進捗管理」（同 19.1）についても、「高まった／増加した」が優勢だった。 

こうした中、「AI が自身の仕事を奪う不安感」については、「影響なし」が 44.9％となる

中、「かなり高まった／増加した」が 9.2％、「少し高まった／増加した」が 23.4％で、合わ

せて「高まった／増加した」が計 32.6％に対し、「少し低下した／減少した」が 12.8％、「か

なり低下した／減少した」が 5.1％で、合わせて「低下した／減少した」が計 17.9％と、「少

し高まった／増加した」が「かなり低下した／減少した」を 14.7㌽上回る結果となった。 
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図表 2-2-9-4-2 AI の利用前後における仕事の質の変化② 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、AI の利用前後における仕事の質の変化として、「作業順序に対するコントロール

（制御）の度合い」「仕事を遂行するペース（速さ）」「仕事のパフォーマンス」「上司などによ

るマネジメントの公平性」「メンタルヘルスとウェルビーイング」「職場における安全性と身体

の健康」「仕事の楽しさ」「ワーク・エンゲイジメント38」に着目し、AI 及び生成 AI の利用状

況等別に改善－悪化 D.I.を比較すると、図表 2-2-9-4-3 の通りになる。 

すなわち、「AI 利用者」はいずれの要素についても改善優勢だが、「生成 AI 以外の AI のみ

利用者」に比べて「生成 AI 利用者」で D.I.が高い。例えば、「仕事のパフォーマンス」につ

いては、「生成 AI 以外の AI のみ利用者」の D.I.が 33.3 に対し、「生成 AI 利用者」は 54.4

と 20㌽以上高くなっている。 

 

図表 2-2-9-4-3 AI の利用状況別にみた AI の利用前後における仕事の質の変化 

 

 

 
38 「仕事に対する熱意」「仕事に対する誇り」「仕事を通じて感じる活力」「仕事への没頭感」の各設問で、「かな

り高まった／増加した＝2 点」「少し高まった／増加した＝１点」「少し低下した／減少した＝－１点」「かなり低

下した／減少した＝－２点」「影響なし、わからない＝０点」としてこれらの回答結果の単純平均を算出した上で、

＞０点を「改善した」、0 点を影響なし、＜０点を「悪化した」として同様に算出。 
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また、職場で AI が使用される際の労働者等との話合いの状況別でも比較すると、話合いが

行われた「AI 利用者」で D.I.がより高くなっている（図表 2-2-9-4-4）。なお、話合いのタ

イミングが導入前後のいずれかになるかで、D.I.に差を生じる項目もあることが分かる。 

 

図表 2-2-9-4-4 AI の導入に際した労働者等との話合い状況別にみた AI の利用前後における仕事の質の変化 

また、「生成 AI 利用者」を対象に、生成 AI を仕事で適切に利用することに関する社内規定

やガイドラインの策定状況、及びその理解・順守状況別に展開すると、D.I.は社内規定やガイ

ドラインが策定されている「生成 AI 利用者」でより高い。なお、策定済でも内容がよく理解

されていないと、プラス幅が縮小する（効果が低減する）ことも分かる（図表 2-2-9-4-5）。 

 

図表 2-2-9-4-5 生成 AI 関連の社内規定やガイドラインの策定状況とその理解・順守状況別にみた仕事の質の変化 
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また、リスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）や、企業における訓練提供・資

金援助の実施状況別でも比較すると、労使双方が AI を利用しながら働くための学び・学び直

し、及び従業員への訓練提供・資金援助をともに実施している場合に、D.I.はより高くなって

いる（図表 2-2-9-4-6）。なお、AI を利用しながら働くための学び・学び直しと、従業員へ

の訓練提供・資金援助のいずれかを実施している場合は、おおむね同程度の改善効果となって

いるが、「仕事のパフォーマンス」及び「仕事の楽しさ」については、労働者自身の学び・学

び直しの改善効果が顕著に大きいことも分かる。 

 

図表 2-2-9-4-6 リスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）や 

企業における訓練提供・資金援助の実施状況別にみた仕事の質の変化 

こうした結果に、さらに労働者等との話合いの実施状況を掛け合わせると、D.I.は労働者の

学び・学び直し、企業の訓練提供・資金援助、労働者等との話合いのいずれも実施している場

合にもっとも高く、いずれも実施していない場合に最低となっている（図表 2-2-9-4-７）。

例えば、「仕事のパフォーマンス」については前者の D.I.が 85.2 に対し、後者は同 37.3 で

47.9㌽の開きがある。同様に、「ワーク・エンゲイジメント」は前者の D.I.が 50.8 に対し、

後者は同▲2.2 で 53.0 ㌽開いている。なお、「仕事のパフォーマンス」は学び・学び直しや

訓練提供・資金援助の改善効果が大きいのに対し、「上司などによるマネジメントの公平性」

や「職場における安全性と身体の健康」は、労働者等との話合いの改善効果が大きい。 

総じて、AI の利用前後における仕事の質の改善効果は、職場で AI を使用する際に企業が

労働者等と話合いを持ち、労働者が AI を利用しながら働くための学び・学び直しを行い、企

業も訓練提供や資金援助を実施している場合にさらに高まっており、今後も AI 利用による仕

事の質の改善効果をより一層発現させるためには、こうした労使双方の取組を推進してゆく

ことが重要といえるだろう。 
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図表 2-2-9-4-7 AI の導入に際した労働者等との話合い状況やリスキリング・アップスキリング、 

企業における訓練提供・資金援助の実施状況の組合せ別にみた仕事の質の変化 

 

（5）AIが人員削減や転職に与えている影響 

「AI 使用企業」で働いている労働者（n=2,833 人）に、自身の企業で、AI によって職を

失った人を知っているか尋ねると、「はい」（知っている）が 16.8％と既に一定数、みられ、

「いいえ」（知らない）は 67.3％で、「わからない」が 15.8％となった（図表 2-2-9-5-1）。

同様に、自身を含め、転職を余儀なくされた人を知っているかについては、「はい」（知ってい

る）が 17.2％に対し、「いいえ」（知らない）は 67.8％で、「わからない」が 15.0％となった。 

また、全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、自身の産業分野の他企業で、AI によって職を

失った人を知っているかについても尋ねると、「はい」（知っている）が 4.1％で、「いいえ」

（知らない）は 73.4％、「わからない」が 22.6％となった。同様に、自身の産業分野の他企

業で、転職を余儀なくされた人を知っているかについては、「はい」（知っている）が 5.2％で

「いいえ」（知らない）が 71.7％、「わからない」が 23.2％となった。 

 

図表 2-2-9-5-1 AI が人員削減や転職に与えている影響 
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なお、こうした結果を属性等別にみると、自身の企業で AI によって失職した人を知ってい

る割合は、「建設業」や「不動産業、物品賃貸業」「サービス業（他に分類されないもの）」等

で高い（図表 2-2-9-5-2）。また、自身を含めて転職を余儀なくされた人を知っている割合

は、こうした業種に加えて「運輸業、郵便業」や「宿泊業、飲食サービス業」等でも高くなっ

ている。 

 

図表 2-2-9-5-2 属性等別にみた AI が人員削減や転職に与えている影響 

 

 

 

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

はい いいえ わからない はい いいえ わからない はい いいえ わからない はい いいえ わからない

2,833 16.8 67.3 15.8 2,833 17.2 67.8 15.0 22,000 4.1 73.4 22.6 22,000 5.2 71.7 23.2

農業、林業、漁業 21 66.7 28.6 4.8 21 47.6 42.9 9.5 238 7.1 67.6 25.2 238 8.0 64.7 27.3

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
48 33.3 54.2 12.5 48 31.3 60.4 8.3 283 7.8 68.6 23.7 283 8.8 67.5 23.7

建設業 156 26.9 62.2 10.9 156 25.0 64.1 10.9 1,355 4.5 74.2 21.3 1,355 5.8 71.7 22.4

製造業 682 15.0 66.9 18.2 682 14.4 68.5 17.2 4,708 4.2 71.1 24.7 4,708 5.5 69.1 25.4

情報通信業 351 17.1 70.9 12.0 351 16.0 70.9 13.1 1,195 7.9 70.6 21.4 1,195 7.6 70.4 22.0

運輸業、郵便業 146 17.1 64.4 18.5 146 20.5 62.3 17.1 1,609 2.9 73.0 24.1 1,609 4.8 70.2 25.0

卸売業、小売業 333 12.3 68.8 18.9 333 13.8 67.6 18.6 2,754 3.0 74.7 22.3 2,754 3.8 72.9 23.3

金融業、保険業 194 12.9 67.5 19.6 194 12.9 70.1 17.0 732 4.2 69.1 26.6 732 5.7 67.6 26.6

不動産業、物品賃貸業 45 22.2 60.0 17.8 45 22.2 64.4 13.3 384 3.9 75.8 20.3 384 6.0 74.0 20.1

学術研究、専門・ 技術サービス業 88 14.8 73.9 11.4 88 17.0 72.7 10.2 411 6.1 74.9 19.0 411 6.6 74.7 18.7

宿泊業、 飲食サービス業 61 9.8 68.9 21.3 61 23.0 57.4 19.7 831 4.1 77.0 18.9 831 5.1 75.7 19.3

生活関連サービス業、 娯楽業 55 18.2 60.0 21.8 55 14.5 65.5 20.0 591 4.6 73.9 21.5 591 4.1 73.3 22.7

教育、学習支援業 121 12.4 73.6 14.0 121 14.9 71.1 14.0 891 4.4 75.9 19.8 891 4.6 74.9 20.5

医療、福祉 206 18.4 67.5 14.1 206 17.5 69.9 12.6 2,864 3.0 77.7 19.3 2,864 4.5 76.4 19.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 26 30.8 53.8 15.4 26 34.6 46.2 19.2 129 7.8 76.7 15.5 129 7.0 77.5 15.5

サービス業（他に分類されないもの） 130 22.3 66.9 10.8 130 20.8 70.0 9.2 1,524 4.1 74.9 21.0 1,524 5.7 72.0 22.3

公務（他に分類されるものを除く） 142 12.7 76.8 10.6 142 16.2 73.9 9.9 999 2.9 75.7 21.4 999 4.0 74.4 21.6

わからない 28 14.3 53.6 32.1 28 25.0 46.4 28.6 502 2.4 55.0 42.6 502 2.8 54.8 42.4

サービス業計 360 18.3 66.9 14.7 360 20.3 66.1 13.6 3,486 4.5 75.3 20.1 3,486 5.4 73.6 21.0

99人以下 527 20.3 66.2 13.5 527 21.8 64.9 13.3 7,816 3.2 78.2 18.5 7,816 4.4 76.4 19.2

100～300人 410 25.1 61.5 13.4 410 25.1 62.9 12.0 3,198 5.6 73.7 20.7 3,198 7.3 71.0 21.7

301～999人 378 19.6 66.7 13.8 378 19.3 67.5 13.2 2,535 5.5 73.3 21.2 2,535 6.4 71.5 22.1

1,000人以上 1,290 13.4 69.5 17.1 1,290 13.3 70.4 16.3 5,097 4.9 71.5 23.6 5,097 6.0 70.1 23.9

官公庁 86 10.5 77.9 11.6 86 14.0 76.7 9.3 640 3.0 75.6 21.4 640 3.9 74.5 21.6

わからない 142 7.0 64.8 28.2 142 7.7 64.8 27.5 2,714 1.9 61.8 36.3 2,714 2.2 61.2 36.6

従業員数が不足計 1,688 16.6 69.6 13.7 1,688 18.1 69.1 12.8 11,326 4.7 77.2 18.1 11,326 6.2 74.9 19.0

従業員数の過不足はない 671 17.0 68.7 14.3 671 15.5 70.2 14.3 4,916 4.1 79.8 16.1 4,916 4.8 78.6 16.5

従業員数が過剰計 146 35.6 49.3 15.1 146 30.1 59.6 10.3 674 8.5 70.5 21.1 674 13.4 68.5 18.1

わからない 328 8.8 61.0 30.2 328 10.1 59.8 30.2 5,084 1.9 59.0 39.1 5,084 2.0 58.3 39.7

正規の職員・従業員（役員含む） 2,286 18.6 67.4 14.0 2,286 18.5 68.4 13.2 14,986 4.9 73.2 21.9 14,986 6.1 71.6 22.2

非正規の職員・従業員 547 9.1 67.3 23.6 547 11.7 65.4 22.9 7,014 2.2 73.7 24.0 7,014 3.0 71.8 25.2

管理的職業従事者 123 16.3 76.4 7.3 123 16.3 77.2 6.5 490 5.3 81.2 13.5 490 8.2 78.2 13.7

専門的・技術的職業 従事者 802 18.2 70.4 11.3 802 17.1 70.4 12.5 4,094 5.8 74.4 19.9 4,094 6.7 73.5 19.8

事務従事者 756 15.6 67.9 16.5 756 15.5 69.7 14.8 5,033 3.8 74.6 21.6 5,033 4.3 73.9 21.9

販売従事者 381 12.1 70.3 17.6 381 14.7 68.5 16.8 2,746 3.7 73.0 23.3 2,746 5.4 70.7 23.9

サービス職業従事者 190 19.5 58.4 22.1 190 24.2 55.8 20.0 2,596 4.0 74.0 22.1 2,596 4.9 72.5 22.5

保安職業従事者 46 10.9 71.7 17.4 46 13.0 71.7 15.2 474 3.2 73.4 23.4 474 5.3 71.3 23.4

農林漁業従事者 12 25.0 58.3 16.7 12 25.0 58.3 16.7 206 2.4 73.8 23.8 206 2.4 70.4 27.2

生産工程従事者 267 16.9 62.5 20.6 267 17.6 63.3 19.1 3,072 3.3 70.6 26.1 3,072 4.5 68.5 27.1

輸送・機械運転従事者 63 22.2 61.9 15.9 63 19.0 68.3 12.7 806 3.2 70.5 26.3 806 5.0 68.0 27.0

建設・採掘従事者 79 24.1 62.0 13.9 79 21.5 65.8 12.7 787 4.4 71.5 24.0 787 5.0 69.4 25.7

運搬・清掃・包装等 従事者 114 20.2 54.4 25.4 114 21.9 55.3 22.8 1,696 3.0 71.9 25.1 1,696 4.8 68.2 26.9

男性 1,692 17.4 67.9 14.7 1,692 17.5 68.9 13.6 11,861 4.4 72.9 22.6 11,861 5.8 70.8 23.4

女性 1,141 16.0 66.5 17.5 1,141 16.7 66.2 17.2 10,139 3.6 73.9 22.5 10,139 4.4 72.7 22.9

15～24歳 279 22.9 57.7 19.4 279 24.4 56.3 19.4 1,371 8.9 65.0 26.1 1,371 9.8 64.9 25.2

25～34歳 731 25.0 63.3 11.6 731 26.3 62.7 11.1 3,990 8.0 68.8 23.2 3,990 8.1 69.2 22.6

35～49歳 962 17.9 66.7 15.4 962 15.1 71.3 13.6 7,599 4.0 73.5 22.5 7,599 5.1 71.9 23.0

50～64歳 681 7.0 74.4 18.5 681 9.0 71.7 19.4 6,801 1.7 76.3 22.0 6,801 3.3 73.7 23.1

65歳以上 180 5.0 75.0 20.0 180 11.1 73.3 15.6 2,239 1.3 77.4 21.3 2,239 2.8 73.6 23.6

中学、高校卒 606 15.8 62.2 21.9 606 16.5 62.0 21.5 7,271 2.9 71.8 25.4 7,271 4.3 69.6 26.0

専修・各種学校、短大・高専卒 456 17.5 64.7 17.8 456 16.4 67.8 15.8 4,926 3.6 73.5 22.9 4,926 4.6 72.0 23.4

大学卒以上 1,756 17.0 69.7 13.3 1,756 17.7 69.6 12.6 9,705 5.1 74.6 20.3 9,705 6.0 73.1 20.8

上記以外 15 6.7 80.0 13.3 15 － 86.7 13.3 98 5.1 66.3 28.6 98 3.1 67.3 29.6

自身の産業分野の他企業で、AI

によって職を失った人を知っているか n

自身の産業分野の他企業で、転職

を余儀なくされた人を知っているかn
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職を失った人を知っているか n

自身の企業で、転職を余儀なく

された人を知っているか n
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従業員規模別では、いずれの割合も、100 人以上で小規模になるほど高まる傾向がみられ

る。また、従業員数の過不足状況との関連では、従業員数が「過剰」な職場で顕著に高い。ま

た、仕事の職種別にみると、失職については「建設・採掘従事者」や「輸送・機械運転従事者」

「運搬・清掃・包装等従事者」等、また、転職についてはこれらに加えて「サービス職業従事

者」等でも高くなっている。年齢階級別にみると、いずれの割合も 25 歳迄の若年層ほど高い。 

こうした結果は、自身の産業分野の他企業について尋ねた設問でも同様に読み取ることが

出来るが、やや異なる点もある。例えば、失職した人を知っている割合や転職を余儀なくされ

た人を知っている割合は、（自身の企業の場合と異なり）「情報通信業」や「学術研究、専門・

技術サービス業」「複合サービス事業（郵便局、協同組合）」等でも高い。また、仕事の職種別

では大きく様相が異なっており、失職者や転職者を知っている割合は、「管理的職業従事者」

や「専門的・技術的職業従事者」等で高くなっている。なお、年齢階級別でも「15～24 歳」

を含めて若年層になるほど高く、自身の企業では顕著な傾向がみられなかった最終学歴につ

いても、高学歴ほど高まる結果となっている。 

なお、AI が人員削減や転職に与えている影響の認知度と（4）でみた「AI が仕事を奪う不

安感」の関係についても調べると、総じて自身の企業や自身の産業分野の他企業で失職者や転

職者を知っているほど、「AI が仕事を奪う不安感」は顕著に高い。すなわち、「AI が仕事を奪

う不安感」が全体ではそれほど高くないのは、我が国の AI 利用率の低さやそれによる失職・

転職実績の少なさに起因していると考えられる（図表 2-2-9-5-3）。 

 

図表 2-2-9-5-3 AI が人員削減や転職に与えている影響の認知度と「AI が仕事を奪う不安感」の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）AIがスキルに与えている影響 

自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響について尋ねると、AI が「自身のスキ
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（22.6％）を合わせて「同意する」が計 34.5％に対し、「どちらでもない」は 31.2％、「わ

からない」は 4.4％で、「やや同意しない」（18.9％）と「強く同意しない」（11.1％）を合わ

せて「同意しない」が計 29.9％と、同意が不同意をやや上回る結果となった（図表 2-2-9-

6-1）。 

一方、AI が「自身のスキルを補完している」かについては、「強く同意する」（13.9％）と

「やや同意する」（46.5％）を合わせて「同意する」が 6 割を超え（計 60.4％）、「どちらで

もない」は 27.3％、「わからない」は 3.3％で、「やや同意しない」（6.4％）と「強く同意し

ない」（2.5％）を合わせて「同意しない」が計 9.0％と、同意が不同意の 6 倍以上となって

いる。 

 

図表 2-2-9-6-1 自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響 

 

 

 

 

 

 

 

総じて、自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響としては、「自身のスキルの一

部の価値を下げている」（D.I.4.5）より、「自身のスキルを補完している」（同 51.5）との回

答が大幅に優勢となったが、こうした結果を掛け合わせると図表 2-2-9-6-2 の通り、AI は

自身のスキルの一部の価値を下げているかつ補完している両面の作用を持つとの回答も、約

４人に一人（26.4％）あることが分かる。 

 

図表 2-2-9-6-2 自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響として 

「自身のスキルの一部の価値を下げている」と「自身のスキルを補完している」との回答の関係 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を属性等別にみると、AI が「自身のスキルの一部の価値を下げている」

と考える割合は、「建設業」や「医療、福祉」「公務（他に分類されるものを除く）」等で高く

なっている（図表 2-2-9-6-3）。 
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図表 2-2-9-6-3 属性等別にみた自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響 

 

 

 

 

一方で、AI が「自身のスキルを補完している」との回答は、「建設業」や「学術研究、専門・

技術サービス業」「医療、福祉」「教育、学習支援業」「公務（他に分類されるものを除く）」「サ
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る」の D.I.は、「学術研究、専門・技術サービス業」や「教育、学習支援業」「製造業」「金融
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1,854 34.5 35.6 29.9 4.5 60.4 30.6 9.0 51.5 26.4 8.1 34.0 11.9 19.6 25.9

農業、林業、漁業 17 76.5 11.8 11.8 64.7 88.2 5.9 5.9 82.4 70.6 5.9 17.6 － 5.9 11.8

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
34 50.0 32.4 17.6 32.4 64.7 29.4 5.9 58.8 41.2 8.8 23.5 11.8 14.7 14.7

建設業 104 50.0 27.9 22.1 27.9 69.2 27.9 2.9 66.3 38.5 11.5 30.8 3.8 15.4 19.2

製造業 418 32.1 33.5 34.4 ▲ 2.4 60.8 30.1 9.1 51.7 24.4 7.7 36.4 14.1 17.5 28.7

情報通信業 274 32.8 36.1 31.0 1.8 58.4 34.3 7.3 51.1 24.8 8.0 33.6 10.9 22.6 25.5

運輸業、郵便業 87 37.9 35.6 26.4 11.5 51.7 33.3 14.9 36.8 24.1 13.8 27.6 17.2 17.2 13.8

卸売業、小売業 211 26.5 39.8 33.6 ▲ 7.1 52.6 33.6 13.7 38.9 18.0 8.5 34.6 15.2 23.7 26.1

金融業、保険業 130 27.7 42.3 30.0 ▲ 2.3 56.2 33.8 10.0 46.2 22.3 5.4 33.8 16.9 21.5 28.5

不動産業、物品賃貸業 28 46.4 21.4 32.1 14.3 85.7 3.6 10.7 75.0 46.4 0.0 39.3 10.7 3.6 39.3

学術研究、専門・ 技術サービス業 69 30.4 39.1 30.4 － 68.1 24.6 7.2 60.9 24.6 5.8 43.5 8.7 17.4 37.7

宿泊業、 飲食サービス業 34 35.3 41.2 23.5 11.8 52.9 38.2 8.8 44.1 23.5 11.8 29.4 8.8 26.5 17.6

生活関連サービス業、 娯楽業 36 19.4 58.3 22.2 ▲ 2.8 41.7 47.2 11.1 30.6 13.9 5.6 27.8 13.9 38.9 22.2

教育、学習支援業 92 32.6 35.9 31.5 1.1 66.3 22.8 10.9 55.4 26.1 6.5 40.2 9.8 17.4 33.7

医療、福祉 129 41.9 27.9 30.2 11.6 66.7 25.6 7.8 58.9 31.8 10.1 34.9 9.3 14.0 24.8

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 21 38.1 38.1 23.8 14.3 47.6 42.9 9.5 38.1 23.8 14.3 23.8 9.5 28.6 9.5

サービス業（他に分類されないもの） 84 35.7 42.9 21.4 14.3 61.9 29.8 8.3 53.6 29.8 6.0 32.1 7.1 25.0 26.2

公務（他に分類されるものを除く） 72 38.9 34.7 26.4 12.5 65.3 31.9 2.8 62.5 31.9 6.9 33.3 8.3 19.4 26.4

わからない 14 35.7 21.4 42.9 ▲ 7.1 57.1 35.7 7.1 50.0 28.6 7.1 28.6 14.3 21.4 21.4

サービス業計 244 32.0 43.4 24.6 7.4 58.2 33.2 8.6 49.6 24.6 7.4 33.6 9.0 25.4 26.2

99人以下 330 39.1 33.0 27.9 11.2 65.5 28.8 5.8 59.7 29.1 10.0 36.4 8.5 16.1 26.4

100～300人 296 39.9 34.5 25.7 14.2 64.2 29.1 6.8 57.4 31.8 8.1 32.4 9.5 18.2 24.3

301～999人 275 40.7 29.8 29.5 11.3 64.0 27.3 8.7 55.3 33.1 7.6 30.9 11.3 17.1 23.3

1,000人以上 833 29.9 37.6 32.5 ▲ 2.6 56.9 31.9 11.2 45.7 22.1 7.8 34.8 14.2 21.1 27.0

官公庁 43 39.5 34.9 25.6 14.0 60.5 34.9 4.7 55.8 32.6 7.0 27.9 9.3 23.3 20.9

わからない 77 18.2 50.6 31.2 ▲ 13.0 49.4 40.3 10.4 39.0 13.0 5.2 36.4 14.3 31.2 31.2

従業員数が不足計 1,151 34.7 34.4 30.9 3.7 62.1 29.1 8.8 53.3 26.3 8.3 35.8 12.4 17.1 27.5

従業員数の過不足はない 439 35.8 33.9 30.3 5.5 59.5 30.3 10.3 49.2 28.0 7.7 31.4 11.8 21.0 23.7

従業員数が過剰計 106 50.9 31.1 17.9 33.0 67.0 23.6 9.4 57.5 39.6 11.3 27.4 6.6 15.1 16.0

わからない 158 18.4 51.9 29.7 ▲ 11.4 46.2 47.5 6.3 39.9 13.3 5.1 32.9 11.4 37.3 27.8

正規の職員・従業員（役員含む） 1,580 36.4 34.4 29.2 7.2 61.7 29.4 8.9 52.8 27.9 8.5 33.8 11.3 18.5 25.3

非正規の職員・従業員 274 23.4 42.3 34.3 ▲ 10.9 52.9 37.6 9.5 43.4 17.5 5.8 35.4 15.3 25.9 29.6

管理的職業従事者 93 30.1 32.3 37.6 ▲ 7.5 67.7 24.7 7.5 60.2 29.0 1.1 38.7 15.1 16.1 37.6

専門的・技術的職業 従事者 613 34.6 32.3 33.1 1.5 64.4 26.9 8.6 55.8 26.3 8.3 38.2 10.8 16.5 29.9

事務従事者 474 32.1 40.1 27.8 4.2 62.4 30.0 7.6 54.9 26.4 5.7 36.1 9.5 22.4 30.4

販売従事者 255 29.0 38.8 32.2 ▲ 3.1 52.2 34.5 13.3 38.8 20.4 8.6 31.8 16.5 22.7 23.1

サービス職業従事者 112 38.4 42.9 18.8 19.6 59.8 35.7 4.5 55.4 29.5 8.9 30.4 6.3 25.0 21.4

保安職業従事者 19 31.6 26.3 42.1 ▲ 10.5 42.1 42.1 15.8 26.3 26.3 5.3 15.8 31.6 21.1 10.5

農林漁業従事者 6 33.3 33.3 33.3 － 83.3 16.7 － 83.3 33.3 － 50.0 － 16.7 50.0

生産工程従事者 138 37.7 31.9 30.4 7.2 59.4 30.4 10.1 49.3 27.5 10.1 31.9 15.2 15.2 21.7

輸送・機械運転従事者 43 48.8 27.9 23.3 25.6 46.5 44.2 9.3 37.2 25.6 23.3 20.9 14.0 16.3 ▲ 2.3

建設・採掘従事者 44 54.5 25.0 20.5 34.1 61.4 36.4 2.3 59.1 38.6 15.9 22.7 2.3 20.5 6.8

運搬・清掃・包装等 従事者 57 43.9 36.8 19.3 24.6 42.1 42.1 15.8 26.3 31.6 12.3 10.5 21.1 24.6 ▲ 1.8

男性 1,125 35.7 35.0 29.2 6.5 61.3 30.1 8.5 52.8 27.2 8.5 34.1 11.3 18.8 25.6

女性 729 32.5 36.5 31.0 1.5 59.0 31.4 9.6 49.4 25.1 7.4 33.9 12.8 20.9 26.5

15～24歳 181 43.1 32.6 24.3 18.8 64.6 28.2 7.2 57.5 32.6 10.5 32.0 8.3 16.6 21.5

25～34歳 528 43.9 30.1 25.9 18.0 63.1 30.3 6.6 56.4 33.0 11.0 30.1 8.3 17.6 19.1

35～49歳 662 35.0 36.0 29.0 6.0 59.1 30.1 10.9 48.2 26.7 8.3 32.3 13.7 18.9 24.0

50～64歳 395 21.5 43.5 34.9 ▲ 13.4 59.0 32.4 8.6 50.4 17.7 3.8 41.3 12.4 24.8 37.5

65歳以上 88 13.6 36.4 50.0 ▲ 36.4 52.3 34.1 13.6 38.6 10.2 3.4 42.0 23.9 20.5 38.6

中学、高校卒 312 29.8 42.9 27.2 2.6 52.9 35.9 11.2 41.7 23.4 6.4 29.5 15.1 25.6 23.1

専修・各種学校、短大・高専卒 279 32.6 36.6 30.8 1.8 58.1 31.9 10.0 48.0 25.4 7.2 32.6 15.1 19.7 25.4

大学卒以上 1,251 36.1 33.5 30.5 5.6 62.8 29.0 8.2 54.7 27.3 8.8 35.6 10.4 18.0 26.8

上記以外 12 33.3 41.7 25.0 8.3 58.3 33.3 8.3 50.0 33.3 － 25.0 8.3 33.3 25.0
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業、保険業」等で高くなっている。また、仕事の職種別にみると、「価値を下げているかつ補

完している」割合は、「建設・採掘従事者」や「サービス職業従事者」等で高い。なお、「価値

を下げているのみ」と考える割合は「輸送・機械運転従事者」等で高く、「補完しているのみ」

は「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で高い。 

また、従業員数の過不足状況別では、AI が「自身のスキルの一部の価値を下げている」あ

るいは「自身のスキルを補完している」と考える割合のいずれも、従業員数が「過剰」な職場

で顕著に高いが、「補完している」－「価値を下げている」D.I.は、従業員数が「不足」＞「過

不足はない」＞「過剰」な職場ほど高まる傾向がみられた。雇用形態別にみると、「正規の職

員・従業員」では「価値を下げているかつ補完している」割合が高いのに対し、「非正規の職

員・従業員」では「どちらでもないかわからない」割合が高くなっている。 

さらに、年齢階級別にみると、「価値を下げているかつ補完している」や「価値を下げてい

るのみ」と考える割合は、若年層になるほど高まる傾向がみられる。一方で、「補完している

のみ」や「ともに同意しない」割合は、高齢層ほど高い。最終学歴別にみると、AI が「自身

のスキルの一部の価値を下げている」あるいは「自身のスキルを補完している」と考える割合

は高学歴になるほど高くなっている。 

こうした中、「私は、AI についてもっと学びたいと思っている」かについては、「強く同意

する」（17.7％）と「やや同意する」（42.9％）を合わせて「同意する」が計 60.6％に対し、

「どちらでもない」は 26.7％、「わからない」は 2.6％で、「やや同意しない」（7.0％）と「強

く同意しない」（3.1％）を合わせて「同意しない」が計 10.1％と、同意が不同意の 5 倍以上

となった（図表 2-2-9-6-1）。一方、「私は AI を利用しながら働くことが出来るよう学ぶた

めのリソース（手段）がある」については、「強く同意する」（12.5％）と「やや同意する」

（33.5％）を合わせて「同意する」が計 46.0％に対し、「どちらでもない」は 33.9％、「わ

からない」は 4.4％で、「やや同意しない」（9.9％）と「強く同意しない」（5.8％）を合わせ

て「同意しない」が計 15.7％と、同意が不同意を大きく上回った。 

そうした結果を掛け合わせると「私は、AI についてもっと学びたいと思っている」場合で

も、「私は AI を利用しながら働くことが出来るよう学ぶためのリソース（手段）がある」割

合は２／３を下回っていることが分かる（図表 2-2-9-6-4）。 

 

図表 2-2-9-6-4 「AI についてもっと学びたいと思っている」と 

「私は AI を利用しながら働くことが出来るよう学ぶためのリソース（手段）がある」との回答の関係 
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思っている労働者（n=1,124）

学ぶためのリソースがある ない どちらでもない・わからない
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こうした結果を属性等別にみると、「私は、AI についてもっと学びたいと思っている」割合

は、「学術研究、専門・技術サービス業」や「教育、学習支援業」等で高くなっている（図表

2-2-9-6-5）。また、従業員規模が小規模企業になるほど高まる傾向がみられ、従業員数が「過

剰」な職場で高い。 

 

図表 2-2-9-6-5 属性等別にみた AI についての学習意欲とリソース（手段）の有無 

 

 

 

（人） （％） （㌽ ） （％） （㌽ ） （％）

同意

する計

どちらでも

ない・

わからない

同意

しない計

同意－

不同意

D.I.

同意

する計

どちらでも

ない・

わからない

同意

しない計

同意－

不同意

D.I.

1,854 60.6 29.3 10.1 50.5 46.0 38.3 15.7 30.3 1,124 64.7

農業、林業、漁業 17 82.4 11.8 5.9 76.5 76.5 23.5 0.0 76.5 14 92.9

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
34 67.6 29.4 2.9 64.7 52.9 29.4 17.6 35.3 23 65.2

建設業 104 68.3 27.9 3.8 64.4 49.0 40.4 10.6 38.5 71 62.0

製造業 418 63.9 27.5 8.6 55.3 47.1 38.8 14.1 33.0 267 62.2

情報通信業 274 63.5 28.5 8.0 55.5 48.9 37.2 13.9 35.0 174 69.0

運輸業、郵便業 87 56.3 34.5 9.2 47.1 40.2 43.7 16.1 24.1 49 59.2

卸売業、小売業 211 49.8 32.7 17.5 32.2 33.2 42.2 24.6 8.5 105 57.1

金融業、保険業 130 53.1 34.6 12.3 40.8 40.0 44.6 15.4 24.6 69 65.2

不動産業、物品賃貸業 28 75.0 14.3 10.7 64.3 71.4 21.4 7.1 64.3 21 81.0

学術研究、専門・ 技術サービス業 69 72.5 24.6 2.9 69.6 44.9 42.0 13.0 31.9 50 60.0

宿泊業、 飲食サービス業 34 52.9 29.4 17.6 35.3 61.8 17.6 20.6 41.2 18 83.3

生活関連サービス業、 娯楽業 36 44.4 41.7 13.9 30.6 41.7 41.7 16.7 25.0 16 75.0

教育、学習支援業 92 69.6 25.0 5.4 64.1 47.8 37.0 15.2 32.6 64 60.9

医療、福祉 129 50.4 29.5 20.2 30.2 45.7 35.7 18.6 27.1 65 64.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 21 71.4 19.0 9.5 61.9 52.4 33.3 14.3 38.1 15 66.7

サービス業（他に分類されないもの） 84 61.9 27.4 10.7 51.2 46.4 36.9 16.7 29.8 52 65.4

公務（他に分類されるものを除く） 72 58.3 37.5 4.2 54.2 54.2 33.3 12.5 41.7 42 76.2

わからない 14 64.3 28.6 7.1 57.1 28.6 50.0 21.4 7.1 9 44.4

サービス業計 244 61.9 28.3 9.8 52.0 48.0 36.1 16.0 32.0 151 66.9

99人以下 330 63.6 24.8 11.5 52.1 46.4 37.3 16.4 30.0 210 64.8

100～300人 296 63.9 29.1 7.1 56.8 50.0 33.8 16.2 33.8 189 65.6

301～999人 275 62.9 26.9 10.2 52.7 55.3 34.9 9.8 45.5 173 72.3

1,000人以上 833 59.4 30.3 10.3 49.1 43.7 40.2 16.1 27.6 495 63.0

官公庁 43 58.1 37.2 4.7 53.5 48.8 34.9 16.3 32.6 25 72.0

わからない 77 41.6 42.9 15.6 26.0 19.5 53.2 27.3 ▲ 7.8 32 37.5

従業員数が不足計 1,151 61.0 28.7 10.3 50.7 46.3 36.5 17.2 29.1 702 63.5

従業員数の過不足はない 439 63.1 28.2 8.7 54.4 50.6 38.3 11.2 39.4 277 71.5

従業員数が過剰計 106 66.0 24.5 9.4 56.6 52.8 29.2 17.9 34.9 70 68.6

わからない 158 47.5 39.9 12.7 34.8 26.6 57.6 15.8 10.8 75 46.7

正規の職員・従業員（役員含む） 1,580 62.3 28.8 8.9 53.5 48.4 37.5 14.1 34.2 985 66.7

非正規の職員・従業員 274 50.7 32.1 17.2 33.6 32.5 42.7 24.8 7.7 139 50.4

管理的職業従事者 93 64.5 28.0 7.5 57.0 51.6 40.9 7.5 44.1 60 71.7

専門的・技術的職業 従事者 613 64.1 26.4 9.5 54.6 49.8 36.7 13.5 36.2 393 64.9

事務従事者 474 60.8 31.4 7.8 53.0 43.7 38.8 17.5 26.2 288 63.5

販売従事者 255 56.9 28.6 14.5 42.4 37.3 42.7 20.0 17.3 145 57.9

サービス職業従事者 112 54.5 32.1 13.4 41.1 56.3 31.3 12.5 43.8 61 80.3

保安職業従事者 19 36.8 52.6 10.5 26.3 47.4 42.1 10.5 36.8 7 71.4

農林漁業従事者 6 66.7 16.7 16.7 50.0 66.7 33.3 0.0 66.7 4 100.0

生産工程従事者 138 60.9 26.1 13.0 47.8 42.8 37.0 20.3 22.5 84 60.7

輸送・機械運転従事者 43 55.8 30.2 14.0 41.9 51.2 34.9 14.0 37.2 24 75.0

建設・採掘従事者 44 65.9 29.5 4.5 61.4 45.5 40.9 13.6 31.8 29 58.6

運搬・清掃・包装等 従事者 57 50.9 42.1 7.0 43.9 36.8 43.9 19.3 17.5 29 62.1

男性 1,125 62.9 29.4 7.6 55.3 47.8 38.8 13.3 34.5 708 65.0

女性 729 57.1 29.1 13.9 43.2 43.2 37.4 19.3 23.9 416 64.2

15～24歳 181 66.9 18.2 14.9 51.9 55.2 30.4 14.4 40.9 121 69.4

25～34歳 528 63.3 28.0 8.7 54.5 52.3 35.4 12.3 40.0 334 72.5

35～49歳 662 59.5 31.6 8.9 50.6 45.2 38.5 16.3 28.9 394 63.7

50～64歳 395 58.0 32.4 9.6 48.4 36.5 44.6 19.0 17.5 229 52.4

65歳以上 88 52.3 28.4 19.3 33.0 38.6 42.0 19.3 19.3 46 65.2

中学、高校卒 312 51.9 34.6 13.5 38.5 41.3 41.3 17.3 24.0 162 66.0

専修・各種学校、短大・高専卒 279 57.3 27.2 15.4 41.9 43.4 33.0 23.7 19.7 160 65.0

大学卒以上 1,251 63.7 28.4 7.9 55.8 47.8 38.8 13.4 34.4 797 64.4

上記以外 12 41.7 33.3 25.0 16.7 41.7 33.3 25.0 16.7 5 60.0
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雇用形態別では、「正規の職員・従業員」で高く、仕事の職種が「建設・採掘従事者」や「管

理的職業従事者」「専門的・技術的職業従事者」等でも高い。また、「男性」で高く、若年層や

高学歴になるほど高まる傾向がみられる。 

そうした中で、「私は、AI についてもっと学びたいと思っている」場合に、「AI を利用しな

がら働くことが出来るよう、学ぶためのリソース（手段）がある」かについては、働いている

産業分野に依らず５割を超えたものの、相対的には「学術研究、専門・技術サービス業」や「教

育、学習支援業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」等で低い。また、従業員数が「不足」

している職場や、雇用形態が「非正規の職員・従業員」で低く、仕事の職種が「販売従事者」

や「建設・採掘従事者」「生産工程従事者」等でも低くなっている。 

なお、自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響と、（4）でみた「AI が仕事を奪

う不安感」の関係についても調べると、「AI は、スキルの一部の価値を下げている」と考えて

いるほど、「AI が仕事を奪う不安感」は顕著に高く（「高まった／増加した」－「低下した／

減少した」D.I.は 36.0）、「AI は、スキルを補完している」と考えている場合のそれ（同 21.2）

を上回っている（図表 2-2-9-6-6）。 

 

図表 2-2-9-6-6 自身の職業に求められるスキルに対する AI の影響と 

「AI が仕事を奪う不安感」や「AI についてもっと学びたいと思っている」との回答の関係 
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AIはスキルを補完している（n=1,120）

どちらでもない（n=506）

補完していない（n=166）
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5.5
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9.0



 

－72－ 

同様に、「AI についてもっと学びたいと思っている」との回答との関連についてもみると、

「AI は、スキルの一部の価値を下げている」と考えているほど、「AI についてもっと学びた

いと思っている」割合は顕著に高い（同意－不同意 D.I.は 70.6）が、「AI は、スキルを補完

している」と考えている場合のそれ（同 70.8）も同程度に高くなっている。 

 

１0．AI利用の進展予想と AIの職場導入に対する懸念や期待等 

（1）自身の職場における AI利用の進展予想 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に今後、自身の職場における AI 利用がどの程度、進展す

ると思うか尋ねると、まず、「今後２年以内」については「極めて大きく進展」（3.2％）と「か

なり大きく進展」（9.2％）、「ある程度、進展」（21.9％）、「わずかながら進展」（17.0％）を

合わせて「進展する」と思う割合が半数を超え（計 51.3％）、「全く変化しない」が 27.2％、

「わからない」が 21.5％となった（図表 2-2-10-1-1）。 

同様に、「（2 年を超えて）今後 10 年以内」については、「極めて大きく進展」（7.0％）と

「かなり大きく進展」（14.9％）が増加する一方、「ある程度、進展」（20.4％）、「わずかなが

ら進展」（13.4％）はやや減少し、結果として「進展する」と思う割合は微増の計 55.6％と

なり、「全く変化しない」は 20.3％、「わからない」は 24.0％となった。 

なお、こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 利用者」や「生成 AI 利用者」

では、進展すると予想する割合が顕著に高い。 

 

図表 2-2-10-1-1 自身の職場における AI 利用の進展予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、属性等別にみると、「今後 2 年以内」あるいは「（2 年を超えて）今後 10 年以内」の

いずれも、「進展する」と思う割合から「全く変化しない」を差引いた D.I.は、「情報通信業」

や「金融業、保険業」「学術研究、専門・技術サービス業」「鉱業、採石業、砂利採取業、電気・

ガス・熱供給・水道業」「教育、学習支援業」「公務（他に分類されるものを除く）」等で高く

なっている（図表 2-2-10-1-2）。 
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従業員規模別では大規模企業になるほど高く、従業員数が「過剰」な職場で顕著に高い。ま

た、仕事の職種別では「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」「事務従事者」

「販売従事者」等で顕著に高くなっている。年齢階級別では若年層ほど高まる傾向がみられ、

最終学歴別では高学歴になるほど高い。 

 

図表 2-2-10-1-2 属性等別にみた自身の職場における AI 利用の進展予想 
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がら進展

全く変化
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進展計

進展－

変化無
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22,000 3.2 9.2 21.9 17.0 27.2 21.5 51.3 24.1 7.0 14.9 20.4 13.4 20.3 24.0 55.6 35.3

農業、林業、漁業 238 6.3 7.6 16.4 13.4 39.9 16.4 43.7 3.8 7.1 12.6 15.1 13.0 32.4 19.7 47.9 15.5

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 6.0 13.1 21.6 21.6 19.8 18.0 62.2 42.4 6.7 19.1 24.0 15.9 14.8 19.4 65.7 50.9

建設業 1,355 2.8 8.9 21.7 15.8 31.6 19.3 49.2 17.6 6.0 14.1 19.6 14.5 24.1 21.8 54.2 30.1

製造業 4,708 3.0 8.4 21.7 16.8 28.4 21.8 49.9 21.5 6.0 14.7 19.9 13.8 20.9 24.8 54.3 33.5

情報通信業 1,195 6.3 15.6 30.1 16.8 13.1 18.2 68.8 55.7 12.0 23.1 24.7 12.0 9.1 19.2 71.7 62.6

運輸業、郵便業 1,609 2.8 8.2 16.2 16.2 31.2 25.5 43.3 12.1 6.8 11.5 16.6 13.1 23.3 28.8 47.9 24.6

卸売業、小売業 2,754 2.7 8.0 22.0 18.5 25.8 23.2 51.1 25.3 7.0 14.2 21.0 12.7 19.0 26.0 55.0 36.0

金融業、保険業 732 4.5 13.8 32.0 16.0 13.0 20.8 66.3 53.3 9.7 23.0 25.1 11.3 8.6 22.3 69.1 60.5

不動産業、物品賃貸業 384 3.9 9.1 25.3 14.1 26.3 21.4 52.3 26.0 7.6 18.5 19.0 10.9 20.3 23.7 56.0 35.7

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 5.6 12.7 30.2 15.1 19.5 17.0 63.5 44.0 12.4 19.5 23.8 10.9 13.1 20.2 66.7 53.5

宿泊業、 飲食サービス業 831 1.7 9.1 19.5 14.9 31.8 23.0 45.2 13.5 6.5 13.8 16.4 12.0 25.6 25.6 48.7 23.1

生活関連サービス業、 娯楽業 591 3.9 8.3 23.0 16.1 27.2 21.5 51.3 24.0 6.9 16.1 18.1 13.9 20.6 24.4 55.0 34.3

教育、学習支援業 891 3.1 12.0 27.9 19.2 22.3 15.4 62.3 40.0 7.6 20.1 26.0 12.3 15.9 18.0 66.1 50.2

医療、福祉 2,864 2.8 8.1 19.9 18.2 30.9 20.1 49.0 18.0 6.1 12.8 20.8 15.0 23.1 22.1 54.8 31.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 2.3 13.2 18.6 17.8 29.5 18.6 51.9 22.5 8.5 16.3 18.6 14.0 21.7 20.9 57.4 35.7

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 2.9 8.7 17.1 15.2 32.9 23.4 43.8 10.9 6.4 12.5 17.1 11.7 25.4 26.8 47.8 22.4

公務（他に分類されるものを除く） 999 2.9 9.4 24.5 19.4 24.8 18.9 56.3 31.4 7.8 13.5 24.5 16.0 17.3 20.8 61.9 44.5

わからない 502 2.0 5.4 17.1 14.5 26.3 34.7 39.0 12.7 5.0 7.2 15.5 12.7 22.5 37.1 40.4 17.9

サービス業計 3,486 3.1 9.4 20.3 15.3 29.9 22.0 48.0 18.1 7.3 14.4 18.0 12.2 23.1 25.1 51.8 28.7

99人以下 7,816 2.6 7.3 17.7 15.2 36.7 20.5 42.7 6.0 5.7 11.8 16.8 12.9 28.7 24.0 47.2 18.5

100～300人 3,198 3.5 10.5 21.8 18.6 26.9 18.8 54.3 27.5 7.4 15.0 21.5 15.1 19.6 21.4 59.0 39.4

301～999人 2,535 3.5 10.2 25.5 18.3 22.3 20.2 57.5 35.2 7.2 17.3 23.8 14.5 15.0 22.3 62.7 47.8

1,000人以上 5,097 4.5 12.7 29.1 19.1 17.0 17.5 65.5 48.4 9.6 20.9 25.5 13.0 12.0 19.0 69.1 57.1

官公庁 640 3.0 9.4 24.7 21.1 22.8 19.1 58.1 35.3 9.1 13.8 25.8 15.8 15.0 20.6 64.4 49.4

わからない 2,714 1.9 5.9 16.8 14.0 25.0 36.4 38.7 13.7 5.1 10.5 15.1 11.4 18.9 39.1 42.0 23.2

従業員数が不足計 11,326 3.5 10.4 23.1 18.6 28.7 15.7 55.6 26.9 8.1 16.3 21.8 14.9 20.6 18.2 61.2 40.6

従業員数の過不足はない 4,916 3.2 9.4 23.9 17.4 29.6 16.6 53.8 24.3 7.0 16.2 21.6 13.2 22.3 19.8 57.9 35.6

従業員数が過剰計 674 8.3 13.4 24.6 15.9 25.2 12.6 62.2 36.9 9.9 21.2 22.0 13.8 18.8 14.2 66.9 48.1

わからない 5,084 1.9 5.9 17.1 13.1 21.9 40.1 38.0 16.1 4.2 9.7 15.6 10.0 18.0 42.4 39.6 21.5

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 3.8 10.2 23.3 17.4 26.1 19.1 54.8 28.7 7.6 15.9 21.6 13.7 19.9 21.2 58.9 38.9

非正規の職員・従業員 7,014 2.0 7.1 18.9 16.0 29.5 26.5 44.0 14.4 5.8 12.7 17.7 12.6 21.2 30.1 48.8 27.6

管理的職業従事者 490 3.7 14.5 26.9 21.4 21.2 12.2 66.5 45.3 7.6 25.5 24.5 12.9 15.3 14.3 70.4 55.1

専門的・技術的職業 従事者 4,094 5.0 11.9 27.7 18.6 20.5 16.3 63.2 42.6 9.6 19.5 24.6 13.9 14.2 18.1 67.7 53.4

事務従事者 5,033 3.2 10.2 23.9 18.9 22.3 21.5 56.2 33.9 7.5 16.4 22.3 13.9 16.3 23.6 60.1 43.9

販売従事者 2,746 3.1 9.2 25.0 17.9 23.6 21.2 55.2 31.6 7.5 15.7 22.8 12.9 17.3 23.8 58.9 41.6

サービス職業従事者 2,596 2.8 9.3 18.8 15.1 31.7 22.3 46.0 14.2 6.9 13.0 17.6 12.5 25.1 24.9 50.0 25.0

保安職業従事者 474 2.5 8.0 15.8 15.2 35.0 23.4 41.6 6.5 7.2 9.7 17.3 13.3 26.4 26.2 47.5 21.1

農林漁業従事者 206 2.9 4.4 14.1 15.0 44.7 18.9 36.4 ▲ 8.3 4.9 8.7 14.6 14.1 35.4 22.3 42.2 6.8

生産工程従事者 3,072 2.3 6.5 17.3 15.0 34.3 24.5 41.2 6.8 4.6 11.6 16.0 13.5 26.2 28.1 45.7 19.5

輸送・機械運転従事者 806 3.3 5.1 17.6 14.4 35.1 24.4 40.4 5.3 5.1 10.2 17.5 12.2 26.7 28.4 44.9 18.2

建設・採掘従事者 787 2.0 7.4 22.5 14.4 33.2 20.6 46.3 13.1 5.0 12.7 19.4 14.0 26.9 22.0 51.1 24.1

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 2.2 7.0 13.3 13.9 35.0 28.7 36.3 1.4 5.1 9.4 14.3 12.4 25.9 32.8 41.3 15.3

男性 11,861 3.5 9.3 22.3 17.1 27.6 20.2 52.2 24.6 7.3 14.8 21.1 13.4 20.8 22.7 56.5 35.8

女性 10,139 2.9 9.2 21.5 16.8 26.7 22.9 50.3 23.6 6.7 15.0 19.5 13.3 19.8 25.6 54.6 34.8

15～24歳 1,371 5.6 15.9 27.1 18.9 18.9 13.6 67.5 48.6 15.2 20.6 22.6 13.1 14.0 14.6 71.4 57.4

25～34歳 3,990 5.0 12.2 26.3 17.9 20.5 18.1 61.4 40.9 8.6 18.6 23.5 14.4 15.5 19.4 65.1 49.6

35～49歳 7,599 3.1 9.4 23.5 17.3 26.2 20.4 53.3 27.1 7.0 15.0 21.5 13.9 20.5 22.1 57.5 37.0

50～64歳 6,801 2.4 6.9 18.7 16.2 30.6 25.2 44.3 13.7 5.4 12.6 18.6 12.5 22.5 28.4 49.1 26.6

65歳以上 2,239 1.2 6.3 15.5 15.2 37.3 24.5 38.2 0.8 4.4 11.4 14.7 12.3 25.7 31.4 42.8 17.1

中学、高校卒 7,271 2.4 6.9 17.2 15.3 32.9 25.3 41.8 9.0 5.7 11.0 16.6 12.6 25.5 28.6 45.9 20.5

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 3.0 8.3 20.0 15.6 29.7 23.4 46.9 17.2 6.9 13.7 18.1 12.6 22.5 26.1 51.3 28.8

大学卒以上 9,705 3.9 11.5 26.5 18.8 21.8 17.6 60.6 38.9 8.0 18.4 24.3 14.3 15.5 19.6 65.0 49.5

上記以外 98 7.1 8.2 19.4 23.5 22.4 19.4 58.2 35.7 10.2 14.3 26.5 15.3 10.2 23.5 66.3 56.1
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（2）AIによって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に今後、AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れな

い不安について尋ねると、「今後２年以内」については「極めて心配」（3.0％）と「かなり心

配」（5.7％）、「ある程度、心配」（16.1％）、「わずかながら心配」（18.9％）を合わせて「心

配している」が 4 割を超え（計 43.7％）、「全く心配していない」が 38.7％、「わからない」

が 17.6％となった（図表 2-2-10-2-1）。同様に、「（２年を超えて）今後 10 年以内」につい

ても、「極めて心配」（4.7％）と「かなり心配」（9.2％）、「ある程度、心配」（17.6％）、「わ

ずかながら心配」（19.2％）がいずれも微増して「心配している」が約半数となり（計 50.7％）、

「全く心配していない」が 27.4％、「わからない」が 21.9％となっている。 

なお、こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 利用者」や「生成 AI 利用者」

で、実際に自身がしていた何らかの作業（タスク）の自動処理化や、以前には無かった新しい

作業（タスク）の創出を経験しているほど、AI によって仕事を喪失することを心配している

割合も高い結果となっている。 

 

図表 2-2-10-2-1 AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安と、AI を利用しながら働くた

めのリスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況の関係を調べると、自身

の仕事が喪失されるかも知れないことに「わずかながら心配」～「極めて心配」まで心配度合

いが高まるほど、「今後２年以内」は 14.9～56.0、また、「（２年を超えて）今後 10 年以内」

についても 16.1～50.0 迄、AI を利用しながら働くための学び・学び直しに取り組んでいる

割合も高まる傾向がみられる（図表 2-2-10-2-2）。 
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①×自身の仕事の自動処理化や新規創出を経験（n=1,292）

①×上記以外（n=562）
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②×自身の仕事の自動処理化や新規創出を経験（n=1,075）

②×上記以外（n=326）

全有効回答労働者（n=22,000）

AI使用企業の労働者（n=2,833）

①AI利用者（n=1,854）

①×自身の仕事の自動処理化や新規創出を経験（n=1,292）

①×上記以外（n=562）

②生成AI利用者（n=1,401）

②×自身の仕事の自動処理化や新規創出を経験（n=1,075）

②×上記以外（n=326）
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その傾向は、全有効回答労働者より「AI 利用者」でより顕著であり、「今後２年以内」につ

いて「極めて心配」な場合の取組率は 7 割超（71.1％）となった。 

 

図表 2-2-10-2-2 AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安と 

AI を利用しながら働くためのリスキリング・アップスキリング（学び・学び直し）の実施状況の関係 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果を属性等別にみると、「心配している」計から「全く心配していない」

割合を差引いた D.I.は、働いている産業分野が「金融業、保険業」や「鉱業、採石業、砂利採

取業、電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「学術研究、専門・技術サービス業」等で

高くなっている（図表 2-2-10-2-3）。 

従業員規模別では、100 人以上の D.I.がプラス値を取るのに対し、「99 人以下」と「官公

庁」のみマイナス（全く心配していないが優勢）となっている。また、従業員数が「過剰」な

職場では、「極めて・かなり心配」を含めて顕著に心配優勢となっている。 

D.I.は「非正規の職員・従業員」より「正規の職員・従業員」で高い。また、仕事の職種別

では、「農林漁業従事者」や「保安職業従事者」「運搬・清掃・包装等従事者」「輸送・機械運

転従事者」など現業職のほか、「管理的職業従事者」でマイナスとなったのに対し、「事務従事

者」や「販売従事者」等ではプラス幅（心配優勢の割合）が大きくなっている。 

性別では大きな相違がみられないが、年齢階級別では高齢層でマイナスとなっており、若年

層になるほど高まる傾向がみられる。「今後 2 年以内」については特に 34 歳以下、「（2 年を

超えて）今後 10 年以内」については特に 49 歳以下でプラス幅が大きい。また、最終学歴別

では、高学歴になるほどプラス幅が大きくなっている。 
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図表 2-2-10-2-3 属性等別にみた AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安 
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D.I.

22,000 3.0 5.7 16.1 18.9 38.7 17.6 43.7 5.0 4.7 9.2 17.6 19.2 27.4 21.9 50.7 23.3

農業、林業、漁業 238 7.6 5.5 8.4 15.5 47.9 15.1 37.0 ▲ 10.9 5.9 7.1 13.0 18.5 36.6 18.9 44.5 8.0

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 4.2 12.7 19.4 19.1 29.0 15.5 55.5 26.5 6.4 17.3 19.8 17.0 21.2 18.4 60.4 39.2

建設業 1,355 3.2 5.8 14.5 18.0 39.9 18.7 41.5 1.6 4.0 9.9 16.0 18.6 28.0 23.5 48.5 20.4

製造業 4,708 3.3 5.9 17.3 19.7 35.2 18.6 46.2 11.0 5.1 9.3 19.1 19.4 24.7 22.5 52.9 28.2

情報通信業 1,195 3.9 8.1 21.7 21.0 30.1 15.1 54.7 24.6 6.4 12.1 23.4 19.7 19.2 19.2 61.6 42.3

運輸業、郵便業 1,609 3.3 5.6 13.8 18.3 38.2 20.8 41.0 2.8 5.3 9.1 15.4 18.3 26.2 25.7 48.0 21.8

卸売業、小売業 2,754 2.7 5.8 15.3 20.4 36.4 19.4 44.2 7.8 4.5 9.4 18.2 19.7 23.9 24.3 51.8 27.9

金融業、保険業 732 3.6 8.2 20.8 22.7 27.9 16.9 55.2 27.3 6.1 12.8 23.4 21.3 15.8 20.5 63.7 47.8

不動産業、物品賃貸業 384 3.1 5.7 18.5 20.1 38.3 14.3 47.4 9.1 5.2 11.5 18.5 18.5 28.1 18.2 53.6 25.5

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 2.7 6.8 16.1 22.9 35.3 16.3 48.4 13.1 5.4 12.4 17.0 21.2 22.1 21.9 56.0 33.8

宿泊業、 飲食サービス業 831 2.0 3.7 17.0 19.3 40.8 17.2 42.0 1.2 4.1 8.2 16.1 20.9 28.8 21.9 49.3 20.6

生活関連サービス業、 娯楽業 591 2.7 6.3 16.2 18.3 43.7 12.9 43.5 ▲ 0.2 4.4 9.5 17.1 18.4 32.0 18.6 49.4 17.4

教育、学習支援業 891 2.5 4.6 15.4 17.6 46.8 13.1 40.1 ▲ 6.7 4.4 8.0 18.0 18.3 33.7 17.7 48.6 14.9

医療、福祉 2,864 2.3 4.5 14.4 17.0 47.0 14.8 38.2 ▲ 8.7 3.2 7.3 14.6 20.0 36.5 18.4 45.1 8.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 2.3 9.3 19.4 20.9 40.3 7.8 51.9 11.6 3.9 11.6 22.5 21.7 25.6 14.7 59.7 34.1

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 3.5 4.6 14.0 16.5 42.5 18.9 38.6 ▲ 3.9 5.1 7.8 15.0 17.7 30.0 24.4 45.6 15.6

公務（他に分類されるものを除く） 999 2.7 4.6 17.0 16.2 43.2 16.2 40.5 ▲ 2.7 3.8 7.7 17.9 18.3 32.5 19.7 47.7 15.2

わからない 502 2.8 3.6 13.9 19.1 30.3 30.3 39.4 9.2 3.8 8.0 14.5 16.7 24.7 32.3 43.0 18.3

サービス業計 3,486 2.9 5.1 15.5 18.4 41.4 16.8 41.9 0.5 4.7 8.9 16.2 19.2 28.9 22.2 48.9 19.9

99人以下 7,816 2.8 5.1 14.1 18.0 41.8 18.3 39.9 ▲ 1.8 4.5 7.9 15.4 18.9 30.4 22.9 46.7 16.3

100～300人 3,198 3.5 6.8 18.9 19.2 35.9 15.6 48.5 12.6 4.8 11.5 19.7 19.3 24.7 20.0 55.3 30.6

301～999人 2,535 3.2 5.8 17.8 20.4 38.1 14.7 47.2 9.1 4.3 10.7 19.8 19.9 27.7 17.6 54.7 27.0

1,000人以上 5,097 3.3 7.2 19.0 20.4 36.6 13.5 49.9 13.4 5.4 11.1 20.9 20.5 24.7 17.5 57.9 33.2

官公庁 640 1.9 3.8 13.0 17.5 47.7 16.3 36.1 ▲ 11.6 3.9 5.0 14.5 20.2 36.1 20.3 43.6 7.5

わからない 2,714 2.8 3.5 12.4 17.1 35.5 28.7 35.8 0.3 4.1 6.6 14.0 16.6 24.7 34.0 41.3 16.6

従業員数が不足計 11,326 3.2 6.3 16.7 19.9 41.5 12.3 46.2 4.6 5.1 10.2 18.4 20.7 29.0 16.5 54.5 25.5

従業員数の過不足はない 4,916 2.5 5.1 16.5 19.1 43.1 13.7 43.2 0.1 3.8 9.1 18.4 19.5 30.6 18.6 50.8 20.2

従業員数が過剰計 674 8.6 12.0 20.2 19.3 28.6 11.3 60.1 31.5 10.7 15.6 20.9 19.6 19.9 13.4 66.8 46.9

わからない 5,084 2.4 3.9 13.9 16.4 29.4 34.0 36.6 7.2 3.6 6.3 14.5 15.6 21.7 38.3 40.0 18.3

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 3.1 6.4 17.0 19.3 37.2 16.9 45.9 8.7 4.6 9.8 18.6 19.9 26.8 20.2 53.0 26.2

非正規の職員・従業員 7,014 2.9 4.1 14.1 18.0 41.9 19.0 39.1 ▲ 2.8 4.7 8.0 15.4 17.7 28.6 25.5 45.8 17.2

管理的職業従事者 490 2.9 3.9 14.9 17.1 49.2 12.0 38.8 ▲ 10.4 4.1 8.4 17.1 20.4 34.3 15.7 50.0 15.7

専門的・技術的職業 従事者 4,094 3.2 6.0 16.7 18.5 42.1 13.6 44.4 2.3 4.3 9.2 18.5 20.7 30.4 17.0 52.6 22.2

事務従事者 5,033 3.0 6.7 18.5 21.3 32.2 18.3 49.5 17.3 5.5 10.6 20.2 20.5 20.8 22.4 56.9 36.1

販売従事者 2,746 3.1 6.5 17.3 20.6 35.4 17.0 47.6 12.2 4.8 10.9 19.4 19.9 23.7 21.2 55.1 31.4

サービス職業従事者 2,596 2.6 5.3 14.9 17.5 42.4 17.2 40.4 ▲ 2.0 4.2 8.1 15.4 18.0 32.1 22.3 45.6 13.5

保安職業従事者 474 2.1 3.6 11.2 15.0 49.6 18.6 31.9 ▲ 17.7 3.8 6.8 12.7 17.3 37.8 21.7 40.5 2.7

農林漁業従事者 206 3.4 2.4 8.7 16.0 52.9 16.5 30.6 ▲ 22.3 4.4 3.4 12.6 17.0 41.7 20.9 37.4 ▲ 4.4

生産工程従事者 3,072 3.2 5.2 16.3 18.6 36.1 20.5 43.4 7.2 5.0 9.0 17.3 17.6 26.2 24.9 48.9 22.7

輸送・機械運転従事者 806 3.1 4.8 11.3 17.1 42.8 20.8 36.4 ▲ 6.5 4.3 8.2 12.5 18.5 30.5 25.9 43.5 13.0

建設・採掘従事者 787 3.0 4.4 14.0 18.3 40.5 19.7 39.8 ▲ 0.8 3.3 7.9 15.9 17.9 30.9 24.1 45.0 14.1

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 3.3 4.2 12.9 15.4 43.3 20.9 35.8 ▲ 7.5 4.2 7.4 13.9 16.7 31.0 26.7 42.3 11.3

男性 11,861 3.0 5.7 16.1 18.8 38.7 17.8 43.5 4.8 4.5 9.3 17.7 19.2 27.5 21.8 50.7 23.3

女性 10,139 3.1 5.7 16.2 19.0 38.6 17.4 43.9 5.3 4.8 9.2 17.4 19.2 27.3 22.1 50.6 23.3

15～24歳 1,371 5.6 9.5 23.0 21.1 29.9 10.9 59.2 29.2 8.9 16.2 21.5 19.9 21.6 11.9 66.5 44.9

25～34歳 3,990 4.5 8.6 21.0 20.4 30.2 15.4 54.4 24.2 6.6 12.4 22.1 19.6 22.4 16.8 60.7 38.3

35～49歳 7,599 3.5 6.3 17.1 20.6 35.3 17.2 47.5 12.3 5.1 9.6 18.9 21.8 24.8 19.8 55.3 30.5

50～64歳 6,801 1.9 3.6 13.2 17.5 43.6 20.2 36.2 ▲ 7.5 3.1 7.0 15.2 17.6 30.7 26.4 42.9 12.1

65歳以上 2,239 0.9 2.1 8.8 13.3 55.7 19.2 25.1 ▲ 30.6 2.2 5.0 9.9 14.0 38.4 30.5 31.1 ▲ 7.3

中学、高校卒 7,271 3.4 4.7 13.8 17.7 39.2 21.2 39.6 0.4 4.9 7.9 15.4 17.0 28.8 25.9 45.3 16.5

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 3.1 5.7 14.8 18.2 40.1 18.1 41.8 1.7 4.7 8.6 16.5 18.5 28.9 22.8 48.3 19.4

大学卒以上 9,705 2.8 6.4 18.5 20.1 37.5 14.7 47.7 10.2 4.5 10.6 19.7 21.2 25.6 18.5 55.9 30.3

上記以外 98 3.1 3.1 19.4 19.4 37.8 17.3 44.9 7.1 5.1 8.2 19.4 21.4 25.5 20.4 54.1 28.6

100万円未満 2,841 3.9 5.3 15.7 17.1 40.9 17.0 42.0 1.1 5.0 9.0 16.4 17.6 29.6 22.4 48.0 18.4

100万円～200万円未満 2,672 4.3 5.3 14.1 17.1 40.9 18.3 40.8 ▲ 0.1 6.1 8.8 14.9 17.5 28.2 24.6 47.2 19.0

200万円～400万円未満 6,062 3.0 5.8 16.4 19.9 38.6 16.3 45.2 6.6 5.1 9.7 18.0 19.5 27.0 20.7 52.3 25.3

400万円～600万円未満 4,506 2.4 6.6 17.4 20.4 39.8 13.4 46.8 7.1 4.4 10.3 19.5 21.1 27.9 16.7 55.3 27.4

600万円～800万円未満 1,973 2.9 6.0 16.9 19.9 40.4 13.9 45.7 5.3 3.9 9.6 19.3 20.9 28.9 17.4 53.7 24.7

800万円～1,000万円未満 752 2.8 5.1 18.6 19.8 40.0 13.7 46.3 6.2 3.9 9.0 21.0 21.9 26.2 18.0 55.9 29.7

1,000万円以上 473 4.4 7.2 15.6 16.7 45.2 10.8 44.0 ▲ 1.3 4.2 8.9 19.9 19.5 34.5 13.1 52.4 18.0

答えたくない 2,721 2.1 4.0 14.4 17.2 29.8 32.5 37.7 7.9 3.3 6.8 15.0 16.7 22.2 36.0 41.8 19.6
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（3）AIの職場導入により取り残される不安感等 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、現在の仕事や職場の状況を踏まえて次の項目にどの

程度、当てはまるか尋ねると、「AI を搭載したロボットやソフトウェアから、指示を受けるこ

とが心配だ」については、「強く同意する」（4.2％）と「やや同意する」（16.8％）を合わせ

て「同意する」が計 21.0％に対し、「どちらでもない」は 36.4％、「わからない」は 15.3％

で、「やや同意しない」（15.3％）と「強く同意しない」（11.9％）を合わせて「同意しない」

が計 27.2％と、不同意が同意を上回った（図表 2-2-10-3-1）。 

同様に、「AI の職場導入により、取り残されることが心配だ」については、「強く同意する」

（4.4％）と「やや同意する」（21.1％）を合わせて「同意する」が計 25.6％に対し、「どち

らでもない」は 33.4％、「わからない」は 14.4％で、「やや同意しない」（14.3％）と「強く

同意しない」（12.4％）を合わせて「同意しない」が計 26.7％と、同意と不同意が拮抗する

結果となっている。 

 

図表 2-2-10-3-1 AI の職場導入により取り残される不安感等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果を属性等別にみると、「AI を搭載したロボットやソフトウェアから、指示を受

けることが心配だ」や「AI の職場導入により、取り残されることが心配だ」について、「同意

する」割合から「同意しない」割合を差引いた D.I.は、働いている産業分野が「鉱業、採石業、

砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」や「金融業、保険業」「複合サービス事業（郵便

局、協同組合）」等で高くなっている（図表 2-2-10-3-2）。また、「AI の職場導入により、取

り残されることが心配だ」については大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、両者とも従
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業員数が「過剰」な職場でプラス（同意優勢）となった。 

仕事の職種別では、後者について「事務従事者」のみプラス（同意優勢）であり、「男性」

はマイナスに対し「女性」はプラスとなっている。また、年齢階級別にみると、「65 歳以上」

は D.I.のマイナス幅（同意しない優勢）が大きいのに対し、若年層ほどマイナス幅は縮小する

（プラスに転じたり、プラス幅が拡大する）傾向がみられる。最終学歴別では、高学歴になる

ほど「どちらでもない・わからない」割合が低下し、同意する・しないの意見が明確化する。 

 

図表 2-2-10-3-2 属性等別にみた AI の職場導入により取り残される不安感等 
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22,000 21.0 51.7 27.2 ▲ 6.2 25.6 47.8 26.7 ▲ 1.1 22.1 53.6 24.3 ▲ 2.1 21.9 53.3 24.8 ▲ 2.9

農業、林業、漁業 238 22.7 49.6 27.7 ▲ 5.0 22.3 47.9 29.8 ▲ 7.6 22.3 52.5 25.2 ▲ 2.9 20.2 52.9 26.9 ▲ 6.7

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 29.0 49.1 21.9 7.1 33.2 49.1 17.7 15.5 27.9 54.4 17.7 10.2 28.3 51.9 19.8 8.5

建設業 1,355 21.3 53.8 24.9 ▲ 3.5 23.8 51.1 25.2 ▲ 1.4 21.9 55.6 22.4 ▲ 0.5 22.3 54.5 23.2 ▲ 0.9

製造業 4,708 20.8 52.7 26.6 ▲ 5.8 25.4 49.8 24.8 0.7 21.1 55.8 23.1 ▲ 2.0 22.0 54.4 23.6 ▲ 1.6

情報通信業 1,195 22.8 49.3 27.9 ▲ 5.0 30.0 45.4 24.5 5.5 22.0 51.0 26.9 ▲ 4.9 25.1 50.5 24.4 0.7

運輸業、郵便業 1,609 19.1 54.5 26.4 ▲ 7.3 24.1 51.3 24.7 ▲ 0.6 21.3 56.6 22.1 ▲ 0.9 21.9 56.4 21.7 0.2

卸売業、小売業 2,754 19.6 53.1 27.3 ▲ 7.7 25.4 48.3 26.3 ▲ 0.9 21.1 54.6 24.3 ▲ 3.2 21.7 53.8 24.5 ▲ 2.8

金融業、保険業 732 27.0 50.7 22.3 4.8 33.7 45.2 21.0 12.7 22.5 52.6 24.9 ▲ 2.3 26.9 53.1 19.9 7.0

不動産業、物品賃貸業 384 24.7 47.4 27.9 ▲ 3.1 29.2 42.4 28.4 0.8 23.7 50.8 25.5 ▲ 1.8 23.7 51.6 24.7 ▲ 1.0

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 24.8 49.4 25.8 ▲ 1.0 29.7 44.0 26.3 3.4 26.8 47.9 25.3 1.5 27.5 48.2 24.3 3.2

宿泊業、 飲食サービス業 831 21.1 49.5 29.5 ▲ 8.4 24.5 46.2 29.2 ▲ 4.7 20.9 52.3 26.7 ▲ 5.8 19.9 51.4 28.8 ▲ 8.9

生活関連サービス業、 娯楽業 591 22.2 48.2 29.6 ▲ 7.4 23.7 41.3 35.0 ▲ 11.3 19.6 53.8 26.6 ▲ 6.9 19.3 50.4 30.3 ▲ 11.0

教育、学習支援業 891 23.9 45.9 30.2 ▲ 6.3 32.1 38.5 29.4 2.7 27.3 46.8 25.9 1.3 25.3 46.9 27.8 ▲ 2.6

医療、福祉 2,864 20.6 50.2 29.2 ▲ 8.6 23.4 45.7 30.9 ▲ 7.5 23.2 51.1 25.7 ▲ 2.5 19.5 52.5 28.0 ▲ 8.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 24.8 55.8 19.4 5.4 34.1 44.2 21.7 12.4 28.7 54.3 17.1 11.6 27.9 50.4 21.7 6.2

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 18.8 51.8 29.5 ▲ 10.7 21.2 49.3 29.5 ▲ 8.3 22.8 52.3 24.9 ▲ 2.2 20.1 53.1 26.8 ▲ 6.7

公務（他に分類されるものを除く） 999 20.8 50.8 28.4 ▲ 7.6 27.2 45.5 27.2 － 25.3 49.1 25.5 ▲ 0.2 23.3 51.6 25.1 ▲ 1.8

わからない 502 14.5 64.7 20.7 ▲ 6.2 18.5 60.6 20.9 ▲ 2.4 11.0 69.5 19.5 ▲ 8.6 12.7 67.9 19.3 ▲ 6.6

サービス業計 3,486 20.8 50.5 28.7 ▲ 7.9 23.9 46.4 29.7 ▲ 5.8 22.5 52.1 25.4 ▲ 2.9 21.1 51.6 27.4 ▲ 6.3

99人以下 7,816 19.1 52.4 28.6 ▲ 9.5 22.6 48.7 28.6 ▲ 6.0 22.2 54.3 23.6 ▲ 1.4 19.2 54.3 26.5 ▲ 7.3

100～300人 3,198 23.1 51.0 25.9 ▲ 2.7 27.8 46.8 25.4 2.4 24.2 51.6 24.3 ▲ 0.1 25.1 51.1 23.8 1.3

301～999人 2,535 24.5 48.2 27.4 ▲ 2.9 28.6 45.2 26.1 2.5 24.5 50.3 25.3 ▲ 0.8 24.9 50.6 24.6 0.3

1,000人以上 5,097 24.3 47.3 28.4 ▲ 4.1 30.2 42.5 27.3 2.9 23.4 49.9 26.7 ▲ 3.4 26.0 48.9 25.1 1.0

官公庁 640 18.3 52.0 29.7 ▲ 11.4 26.7 45.8 27.5 ▲ 0.8 24.4 50.0 25.6 ▲ 1.3 20.9 54.2 24.8 ▲ 3.9

わからない 2,714 15.5 62.4 22.1 ▲ 6.6 19.5 58.8 21.7 ▲ 2.2 14.4 65.4 20.2 ▲ 5.8 15.8 63.6 20.6 ▲ 4.8

従業員数が不足計 11,326 24.1 46.8 29.0 ▲ 4.9 28.3 42.8 29.0 ▲ 0.7 25.3 48.4 26.3 ▲ 1.0 25.0 48.5 26.5 ▲ 1.5

従業員数の過不足はない 4,916 21.0 48.8 30.2 ▲ 9.2 25.8 44.1 30.1 ▲ 4.3 22.5 50.9 26.6 ▲ 4.1 21.8 50.0 28.2 ▲ 6.4

従業員数が過剰計 674 29.5 44.2 26.3 3.3 35.2 42.3 22.6 12.6 31.5 45.8 22.7 8.8 32.8 44.4 22.8 9.9

わからない 5,084 13.0 66.5 20.5 ▲ 7.5 18.0 63.2 18.8 ▲ 0.7 13.4 69.0 17.6 ▲ 4.2 13.7 68.4 17.9 ▲ 4.2

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 21.7 51.3 26.9 ▲ 5.2 25.9 48.1 26.0 ▲ 0.1 23.0 52.9 24.1 ▲ 1.2 22.7 53.0 24.3 ▲ 1.6

非正規の職員・従業員 7,014 19.5 52.6 27.9 ▲ 8.4 24.9 47.0 28.1 ▲ 3.2 20.3 55.2 24.5 ▲ 4.2 20.2 54.1 25.7 ▲ 5.5

管理的職業従事者 490 27.8 42.0 30.2 ▲ 2.4 28.2 39.2 32.7 ▲ 4.5 27.8 43.1 29.2 ▲ 1.4 26.9 42.7 30.4 ▲ 3.5

専門的・技術的職業 従事者 4,094 23.9 47.1 29.0 ▲ 5.1 27.9 43.4 28.7 ▲ 0.9 25.3 47.2 27.5 ▲ 2.2 24.1 48.7 27.3 ▲ 3.2

事務従事者 5,033 22.2 52.6 25.2 ▲ 2.9 30.6 46.6 22.8 7.8 24.6 54.4 21.0 3.6 23.5 55.3 21.2 2.3

販売従事者 2,746 21.6 52.0 26.5 ▲ 4.9 25.9 47.8 26.3 ▲ 0.3 20.6 54.5 24.9 ▲ 4.3 23.6 52.7 23.7 ▲ 0.1

サービス職業従事者 2,596 20.4 50.7 28.9 ▲ 8.5 22.2 48.3 29.5 ▲ 7.4 21.0 53.5 25.5 ▲ 4.5 19.0 53.4 27.5 ▲ 8.5

保安職業従事者 474 19.0 51.5 29.5 ▲ 10.5 19.2 51.1 29.7 ▲ 10.5 21.1 51.7 27.2 ▲ 6.1 20.5 51.3 28.3 ▲ 7.8

農林漁業従事者 206 17.0 51.9 31.1 ▲ 14.1 17.0 50.0 33.0 ▲ 16.0 18.0 53.9 28.2 ▲ 10.2 15.0 54.9 30.1 ▲ 15.0

生産工程従事者 3,072 18.7 55.3 26.0 ▲ 7.4 23.8 51.8 24.5 ▲ 0.7 19.3 58.7 22.0 ▲ 2.8 20.1 56.8 23.2 ▲ 3.1

輸送・機械運転従事者 806 17.4 55.1 27.5 ▲ 10.2 19.1 53.5 27.4 ▲ 8.3 20.0 57.8 22.2 ▲ 2.2 20.3 55.8 23.8 ▲ 3.5

建設・採掘従事者 787 19.2 54.8 26.0 ▲ 6.9 20.3 53.1 26.6 ▲ 6.2 20.3 55.4 24.3 ▲ 3.9 18.4 55.8 25.8 ▲ 7.4

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 16.7 55.0 28.3 ▲ 11.6 20.3 50.1 29.5 ▲ 9.2 17.5 57.1 25.5 ▲ 8.0 19.0 54.6 26.4 ▲ 7.4

男性 11,861 20.4 51.6 28.0 ▲ 7.7 23.9 49.0 27.1 ▲ 3.2 22.0 53.8 24.3 ▲ 2.3 22.5 52.9 24.6 ▲ 2.0

女性 10,139 21.8 51.9 26.3 ▲ 4.5 27.5 46.3 26.2 1.4 22.3 53.5 24.2 ▲ 2.0 21.2 53.8 25.0 ▲ 3.8

15～24歳 1,371 30.5 40.5 29.0 1.5 35.7 37.1 27.1 8.6 26.5 44.1 29.5 ▲ 3.0 29.0 42.2 28.7 0.3

25～34歳 3,990 24.3 47.7 27.9 ▲ 3.6 29.0 45.2 25.8 3.3 24.3 50.1 25.6 ▲ 1.4 24.9 50.4 24.7 0.3

35～49歳 7,599 20.6 53.3 26.1 ▲ 5.5 26.4 48.5 25.0 1.4 21.1 55.3 23.6 ▲ 2.5 21.7 54.6 23.7 ▲ 2.0

50～64歳 6,801 18.7 54.6 26.7 ▲ 8.0 23.3 49.9 26.7 ▲ 3.4 20.9 55.9 23.2 ▲ 2.2 19.7 56.0 24.3 ▲ 4.6

65歳以上 2,239 17.7 51.9 30.4 ▲ 12.7 17.1 49.6 33.3 ▲ 16.3 22.5 53.3 24.2 ▲ 1.7 19.4 52.9 27.6 ▲ 8.2

中学、高校卒 7,271 19.0 55.9 25.1 ▲ 6.1 22.5 52.2 25.3 ▲ 2.8 19.4 58.3 22.3 ▲ 2.9 19.7 57.3 23.1 ▲ 3.4

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 20.5 53.7 25.8 ▲ 5.2 24.9 48.5 26.6 ▲ 1.7 22.5 54.3 23.2 ▲ 0.7 20.5 54.6 24.8 ▲ 4.3

大学卒以上 9,705 22.8 47.6 29.6 ▲ 6.8 28.2 44.0 27.7 0.5 24.0 49.8 26.3 ▲ 2.3 24.3 49.7 26.0 ▲ 1.6

上記以外 98 19.4 54.1 26.5 ▲ 7.1 22.4 50.0 27.6 ▲ 5.1 21.4 55.1 23.5 ▲ 2.0 18.4 52.0 29.6 ▲ 11.2

AIの職場導入により、

取り残されることが心配だ

私の職場でAIを導入するのは、

時期尚早ではないかと心配だ

AIによって、仕事の進捗管理が

強化される可能性があることが心配だ
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（4）AIが自身の産業分野の賃金に与える影響予想 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、今後の 10 年間を見据えた場合に自身の産業分野の

賃金に AI が影響を与えると思うか尋ねると、「わからない」が 44.6％となる中、「はい、AI

は賃金を増加させると思う」が 8.7％に対し、「はい、AI は賃金を減少させると思う」は 22.6％

で、減少が増加を大きく（倍以上）上回った（図表 2-2-10-4-1）。「いいえ、AI は賃金に影

響を与えないと思う」は 24.1％だった。 

なお、こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」や「AI 利

用者」「生成 AI 利用者」では、「はい、AI は賃金を増加させると思う」との見方が大幅に増加

し、「はい、AI は賃金を減少させると思う」割合も増加するものの、「AI 利用者」や「生成 AI

利用者」では、増加見通し優勢の結果となっている。 

 

図表 2-2-10-4-1 AI が自身の産業分野の賃金に与える影響予想 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果に、これまでに自身の行っていた作業（タスク）が自動処理化されたり、

以前には無かった新しい作業が創出されたりした経験を掛け合わせると、AI の効果を実感し

ているほど「はい、AI は賃金を増加させると思う」との回答が優勢となっている（図表 2-2-

10-4-2）。また、AI を利用しながら働くためのリスキリング・アップスキリング（学び・学

び直し）に「取り組んだ」場合は、増加が減少を 23.4 ㌽上回り、「取り組んでいない」場合

（減少が 1.8㌽優勢）と比較して顕著な相違がみられる。 

 

図表 2-2-10-4-2 AI が自身の産業分野の賃金に与える影響予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.7 

25.0 

30.4 

34.3 

22.6 

25.5 

27.2 

27.4 

24.1 

25.2 

24.4 

23.6 

44.6 

24.3 

18.0 

14.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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生成AI利用者（n=1,401）

はい、AIは賃金を増加させると思う はい、AIは賃金を減少させると思う いいえ、AIは賃金に影響を与えないと思う わからない

増減D.I.
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①AI利用者（n=1,854）
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AIが自動処理化した（n=1,087）

①×AIが以前には無かった新しい

作業を創出した（n=781）

①×昨年、AIを利用しながら働くための

学び・学び直しに取り組んだ（n=644）

①×取り組んでいない（n=435）
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また、こうした結果を属性等別にみると、AI が賃金に影響を与えると思う割合は「金融業、

保険業」や「情報通信業」等、既に AI 使用が進展している業種で高くなっている（図表 2-2-

10-4-3）。 

図表 2-2-10-4-3 属性等別にみた AI が自身の産業分野の賃金に与える影響予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） （％）

n

はい、AIは

賃金を増加

させると思う

はい、AIは

賃金を減少

させると思う

いいえ、AIは

賃金に影響を

与えないと思う

わから

ない

影響を

与えると

思う計

増加－

減少

D.I.

22,000 8.7 22.6 24.1 44.6 31.2 ▲ 13.9

農業、林業、漁業 238 14.3 18.1 24.8 42.9 32.4 ▲ 3.8

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 12.4 23.7 23.7 40.3 36.0 ▲ 11.3

建設業 1,355 10.6 21.6 26.2 41.5 32.3 ▲ 11.0

製造業 4,708 9.8 21.3 23.0 45.9 31.1 ▲ 11.6

情報通信業 1,195 15.3 24.4 22.4 37.8 39.7 ▲ 9.1

運輸業、郵便業 1,609 6.8 24.9 21.9 46.3 31.8 ▲ 18.1

卸売業、小売業 2,754 7.7 23.8 20.7 47.9 31.5 ▲ 16.1

金融業、保険業 732 12.0 29.1 18.3 40.6 41.1 ▲ 17.1

不動産業、物品賃貸業 384 11.5 26.3 25.5 36.7 37.8 ▲ 14.8

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 10.0 26.8 21.7 41.6 36.7 ▲ 16.8

宿泊業、 飲食サービス業 831 6.9 23.0 21.8 48.4 29.8 ▲ 16.1

生活関連サービス業、 娯楽業 591 6.6 23.0 27.7 42.6 29.6 ▲ 16.4

教育、学習支援業 891 6.2 21.5 32.3 40.0 27.7 ▲ 15.4

医療、福祉 2,864 7.3 20.7 27.2 44.8 28.0 ▲ 13.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 7.8 28.7 21.7 41.9 36.4 ▲ 20.9

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 5.7 22.0 26.2 46.1 27.7 ▲ 16.3

公務（他に分類されるものを除く） 999 7.6 23.1 30.1 39.1 30.7 ▲ 15.5

わからない 502 4.4 14.3 18.9 62.4 18.7 ▲ 10.0

サービス業計 3,486 6.7 23.2 24.7 45.4 29.9 ▲ 16.5

99人以下 7,816 6.7 20.7 27.4 45.3 27.4 ▲ 14.0

100～300人 3,198 10.0 24.0 23.9 42.0 34.1 ▲ 14.0

301～999人 2,535 12.0 25.5 23.8 38.7 37.5 ▲ 13.5

1,000人以上 5,097 12.0 26.3 23.2 38.6 38.2 ▲ 14.3

官公庁 640 8.0 20.9 30.8 40.3 28.9 ▲ 13.0

わからない 2,714 3.6 17.1 15.6 63.7 20.7 ▲ 13.4

従業員数が不足計 11,326 10.6 26.1 25.8 37.6 36.7 ▲ 15.5

従業員数の過不足はない 4,916 8.7 22.6 29.9 38.7 31.3 ▲ 13.9

従業員数が過剰計 674 13.4 33.8 25.2 27.6 47.2 ▲ 20.5

わからない 5,084 3.6 13.3 14.8 68.3 17.0 ▲ 9.7

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 10.1 22.9 24.6 42.4 33.1 ▲ 12.8

非正規の職員・従業員 7,014 5.5 21.8 23.2 49.5 27.3 ▲ 16.3

管理的職業従事者 490 16.1 22.7 29.4 31.8 38.8 ▲ 6.5

専門的・技術的職業 従事者 4,094 11.8 21.9 26.8 39.5 33.7 ▲ 10.1

事務従事者 5,033 7.8 25.6 21.3 45.4 33.3 ▲ 17.8

販売従事者 2,746 8.7 25.3 21.0 45.0 33.9 ▲ 16.6

サービス職業従事者 2,596 7.0 20.6 25.4 47.0 27.7 ▲ 13.6

保安職業従事者 474 8.9 20.3 31.6 39.2 29.1 ▲ 11.4

農林漁業従事者 206 13.1 14.6 27.2 45.1 27.7 ▲ 1.5

生産工程従事者 3,072 8.1 21.0 22.2 48.8 29.0 ▲ 12.9

輸送・機械運転従事者 806 6.1 22.3 26.2 45.4 28.4 ▲ 16.3

建設・採掘従事者 787 10.4 19.8 28.2 41.6 30.2 ▲ 9.4

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 5.0 19.9 25.9 49.2 24.9 ▲ 14.9

男性 11,861 10.0 22.7 26.4 40.8 32.8 ▲ 12.7

女性 10,139 7.1 22.4 21.5 49.0 29.4 ▲ 15.3

15～24歳 1,371 13.3 30.1 21.4 35.2 43.4 ▲ 16.7

25～34歳 3,990 12.0 25.9 22.5 39.6 37.9 ▲ 13.9

35～49歳 7,599 9.1 23.0 22.6 45.4 32.0 ▲ 13.9

50～64歳 6,801 6.1 20.8 24.9 48.2 26.9 ▲ 14.7

65歳以上 2,239 6.1 16.2 31.8 46.0 22.3 ▲ 10.0

中学、高校卒 7,271 6.5 20.2 23.2 50.2 26.7 ▲ 13.7

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 7.4 22.2 22.6 47.7 29.7 ▲ 14.8

大学卒以上 9,705 10.9 24.5 25.6 38.9 35.5 ▲ 13.6

上記以外 98 7.1 24.5 22.4 45.9 31.6 ▲ 17.3

100万円未満 2,841 7.0 22.6 24.6 45.8 29.6 ▲ 15.6

100万円～200万円未満 2,672 6.1 22.4 24.3 47.3 28.5 ▲ 16.4

200万円～400万円未満 6,062 8.0 24.0 25.2 42.9 31.9 ▲ 16.0

400万円～600万円未満 4,506 10.8 24.8 25.7 38.7 35.6 ▲ 14.0

600万円～800万円未満 1,973 12.2 22.2 28.3 37.3 34.4 ▲ 10.0

800万円～1,000万円未満 752 16.0 22.7 27.0 34.3 38.7 ▲ 6.8

1,000万円以上 473 20.1 21.1 27.7 31.1 41.2 ▲ 1.1

答えたくない 2,721 4.4 16.4 14.2 64.9 20.9 ▲ 12.0
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なお、増加－減少 D.I.は総じてマイナス（減少優勢）だが、特に「複合サービス事業（郵便

局、協同組合）」や「運輸業、郵便業」等でマイナス幅が大きい。また、影響を与えると思う

割合は大規模企業になるほど高まるが、D.I.は規模に依らず同程度となっている。 

AI が自身の産業分野の賃金に影響を与えると思う割合は、「正規の職員・従業員」や「男性」

で高く、仕事の職種別では「管理的職業従事者」等で高い。一方、増加－減少 D.I.は「非正規

の職員・従業員」や「女性」、仕事の職種が「事務従事者」や「販売従事者」「輸送・機械運転

従事者」等でマイナス（減少優勢）幅がより大きい。 

年齢階級別にみると、影響を与えると思う割合は若年層になるほど高く、増加－減少 D.I.

もマイナス（減少優勢の見方）幅が拡大する傾向がみられる。同様に、影響を与えると思う割

合は高学歴になるほど高まるが、D.I.は学歴に依らず同程度となっている。また、昨年の個人

年収別でもみると、年収水準が高いほど影響を与えると思う割合は高く、「AI は賃金を増加さ

せると思う」との回答割合も高い（「100 万円～200 万円未満」で 7.0％～「1,000 万円以

上」で 20.1％）。結果として、年収水準が低下するほど D.I.のマイナス（減少優勢）幅はより

大きく、AI が自身の産業分野の賃金に与える影響により悲観的であることが分かる。 

 

（5）AIによる仕事のパフォーマンスやウェルビーイング等への影響予想 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、AI によって「仕事のパフォーマンス」がどのような

影響を受けると思うか尋ねると、「今後２年以内」については「影響なし」が 35.0％、「わか

らない」が 26.0％となる中、「かなり改善」（2.6％）と「少し改善」（23.0％）を合わせて「改

善」が計 25.6％に対し、「少し悪化」（9.9％）と「かなり悪化」（3.5％）を合わせて「悪化」

は計 13.4％で、改善が悪化を大きく上回った（図表 2-2-10-5-1）。同様に、「（２年を超えて）

今後 10 年以内」についても、「影響なし」が 9.9㌽減少の 25.1％、「わからない」が 5.8㌽

増加の 31.8％となる中、「かなり改善」（6.2％）と「少し改善」（22.8％）を合わせた「改善」

が 3.5㌽アップの計 29.1％に増加し、「少し悪化」（10.2％）と「かなり悪化」（3.8％）を合

わせた「悪化」がほぼ横這いの計 14.0％と、改善が悪化の２倍以上となった。 

なお、こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」や「AI 利

用者」「生成 AI 利用者」の「今後２年以内」の「仕事のパフォーマンス」については、「かな

り改善」が 3 倍以上高く、「少し改善」と合わせて「改善」を見込む割合も、全有効回答労働

者の２倍以上と顕著に高い。また、「（２年を超えて）今後 10 年以内」については、「わからな

い」がやや増加するものの、「改善」を見込む割合が「悪化」の４倍を上回っている。さらに、

「メンタルヘルスとウェルビーイング（生活満足度や幸福度等）」がどのような影響を受ける

と思うか尋ねると、「今後２年以内」については「影響なし」が 31.0％、「わからない」が 30.1％

となる中、「改善」が計 21.5％に対し「悪化」は計 17.4％と改善が悪化を上回った。 

同様に、「（２年を超えて）今後 10 年以内」についても、「影響なし」が 4.9㌽減少の 26.1％、

「わからない」が 3.9 ㌽増加の 34.0％となる中、「改善」が計 22.2％に対し「悪化」は計
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17.8％となった。こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」

や「AI 利用者」「生成 AI 利用者」になるほど改善を見込む割合は高く、全有効回答労働者の

２倍を上回っている。 

 

図表 2-2-10-5-1 AI による仕事のパフォーマンスやウェルビーイング等への影響予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、「仕事のパフォーマンス」や「メンタルヘルスとウェルビーイング（生活満足度や幸

福度等）」「職場における安全性と身体の健康」に対する AI の将来的な影響について、改善を

見込む割合から悪化を差引いて D.I.を算出し、AI の使用・利用状況等別に展開すると、図表

2-2-10-5-2 の通りになる。すなわち、AI の将来的な影響について改善に寄与することを見

込む割合（改善度 D.I.）は、全有効回答労働者では 4.0～15.0 の範囲となっているところ、

「AI 利用者」は 27.3～54.4 と顕著に高いことが分かる。また、職場の AI 導入時に労働者

等との話合いを実施し、AI を利用しながら働くための学び・学び直しや、AI を利用しながら
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働くことが出来るように企業が訓練提供や資金援助を行っているほど高い。なお、「AI 非利用

者」でも、「AI 不使用企業」と「AI 使用企業」の間には顕著な差がみられ、前者の D.I.が 1.0

～10.4 に対して後者は 14.1～31.2 と、企業における AI の使用・利用経験が、AI 利用に伴

う仕事の質（Job quality）の改善期待を高めている様子がうかがえる。 

なお、こうした結果とAIが自身の産業分野の賃金に与える影響の関係についても調べると、

「AI 利用者」の中でも、AI の利用前後で「仕事のパフォーマンス」等が「改善した」と評価

しているほど、「AI は、賃金を増加させると思う」割合は高く（「かなり改善」で 61.9％、「少

し改善」で 33.8％、「悪化」計で 25.1％）、AI の効用の実感が将来のポジティブな展望に繋

がっている。 

 

図表 2-2-10-5-2 属性等別にみた AI による仕事のパフォーマンスやウェルビーイング等への影響予想 

 

 

 

（6）自身の職種における AIによる雇用増加の期待感 

自身の職種で AI による雇用増加がどの程度、期待できるかと思うか尋ねると、「今後２年

以内」については、「極めて期待できる」（1.8％）と「かなり期待できる」（6.1％）、「ある程

度、期待できる」（14.8％）、「わずかながら期待できる」（14.9％）を合わせて「期待できる」

が計 37.6％に対し、「全く期待できない」は 30.6％で、「わからない」が 31.7％となった（図

表 2-2-10-6-1）。同様に、「（２年を超えて）今後 10 年以内」についても、「改善できる」が

2.4㌽増加の計 40.0％に対し、「全く期待できない」は 5.3㌽減少の 25.3％で、「わからな

い」は 3.0㌽増加の 34.7％となった。こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI

使用企業の労働者」「AI 利用者」「生成 AI 利用者」になるほど雇用増加の期待感は高まり、

12.2
15.0

4.0 4.4
6.6 8.07.7

10.4

1.0 1.5
3.8

5.3

27.6

31.2

16.4
14.1

16.0
18.2

50.6

54.4

27.3
29.8 30.0 30.4

74.2 74.9

59.6

54.8
56.8

55.1

70.4
68.3

51.2 50.7 49.3 48.4

84.1

78.0

70.8

63.6
66.3

64.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

今後2年以内 （2年を超えて）

今後10年以内

今後2年以内 （2年を超えて）

今後10年以内

今後2年以内 （2年を超えて）

今後10年以内

仕事のパフォーマンス メンタルヘルスとウェルビーイング

（生活満足度や幸福度等）

職場における安全性と身体の健康

①全有効回答労働者（n=22,000）
②AI不使用企業の労働者（n=19,167）
③AI使用企業のAI非利用者（n=979）
④AI利用者（n=1,854）
⑤④×AIを利用しながら働くための労働者の学び・学び直し、企業の訓練提供等ともに実施（n=403）
⑥④×職場へのAI導入時に労働者等との話合いを実施（n=578）
⑦⑤×⑥（n=264）

改善－悪化D.I.

改善度がより高い



 

－84－ 

「全く期待できない」割合等は低下する。結果として、「生成 AI 利用者」で「期待できる」と

の回答は、全有効回答労働者のおおむね２倍となっている。 

 

図表 2-2-10-6-1 自身の職種における AI による雇用増加の期待感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、（4）でみた AI が自身の産業分野の賃金に与える影響予想と、自身の職種における AI

による雇用増加の期待感の関係について調べると、「AI は、賃金を増加させると思う」場合は
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「AI は、賃金に影響を与えないと思う」場合は、雇用増加が「全く期待できない」との回答

が「期待できる」割合を上回っている。 

 

図表 2-2-10-6-2 AI が自身の産業分野の賃金に与える影響予想と 

自身の職種における AIによる雇用増加の期待感の関係 
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こうした結果を属性等別にみると、雇用増加が期待できる割合から期待できない割合を差

引いた D.I.は、少なくとも「今後２年以内」について「情報通信業」や「鉱業、採石業、砂利

採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業、保険業」等で高いのに対し、「運輸業、郵便

業」や「サービス業（他に分類されないもの）」等では低い（図表 2-2-10-6-3）。なお、「（２

年を超えて）今後 10 年以内」については、すべての産業分野でプラスとなっている。 

 

図表 2-2-10-6-3 属性等別にみた自身の職種における AI による雇用増加の期待感 
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22,000 1.8 6.1 14.8 14.9 30.6 31.7 37.6 7.0 2.3 7.5 16.0 14.3 25.3 34.7 40.0 14.7

農業、林業、漁業 238 5.5 8.0 12.2 11.3 34.0 29.0 37.0 2.9 6.3 8.8 14.3 12.6 28.6 29.4 42.0 13.4

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 6.0 11.7 18.7 13.8 24.0 25.8 50.2 26.1 4.6 14.5 21.2 11.7 20.1 27.9 51.9 31.8

建設業 1,355 2.2 6.7 16.3 15.2 30.8 28.8 40.4 9.7 2.4 9.2 17.3 14.2 25.3 31.7 43.0 17.6

製造業 4,708 1.9 5.8 16.1 15.1 29.5 31.6 38.8 9.3 2.4 7.5 16.9 14.0 24.6 34.6 40.7 16.1

情報通信業 1,195 4.1 10.4 17.9 17.4 19.3 30.9 49.8 30.5 4.8 11.5 19.4 14.3 16.7 33.4 50.0 33.3

運輸業、郵便業 1,609 1.4 4.7 11.5 12.9 36.1 33.4 30.5 ▲ 5.7 1.7 5.3 13.3 12.8 30.1 36.7 33.1 3.0

卸売業、小売業 2,754 0.9 5.6 13.0 14.7 30.0 35.9 34.1 4.1 1.4 6.5 14.5 14.5 23.7 39.5 36.8 13.1

金融業、保険業 732 1.9 9.0 18.3 18.2 20.8 31.8 47.4 26.6 2.9 11.1 19.9 14.3 18.0 33.7 48.2 30.2

不動産業、物品賃貸業 384 2.9 4.4 18.2 16.1 32.3 26.0 41.7 9.4 3.6 7.3 17.7 14.1 27.6 29.7 42.7 15.1

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 2.4 8.8 15.1 12.7 29.2 31.9 38.9 9.7 3.2 9.2 17.0 11.4 24.8 34.3 40.9 16.1

宿泊業、 飲食サービス業 831 0.7 5.8 13.1 13.7 32.5 34.2 33.3 0.8 1.7 6.3 14.7 13.5 27.2 36.7 36.1 8.9

生活関連サービス業、 娯楽業 591 1.5 4.4 14.0 14.4 34.9 30.8 34.3 ▲ 0.5 1.2 6.1 14.7 14.9 28.9 34.2 36.9 8.0

教育、学習支援業 891 1.1 7.1 16.2 14.7 32.5 28.4 39.1 6.5 1.9 8.3 16.6 14.3 27.8 31.1 41.1 13.2

医療、福祉 2,864 1.5 5.2 14.0 15.8 33.9 29.7 36.4 2.4 1.9 6.5 15.0 16.8 27.1 32.6 40.3 13.1

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 3.9 12.4 15.5 14.7 31.0 22.5 46.5 15.5 3.9 10.9 20.2 12.4 25.6 27.1 47.3 21.7

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 1.6 4.8 11.3 12.9 35.3 34.1 30.6 ▲ 4.7 1.8 5.5 12.9 13.8 28.3 37.7 34.0 5.6

公務（他に分類されるものを除く） 999 1.2 6.8 17.7 16.9 30.7 26.6 42.6 11.9 1.6 9.3 17.8 16.0 26.4 28.8 44.7 18.3

わからない 502 1.8 3.0 13.3 12.5 25.7 43.6 30.7 5.0 1.6 3.8 14.3 12.7 21.5 46.0 32.5 11.0

サービス業計 3,486 1.6 5.7 12.8 13.4 33.7 32.9 33.4 ▲ 0.2 1.9 6.4 14.4 13.6 27.7 36.1 36.3 8.6

99人以下 7,816 1.4 4.8 12.6 13.8 35.2 32.1 32.7 ▲ 2.6 2.0 5.6 13.8 13.7 29.5 35.4 35.2 5.7

100～300人 3,198 2.3 7.7 16.4 16.2 29.5 27.9 42.6 13.1 2.2 9.6 18.3 15.2 23.9 30.9 45.3 21.4

301～999人 2,535 2.5 8.2 16.6 17.1 27.9 27.7 44.4 16.5 2.9 9.9 18.6 16.2 21.9 30.5 47.6 25.7

1,000人以上 5,097 2.5 8.2 18.5 16.0 26.6 28.2 45.2 18.6 3.2 10.0 18.9 15.0 22.4 30.4 47.1 24.7

官公庁 640 1.4 4.1 18.0 15.6 31.9 29.1 39.1 7.2 1.4 8.8 17.2 14.5 27.2 30.9 41.9 14.7

わからない 2,714 0.5 2.6 9.8 12.2 28.6 46.4 25.1 ▲ 3.5 0.8 3.1 10.9 12.0 23.0 50.1 26.9 3.8

従業員数が不足計 11,326 2.0 6.7 15.5 15.9 34.6 25.2 40.2 5.6 2.6 8.3 16.8 15.7 28.0 28.5 43.4 15.4

従業員数の過不足はない 4,916 1.9 6.8 15.9 15.5 30.3 29.7 40.0 9.7 2.3 8.3 16.5 15.0 25.2 32.7 42.1 17.0

従業員数が過剰計 674 5.0 12.2 18.1 15.7 31.5 17.5 51.0 19.6 4.7 14.1 21.2 12.0 27.9 20.0 52.1 24.2

わからない 5,084 0.9 3.3 11.7 11.9 22.0 50.2 27.8 5.7 1.0 4.1 12.7 10.9 18.9 52.3 28.7 9.8

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 2.2 7.4 16.5 15.5 29.1 29.3 41.6 12.4 2.6 8.8 17.4 14.9 24.5 31.7 43.8 19.3

非正規の職員・従業員 7,014 0.9 3.4 11.1 13.6 33.8 37.0 29.1 ▲ 4.7 1.5 4.6 12.8 13.1 27.0 41.0 31.9 4.9

管理的職業従事者 490 1.8 9.8 17.6 19.0 28.6 23.3 48.2 19.6 3.1 9.8 21.4 16.1 22.7 26.9 50.4 27.8

専門的・技術的職業 従事者 4,094 2.8 8.3 17.4 15.6 28.3 27.6 44.1 15.8 3.3 9.4 18.4 15.6 23.1 30.1 46.8 23.7

事務従事者 5,033 1.6 6.6 15.7 15.1 26.6 34.5 38.9 12.3 2.0 8.5 16.4 14.0 22.0 37.1 40.9 19.0

販売従事者 2,746 1.5 6.0 15.2 16.9 28.6 31.9 39.5 11.0 1.7 7.7 16.9 15.1 23.4 35.2 41.4 18.0

サービス職業従事者 2,596 1.3 5.5 13.3 14.0 33.7 32.0 34.2 0.5 2.2 6.1 14.3 14.7 28.0 34.7 37.2 9.2

保安職業従事者 474 1.3 4.0 13.7 17.9 34.8 28.3 36.9 2.1 1.5 7.4 15.2 16.0 28.3 31.6 40.1 11.8

農林漁業従事者 206 3.4 5.8 10.7 9.7 37.4 33.0 29.6 ▲ 7.8 4.4 5.3 13.1 11.7 32.0 33.5 34.5 2.4

生産工程従事者 3,072 1.7 4.7 13.6 14.6 32.5 33.0 34.6 2.1 2.0 6.3 14.6 13.6 27.4 36.1 36.5 9.1

輸送・機械運転従事者 806 1.0 4.8 10.3 11.7 41.1 31.1 27.8 ▲ 13.3 1.6 4.7 12.0 12.7 34.0 35.0 31.0 ▲ 3.0

建設・採掘従事者 787 2.3 6.0 16.6 13.3 33.9 27.8 38.2 4.3 2.5 8.5 17.8 13.5 28.2 29.5 42.3 14.1

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 1.7 3.4 10.7 12.3 35.8 36.3 27.9 ▲ 7.8 1.5 4.0 12.4 12.1 29.1 40.9 30.0 0.9

男性 11,861 2.2 6.2 16.0 15.5 30.7 29.4 39.9 9.2 2.6 7.9 17.0 14.5 25.7 32.3 42.0 16.3

女性 10,139 1.4 6.0 13.4 14.2 30.6 34.5 34.9 4.3 1.8 7.0 14.7 14.2 24.8 37.6 37.7 12.9

15～24歳 1,371 4.3 12.0 21.2 18.5 23.6 20.4 56.0 32.4 5.1 15.0 20.2 17.7 20.6 21.4 58.1 37.5

25～34歳 3,990 3.5 10.3 19.1 17.2 23.7 26.3 50.0 26.3 3.7 12.3 20.6 15.6 20.1 27.8 52.1 32.1

35～49歳 7,599 1.9 6.2 16.1 14.6 29.7 31.5 38.8 9.1 2.6 6.9 17.4 14.8 25.1 33.3 41.6 16.6

50～64歳 6,801 0.6 3.6 11.2 13.3 34.2 37.0 28.8 ▲ 5.4 0.9 4.6 12.4 12.9 28.2 41.0 30.9 2.7

65歳以上 2,239 0.6 2.6 9.5 14.2 39.7 33.5 26.9 ▲ 12.8 0.9 4.8 11.1 12.8 29.5 40.9 29.6 0.1

中学、高校卒 7,271 1.5 4.4 12.1 13.4 33.0 35.7 31.3 ▲ 1.7 1.9 5.4 13.4 13.1 27.7 38.4 33.8 6.1

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 1.6 4.9 13.6 14.0 32.7 33.2 34.1 1.4 1.8 6.6 14.8 13.8 26.7 36.3 37.0 10.4

大学卒以上 9,705 2.2 8.0 17.4 16.5 27.9 28.0 44.1 16.2 2.7 9.5 18.5 15.4 22.8 31.1 46.1 23.3

上記以外 98 2.0 6.1 14.3 15.3 23.5 38.8 37.8 14.3 2.0 8.2 10.2 21.4 18.4 39.8 41.8 23.5

今後2年以内について （2年を超えて）今後10年以内について
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従業員規模別にみると、期待度 D.I.は大規模企業になるほど高まる傾向がみられるほか、

従業員数が「過剰」な職場で高い。また、雇用形態別では「正規の職員・従業員」、自身の仕

事が「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で高いほか、高学歴になるほど

高くなっている。なお、少なくとも「今後２年以内」について D.I.がマイナスなのは、「輸送・

機械運転従事者」や「運搬・清掃・包装等従事者」など 3 職種だが、「（２年を超えて）今後 10

年以内」については 2 職種がプラスに転じ、引き続き「期待できない」が上回るのは「輸送・

機械運転従事者」のみとなっている。また、年齢階級別では若年層になるほど高く、49 歳以

下で「期待できる」が優勢に転じ、特に 34 歳以下で D.I.が高い。 

なお、「自身の職種における AI による雇用増加の期待感」と、10.（2）でみた「AI によっ

て自身の仕事が喪失されるかも知れない不安」の関係についても調べると、図表 2-2-10-6-

4 の通りになる。すなわち、AI による雇用増加が「極めて期待できる」「かなり期待できる」

「ある程度、期待できる」と回答した割合から、AI によって自身の仕事が喪失されるかも知

れないことについて「極めて心配」「かなり心配」「ある程度、心配」と回答した割合を差引い

た D.I.を AI の使用・利用状況別に比較すると、「今後２年以内」あるいは「（２年を超えて）

今後 10 年以内」のいずれも、「AI 不使用企業の労働者」ではマイナス（仕事が喪失されるか

も知れない不安感の方が強い）だが、「AI 使用企業の労働者」や「AI 利用者」ではプラス（雇

用増加の期待感の方が強い）に転じ、プラス幅は AI を利用しながら働くための学び・学び直

しや、自身の職場で AI が使用された際の労働者や労働者代表との話合い、また、企業が労働

者に AI を利用しながら働くことが出来るよう訓練提供や資金援助を行っているほど拡大し、

雇用増加の期待感がさらに高まることが分かる。 

 

図表 2-2-10-6-4 「AI によって自身の仕事が喪失されるかも知れない不安」と 

「自身の職種における AI による雇用増加の期待感」の関係 
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AIによる雇用増加が「極めて・かなり・ある程度、期待できる」と回答
割合から、AIによって自身の仕事が喪失されるかも知れないことに
ついて「極めて・かなり・ある程度、心配」と回答した割合を差引いたD.I.
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（7）現在の勤め先での仕事の継続意向 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に２年後あるいは 10 年後も、今の企業で仕事を続けた

いと思っているか尋ねると、「はい」（継続したいと思っている）が 38.7％に対し、「いいえ」

（続けたいと思っていない）は 29.3％で、「わからない」が 32.0％となった（図表 2-2-10-

7-1）。 

また、２年後について「はい」（継続したいと思っている）と回答した場合（n=8,524 人）

に、10 年後についても同様に尋ねると、「はい」（継続したいと思っている）が 57.4％に対

し、「いいえ」（継続したいと思っていない）は 16.0％で「わからない」が 26.6％となった。 

こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」「AI 利用者」「生

成 AI 利用者」になるほど、「はい」（継続したいと思っている）と回答した割合は高まる傾向

がみられる。 

 

図表 2-2-10-7-1 現在の勤め先での仕事の継続意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果と AI が「自身の産業分野の賃金」や「メンタルヘルスとウェルビーイ

ング（生活満足度や幸福度等）」に与える影響の関係について調べると、（当然ながら）今後の

賃金増加やウェルビーイング等の改善を見込むほど、現在の勤め先における仕事の継続意向

も高い傾向がみられた（図表 2-2-10-7-2）。 

また、（「2 年後」について「はい」（継続したいと思っている）と回答した場合が対象の）

「（２年を超えて）今後 10 年以内」については、仕事の継続意向が総じて５割を超え、「2 年

後」で確認された関係性がみられ難くなるが、少なくとも 2 年程度の人材の定着には、今後

の賃金増加やウェルビーイング等の改善期待が重要であることが分かる。 
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図表 2-2-10-7-2 AI が「自身の産業分野の賃金」や「メンタルヘルスとウェルビーイング 

（生活満足度や幸福度等）」に与える影響と現在の勤め先での仕事の継続意向の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、仕事の継続意向について属性等別にみると、「2 年後」について「はい」（継続し

たいと思っている）と回答した割合から、「いいえ」（継続したいとは思っていない）の割合を

差引いた D.I.は、「教育、学習支援業」や「学術研究、専門・技術サービス業」「複合サービス

事業（郵便局、協同組合）」「公務（他に分類されるものを除く）」等で高くなっている（図表

2-2-10-7-3）。また、大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、従業員数の「過不足はな

い」職場等で高く、「過剰」な職場で低い。 

雇用形態別では、「正規の職員・従業員」（D.I.8.2）より「非正規の職員・従業員」（同 12.1）

の方が高いが、「2 年後」について「はい」と回答した（継続したいと思っている）場合に尋

ねた「10 年後」については、前者（同 46.7）が後者（同 29.8）を大きく上回っている。仕

事の職種別では、「2 年後」については「管理的職業従事者」や「保安職業従事者」「専門的・

技術的職業従事者」等で高く、「10 年後」についても「保安職業従事者」や「専門的・技術的

職業従事者」等で高い。また、年齢階級別にみると、「2 年後」についての D.I.は「15～24 歳」

のみマイナスだが、同層を含めて高齢層になるほど高まる傾向がみられる。なお、「10 年後」

については、「25～49 歳」の中年層で高く、35 歳以上で高齢層になるほど低い。 
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図表 2-2-10-7-3 属性等別にみた現在の勤め先での仕事の継続意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１1．スキルや能力に対する AIの影響等 

（1）スキルや能力に対する AIの将来の影響予想 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、自身の職業に求められるスキルに対する AI の将来

の影響予想について尋ねると、「今後２年以内」については「極めて大きく変化させる」（3.2％）

と「かなり変化させる」（10.9％）、「ある程度、変化させる」（20.6％）、「わずかながら変化

（人） （％） （人） （％）

はい いいえ
わから

ない

はい－

いいえ

D.I.

はい いいえ
わから

ない

はい－

いいえ

D.I.

全有効回答労働

者ベースで算出し

た「はい」の割合

22,000 38.7 29.3 32.0 9.5 8,524 57.4 16.0 26.6 41.4 22.2

農業、林業、漁業 238 38.2 28.2 33.6 10.1 91 61.5 15.4 23.1 46.2 23.5

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 39.6 29.7 30.7 9.9 112 59.8 16.1 24.1 43.8 23.7

建設業 1,355 37.3 31.4 31.3 6.0 506 60.1 15.2 24.7 44.9 22.4

製造業 4,708 38.4 29.7 31.9 8.8 1,810 60.8 16.0 23.1 44.8 23.4

情報通信業 1,195 38.6 31.5 29.9 7.0 461 58.1 18.9 23.0 39.3 22.4

運輸業、郵便業 1,609 38.6 28.0 33.4 10.6 621 58.6 15.1 26.2 43.5 22.6

卸売業、小売業 2,754 37.2 29.3 33.6 7.9 1,024 56.5 14.4 29.1 42.2 21.0

金融業、保険業 732 38.8 29.5 31.7 9.3 284 54.2 19.4 26.4 34.9 21.0

不動産業、物品賃貸業 384 38.5 31.8 29.7 6.8 148 52.7 16.2 31.1 36.5 20.3

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 45.5 23.4 31.1 22.1 187 55.1 16.6 28.3 38.5 25.1

宿泊業、 飲食サービス業 831 33.3 32.1 34.5 1.2 277 50.2 16.2 33.6 33.9 16.7

生活関連サービス業、 娯楽業 591 39.3 27.2 33.5 12.0 232 47.8 16.4 35.8 31.5 18.8

教育、学習支援業 891 50.1 24.0 25.9 26.0 446 58.7 16.1 25.1 42.6 29.4

医療、福祉 2,864 39.2 28.3 32.4 10.9 1,124 54.4 13.8 31.9 40.6 21.3

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 48.8 28.7 22.5 20.2 63 57.1 25.4 17.5 31.7 27.9

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 36.7 31.2 32.0 5.5 560 51.6 19.1 29.3 32.5 19.0

公務（他に分類されるものを除く） 999 46.0 29.6 24.3 16.4 460 65.7 16.7 17.6 48.9 30.2

わからない 502 23.5 28.5 48.0 ▲ 5.0 118 55.9 14.4 29.7 41.5 13.1

サービス業計 3,486 37.8 29.7 32.4 8.1 1,319 51.4 18.0 30.6 33.4 19.4

99人以下 7,816 37.9 30.7 31.4 7.1 2,960 56.0 15.6 28.4 40.4 21.2

100～300人 3,198 38.4 31.2 30.4 7.2 1,227 57.0 16.0 27.1 41.0 21.9

301～999人 2,535 40.7 30.1 29.1 10.6 1,033 59.2 16.6 24.2 42.7 24.1

1,000人以上 5,097 43.7 27.9 28.4 15.7 2,225 60.2 17.5 22.3 42.7 26.3

官公庁 640 51.3 25.6 23.1 25.6 328 68.6 14.9 16.5 53.7 35.2

わからない 2,714 27.7 25.5 46.8 2.2 751 47.5 13.0 39.4 34.5 13.2

従業員数が不足計 11,326 40.9 29.9 29.2 11.0 4,631 57.0 16.4 26.6 40.6 23.3

従業員数の過不足はない 4,916 46.3 28.5 25.1 17.8 2,278 59.6 14.8 25.5 44.8 27.6

従業員数が過剰計 674 38.7 37.5 23.7 1.2 261 54.8 24.1 21.1 30.7 21.2

わからない 5,084 26.6 27.6 45.8 ▲ 1.0 1,354 55.2 15.0 29.8 40.3 14.7

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 38.9 30.7 30.4 8.2 5,832 62.3 15.6 22.1 46.7 24.3

非正規の職員・従業員 7,014 38.4 26.3 35.3 12.1 2,692 46.6 16.9 36.5 29.8 17.9

管理的職業従事者 490 51.2 26.9 21.8 24.3 251 52.2 25.5 22.3 26.7 26.7

専門的・技術的職業 従事者 4,094 43.9 27.4 28.7 16.5 1,797 58.9 15.4 25.7 43.6 25.9

事務従事者 5,033 39.0 30.6 30.4 8.4 1,964 59.2 15.8 24.9 43.4 23.1

販売従事者 2,746 36.0 30.9 33.1 5.1 989 57.8 13.3 28.8 44.5 20.8

サービス職業従事者 2,596 35.4 30.7 33.9 4.7 919 47.6 17.5 34.9 30.0 16.8

保安職業従事者 474 46.0 27.2 26.8 18.8 218 65.6 15.1 19.3 50.5 30.2

農林漁業従事者 206 37.4 26.2 36.4 11.2 77 61.0 13.0 26.0 48.1 22.8

生産工程従事者 3,072 35.5 29.9 34.5 5.6 1,091 61.1 14.8 24.0 46.3 21.7

輸送・機械運転従事者 806 37.3 25.7 37.0 11.7 301 60.1 16.6 23.3 43.5 22.5

建設・採掘従事者 787 34.4 31.6 33.9 2.8 271 60.5 16.2 23.2 44.3 20.8

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 38.1 26.5 35.4 11.6 646 50.5 18.7 30.8 31.7 19.2

男性 11,861 38.0 31.0 31.0 7.0 4,505 60.3 17.7 22.0 42.6 22.9

女性 10,139 39.6 27.3 33.0 12.3 4,019 54.1 14.1 31.8 40.0 21.5

15～24歳 1,371 33.8 38.8 27.4 ▲ 5.0 463 55.9 16.8 27.2 39.1 18.9

25～34歳 3,990 35.3 33.4 31.3 1.9 1,408 67.0 13.5 19.5 53.6 23.7

35～49歳 7,599 38.0 29.0 33.0 9.0 2,888 69.4 8.2 22.4 61.1 26.4

50～64歳 6,801 41.3 26.5 32.2 14.8 2,809 50.9 19.2 29.9 31.7 21.0

65歳以上 2,239 42.7 25.7 31.6 17.0 956 26.6 33.5 40.0 ▲ 6.9 11.3

中学、高校卒 7,271 36.3 28.2 35.5 8.1 2,641 56.3 16.5 27.2 39.9 20.5

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 38.3 28.5 33.1 9.8 1,888 55.3 14.1 30.5 41.2 21.2

大学卒以上 9,705 40.8 30.5 28.7 10.4 3,964 59.0 16.6 24.4 42.3 24.1

上記以外 98 31.6 30.6 37.8 1.0 31 64.5 9.7 25.8 54.8 20.4
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させる」（14.5％）を合わせて「変化させる」が約半数（計 49.2％）に対し、「全く変化させ

ない」は 20.4％で、「わからない」が 30.4％となった（図表 2-2-11-1-1）。 

こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、「AI 使用企業の労働者」「AI 利用者」「生

成 AI 利用者」になるほど、「変化させる」との回答割合が高まり、「生成 AI 利用者」では「今

後２年以内」でも９割超（91.7％）にのぼっている。 

 

図表 2-2-11-1-1 自身の職業に求められるスキルに対する AI の将来の影響予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、こうした結果と 8.でみたリスキリング・アップスキリングの実施状況の関係につい

て調べると、自身の職業に求められるスキルや能力を、今後２年以内に AI がより大きく「変

化させる」と考えているほど、現在、AI を利用しながら働くための学び・学び直しにも、実

際により多く取り組んでいる様子がみられる（図表 2-2-11-1-2）。すなわち、AI がもたらす

スキルの変化は、労働者にとっても良い刺激となり、学び・学び直しの促進に寄与している。 

 

図表 2-2-11-1-2 自身の職業に求められるスキルや能力に対する AI の将来の影響予想別にみた 

AI を利用しながら働くための学び・学び直しの実施状況 
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全有効回答労働者（n=22,000）

AI使用企業の労働者（n=2,833）

AI利用者（n=1,854）

生成AI利用者（n=1,401）

全有効回答労働者（n=22,000）

AI使用企業の労働者（n=2,833）

AI利用者（n=1,854）

生成AI利用者（n=1,401）

極めて大きく変化させる かなり変化させる ある程度、変化させる わずかながら変化させる 全く変化させない わからない

今後2年以内について

（2年を超えて）今後10年以内について

変化D.I.

28.8

75.9

85.0

88.6
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80.0
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25.5 
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86.3 

95.0 
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昨年、何らかの形で学び・学び直しに

取り組んだ労働者（n=5,964）

自身の職業に求められるスキルや能力を

AIが極めて大きく変化させる（n=476）

かなり変化させる（n=1,111）

ある程度、変化させる（n=1,587）

わずかながら変化させる（n=939）

全く変化させない（n=866）

わからない（n=985）

AIを利用しながら働くための学び・学び直しに取り組んだ 取り組んでいない
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また、こうした結果を属性等別にみると、「変化させる」割合から「全く変化させない」と

の回答を差引いた D.I.は、「情報通信業」や「金融業、保険業」で半数を超えているほか、「鉱

業、採石業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業」や「学術研究、専門・技術サービス

業」「教育、学習支援業」等で高く、「変化させる」割合が優勢となっている（図表 2-2-11-1-

3）。 

 

図表 2-2-11-1-3 属性等別にみた自身の職業に求められるスキルに対する AI の将来の影響予想 

 （人） （％） （㌽ ） （％） （㌽ ）

極めて

大きく

変化させる

かなり

変化

させる

ある程度、

変化させる

わずか

ながら

変化させる

全く

変化

させない

わから

ない

変化

させる

計

変化させる

－させない

D.I.

極めて

大きく

変化させる

かなり

変化

させる

ある程度、

変化させる

わずか

ながら

変化させる

全く

変化

させない

わから

ない

変化

させる

計

変化させる

－させない

D.I.

22,000 3.2 10.9 20.6 14.5 20.4 30.4 49.2 28.8 5.2 14.3 20.4 11.9 13.8 34.4 51.8 38.1

農業、林業、漁業 238 7.6 12.2 15.5 8.0 28.2 28.6 43.3 15.1 10.9 11.8 15.5 13.0 17.2 31.5 51.3 34.0

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 9.5 16.6 20.5 15.5 13.8 24.0 62.2 48.4 8.5 21.6 18.0 16.3 9.5 26.1 64.3 54.8

建設業 1,355 2.7 11.1 21.1 14.7 22.6 27.8 49.6 27.0 4.6 15.7 19.8 12.6 15.8 31.5 52.7 36.9

製造業 4,708 3.4 11.2 21.2 13.9 19.8 30.5 49.7 29.9 5.4 14.7 20.4 11.3 13.8 34.5 51.7 37.9

情報通信業 1,195 6.0 16.7 27.3 14.9 10.8 24.3 64.9 54.1 9.0 23.0 23.7 11.0 6.7 26.6 66.7 60.0

運輸業、郵便業 1,609 2.3 8.8 15.8 14.2 23.6 35.3 41.1 17.5 4.6 11.4 16.5 11.3 16.3 39.8 43.8 27.5

卸売業、小売業 2,754 2.1 9.2 19.7 16.1 19.8 33.0 47.1 27.3 4.2 12.3 20.5 12.6 13.0 37.4 49.6 36.6

金融業、保険業 732 4.8 14.6 29.1 15.2 10.4 26.0 63.7 53.3 7.9 21.3 24.6 11.2 6.6 28.4 65.0 58.5

不動産業、物品賃貸業 384 3.9 11.2 20.3 14.3 22.1 28.1 49.7 27.6 4.9 15.9 21.1 10.9 14.6 32.6 52.9 38.3

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 4.6 14.1 25.3 14.1 15.6 26.3 58.2 42.6 10.0 16.8 24.1 10.5 7.3 31.4 61.3 54.0

宿泊業、 飲食サービス業 831 1.8 9.7 18.1 12.2 23.7 34.5 41.8 18.1 3.5 11.7 18.4 10.8 16.8 38.7 44.4 27.6

生活関連サービス業、 娯楽業 591 2.5 9.6 18.6 13.7 26.4 29.1 44.5 18.1 4.2 10.5 21.5 10.2 18.4 35.2 46.4 27.9

教育、学習支援業 891 3.1 11.3 25.3 18.4 16.9 24.9 58.1 41.2 6.3 15.6 25.1 13.5 10.2 29.3 60.5 50.3

医療、福祉 2,864 2.7 9.5 19.4 15.5 22.5 30.4 47.1 24.7 4.2 12.1 20.1 14.2 15.2 34.1 50.6 35.4

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 3.1 16.3 20.9 15.5 23.3 20.9 55.8 32.6 7.8 13.2 24.8 11.6 17.1 25.6 57.4 40.3

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 3.1 9.3 15.9 11.4 26.8 33.7 39.6 12.8 4.2 12.4 17.0 9.2 18.5 38.7 42.8 24.3

公務（他に分類されるものを除く） 999 2.0 12.7 23.6 16.5 18.8 26.3 54.9 36.0 4.6 16.9 23.3 14.0 11.8 29.3 58.9 47.0

わからない 502 2.8 9.2 18.7 9.4 16.7 43.2 40.0 23.3 2.8 11.0 17.7 9.6 12.4 46.6 41.0 28.7

サービス業計 3,486 2.9 10.3 18.2 12.4 24.5 31.8 43.7 19.2 4.8 12.4 19.2 10.0 16.7 36.8 46.5 29.8

99人以下 7,816 2.3 8.5 17.7 14.2 25.6 31.6 42.9 17.3 3.9 11.3 18.0 12.6 18.4 35.9 45.7 27.3

100～300人 3,198 4.2 12.5 21.3 15.9 19.5 26.6 53.9 34.4 5.7 15.9 21.8 13.0 12.8 30.7 56.5 43.7

301～999人 2,535 4.1 13.6 22.5 15.6 17.7 26.4 55.9 38.1 7.2 17.0 22.5 12.5 11.1 29.7 59.2 48.0

1,000人以上 5,097 4.5 14.8 26.3 15.7 15.3 23.3 61.3 46.0 7.7 19.5 24.9 11.4 10.0 26.6 63.4 53.4

官公庁 640 1.9 11.4 23.4 16.6 20.0 26.7 53.3 33.3 5.2 16.1 23.1 13.1 11.7 30.8 57.5 45.8

わからない 2,714 1.2 6.2 15.0 9.6 18.4 49.7 31.9 13.5 2.0 8.7 14.4 9.1 11.5 54.3 34.2 22.6

従業員数が不足計 11,326 3.7 11.8 22.6 16.4 21.4 24.1 54.5 33.1 6.3 15.9 22.2 13.6 13.9 28.2 57.9 44.0

従業員数の過不足はない 4,916 3.1 11.3 20.5 15.5 24.3 25.3 50.4 26.1 5.0 14.4 21.1 12.7 17.1 29.8 53.1 35.9

従業員数が過剰計 674 8.2 22.6 25.4 12.3 13.9 17.7 68.4 54.5 11.3 27.3 20.9 10.5 10.5 19.4 70.0 59.5

わからない 5,084 1.4 7.1 15.7 9.6 15.0 51.3 33.7 18.7 2.3 9.1 15.6 7.7 10.6 54.6 34.8 24.2

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 3.8 13.0 22.4 14.7 18.4 27.8 53.9 35.5 6.1 16.4 21.8 12.3 12.7 30.8 56.5 43.8

非正規の職員・従業員 7,014 1.8 6.5 16.8 14.1 24.7 36.2 39.2 14.5 3.3 9.9 17.4 11.2 16.0 42.1 41.9 25.9

管理的職業従事者 490 3.5 14.1 28.4 18.0 17.8 18.4 63.9 46.1 6.3 23.7 25.3 11.6 11.4 21.6 66.9 55.5

専門的・技術的職業 従事者 4,094 4.7 13.8 25.9 16.0 16.1 23.5 60.3 44.2 7.1 18.6 24.6 12.6 10.3 26.9 62.8 52.6

事務従事者 5,033 2.7 12.1 21.5 15.9 16.0 31.8 52.2 36.3 5.4 15.7 21.2 12.2 10.2 35.3 54.5 44.3

販売従事者 2,746 3.4 11.3 22.2 16.2 17.6 29.4 53.1 35.5 5.0 15.7 22.2 12.2 11.9 33.0 55.1 43.3

サービス職業従事者 2,596 2.8 9.4 18.1 13.1 23.7 32.9 43.4 19.7 4.3 11.1 19.2 11.6 16.7 37.1 46.2 29.5

保安職業従事者 474 2.7 10.8 20.5 12.0 25.3 28.7 46.0 20.7 6.1 14.3 18.6 11.6 17.5 31.9 50.6 33.1

農林漁業従事者 206 3.9 9.7 14.6 8.3 29.6 34.0 36.4 6.8 6.8 10.7 13.1 14.1 18.9 36.4 44.7 25.7

生産工程従事者 3,072 2.8 8.9 18.2 12.5 23.2 34.4 42.4 19.2 4.3 11.0 18.0 11.2 16.8 38.7 44.5 27.7

輸送・機械運転従事者 806 2.2 8.2 14.6 13.6 27.8 33.5 38.7 10.9 4.5 9.9 16.7 11.3 19.1 38.5 42.4 23.3

建設・採掘従事者 787 2.3 11.3 19.8 14.0 23.5 29.1 47.4 23.9 4.1 14.4 18.4 14.0 16.8 32.4 50.8 34.1

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 2.6 6.5 12.6 10.7 31.3 36.4 32.3 1.1 3.5 8.6 13.5 10.4 20.9 43.1 36.0 15.0

男性 11,861 3.6 12.0 21.5 14.6 20.8 27.5 51.7 30.9 6.1 15.5 20.9 12.1 14.2 31.2 54.6 40.5

女性 10,139 2.6 9.7 19.6 14.3 19.8 33.9 46.3 26.4 4.2 12.9 19.8 11.7 13.3 38.1 48.6 35.3

15～24歳 1,371 7.7 20.6 27.3 12.5 12.5 19.5 68.0 55.4 11.2 23.8 25.2 9.7 8.8 21.2 69.9 61.1

25～34歳 3,990 5.7 17.1 23.5 13.1 15.3 25.4 59.3 44.0 7.9 20.2 22.4 11.3 11.1 27.1 61.8 50.7

35～49歳 7,599 3.2 11.2 21.7 15.1 17.8 31.1 51.1 33.3 5.4 14.3 21.7 12.9 12.4 33.4 54.2 41.8

50～64歳 6,801 1.5 7.2 18.4 14.5 23.6 34.7 41.6 18.0 3.1 10.8 18.3 11.7 16.1 40.0 44.0 27.9

65歳以上 2,239 1.0 4.7 14.6 15.9 32.9 31.0 36.1 3.3 2.5 8.9 15.7 11.9 19.1 41.8 39.0 19.9

中学、高校卒 7,271 2.5 8.1 17.3 12.3 23.4 36.4 40.2 16.8 3.9 10.6 17.3 10.7 16.9 40.6 42.4 25.5

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 2.5 9.9 18.5 14.0 21.5 33.7 44.9 23.4 4.4 12.7 18.4 11.9 14.7 37.9 47.4 32.7

大学卒以上 9,705 4.0 13.6 24.2 16.3 17.6 24.3 58.1 40.5 6.6 18.0 23.7 12.8 11.0 27.9 61.1 50.2

上記以外 98 2.0 9.2 22.4 16.3 15.3 34.7 50.0 34.7 3.1 14.3 23.5 12.2 8.2 38.8 53.1 44.9
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一方、「サービス業（他に分類されないもの）」などサービス業全般や、「運輸業、郵便業」

等では低い。従業員規模別にみると、大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、「1,000 人

以上」では「変化させる」との回答が６割を超えている（計 61.3％）。また、従業員数の過不

足状況別でもみると、「過剰」な職場で「変化させる」割合が高く、その D.I.は「過不足はな

い」の倍以上となっている。 

雇用形態別では、「正規の職員・従業員」の D.I.は「非正規の職員・従業員」の２倍を上回

っており、仕事の職種別では「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で特に

高い。また、「女性」より「男性」で高く、若年層になるほど高まる傾向がみられる。最終学

歴別では、高学歴ほど高くなっている。 

 

（2）今後 10年間で AI等が職場に一層導入される場合のスキルや能力に対するニーズ予想 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、今後の 10 年間で AI や生成 AI が職場により一層、

導入されるようになると仮定して、現在の仕事に於いて次のスキルや能力に対するニーズが

どうなると思うか尋ねると、「創造性・革新性」については「重要性が、かなり高まる」（4.9％）、

「重要性が、やや高まる」（22.3％）を合わせて「高まる」が計 27.2％に対し、「重要性が、

やや低下する」（11.1％）、「重要性が、かなり低下する」（5.2％）を合わせて「低下する」が

計 16.3％となった（図表 2-2-11-2-1）。「変化なし」は 29.3％で、「わからない」は 27.2％

だった。 

同様に、「課題を把握し、解決する能力」が「高まる」との回答割合は計 30.7％に対し、「低

下する」は計 17.2％で D.I.は 13.4、「他者に理解してもらうための説明力やコミュニケーシ

ョン力」について「高まる」は計 26.7％に対し、「低下する」は計 19.2％で D.I.は 7.6、「デ

ータ分析力と解釈力」について「高まる」は計 33.3％に対し、「低下する」は計 19.2％で D.I.

は 14.1 となった。 

また、「仮説を立て、検証する力」については「高まる」が計 29.8％に対し、「低下する」

は計 18.7％で D.I.は 11.0、「変化への適応力」について「高まる」は計 31.7％に対し、「低

下する」は計 16.8％で D.I.は 14.9、「倫理・コンプライアンスへの意識力」について「高ま

る」は計 29.8％に対し、「低下する」は計 16.2％で D.I.は 13.6 となっている。 

総じて、重要性が「高まる」とする割合がもっとも高いのは「データ分析力と解釈力」であ

り、これに「変化への適応力」や「課題を把握し、解決する能力」等が続く。また、D.I.がも

っとも高いのは「変化への適応力」で、次いで「データ分析力と解釈力」や「倫理・コンプラ

イアンスへの意識」等が挙がった。 

なお、こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、全有効回答労働者に比べて「変化

なし」や「わからない」との回答割合が低下し、いずれのスキルや能力に対するニーズについ

ても、「AI 使用企業の労働者」「AI 利用者」「生成 AI 利用者」になるほど高くなっている。 

その上で、「AI 使用企業の労働者」「AI 利用者」「生成 AI 利用者」のいずれも、重要性が
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「高まる」割合及び D.I.がもっとも高いのは「課題を把握し、解決する能力」であり、これに

「変化への適応力」や「データ分析力と解釈力」等が続く。 

こうした結果を属性等別にみると、いずれのスキルや能力に対するニーズも、重要性が「高

まる」から「低下する」を差引いた D.I.は、「情報通信業」や「金融業、保険業」「教育、学習

支援業」「学術研究、専門・技術サービス業」等で高い（図表 2-2-11-2-2）。 

また、従業員規模別では、大規模企業になるほどおおむね高まる傾向がみられ、従業員数の

過不足状況別では、「不足」している職場でより高くなっている。仕事の職種別では「管理的

職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」等で高く、最終学歴が上がるほど高い結果とな

っている。 

 

図表 2-2-11-2-1 今後 10 年間で AI 等が職場に一層導入される場合のスキルや能力に対するニーズ予想  
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図表 2-2-11-2-2 属性等別にみた今後 10 年間で AI 等が職場に一層導入される場合のスキルや能力に対するニーズ予想 
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22,000 27.2 16.3 56.5 11.0 30.7 17.2 52.1 13.4 26.7 19.2 54.1 7.6 33.3 19.2 47.4 14.1 29.8 18.7 51.5 11.0 31.7 16.8 51.6 14.9 29.8 16.2 54.0 13.6

農業、林業、漁業 238 26.9 12.6 60.5 14.3 30.7 13.0 56.3 17.6 26.5 13.4 60.1 13.0 32.8 18.5 48.7 14.3 29.4 18.1 52.5 11.3 31.9 13.4 54.6 18.5 25.2 17.2 57.6 8.0

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 28.3 24.0 47.7 4.2 32.2 25.1 42.8 7.1 25.8 30.0 44.2 ▲ 4.2 32.2 25.4 42.4 6.7 31.4 26.5 42.0 4.9 31.4 23.7 44.9 7.8 27.9 24.7 47.3 3.2

建設業 1,355 27.5 17.6 55.0 9.9 31.3 18.5 50.3 12.8 26.9 20.5 52.6 6.3 33.7 20.5 45.8 13.1 30.3 19.9 49.8 10.5 30.8 19.3 49.9 11.4 28.6 17.9 53.6 10.7

製造業 4,708 29.0 16.9 54.1 12.0 31.1 18.3 50.6 12.9 26.2 20.7 53.1 5.5 32.6 20.8 46.6 11.9 30.3 20.0 49.6 10.3 31.9 18.0 50.1 13.8 29.8 17.2 53.0 12.6

情報通信業 1,195 39.8 16.3 43.8 23.5 41.8 16.7 41.5 25.0 36.9 19.7 43.3 17.2 40.4 21.6 38.0 18.8 38.8 19.9 41.3 18.9 40.1 17.6 42.3 22.5 38.5 17.0 44.5 21.5

運輸業、郵便業 1,609 20.6 15.3 64.1 5.3 24.0 16.8 59.2 7.2 20.0 19.0 61.1 1.0 27.9 17.0 55.1 10.9 23.2 17.9 58.9 5.3 25.4 16.2 58.4 9.1 24.7 15.1 60.2 9.6

卸売業、小売業 2,754 24.7 16.0 59.3 8.6 28.3 17.2 54.4 11.1 25.4 18.3 56.4 7.1 33.6 18.3 48.1 15.3 28.2 18.6 53.2 9.6 30.8 16.8 52.4 13.9 28.8 15.4 55.8 13.4

金融業、保険業 732 36.9 15.7 47.4 21.2 40.4 17.9 41.7 22.5 35.4 21.9 42.8 13.5 40.8 20.4 38.8 20.5 37.3 19.9 42.8 17.3 41.1 16.5 42.3 24.6 39.6 15.4 44.9 24.2

不動産業、物品賃貸業 384 26.3 20.8 52.9 5.5 28.4 21.4 50.3 7.0 27.1 20.8 52.1 6.3 30.7 22.7 46.6 8.1 29.4 20.3 50.3 9.1 32.0 17.4 50.5 14.6 32.6 13.8 53.6 18.8

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 35.0 15.8 49.1 19.2 38.9 17.3 43.8 21.7 35.3 18.7 46.0 16.5 40.9 22.1 37.0 18.7 35.8 19.7 44.5 16.1 40.1 15.3 44.5 24.8 39.4 14.6 46.0 24.8

宿泊業、 飲食サービス業 831 21.5 16.2 62.2 5.3 25.3 15.6 59.1 9.6 22.4 17.6 60.0 4.8 29.2 15.6 55.1 13.6 26.0 15.2 58.8 10.8 28.0 14.1 57.9 14.0 26.4 14.7 59.0 11.7

生活関連サービス業、 娯楽業 591 24.9 16.1 59.1 8.8 28.8 18.1 53.1 10.7 24.5 19.0 56.5 5.6 32.3 17.9 49.7 14.4 26.7 18.3 55.0 8.5 31.5 15.2 53.3 16.2 28.3 16.1 55.7 12.2

教育、学習支援業 891 36.7 16.7 46.6 20.0 38.3 18.1 43.7 20.2 35.7 18.6 45.7 17.1 42.5 21.4 36.0 21.1 38.0 19.9 42.1 18.2 41.1 16.9 42.0 24.1 37.4 18.7 43.9 18.6

医療、福祉 2,864 25.5 15.0 59.5 10.5 31.4 15.3 53.3 16.1 27.8 16.9 55.3 10.9 35.3 17.1 47.6 18.2 31.1 16.8 52.1 14.2 31.6 15.0 53.4 16.6 30.8 14.3 54.9 16.5

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 30.2 15.5 54.3 14.7 32.6 18.6 48.8 14.0 30.2 20.9 48.8 9.3 38.8 16.3 45.0 22.5 31.0 17.1 51.9 14.0 28.7 20.9 50.4 7.8 32.6 15.5 51.9 17.1

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 20.7 13.6 65.6 7.1 26.1 14.0 59.8 12.1 21.8 16.1 62.1 5.7 28.4 15.4 56.2 13.1 24.7 15.1 60.2 9.6 27.1 13.3 59.6 13.8 24.9 13.3 61.9 11.6

公務（他に分類されるものを除く） 999 29.6 17.8 52.6 11.8 31.6 18.4 49.9 13.2 28.8 20.7 50.5 8.1 32.5 24.3 43.1 8.2 30.7 20.8 48.4 9.9 33.2 18.5 48.2 14.7 29.9 20.6 49.4 9.3

わからない 502 14.5 17.7 67.7 ▲ 3.2 17.1 17.9 64.9 ▲ 0.8 14.7 18.9 66.3 ▲ 4.2 19.1 16.7 64.1 2.4 16.1 19.1 64.7 ▲ 3.0 16.9 17.3 65.7 ▲ 0.4 17.1 15.9 66.9 1.2

サービス業計 3,486 23.7 15.0 61.3 8.7 28.1 15.7 56.2 12.4 24.3 17.4 58.3 6.9 31.1 16.7 52.2 14.4 26.9 16.3 56.8 10.6 29.7 14.3 56.0 15.3 27.8 14.3 57.9 13.5

99人以下 7,816 23.6 15.0 61.4 8.6 26.9 16.4 56.8 10.5 22.7 18.4 58.9 4.3 30.2 17.9 51.9 12.2 26.0 17.8 56.2 8.3 27.4 16.0 56.6 11.3 25.4 15.5 59.1 9.9

100～300人 3,198 29.6 19.0 51.4 10.5 33.4 19.1 47.5 14.3 29.2 21.8 49.0 7.4 36.6 20.8 42.6 15.8 32.5 21.0 46.5 11.5 34.0 19.1 46.9 14.9 32.4 18.2 49.4 14.3

301～999人 2,535 32.5 17.8 49.7 14.8 36.4 18.1 45.5 18.4 32.3 20.0 47.7 12.3 38.7 19.7 41.6 19.0 35.3 19.8 44.9 15.5 37.1 18.2 44.7 18.9 35.3 18.0 46.7 17.3

1,000人以上 5,097 34.7 18.3 47.0 16.3 37.5 19.9 42.6 17.6 33.7 21.2 45.0 12.5 38.9 23.1 38.0 15.8 36.0 21.7 42.4 14.3 39.6 18.6 41.9 21.0 38.0 17.6 44.3 20.4

官公庁 640 28.0 18.4 53.6 9.5 31.4 18.3 50.3 13.1 28.1 21.7 50.2 6.4 32.5 25.2 42.3 7.3 30.5 21.7 47.8 8.8 33.6 18.6 47.8 15.0 29.7 20.6 49.7 9.1

わからない 2,714 15.7 10.9 73.4 4.8 20.0 11.5 68.5 8.5 16.8 12.9 70.3 3.9 23.2 12.1 64.6 11.1 20.4 11.6 67.9 8.8 20.9 10.8 68.3 10.0 19.0 10.4 70.5 8.6

従業員数が不足計 11,326 31.6 17.5 50.9 14.1 35.2 18.9 45.9 16.3 31.0 20.8 48.2 10.2 38.7 20.5 40.8 18.2 34.4 20.5 45.1 13.9 36.3 18.2 45.5 18.1 34.6 17.5 47.8 17.1

従業員数の過不足はない 4,916 28.5 17.2 54.3 11.3 32.6 17.4 50.0 15.2 27.9 19.8 52.3 8.1 34.3 20.6 45.1 13.7 31.4 19.1 49.4 12.3 33.4 16.8 49.8 16.7 31.3 16.4 52.2 14.9

従業員数が過剰計 674 35.0 23.7 41.2 11.3 38.1 26.0 35.9 12.2 32.3 28.9 38.7 3.4 39.9 26.7 33.4 13.2 36.2 26.4 37.4 9.8 39.3 25.1 35.6 14.2 34.3 25.4 40.4 8.9

わからない 5,084 15.2 11.7 73.2 3.5 17.7 12.2 70.1 5.5 15.4 13.5 71.1 2.0 19.5 14.0 66.5 5.4 17.1 13.4 69.5 3.7 18.5 12.4 69.2 6.1 17.1 11.8 71.1 5.3

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 29.7 17.8 52.5 11.9 32.6 18.8 48.6 13.8 28.8 20.7 50.5 8.1 34.6 21.2 44.1 13.4 31.6 20.6 47.8 11.0 33.4 18.4 48.2 15.0 31.7 18.1 50.3 13.6

非正規の職員・従業員 7,014 21.8 13.0 65.2 8.9 26.4 13.9 59.7 12.5 22.3 15.8 61.9 6.5 30.6 15.0 54.5 15.6 25.9 14.7 59.4 11.2 27.9 13.3 58.8 14.6 25.9 12.2 61.9 13.7

管理的職業従事者 490 44.3 15.5 40.2 28.8 45.9 16.3 37.8 29.6 42.4 17.8 39.8 24.7 48.8 22.4 28.8 26.3 44.9 21.4 33.7 23.5 44.9 20.2 34.9 24.7 46.1 16.1 37.8 30.0

専門的・技術的職業 従事者 4,094 36.0 17.1 46.9 19.0 39.7 18.2 42.1 21.5 35.5 19.4 45.1 16.1 40.2 22.1 37.7 18.1 38.1 20.0 41.9 18.1 39.6 17.2 43.2 22.3 37.5 17.7 44.8 19.8

事務従事者 5,033 28.7 16.8 54.5 11.8 31.8 17.7 50.4 14.1 28.6 20.0 51.4 8.6 34.0 21.0 45.1 13.0 30.5 19.6 49.9 10.9 34.0 16.7 49.3 17.3 32.0 16.1 51.8 15.9

販売従事者 2,746 28.1 17.9 54.0 10.2 31.9 18.6 49.5 13.3 28.3 20.6 51.1 7.7 36.2 20.2 43.7 16.0 30.9 20.4 48.7 10.5 33.2 17.8 48.9 15.4 31.2 17.5 51.3 13.7

サービス職業従事者 2,596 22.6 14.8 62.6 7.9 26.8 15.7 57.5 11.1 23.7 17.3 59.0 6.4 31.1 16.1 52.8 15.1 26.8 16.7 56.5 10.1 28.4 14.9 56.7 13.5 27.1 14.4 58.5 12.7

保安職業従事者 474 24.9 16.7 58.4 8.2 28.9 17.9 53.2 11.0 24.3 21.1 54.6 3.2 32.3 18.8 48.9 13.5 28.5 18.6 53.0 9.9 29.5 18.4 52.1 11.2 26.4 18.4 55.3 8.0

農林漁業従事者 206 23.8 8.7 67.5 15.0 27.2 9.2 63.6 18.0 22.3 13.1 64.6 9.2 30.6 14.1 55.3 16.5 25.7 15.0 59.2 10.7 29.6 11.2 59.2 18.4 22.3 12.6 65.0 9.7

生産工程従事者 3,072 23.3 16.2 60.5 7.1 26.3 17.2 56.5 9.1 20.6 20.1 59.3 0.6 29.0 18.0 53.0 10.9 25.7 18.6 55.7 7.1 26.4 17.3 56.3 9.1 24.8 16.0 59.1 8.8

輸送・機械運転従事者 806 18.0 15.0 67.0 3.0 22.3 15.5 62.2 6.8 17.6 17.0 65.4 0.6 26.2 14.4 59.4 11.8 22.0 15.6 62.4 6.3 22.8 15.8 61.4 7.1 22.0 14.8 63.3 7.2

建設・採掘従事者 787 23.9 18.9 57.2 5.0 26.8 20.1 53.1 6.7 21.9 23.0 55.1 ▲ 1.1 29.6 21.3 49.0 8.3 26.8 20.6 52.6 6.2 25.5 21.2 53.2 4.3 23.3 20.1 56.7 3.2

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 16.5 12.8 70.8 3.7 19.5 14.2 66.3 5.3 16.6 14.7 68.7 1.8 22.8 14.0 63.1 8.8 19.4 14.3 66.3 5.1 21.3 13.4 65.2 7.9 19.8 12.4 67.9 7.4

男性 11,861 29.1 17.4 53.5 11.8 31.4 18.9 49.7 12.6 27.6 20.5 52.0 7.1 33.2 21.3 45.5 11.8 30.2 20.5 49.3 9.7 32.2 18.3 49.5 13.9 30.4 17.8 51.8 12.6

女性 10,139 25.0 15.0 60.0 10.0 29.8 15.3 54.9 14.4 25.8 17.6 56.6 8.2 33.5 16.8 49.7 16.7 29.3 16.7 54.1 12.6 31.0 14.9 54.1 16.1 29.2 14.4 56.5 14.8

15～24歳 1,371 38.6 23.1 38.3 15.5 42.1 23.9 34.1 18.2 38.2 26.8 35.0 11.5 42.0 27.0 31.0 15.0 39.3 26.0 34.6 13.3 42.8 24.0 33.2 18.8 41.2 22.2 36.5 19.0

25～34歳 3,990 31.4 20.8 47.8 10.6 34.5 21.6 44.0 12.9 30.3 23.8 45.9 6.5 35.3 24.1 40.6 11.2 32.0 23.5 44.4 8.5 35.9 20.6 43.6 15.3 33.4 21.1 45.5 12.3

35～49歳 7,599 27.3 16.8 55.9 10.5 30.8 18.0 51.2 12.9 27.2 19.2 53.6 8.0 33.5 19.6 46.8 13.9 30.0 19.1 50.9 10.9 32.1 16.8 51.1 15.2 29.7 16.4 53.9 13.3

50～64歳 6,801 23.3 13.2 63.5 10.1 26.7 14.1 59.2 12.6 22.6 16.6 60.8 6.1 30.3 16.5 53.3 13.8 26.7 15.9 57.4 10.8 27.5 14.3 58.3 13.2 26.0 13.4 60.5 12.6

65歳以上 2,239 24.3 11.4 64.3 12.8 28.3 12.5 59.2 15.8 24.3 13.8 61.9 10.5 33.1 13.0 53.9 20.0 28.6 13.3 58.2 15.3 28.6 12.7 58.7 15.9 28.5 11.4 60.1 17.0

中学、高校卒 7,271 20.5 14.4 65.1 6.0 24.2 15.6 60.3 8.6 20.2 17.7 62.0 2.5 28.4 15.7 55.9 12.7 24.1 16.1 59.9 8.0 25.1 14.9 60.0 10.1 23.4 14.3 62.3 9.1

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 23.8 15.7 60.5 8.1 28.5 15.8 55.8 12.7 23.3 18.8 57.9 4.6 32.5 17.1 50.4 15.4 28.1 17.6 54.3 10.6 28.6 16.5 55.0 12.1 26.3 16.2 57.6 10.1

大学卒以上 9,705 34.0 17.9 48.1 16.1 36.6 19.2 44.1 17.4 33.3 20.5 46.2 12.9 37.4 23.0 39.6 14.5 34.9 21.3 43.8 13.6 38.1 18.3 43.6 19.8 36.5 17.6 45.9 18.8

上記以外 98 25.5 17.3 57.1 8.2 31.6 17.3 51.0 14.3 27.6 15.3 57.1 12.2 30.6 23.5 45.9 7.1 30.6 21.4 48.0 9.2 38.8 10.2 51.0 28.6 29.6 15.3 55.1 14.3
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１2．企業や政府に求められる取組等 

（1）企業が AIを使用する際の行動に対する信用度 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に、自身の企業が AI を使用する際の行動として、企業を

どの程度、信用しているか（していないか）尋ねると39、自身の企業が「従業員全体に利益が

行き渡る方法で、AI を使用するか」については、「わからない」が 37.7％となる中、「かなり

信用している」（3.7％）と「どちらかといえば、信用している」（24.0％）を合わせて「信用

している」が計 27.7％に対し、「どちらかといえば、信用していない」（22.3％）と「まった

く信用していない」（12.3％）を合わせて「信用していない」が計 34.6％と、後者が前者を

上回る（企業に対する信用度が低いという）結果となった（図表 2-2-12-1-1）。 

同様に、あなたの企業は「AI と働くことになる労働者に訓練を提供するか」や「AI につい

て決定する際、労働者の意見を考慮するか」「安全で信頼性のある AI だけを使用するか」「AI

による雇用喪失を最小限に抑えようとするか」についても、「信用している」から「信用して

いない」を差引いた D.I.は軒並みマイナスで、「信用していない」との回答が優勢となってい

る。 

こうした中、職場で新しい技術が使用される際に、労働者または労働者代表との話合いを行

っていると信用度 D.I.も高まり、総じてプラス（「信用している」優勢）に転じることが分か

る。新技術の使用時に労働者または労働者代表との話合いを行っている場合に、例えば自身の

企業が「従業員全体に利益が行き渡る方法で、AI を使用するか」について「信用している」

割合は半数を超える（計 55.0％）のに対し、話合いが行われていない場合のそれは 22.7％

となっている。 

その上で、AI の使用・利用状況も組み合わせてみると、企業に対する信用度は「AI 使用企

業の労働者」（自身が AI 非利用者でも）や「AI 利用者」になるほど高く、さらに、自身の職

場で AI が使用された際に労働者または労働者代表との話合いを行ったほど、また、企業が AI

を利用しながら働くことが出来るような訓練提供や資金援助を実施しているほど高まること

が分かる。 

例えば「あなたの企業は、従業員全体に利益が行き渡る方法で、AI を使用するか」につい

て「信用している」割合は、「AI 使用企業の労働者」が 60.5％、「AI 利用者」は 68.3％に対

 
39 経済協力開発機構（OECD）が実施した先行調査と国際比較するため（英文の直訳に近い設問となるため）、念

の為、英文もクリック表示出来るよう工夫した。表示した英文は、共通の設問文「あなたの企業が、『AI を使用す

る際、重要と思われる以下の行動を採るかどうか』について、あなたがどの程度信用しているか、あるいは信用で

きないか、お答えください」に対応するものとして「To what extent would you trust your company to …」、

これにぶら下がる小問として「あなたの企業は、従業員全体に利益が行きわたる方法で、AI を使用するか」につい

て「Use AI in a way that benefits all workers?」、「あなたの企業は、AI と働くことになる労働者に訓練を

提供するか」について「Provide training for workers who will work with AI?」、「あなたの企業は、AI の

使用を決定する際、労働者の意見を考慮するか」について「Take workers' views into account when making 

decisions about AI?」、「あなたの企業は、安全で信頼性のある AI だけを使用するか」について「Only use AI 

that is safe and trustworthy?」、「あなたの企業は、AI による雇用喪失を最小限に抑えようとするか」につい

て「Attempt to minimize job loss due to AI?」となっている。 
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し、AI 使用時に労働者または労働者代表との話合いを行った場合は 87.2％、さらに、企業が

AI を利用しながら働くことが出来るような訓練提供や資金援助を実施している場合は

93.3％となっている。 

 

図表 2-2-12-1-1 企業が AIを使用する際の行動に対する信用度 
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上記のうち、新技術使用時に労働者等との話合いを未実施（n=18,570）

AI使用企業の労働者（n=2,833）
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AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを実施（n=578）

上記のうち、更に企業がAI利用の訓練提供や資金援助を実施（n=330）

AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを未実施（n=989）
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上記のうち、新技術使用時に労働者等との話合いを未実施（n=18,570）

AI使用企業の労働者（n=2,833）

上記のうち、AI非利用者（n=979）

AI利用者（n=1,854）

AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを実施（n=578）

上記のうち、更に企業がAI利用の訓練提供や資金援助を実施（n=330）

AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを未実施（n=989）

全有効回答労働者（n=22,000）

上記のうち、新技術使用時に労働者等との話合いを実施（n=3,430）

上記のうち、新技術使用時に労働者等との話合いを未実施（n=18,570）

AI使用企業の労働者（n=2,833）

上記のうち、AI非利用者（n=979）

AI利用者（n=1,854）

AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを実施（n=578）

上記のうち、更に企業がAI利用の訓練提供や資金援助を実施（n=330）

AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを未実施（n=989）

全有効回答労働者（n=22,000）
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上記のうち、新技術使用時に労働者等との話合いを未実施（n=18,570）
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AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを未実施（n=989）
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AI利用者で、AI使用時に労働者等との話合いを未実施（n=989）
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あなたの企業は、AIによる雇用喪失を最小限に抑えようとするか
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※労働者等との話合いを未実施には「わからない」を含む。
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なお、こうした結果を属性等別にみると、「信用している」割合から「信用していない」割

合を差引いた D.I.は、「宿泊業、飲食サービス業」や「生活関連サービス業、娯楽業」「運輸業、

郵便業」等でマイナス幅が大きく、信用度が低い（図表 2-2-12-1-2）。また、従業員規模別

では、大規模企業になるほど信用度は高く、小規模企業ほど「信用していない」割合が優勢と

なっている。 

仕事の職種別では、「管理的職業従事者」や「専門的・技術的職業従事者」の D.I.がプラス

になる一方、「輸送・機械運転従事者」等でマイナス幅が大きい。年齢階級別では、若年層に

なるほど、また、高学歴ほど信用度は高いのに対し、高齢層になるほどマイナス幅が大きく、

「信用していない」との回答が優勢となっている。 

 

図表 2-2-12-1-２ 属性等別にみた企業が AI を使用する際の行動に対する信用度 

 （人） （％）
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D.I.

22,000 27.7 34.6 37.7 ▲ 6.8 29.5 33.2 37.2 ▲ 3.7 27.2 35.9 36.9 ▲ 8.7 29.1 32.3 38.5 ▲ 3.2 26.8 33.9 39.3 ▲ 7.1

農業、林業、漁業 238 29.8 28.2 42.0 1.7 31.5 28.6 39.9 2.9 28.6 31.5 39.9 ▲ 2.9 31.5 26.5 42.0 5.0 31.5 27.3 41.2 4.2

鉱業、採石業、砂利採取業、

電気・ガス・熱供給・水道業
283 37.5 34.6 27.9 2.8 41.3 31.4 27.2 9.9 37.8 31.4 30.7 6.4 42.8 26.9 30.4 15.9 34.6 34.3 31.1 0.4

建設業 1,355 27.5 35.9 36.7 ▲ 8.4 29.1 34.2 36.7 ▲ 5.2 29.7 35.0 35.3 ▲ 5.2 28.4 33.1 38.5 ▲ 4.7 28.0 33.5 38.5 ▲ 5.5

製造業 4,708 29.7 34.6 35.7 ▲ 4.9 30.9 33.7 35.4 ▲ 2.7 28.0 36.2 35.9 ▲ 8.2 29.7 33.1 37.1 ▲ 3.4 27.3 35.1 37.6 ▲ 7.9

情報通信業 1,195 38.5 28.5 33.1 10.0 39.1 28.9 32.1 10.2 37.3 31.0 31.6 6.3 39.9 27.4 32.7 12.6 34.7 30.6 34.6 4.1

運輸業、郵便業 1,609 23.5 35.8 40.7 ▲ 12.3 23.7 35.6 40.7 ▲ 11.8 20.8 37.7 41.5 ▲ 17.0 22.6 34.3 43.1 ▲ 11.7 20.3 37.4 42.3 ▲ 17.2

卸売業、小売業 2,754 25.6 35.0 39.4 ▲ 9.4 27.3 33.2 39.5 ▲ 5.8 23.6 38.0 38.4 ▲ 14.5 26.8 32.6 40.7 ▲ 5.8 24.3 35.1 40.6 ▲ 10.8

金融業、保険業 732 34.8 31.0 34.2 3.8 37.8 28.7 33.5 9.2 33.5 31.0 35.5 2.5 38.4 28.6 33.1 9.8 33.5 30.3 36.2 3.1

不動産業、物品賃貸業 384 25.3 37.8 37.0 ▲ 12.5 28.4 34.6 37.0 ▲ 6.3 29.4 36.2 34.4 ▲ 6.8 27.9 35.7 36.5 ▲ 7.8 29.2 34.6 36.2 ▲ 5.5

学術研究、専門・ 技術サービス業 411 32.1 31.1 36.7 1.0 33.3 32.6 34.1 0.7 35.5 30.2 34.3 5.4 36.0 31.1 32.8 4.9 32.4 29.0 38.7 3.4

宿泊業、 飲食サービス業 831 23.1 36.7 40.2 ▲ 13.6 25.5 35.6 38.9 ▲ 10.1 25.5 37.1 37.4 ▲ 11.6 25.2 33.7 41.2 ▲ 8.5 24.7 33.8 41.5 ▲ 9.1

生活関連サービス業、 娯楽業 591 25.4 37.7 36.9 ▲ 12.4 29.6 33.8 36.5 ▲ 4.2 27.6 38.1 34.3 ▲ 10.5 28.6 33.5 37.9 ▲ 4.9 26.9 35.0 38.1 ▲ 8.1

教育、学習支援業 891 31.9 33.1 35.0 ▲ 1.2 35.1 31.6 33.2 3.5 32.1 34.3 33.6 ▲ 2.2 37.3 29.3 33.4 8.0 31.8 32.7 35.6 ▲ 0.9

医療、福祉 2,864 25.5 36.2 38.3 ▲ 10.8 27.4 34.7 38.0 ▲ 7.3 25.3 37.7 37.0 ▲ 12.4 27.4 34.1 38.5 ▲ 6.8 26.3 33.9 39.7 ▲ 7.6

複合サービス事業（郵便局、協同組合） 129 32.6 33.3 34.1 ▲ 0.8 31.0 36.4 32.6 ▲ 5.4 34.9 32.6 32.6 2.3 34.1 31.0 34.9 3.1 31.8 31.8 36.4 －

サービス業（他に分類されないもの） 1,524 22.4 34.1 43.5 ▲ 11.6 24.4 33.3 42.3 ▲ 8.9 21.7 36.2 42.2 ▲ 14.5 22.7 32.1 45.2 ▲ 9.4 22.2 32.4 45.4 ▲ 10.2

公務（他に分類されるものを除く） 999 30.0 35.9 34.0 ▲ 5.9 33.9 32.3 33.7 1.6 30.6 36.7 32.6 ▲ 6.1 33.3 31.9 34.7 1.4 29.0 34.4 36.5 ▲ 5.4

わからない 502 16.7 32.1 51.2 ▲ 15.3 19.3 29.5 51.2 ▲ 10.2 17.7 32.7 49.6 ▲ 14.9 19.7 29.5 50.8 ▲ 9.8 17.5 31.1 51.4 ▲ 13.5

サービス業計 3,486 24.6 34.9 40.4 ▲ 10.3 26.9 34.0 39.2 ▲ 7.1 25.7 35.9 38.4 ▲ 10.2 26.3 32.6 41.2 ▲ 6.3 25.1 32.8 42.1 ▲ 7.6

99人以下 7,816 23.2 37.7 39.1 ▲ 14.5 23.9 36.9 39.2 ▲ 13.0 24.3 37.4 38.3 ▲ 13.2 24.1 35.6 40.2 ▲ 11.5 23.6 35.4 41.0 ▲ 11.8

100～300人 3,198 29.8 36.5 33.7 ▲ 6.7 32.1 34.7 33.1 ▲ 2.6 29.6 37.4 33.0 ▲ 7.8 30.5 34.5 35.0 ▲ 4.0 28.3 36.9 34.9 ▲ 8.6

301～999人 2,535 33.6 33.3 33.1 0.3 36.0 32.7 31.3 3.3 32.8 36.0 31.2 ▲ 3.2 34.9 32.1 33.0 2.8 32.2 33.7 34.0 ▲ 1.5

1,000人以上 5,097 36.5 33.2 30.3 3.3 38.5 31.9 29.7 6.6 33.4 36.5 30.1 ▲ 3.2 38.6 30.6 30.8 8.0 33.8 34.2 32.0 ▲ 0.4

官公庁 640 29.5 34.4 36.1 ▲ 4.8 34.4 30.3 35.3 4.1 30.0 35.9 34.1 ▲ 5.9 33.6 31.6 34.8 2.0 29.4 33.0 37.7 ▲ 3.6

わからない 2,714 15.9 26.9 57.2 ▲ 11.1 18.8 24.6 56.6 ▲ 5.9 15.3 28.4 56.3 ▲ 13.2 17.8 23.8 58.3 ▲ 6.0 15.4 26.2 58.5 ▲ 10.8

従業員数が不足計 11,326 30.4 38.3 31.3 ▲ 7.9 32.2 37.0 30.8 ▲ 4.8 29.1 40.5 30.5 ▲ 11.4 31.6 35.8 32.6 ▲ 4.2 29.7 37.3 33.1 ▲ 7.6

従業員数の過不足はない 4,916 31.3 35.1 33.6 ▲ 3.8 33.4 33.6 33.0 ▲ 0.2 32.7 34.9 32.4 ▲ 2.2 33.5 32.7 33.8 0.9 30.5 34.4 35.1 ▲ 4.0

従業員数が過剰計 674 35.2 43.3 21.5 ▲ 8.2 40.5 37.5 22.0 3.0 36.6 41.2 22.1 ▲ 4.6 38.7 37.4 23.9 1.3 34.0 42.0 24.0 ▲ 8.0

わからない 5,084 17.3 24.6 58.1 ▲ 7.3 18.5 24.0 57.6 ▲ 5.5 16.4 26.0 57.6 ▲ 9.5 18.2 23.6 58.2 ▲ 5.4 15.9 24.9 59.2 ▲ 9.1

正規の職員・従業員（役員含む） 14,986 30.1 35.8 34.1 ▲ 5.7 31.5 34.7 33.8 ▲ 3.2 29.5 36.9 33.5 ▲ 7.4 31.2 34.1 34.8 ▲ 2.9 29.0 35.4 35.5 ▲ 6.4

非正規の職員・従業員 7,014 22.7 31.9 45.4 ▲ 9.3 25.4 30.1 44.5 ▲ 4.7 22.3 33.7 44.1 ▲ 11.4 24.8 28.6 46.6 ▲ 3.9 22.0 30.8 47.2 ▲ 8.8

管理的職業従事者 490 38.8 35.5 25.7 3.3 43.3 31.8 24.9 11.4 40.4 34.1 25.5 6.3 44.3 30.2 25.5 14.1 36.7 33.5 29.8 3.3

専門的・技術的職業 従事者 4,094 34.0 32.7 33.3 1.3 36.4 31.6 32.0 4.8 33.1 35.1 31.9 ▲ 2.0 36.2 31.0 32.8 5.2 32.5 33.5 34.0 ▲ 0.9

事務従事者 5,033 28.9 33.5 37.6 ▲ 4.5 30.0 32.9 37.0 ▲ 2.9 28.5 34.3 37.3 ▲ 5.8 31.2 30.7 38.1 0.6 27.7 32.8 39.5 ▲ 5.1

販売従事者 2,746 27.9 35.5 36.5 ▲ 7.6 29.8 33.6 36.5 ▲ 3.8 26.2 37.9 35.9 ▲ 11.7 28.9 33.5 37.6 ▲ 4.6 26.2 35.5 38.3 ▲ 9.3

サービス職業従事者 2,596 23.4 35.6 41.0 ▲ 12.2 26.1 33.4 40.5 ▲ 7.4 24.0 36.7 39.3 ▲ 12.8 24.7 33.7 41.5 ▲ 9.0 24.8 33.1 42.1 ▲ 8.3

保安職業従事者 474 25.7 37.3 36.9 ▲ 11.6 31.6 34.2 34.2 ▲ 2.5 28.1 38.4 33.5 ▲ 10.3 29.1 34.4 36.5 ▲ 5.3 27.6 35.2 37.1 ▲ 7.6

農林漁業従事者 206 22.8 28.2 49.0 ▲ 5.3 24.3 29.6 46.1 ▲ 5.3 21.4 31.6 47.1 ▲ 10.2 24.3 27.2 48.5 ▲ 2.9 26.2 26.7 47.1 ▲ 0.5

生産工程従事者 3,072 25.3 36.3 38.5 ▲ 11.0 27.1 34.4 38.5 ▲ 7.3 24.9 36.6 38.5 ▲ 11.7 25.6 34.0 40.4 ▲ 8.4 24.7 35.1 40.2 ▲ 10.4

輸送・機械運転従事者 806 21.0 37.3 41.7 ▲ 16.4 19.6 38.3 42.1 ▲ 18.7 19.6 39.3 41.1 ▲ 19.7 21.1 36.1 42.8 ▲ 15.0 18.2 38.3 43.4 ▲ 20.1

建設・採掘従事者 787 26.9 35.8 37.2 ▲ 8.9 26.4 36.2 37.4 ▲ 9.8 28.2 36.5 35.3 ▲ 8.3 26.7 34.8 38.5 ▲ 8.1 26.8 34.6 38.6 ▲ 7.8

運搬・清掃・包装等 従事者 1,696 21.2 33.8 45.0 ▲ 12.6 23.1 31.7 45.2 ▲ 8.5 19.8 35.6 44.7 ▲ 15.8 20.6 30.8 48.5 ▲ 10.2 19.1 33.4 47.5 ▲ 14.3

男性 11,861 29.4 35.8 34.8 ▲ 6.5 30.7 34.9 34.4 ▲ 4.2 28.8 36.8 34.4 ▲ 8.0 29.9 34.2 35.8 ▲ 4.3 27.8 35.7 36.6 ▲ 7.9

女性 10,139 25.8 33.1 41.1 ▲ 7.3 28.2 31.3 40.5 ▲ 3.1 25.3 34.8 39.8 ▲ 9.5 28.2 30.1 41.7 ▲ 1.8 25.7 31.9 42.4 ▲ 6.3

15～24歳 1,371 41.4 34.0 24.6 7.4 43.8 31.7 24.5 12.0 41.5 34.1 24.4 7.4 43.6 31.1 25.2 12.5 41.9 32.6 25.5 9.3

25～34歳 3,990 34.9 34.7 30.4 0.3 36.6 33.8 29.6 2.9 34.6 36.4 29.0 ▲ 1.8 36.9 32.7 30.4 4.2 35.2 33.9 31.0 1.3

35～49歳 7,599 27.9 34.7 37.4 ▲ 6.8 29.4 33.9 36.8 ▲ 4.5 26.7 36.9 36.5 ▲ 10.2 28.3 33.6 38.1 ▲ 5.3 26.3 35.1 38.6 ▲ 8.8

50～64歳 6,801 22.1 34.5 43.4 ▲ 12.5 24.0 33.1 42.9 ▲ 9.1 21.8 35.4 42.8 ▲ 13.7 24.2 31.4 44.4 ▲ 7.2 20.7 33.9 45.4 ▲ 13.1

65歳以上 2,239 23.1 34.4 42.5 ▲ 11.3 25.8 31.5 42.7 ▲ 5.7 23.6 34.2 42.2 ▲ 10.6 24.4 30.8 44.8 ▲ 6.3 22.7 31.0 46.3 ▲ 8.4

中学、高校卒 7,271 23.0 34.3 42.7 ▲ 11.3 24.2 33.0 42.8 ▲ 8.8 22.6 35.2 42.2 ▲ 12.6 23.1 32.3 44.6 ▲ 9.2 22.1 33.0 44.8 ▲ 10.9

専修・各種学校、短大・高専卒 4,926 24.4 34.9 40.7 ▲ 10.5 26.3 33.2 40.6 ▲ 6.9 24.9 35.6 39.5 ▲ 10.8 26.0 32.2 41.8 ▲ 6.2 24.5 33.5 41.9 ▲ 9.0

大学卒以上 9,705 32.9 34.6 32.5 ▲ 1.7 35.2 33.5 31.3 1.7 31.8 36.6 31.6 ▲ 4.8 35.2 32.4 32.4 2.8 31.5 34.8 33.7 ▲ 3.3

上記以外 98 30.6 30.6 38.8 － 31.6 30.6 37.8 1.0 27.6 34.7 37.8 ▲ 7.1 31.6 29.6 38.8 2.0 25.5 33.7 40.8 ▲ 8.2
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（2）AI等のポジティブな効果を享受等するために企業や政府に求められる取組 

全有効回答労働者（n=2.2 万人）に今後 10 年を見据え、AI・生成 AI によるポジティブ

（前向き）な効果を享受し、ネガティブ（後向き）な影響を抑制するために、企業や政府のど

のような取組が重要になると思うか尋ねると（3 つ以上で複数回答）、「AI 技術を利用する際

の安全性の向上（個人情報の不適切な利用、虚偽・偏向情報の拡散、著作権侵害などのリスク

への対応など）」が 34.5％でもっとも多く、次いで「AI 技術自体の信頼性と透明性の向上」

（33.6％）、「仕事のパフォーマンスの向上と賃金の引上げにつながる技術開発」（31.8％）、

「労働者の働き方と働く環境の改善につながる技術開発」（29.9％）、「AI 時代に求められる

スキルや能力の明確化」（23.5％）、「従業員が仕事で AI を使うために学ぶことへの支援の強

化」（23.0％）、「新しい仕事の創出につながる技術開発」（21.5％）などが挙がり、「特にない」

は 35.1％となった（図表 2-2-12-2-1）。 

こうした結果を AI の使用・利用状況別にみると、何らかの取組を挙げた割合は「AI 不使

用企業の労働者」より「AI 使用企業の労働者」、さらに実際の「AI 利用者」や「生成 AI 利用

者」ほど高くなっている。 

 

図表 2-2-12-2-1 AI 等のポジティブな効果を享受等するために企業や政府に求められる取組 

 

 

 

 

 

 

その上で、「AI 使用企業の労働者」と「AI 不使用企業の労働者」の間で比較すると、「AI 使

用企業の労働者」で高く、両者の開きがもっとも大きいのは「AI 技術を利用する際の安全性

の向上（個人情報の不適切な利用、虚偽・偏向情報の拡散、著作権侵害などのリスクへの対応

など）」（20.6㌽差）で、これに「AI 技術自体の信頼性と透明性の向上」（14.7㌽差）や「新
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しい仕事の創出につながる技術開発」（12.6㌽差）、「仕事のパフォーマンスの向上と賃金の引

上げにつながる技術開発」（11.9㌽差）、「従業員が仕事で AI を使うために学ぶことへの支援

の強化」（10.8㌽差）、「職場への新技術の導入に関する労使間の対話の促進」（10.2㌽差）等

が続く。なお、「AI 利用者」と「生成 AI 利用者」の回答はほぼ同様ながら、「職場への新技術

の導入に関する労使間の対話の促進」については、「生成 AI 利用者」が 2.5㌽上回った。 

総じて、企業や政府の取組としては AI 技術における安全性、信頼性等の向上を始め、仕事

のパフォーマンスの向上と賃金の引上げ、AI を使うための学びの支援強化や労使間対話の促

進等が重視されていることが分かる。企業や政府にはこうした環境整備を行いながら、AI 利

用の恩恵を幅広い労働者が享受出来るようにすることが求められる。 
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第３節 まとめ 

本稿で考察してきたように、AI の職場導入は、仕事の質（Job quality）と仕事の量（Job 

quantity）の両面に影響を与える可能性がある。そして、AI の職場導入に伴って、典型的な

勤務日における従業員の作業（タスク）がどのように変化するか、又は、スキルの陳腐化や補

完がどの程度生じるかは、仕事の質と量の両面に与える影響を理解するうえで、重要な要因と

なるだろう。さらに、仕事の質（Job quality）については、新たな技術導入に関する労使の

コミュニケーションや、AI と働くための労使の人的資本投資などによって、AI による改善効

果を最大化できるといった視点も重要である。 

こうした分析のフレームワークを前提とした場合、我が国では、AI 技術やそれを搭載した

ロボット等が、仕事の量（Job quantity）に与える影響への関心が先行してきたといえるだ

ろう。Frey&Osborne(2013)によって、10～20 年内に米国の労働人口の約 47%が AI 技

術に代替されるリスクが 70%以上あるという推計結果が発表され、その後、野村総合研究所 

(2015)が、同様の分析方法によって、日本においても労働人口の約 49％が AI 技術に代替さ

れるリスクがあるという推計結果を公表し、我が国においても世論の注目を集めた。その後、

OECD が、AI 技術が与える影響の分析視点をタスクベースで再構築し、OECD 加盟 21 カ国

平均で自動化可能は 9％（Arntz et al.,2016）に過ぎないことや、⾃動化の可能性が極めて

⾼い (リスク 70%超) のは約 14％にとどまる（Nedelkoska et al.,2018）こと等が反証さ

れた。引き続き、この際にも議論の無かった雇用創出への効果も含めて、仕事の量（Job 

quantity）にどのような影響を与えるかは、重要な論点であることに変わりはない。今回、

当機構が実施した調査結果でも、AI 利用者においては、今後 10 年以内において、雇用創出

を期待する利用者割合が、雇用喪失への懸念を示す利用者割合を上回っている現状が明らか

になったことは、重要なインプリケーションの１つであろう。 

他方、OECD を中心とした諸外国では、AI 技術やそれを搭載したロボット等が仕事の質

（Job quality）にポジティブな影響を与える可能性について調査研究を進めてきている。我

が国においても、山本（2019）が AI などの新しい情報技術の利用と労働者のウェルビーイ

ングとの関係性を考察し、メンタルヘルスやワーク・エンゲイジメントなどのウェルビーイン

グを改善させる可能性を明らかにしている。また、Kyogo Kanazawa et al.(2022)は、タ

クシー業界において、AI 技術が低スキルのドライバーの生産性を向上させる形でドライバー

間の生産性の格差を縮小させていることを明らかにしている。 

以上のような状況の中で、今回、厚生労働省からの要請に基づき当機構が実施した調査は、

特定の内容の AI 技術の効果検証や特定の視点のみの調査ではなく、AI の職場導入の影響に

関して「仕事の質（Job quality）と仕事の量（Job quantity）の両面」から、バランス良く

現状を概括的に把握するということを目的にしたものである。現時点の日本の職場における

AI ユーザーの割合は必ずしも高い現状ではないが、多くの労働者が今後の 10 年間において、

自身の職場における AI 利用が進展していくことを予想していることが明らかになった中で、
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働き方の未来に向けて、どのように適切に準備を進めていくべきなのかを探るという観点か

らは、いくつもの重要なインプリケーションを明らかにすることができたと考えている。しか

しながら、今後の 10 年において、実際に職場での AI 利用が進んでいけば、AI 技術の変革の

スピードの速さもあいまって、本調査で明らかになった実態も変化していく可能性が高いだ

ろう。そのため、AI の職場導入の影響については、定期的にその実態の把握に取り組むこと

が肝要である。当機構においても、刻々と変化する実態の把握に努めていきたい。 
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